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はじめに 
 
本論の問題関心は、「新しい時代社会に求められる教師の新しい資質や適性能力とは何か」
というテーマについて、主としてアンケート調査から見た現代日本教師の意識構造を長年
にわたり定量・定性分析し、教育社会学的視点から実態分析してその一般モデル化を志向
したものである。「教師の社会学的研究」として、①教師の社会的地位・役割、②教育組織
と教師集団、③教育団体の構造・機能といった教員養成制度が持っている構造的問題と、
職業選択や配偶者選択といった教師自身が持っている意識・態度・価値観などとの相関関
係のありようについて論考したものである。現代教師が、「教師という職業としての満足感」
と「教育現場での多忙感」とのアンビバレントな狭間で、ともすれば過重労働に追い詰め
られているという現実態を指摘した上で、ではどうすればその問題解決に結びつくのかと
いう課題を、「教育現場―現状分析―問題点の明確化―原因解明―課題解決提案」といった
流れに沿って考察する。そして教育職を「プロフェッショナルとしての教師像」として位
置づけ、身分保障、自主・自律・主体性の強化などのエンパワーメントを図り、「一人ひと
りの教師を大切にすること」、あるいは「いろいろなゆとりを与えること」などを提唱して
いる。 
研究テーマの「日本における教職意識の変化」という意味は、現代日本の教育労働者・
教育専門職としての教育職業に関する意識・態度・行動の価値観や職業観の変化について
研究するということである。この研究目的は、つまり「教師の意識調査」に関する徹底し
た実態分析を通して、教師の教育価値観を明確にすることである。 
筆者はこれまで、「新しい時代に求められる教師像とは何か、さらにこれからの教師に求
められる新しい資質と能力とは何か」という課題について、「意識調査から見た日本の教師
像」の分析に終始一貫取り組んできた。とくに現代日本の小学校における教師、とりわけ
校長像や女性教師像を中心に「教師研究」に従事してきた。とりわけ東京都内、長野県、
山口県、東北６県、福岡県などを事例対象に実態調査し、その詳細な比較分析によって、
教師が抱える諸問題の現状と問題点の明確化、その背景と原因解明、さらにその具体的な
問題解決手法などについて検討を重ねてきた。 
「教師の社会学的研究」のうち、ここでは①教師の社会的地位、②教師意識と教師役割、
③教育組織と教師集団、④教育団体の機能といった諸課題を取り上げ、教員養成制度その
ものがもつ制度的問題から職業選択や配偶者選択など教師自身の意識問題に踏み込み、と
もすれば“閉鎖的職業集団”に陥りやすい状況を現実分析しかつ問題提起してきた。その
上で、より健全なる「教師育成」のために、学校と家庭と地域社会とのさらなる交流関係
や開放的交流の重要性と必要性について論及している。 
 分析の対象は、公立小学校の教師（管理職、一般教諭を含む）を対象としている。そし
て教師の実態分析から諸問題の原因を解明しかつその根本的課題の改善提案にも取り組む。
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そのために次のような問題関心からアプローチする。 
① 教師は、何を考えているのか、地域間によってどう変わっているのか、さらに時間差
によって意識がどう変わったのか、あるいは変わっていないのか、といった問題関心
とその追求過程での成果である。 
② 調査年代は、1969年～1996年にかけて実施している。 
③ 対象地域は、東京都内、長野県、東北６県、山口県、福岡県など、全国に跨っている。
調査地選定理由、母集団、抽出台帳等を列挙すると表 1の通りである。 
   
表 1 アンケート調査の実施要項 
アンケート調査の実施要項 
①調査地選定理由 
・東京都＝わが国の首都であり、都道府県別において教員数が最高である。 
・長野県＝調査実施時（1970年）で女性教員の比率が全国で最低の県である（24.7％）。 
・福岡県＝調査実施時（1971年）で女性教員の比率が全国で最高の県である（62.2％）。 
・東京都（1979年）、長野県（1980年）＝は、10年間の変化を考察するために行った。 
・東京都（1984年）＝前回の調査（1979年）より 5年間の変化を考察するために行った。 
・山口県（1986年）＝非常に保守的な県である。 
・長野県（1986年）＝時系列的な変化をみるために行った。 
・山形県（1994年）＝山形県下のみの公立小学校教員意識調査結果に存在しない。長野県と同じように教育に
関心が高い地域である。 
② 母集団 
・1969年＝東京都調査。公立小学校教諭（校長・教頭・養護教諭・講師を除く。以下、他の全調査も同じ）の 
うち女性教員 16,548名（うち女性教師率 54.6％）。 
・1969年＝福岡県全小学校教師総数 13,309名（うち女性教師 8,276名）。 
・1970年＝長野県女性教師 1,768名、昭和 46年＝女性教師 8,276名（全国女性教師率が最少の県 24.7％）。 
・1979年＝東京都女性教師 22,274名。 
・1980年＝長野県女性教師 2,296名、男性教師 4,233名。 
・1984年＝東京都女性教師 19,812名。 
・1986年＝山口県女性教師 2,787名、男性教師 1,728名。 
・1986年＝長野県女性教師 2,494名、男性教師 3,842名。 
・1994年＝山形県女性教師 2,501名、男性教師 1,553名。 
④ 出台帳 
・東京都＝東京都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校教職員名簿』1969・1979・1984
年度版。 
・長野県＝『長野県学事関係職員名簿』1969・1980・1986年度版、信濃教育会発行。 
・福岡県＝『福岡県下教育関係職員録』1970年度版、教育春秋社発行。 
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・山口県＝『山口県教職員録』1986年度版、山口県学校生活協同組合発行。 
・山形県＝『山形県教育関係者名簿』1993年度版、山形教育用品株式会社編集発行。 
 
次に調査方法は、「教師の教職意識に関する価値観」についてのアンケート調査による実 
証的分析である。調査の年代は、時系列分析（1969年－1979年－1984年－1986年－1996
年－）によるアンケート意識調査、徹底した典型的事例研究、さらに事例研究から一般化
への作業に取り組んでいる。主として第１次資料としての自分の実態調査により、その類
型化・一般化に専念する。何よりもその時代の貴重なデータ（管理職・校長・女性教師な
ど）の分析結果が得られ、歴史的意義があると考える。さらに第２次資料としての他の研
究者や研究機関が実施したアンケート調査の今日的データ分析結果も活用し比較考察を行
っている。 
第 1回目のアンケート調査は、1969（昭和 44）年に始まり、1994（平成 6年）年まで全
9回、25年以上にわたって時系列的に取り組み、またその調査対象地も東京都内、長野県、
福岡県、山口県、山形県を含む東北 6県など、日本全域をカバーし、特に小学校教師を中
心に実証的分析を実施してきた。もちろん第 1次資料だけでなく、最近のいろいろな教育
委員会や調査機関などが実施している第 2次資料も併せて考察している。例えば、「2011
年度佐賀県小・中学校学習状況調査Web報告書」（「保護者・教師の教育に関する意識調査」
2009年 10月実施）、「千葉市学校教育に関する意識調査報告書―平成 2007年 9・10月実施
―」（千葉市教育委員会、2008年 2月）、「福井県教員意識調査の結果」（教育・文化ふくい
創造会議（第二次会議：第 2回）、2007年 12月）、あるいは「教員意識調査・保護者意識
調査 中間報告書（案）概要」（暫定版、平成 2006年度文部科学省委託調査）などである。 
アンケート調査の質問項目は、とくに以下のような項目について総合的に検討している。
つまり「教師に就きたいという職業選択動機」、「今後も教職を継続したいという意思」、「管
理職昇進への希望」、「教師として行動する価値規範の根拠」、「職場全体と地域社会（ＰＴ
Ａを含む）からの支持」、「教育実践現場における教師の自律性意識」、「教師と子どもとの
人間関係」、「教師の役割達成状況」、「満足感（仕事内容、勤務先、収入、生活全般など）」、
「帰属階層意識」、「社会的活動」、「教育における家庭・学校・地域社会との関係」、などで
ある。 
本研究の独自性は、①時系列的アンケート調査による比較分析、②日本の公立小学校の
地域間比較研究（事例研究）にあるといえる。1969年から「東京都内公立小学校教員の教
育価値観に関する意識調査」をアンケート調査（郵送法）等により実施し、その後、継続
して長野県、福岡県、山口県、東北 6県等の実証的調査研究をしてきた。これらの分析結
果の一部は、「社会学評論」（85号）、「教育社会学研究」（第 28集）、「ソシオロジ」（第 32
巻 3号）、「学校運営研究」（211号）、「社会学論叢」（112号）、その他に発表している。 
本論は、以上の調査結果を書き溜めてきた 17本の論文を中心にまとめなおしたものであ
る。その全体構成は、大きく 4 つの項目により成り立っている。つまりⅠ現代日本教師を
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めぐる問題状況、Ⅱ日本教師の職業意識・教職意識の分析、Ⅲ管理職（校長）の教職意識
の分析、Ⅳ女性教師の教職意識の分析、などである。もう少しその内訳を述べる。 
Ⅰ現代日本教師をめぐる問題状況とは、本研究の目的・対象・方法について、現代日本
教師を取り巻く環境状況を分析し、もろもろのアンケート調査のデータ分析結果から見え
てくる「教師の多忙感」について考察している。ここでは、「現代教師をめぐる問題状況」
として、まず何よりも象徴的に「教育現場の多忙さ」があり、「追いつめられる教師」とし
て、今教育現場で一体何が起きているのか、教師の加重労働や健康傷害や自殺問題など、
どれほど深刻かつ過酷な状況にあるのか、その①現状と課題、②原因と背景、③具体的改
善対策などにいかに取り組むべきかについて検討し問題提起する。 
Ⅱ日本教師の職業意識・教職意識の分析では、教師の職業意識、配偶者意識、教員養成
制度の改革、教職意識、就職動機、社会的交流関係などについて、東京都内、長野県、東
北 6 県、長野県、山形県などの公立小学校を中心に、アンケート調査に基づき実態分析し
ている。 
Ⅲ管理職（校長）の教職意識の分析では、現代日本の女性校長は、とくに広島県（平成
21年 4月現在、35.3％）や大分県（34.1％）に多く、また鹿児島県（8.8％）や北海道（9.7％）
に少ないが、ここでは東京都内の公立小学校長像を中心に、その就職動機（事情）、生き甲
斐類型、教師の３タイプ、校長志向の男女格差、志向・非志向の要因分析などに取り組ん
でいる。 
Ⅳ女性教師の教職意識の分析では、女性教師の意識の変遷、教職選択、派閥（学閥）意
識、就職動機、継続希望とその理由、昇進（管理職）希望、階層帰属意識と生活信条、供
給源としての社会階層、教育労働者意識、政治意識などについて考察する。 
最後に結論として、現代の学校・教師は多くの「変化」が求められている。教師の職業
アイデンティティの危機と探究が急務であり、「プロフェッショナル教師としての職業的パ
ーソナリティの自律性の確立」が大きな課題である。「教師自身が人間として、職業人とし
てどう生きるか」ということが問われているのである。同時に、現代教師の多忙感や離職
率の高さは、単に教師個人の能力的問題としてだけではなく、もっと学校職場全体の構造
的・制度的問題として課題解決に取り組むべきであるということを主張する。そして「開
かれた学校・学級・教師論」の展開こそ最重要であるということを提言する。 
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Ⅰ 現代日本教師をめぐる問題状況 
 
 
はじめに 
 
 日本の教員採用試験の競争率は、2000年度のピーク時において、小学校で 12.6倍、中学校で 17.9
倍、2008年度においても小学校で 4.3倍、中学校で 9.1倍、という高い倍率を示し、やる気のある学生
が多く受験している。しかしその優秀な学生が、難関を乗り越えて採用され、ようやく教育活動の現地・
現場に出た新任教師が数年後に離職したり、休職や精神疾患、あるいは自殺など、極めて厳しい現実状
況に追い詰められている。なぜ教師を志望しやっと教育現場に出た途端に、「病気」などさまざまな理
由で自ら離退職していくのであろうか。また一方、40～50代のベテラン教師もバーンアウトし離職す
る率も高い。このように新任教師やベテラン教師をめぐって、学校現場で一体何が起きているのであろ
うか。例えば、勤務実態、成果主義、精神的負担、あるいは管理主義など、いろいろな問題が指摘され
ている。これらの現代教師をめぐる現実態を分析し、背景にある原因解明、さらにその問題解決への手
法などについて考察する。 
 
１ 研究の目的・対象・方法 
 
（１）目的 
筆者のこれまでの問題関心は、簡単にいえば、「新しい時代に求められる教師像とは何か、さらにこ
れからの教師に求められる新しい資質と能力とは何か」①というテーマについて、「意識調査から見た日
本の教師像」を分析し、「実証研究から一般モデル化」に向けて終始一貫取り組んできた。とくに現代
日本の小学校における校長像および女性教師像を中心に「教師研究」してきた。とりわけ東京都内、長
野県、山口県、東北６県、福岡県などを事例対象に実態調査し、その詳細な比較分析によって、教師が
抱える諸問題の現状と問題点の明確化、その背景と原因解明、さらにその具体的な問題解決手法などに
ついて検討を重ねてきた。この「教師の社会的研究」のうち、①教師の社会的地位、②教師意識と教師
役割、③教育組織と教師集団、④教育団体の機能といった諸課題を取り上げ、教員養成制度そのものが
もつ制度的問題から職業選択や配偶者選択など教師自身の意識問題にまで踏み込み、ともすれば“閉鎖
的職業集団”に陥りやすい状況を現実分析しかつ問題提起してきた②。その上で、より健全なる「教師
育成」のために、学校と家庭と地域社会とのさらなる交流関係や開放的交流の重要性と必要性について
論及してきた。 
（２）対象 
 現代教師は、仕事に対して「満足感」と「多忙感」とどちらがより上位にあるかという問いに対し、
どのように回答されるであろうか？筆者の視点は、「現代教師をめぐる問題状況」として、まず何より
も象徴的に「教育現場の多忙さ」があり、その有無と程度問題こそが今日的重要課題であると認識して
いる。最近でもマスコミや雑誌などで「追いつめられる教師」という特集記事③が頻繁に取り上げられ
ている。今教育現場で一体何が起きているのか、教師の加重労働や健康傷害や自殺問題など、どれほど
深刻かつ過酷な状況にあるのか、その①現状と課題、②原因と背景、③具体的改善対策などにいかに取
2 
 
り組むべきかについて検討し問題提起する。図１の「現代教師をめぐる問題状況」という鳥瞰図は、本
稿の全体構成を図解したものであり、以下、「教育現場―現状分析―問題点の明確化―原因解明―課題
解決提案」という項目に沿って分析していく。 
 
                          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 現代教師をめぐる問題状況 
 
（３）方法 
これまでの研究過程を踏まえて、本稿では、筆者が従来取り組んできた「実態意識調査」の一次資料
をベースに、次のような二次資料を加えさらに検討する。例えば、「2011年度佐賀県小・中学校学習状
況調査Web報告書」（「保護者・教師の教育に関する意識調査」2009年 10月実施）、「千葉市学校教育
に関する意識調査報告書―平成 2007年 9・10月実施―」（千葉市教育委員会、2008年 2月）、「福井県
教員意識調査の結果」（教育・文化ふくい創造会議（第二次会議：第 2回）、2007年 12月）、あるいは
「教員意識調査・保護者意識調査 中間報告書（案）概要」（暫定版、平成 2006年度文部科学省委託調
教員現場 
・学校崩壊 
・学級崩壊 
現状分析 
【教員の意識】 
・「満足感」 
・「多忙感」 
・「ストレス感」 
・バーンアウト・
シンドローム 
 
問題点の明確化 
・離職率 
・退職率 
・精神疾患率 
・教員非行率 
・自殺率 
原因解明 
①個人能力の責任（教師力） 
・教員自身の力量不足 
・指導力不足（授業力） 
②教育職務の責任（教育力） 
・労働過重 
③学校の責任（学校力） 
・職場環境（学校経営力） 
・人間関係、人事評価、成果
主義、管理強化等 
④地域社会との関係（地域力） 
・教育委員会、PTA 等 
⑤国政の責任（国家人材力） 
・「教育立国」 
・文部省の方針等 
課題解決提案 
①教師個人のサポート
体制の確立 
・教員研修制度の拡充 
・教員のゆとり確保 
・カウンセリングの充実 
・正規教員としての採用 
②職場環境の改善策 
・教員資格取得制度の多
様化・複線化等 
・多様な人材登用（専門
家、地域人等） 
職業としての教員
の魅力の低下（社
会的地位・評価の
低下） 
教員採用試験受
験培率の低下 
 
教員の質の低下 
学校（教育）の質の低下 
①「中途退職者」 
・有能な人材か 
・不適応な人材か 
②離職の理由 
・病気等 
③離職しない理由 
・適性能力ある人 
・転職の勇気がない
人 
・他の能力がなく、
これしかない人 
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査）などである。これらの「意識調査」に関する資料を中心にまとめ総合的に分析する。 
 
２ 現代日本教師を取り巻く環境状況 
 
（１）教師の教育活動 
 教師の「教育活動」は基本的に「教育環境」に影響され、さらにその教育環境は「時代の社会状況の
変化」に規定されている。教師がいかなる教育活動をすればいいのか、という問いに対し、教師を取り
巻く教育環境に多大な影響を受けているのである。その教育環境としては、まず国家・文部科学省があ
り、「国家主義的価値観」が反映されている。例えば、「国民の人格形成」か、「個人の人格形成」か、
といった教育論争がある。ここでいう「国民の人格形成」とは、つまり国家主義・国粋主義・民族主義
的視点に立ち、日本の歴史・伝統・文化などを強調し、「日本人らしさ」や「日本という国家意識」を
とくに重んじることである。ここではとりわけ愛国心、公共心、道徳心、規範意識などの価値意識の醸
成が期待される。これに対して、「個人の人格形成」とは、「国家・社会の形成者」あるいは「ひとりの
人間」としての普遍的価値原理の実現をめざし、個々人の人権、自由、平等、博愛などの精神が強調さ
れる。子どもは「平和的な国家および社会の形成者」として、また「国際人や世界人としての人間形成」
が目指される。教育の価値理念として、「真理と正義、個人の価値、勤労と責任、自主的精神など」の
形成と完成を追求することになる。このどちらによりウエイトが置かれるかは、その時代社会状況や政
治経済情勢などに規定される。例えば、時代状況が「変革期」にあるか、「混迷期」にあるか、あるい
は「国際的競争環境期」にあるかなどによって影響される。当然ながら一人ひとりの教師は、こうした
アンビバレント（両価性）な心的状況において、コンフリクトやフラストレーション下に置かれること
になる。 
 今日的時代状況としていえば、1998年の中教審答申「今後の地方教育行政の在り方について」によ
ると、地方分権や地域主権や規制緩和などが改革原理として教育行政を推進することが提言されている
④。これまでの国家集権型教育行政から中央と地方との関係、都道府県と市町村との関係をそれぞれ「対
等な関係」としていくために、市町村への権限の拡大・強化が提言されている。つまり「学校の自主性・
自律性の確立」（「地域社会に開かれた特色ある学校づくり」を進めるための自由裁量権の拡大など）が
謳われている。そして学校は子どもや保護者から評価され、選択される時代になってきたのである。 
 いわゆる「学校のガバナンス能力＝学校力」が問われるようになった。「学校力」とは、つまりいい
学校として「教育の質」が高いということ、教育の質とは、つまり「教師の質」が高いということ、教
師の質とはつまり、「教師の指導計画立案力、授業の構成力や展開力などの授業力、子どもの関心や興
味、個性や能力を基盤とした教材の開発やわかる授業、面倒見がいい、子ども理解や教育相談に深い理
解と実践、研究力などにかかわる力量」⑤ということである。子どもの問題行動が生じた場合、学校お
よび管理職は非常に敏感に反応する。もしいじめ、不登校、校内暴力、学級・授業の荒れなどが起きれ
ば、それはたちまち学校・教師の責任問題となる。担当教員のみならず管理責任者としての校長・教頭
の重大な責任問題へと発展する。それゆえにますます管理責任体制が強化されてゆくことになる。 
（２）教師をとりまくステークホルダー間の利害対立 
学校とは何か。あるいは誰のために学校・教育はあるのだろうか。学校・教師と家庭・地域社会との
関係においてみてみよう。「学校の役割」、「教師の役割・能力」、「教師の職業（仕事）」として次のよう
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に考えられる。 
１．「学校の役割とは何か」（学校に求められる役割、現代社会における教育の在り方） 
① 子どもの教育に関して基礎学力の習得と規範意識の形成 
② 「説明責任」（家庭・地域・学校で話し合い、３者間の連係・協力関係を作り上げる） 
③ 人的資源の確保（施設・設備面での学校開放のみでなく、「人的資源の開放」こそ大事である） 
 
２．「教師の役割・能力とは何か」（教師に求められる具体的資質能力） 
① 生徒や教育の在り方に関する適切な理解 
（生徒観・教育観 → 国家における教育の役割についての理解） 
② 教職に対する愛情・誇り・一体感 
（教職に対する情熱・使命感・子どもに対する責任感や興味関心） 
③ 教職の意義・役割に関する正確な知識、子どもの個性や問題解決能力の生かす能力 
 
３．「教師の職業（仕事）とは何か」（「教育専門家」＝教育プロフェッショナル） 
① 特に大切なものは、「バウチャー制度の導入」（学習者の権利を擁護し拡大する。教師を学習者が
評価するシステムがほとんどない → 最近の授業評価制度として確立する。） 
② 学習者の学校への支持率と公費の投入率が比例するため、学習者の「よい教師」、「よい学校」を
選びたいという願いが正確に反映される。 
③ 学習者の福祉のために活用（身体障害、シングル家庭、外国人子弟など「教育弱者」ともいうべ
きハンディキャップのある学習者に対し、加増給付などの福祉的使用も可能になる） 
 
 文部科学省が作成している『魅力ある教員を求めて』という冊子によると、「教員に求められる資質
能力」として、「教育者としての使命感、人間の成長・発展についての深い理解、幼児・児童・生徒に
対する教育的愛情、教科等に関する専門的知識、広く豊かな教養」などがいつの時代にも求められてお
り、さらにこの理想に基づいて、「教師の仕事に対する強い情熱、教育の専門家としての確かな力量、
総合的な人間力」などの「実践的指導力」が期待されている⑥。 
この「国家・文部科学省」の政策・方針・意向を受けて、都道府県・区市町村の「教育委員会」と学
校間において、改正教育基本法の遵守に基づく学校教育推進のあり方が協議される。学校現場では、校
長をトップに教師間において、円満・能率的な学級運営と職務遂行および児童生徒の教育指導に取り組
む。管理職は、教員評価や人事考課制度に基づき上意下達的な指示命令を行う。この間、教師は、教師
同僚との連携協力、教職員組合からの支援協力を受けつつ、教育の仕事に向き合うことになる。さらに
「地域社会に開かれた学校づくり」のための PTA・保護者・専門家・地域住民などとの緊密な関係構築
が求められる⑦。加えて、「グローバル化」と「地域社会・国際社会の歴史的・環境的ニーズ変化」の中
で、「教育の国際化」、「国境を超えた国際協働教育システムづくり」にも柔軟に適合していかねばなら
ないのである。英語による教育、ICT化による授業展開など、いろいろ新しい教育技法導入にも試行錯
誤的に取り組んでいかねばならない。このように教師をとりまくステークホルダー間の利害得失や権限
関係が激化・多様化・複雑化・高度化・専門化するにつれて、教員の精神的ストレスもまたますます高
揚することになる（図２参照）。 
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図 2 教師のストレス重層構造 
 
内閣府の「保護者アンケート」によると⑧、保護者から見て「教員に対する満足度」（子どもの学年別、
学校設置者別）は、「３割が満足、３割が不満」と相反し全く拮抗している。ここで「不満である」お
よび「非常に不満である」を合計したおよそ３割の保護者が、学校および教師に対して有形無形のプレ
ッシャーをかけていることが想像できる。教師は毎日毎日の仕事に追われ追われて、児童生徒の安全管
理、保護者からの苦情相談などに悩み、かつ疲れ果てているのである。 
この結果、初等教育の段階で最も重視される「学校―家庭―地域社会」という枠組みの中で、「教師
は地域社会とどのような交流があるか」について調査分析した結果、「期待した程、教員と地域社会と
の交流はなかった」、また「地域社会と共存共栄であるべき学校の実質的担い手である教員が、地域社
会に関して関心は乏しく、また教員社会以外の人びととの交流の程度は濃厚とは言えず、逆に同質性集
団である教員仲間との交流は予想以上であった」という結果が出ているのである 。因みに、本稿での
主たる分析対象である「現代女性教師の管理職（＝校長）の進出率」を挙げると表 1の通りである。こ
の表 1は、女性管理職の比率を府県別に上位県と下位県に分けて表したものであり、地域間の特色が出
ている。 
 
表１ 女性教師（管理職＝校長）の進出率 
順位 
【上位】 
地区別 総数 男性 女性 女性比率 
（1） 広島県 538 348 190 35.3％ 
（2） 大分県 305 201 104 34.1％ 
（3） 沖縄県 268 178 90 32.0％ 
（4） 栃木県 390 266 124 31.8％ 
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（5） 富山県 199 136 63 31.7％ 
【下位】      
（43） 長野県 385 340 45 11.7％ 
（44） 熊本県 407 361 46 11.3％ 
（45） 宮崎県 245 220 25 10.2％ 
（46） 北海道 1213 1095 118 9.7％ 
（47） 鹿児島県 565 515 50 8.8％ 
（文部科学省教育局教職員課、2009年 4月 1日付） 
 
（３）現代教師の職場不適応状況 
 教師の早期退職者（離職者）は、年平均して 12,000人程である。2007年版『学校教員統計』による
と、2006年度間の小学校教師の離職者数は、14,812人と報告されている。その「退職理由」の内訳は、
定年が 67.0％、病気が２.6％、死亡が 1.5％、転職が 8.2％、大学等入学が 0.3％、その他が 20.9％であ
る。また公立学校教師の中途退職率（いわゆる定年まで勤務しない人の割合）は約 65％である（2005
年）。逆にいえば、定年まで継続する教師の割合は 35％しかいないということである。この数字が多い
か少ないか、どう判断するかであるが、少なくとも筆者は、極めて少ない厳しい現実であると評価して
いる。 
もちろん定年まで職責を全うしうる教師は素晴らしいといえる。しかしここで問題とすべきは、定年
でもない、病気でもない、転職でもない、「その他」というカテゴリーが 20.9％の比率で存在すること、
およそ 128人に１人の教師が「理由不詳」で離職しているという事実である。このうち性別では、女性
（9.6％）が男性（4.8％）のちょうど２倍、年齢層別では、20代若年教師の離職率が際立って高く、25
歳未満の教師で 19.8％、およそ 50人に 1人の割合である。この比率は、さらに中学校で 32.6％、高等
学校で 40.9％へと徐々に高くなっている。 
 とりわけ最近の傾向として、新任教師の離職率が増加している。「日本の公立学校教員」は、新規採
用年度の 1年間は、条件附任用期間として初任者研修にあたることが義務づけられている（教特法 12
条、23条）。そしてこの 1年間の実質的な試用期間を経て、「良好な成績で遂行したときに」正式採用
となることが定められている（地公法 22条）。それゆえ、新任教師は教師としての才能、性格、経験と
もに実証され確認済みのはずである。 
 そもそも「教員（教師）」というお仕事は、「専門職」なのであろうか、それとも「一般職」なのであ
ろうか。もし「専門職」という“高度な専門職業人”であれば、なぜこう簡単に離職していく教師が多
いのであろうか。 
 これまでの「教師像の変遷過程」についてまとめたものが表２である。教員養成の歴史と国家権力と
の関係の歴史である。ここに教師が置かれている歴史的・政治的・社会構造的環境との関係が見て取れ
るであろう。 
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表 2 教師像の変遷過程 
 
年代 
 
教   師   像 
 
戦前 
1940年以前：お寺（僧侶、お坊さん、寺子屋） 
1941年：国民学校創立 
1941年から敗戦まで：天皇制を支柱とする超国家主義イデオロギーが支配。教師を「聖
職者」（天皇の吏員）とする教師像の時代。 
 
 1945年～：「全体の奉仕者」としての教師像 
平和国家日本の建設と民主主義の教育に新たな理念を見出した教育基本法、教師を
「全体の奉仕者」とする教師像。 
 1950年代：「聖職者」＞＜「労働者」の対立 
東西の冷戦構造といわゆる「逆コース」の時代。文部省と日教組の対立に象徴され
る教師像の対立。教師「聖職者」論の復活と、教師「労働者」論の対立の時代。「教え
子を再び線上に送るな」という日教組のスローガン。 
 1960年代：「専門職」、「教育現場で父母」 
1960年代の高度経済成長の進展、高学歴志向、受験競争の波 
1966年：ILO・ユネスコによる「教員の地位に関する勧告」が、教師は「専門職」論
を提示。教師像の政治的対立の構図は多様なものとなる。 
戦後 1970年代：「労働者」か、「専門職」か、「サービス業」か、混迷の時代。 
主任制度が問題化。教員は労働者でもあるが、生徒に対しては「専門職」というより
も「サービス業」であるという教師像。そのための学校組織は一人ひとりの教員が「サ
ービスの主体」として生徒にも保護者にも責任を持つものだ。高校現場での「教育の
荒廃」、90％を超える高校進学率、学校間格差化。 
1970年代後半～80年代：家庭内暴力、校内暴力の社会問題化。 
 1980年代半ば：いじめの社会問題化。学校離れ、臨教審の発足。 
1980年代後半：「管理者」としての意識 
教師は「サービス業者」としてだけではなく、否定なく「管理者」としての仕事も
請け負わなければならない。 
 1990年代：「管理者」としての仕事。「管理職」～「組合員」 「公務員」 
「日の丸掲揚・君が代斉唱」問題が大きな社会問題化。文部省は沖縄県や広島県を突
破口として、全国の小・中学校に学習指導要領の実施。各学校では管理職と組合員と
の校長交渉（公務員としての義務か？）。 
 
 
 
 
 
1999年：情報公開法の成立、市民の「異議申し立ての権利」の浸透。 
2000年代：「公務員としての自覚と責任」（市民的義務と責任の自覚）、） 
 「開かれた学校づくり」（学校評議員制度、学校運営への市民参加） 
「市民公務員」（教師は公務員としての義務がある） 
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現代 
2000年前半：県教委は管理運営規則の改正（「職員会議は校長の補助機関」、「教職員
の勤務における服務の厳正化」など） 
「スペシャリスト」 
「反省的実践者」（「媒介者」） 
「公務員としての自覚・責任の規制強化」 
「今日の教師は、スペシャリストとしての狭さから脱却して、幅広い教養に基づい
て子ども一人ひとりが抱える複合的な問題に対処し、具体的な状況に身をおいて複雑
な課題と対峙しながら、質の高い学びを触発し組織する活動を要請されている」とし
て、「反省的実践者」としての教師像。大人と子ども、知識人と大衆、専門家と素人、
文化の生産者と消費者などの二項関係の「媒介者」としての役割期待。 
 
出典：寺崎昌男・前田一男編集『日本の教師 23 歴史の中の教師Ⅱ』（ぎょうせい、1994年）より 
筆者が作成。 
 
公立学校教師の中途離職率が、前述したようにトータル 65％ある。さらに新任教師と共にとりわけ
40～50歳世代のベテラン教師の離職が目立っている。十分な経験を積み重ねた教師が、精神的に疲労
困憊して燃え尽き、ついに定年を全うできずに離職を余儀なくされているのである。疲れ果てた中年教
師が、元気な子どもに向き合っている。しかしストレスやバーンアウト状態で本当に子どもに「生きる
力」を与えることができるであろうか。元気な子どもには元気な教師が対峙しなければならない。しか
し「専門職」としての教師像が、ライフワークとしてきちんと制度的に保障されていないように思われ
る。多くの教師が志半ばにしてリタイヤ―していく原因は、もはや教師個人の問題ではなく、もっと学
校全体の構造的問題ではなかろうか。能力のある人材は早々に教師を辞め退職し、能力のない、転職で
きない教師ばかりが、やる気のないまま学校に残っているのであろうか。専門職としての教師を保障す
るものとは一体何かが、今こそ問われているように思われる。 
厳しい資格要件をクリアした新任教師が、採用後間もなく退職に至るケースが増加しているデータを
もう少し見てみよう（「図３初任者の 1 年後離職率の変遷（全国）」⑨参照）。この資料によると、過去
10 年間（1997～2006 年）の新規採用者の 1 年目退職者数とその割合を、全国レベルで見ると、1997
年は全体の 0，22％に過ぎなかったが、2006 年には 135％に上昇し、その増加率は 10 年間で 6，1 倍
にもなっている。この数字を一般企業に勤めた若者の 1 年後退職率の変化と比較して見ると、やはり
1986年の 11％から 2004年の 15％へと漸増傾向にあるが、しかしその比率は必ずしも急増していると
は言えない。むしろ教師の退職率の方が異常なほど増加傾向を示しているのである。なぜ初任教師の 1
年後退職率は、この 10年間で 6倍にも増加しているのであろうか。 
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図 3 初任者の 1年後離職率の変遷（全国） 
出典：佐々木邦道・保坂亨・明石要一「初任者教員のモチベーション 
研究Ⅰ―1年間の変容の軌跡―」注 12、p.29. 
 
表３ 条件附採用期間から正式採用にならなかった教員 
 
 
2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 
不採用 1 1 4 1 7 2 4 1 
依願退職 33 52 94 107 172 198 281 293 
（うち不採用決定者） n/a n/a 13 10 15 16 14 12 
（うち病気による者） 5 14 15 10 61 65 84 103 
死亡 2 1 2 1 5 6 5 5 
分限免職 0 0 0 0 3 0 1 0 
懲戒免職 3 1 2 2 4 3 4 2 
合  計 39 55 102 111 191 209 295 301 
全採用者に占める割合 0.4% 0.5% 0.6% 0.6% 1.0% 1.0% 1.4% 1.4% 
 
※文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課「公立学校教職員の人事行政の状況調査について」（2006
年 9月 22日）、および初等中等教育企画課「指導が不適切な教員の人事管理に関する取組等について」（『教
育委員会月報』第 60巻 8号、2008年）より作成。 
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表 4 教職継続希望率・非継続希望率の比較分析 
番号 調査地区別 調査年度別       継続希望率   非継続希望率      備考 
① 東京都 1969年（昭和 44年）   97.3％      2.7％ 
② 長野県 1970年（昭和 45年）   83.8％     16.2％ 
③ 福岡県 1971年（昭和 46年）   85.9％     14.1％ 
④ 東京都 1979年（昭和 54年）   97.3％      7.7％ 
⑤ 長野県 1960年（昭和 55年）   85.7％     14.3％ 
⑥ 東京都 1984年（昭和 59年）   91.4％      8.6％ 
⑦ 山口県 1986年（昭和 61年）   94.9％      5.1％ 
⑧ 長野県 1986年（昭和 61年）   91.9％      8.1％ 
⑨ 山形県 1994年（平成 6年）    97.0％      3.0％ 
 
⑩ 
福岡県 
（秦政彦調査） 
1990年                37.5％（強く感じる・少し感じる） 
1996年                40.9％（強く感じる・少し感じる） 
2000年                46.0％（強く感じる・少し感じる） 
⑪ 「全日本教職員
組合」調査 
2002年                53.4％（忙しすぎる 37,4％） 
（1,006人対象）               （体が持たない 24,8％） 
⑫ 「ベネッセ未来
教育センター」 
2002年               63.7％（１回でもやめたいと思った） 
13都道府県の小学校教諭 550人 
⑬ 朝日新聞 2003年 4月 20日           53.4％（よく思う：13,6％） 
                      （時々思う：39,8％） 
 
⑭ 
「学校教員統計
調査」2007年版 
2006年     2006年の小学校教員の離職者数は：14,812人 
         定年：67.0％、病気：2.6％、死亡：1.5％、転職：8.2％、 
         大学等入学：0.3％、その他：20.5％ 
 
 
⑮ 
「教員意識調
査」「保護者意識
調査」（平成 18
年度文部科学省
委嘱調査） 
2007年 10月   「仕事にやりがいを感じる」 
           5点満点で平均 4.23点 
        「仕事が忙しすぎて、ほとんど仕事だけの生活になっている」 
           5点満点で平均 3.75点 
 
⑯ 
 
「年齢別離職
率」 
全国的にみると、22、23、24歳の離退職率で、この年齢層の 10％を越えている。
25歳未満の年齢層では、山梨、福井、徳島、宮崎では、8％以上という高い離職
率を示している。山梨、徳島では、25歳以上 30歳未満の年齢層の離職率が 6％を
越えている。 
 
 
⑰ 
 
 
「教員の離職
率」 
2006年 5月 1日現在 全国平均 7.3％、男性 4.8％ 女性 9.6％ 
1）山梨県 15.9％  教員採用倍率 6.8倍   2009年度文部科学省調査 
2）愛媛県 14.7％  教員採用倍率 2.8倍   2009年度文部科学省調査 
3）福岡県 14.0％  教員採用倍率 7.4倍   2009年度文部科学省調査 
4）奈良県 13.7％  教員採用倍率 3,9倍   2009年度文部科学省調査 5） 
鳥取県 13.1％  教員採用倍率 27.7倍   2009年度文部科学省調査 
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新任教師の側から依願退職するケースは、「公立小学校教員の年齢別離職率（全国）」でみると、2000
年度はわずか 33名であった（「表３条件附採用期間から正式採用にならなかった教員」参照）。しかし
これが 2007年度には 293名へと、実に 9倍近くに増加している。最も高いのが 22歳、23歳、24歳で、
この年齢層では 10％を超えている。つまり 1割以上の新任教師が 4月から 9月末までに離退職してい
る。この離職率はその後年齢が高くなるにつれて低下してゆき、30歳を超えると３％以下になる。これ
を別の角度から、25歳未満の年齢層で都道府県別に見てみると、山梨、福井、徳島、宮崎といった地方
都市で平均８％以上という高い比率を示している。ちょうどこの時期は、東京、大阪など大都市圏での
公立小学校教員の大量採用期と重なっており、地方の若い教師が自ら転進していったのかもしれない 。
この辺の事情は今後さらに分析する必要があろう（表 4「教職継続希望率・非継続希望率の比較分析」 
参照）。 
中でも「病気を理由」とする依願退職者が 2000年度の５名から 5年後の 2005年度には 65名、2007
年度には 103名へと実に 20倍に急増している。この異常なほどの離職の原因は何であろうか。 
さらに「在職中に死亡した教師の人数」は、2005年度 612人、2006年度 594人、2007年度 642人、
2008年度 602人、2009年度 650人で、5年間に計 3,100人、年間平均 600人が亡くなっている。病死、
事故死、自殺者を含めて毎日平均 2人近くが亡くなっている計算になる。とりわけ深刻なのは、「新任
教師の死亡数の増加」である。2004年度以降、５～６人の新任教師が、正式採用を得る前に死亡して
いる。そしてその中では自ら命を絶った者もいる。 
例えば、2004年 9月、静岡県の小学校の新任女性教師（24歳）が車の中で焼身自殺、2005年には、
埼玉県越谷市の小学校で、新任間もない 4月に男性教師が自殺している。2006年 5月には、採用され
たばかりの女性教師（23歳）が、2か月後、過労で自殺、直前に「抑うつ状態」と診断され、「無責任
な私をお許し下さい。すべて私の無能さが原因です」という遺書が見つかっている。さらに同年 6月に
は、東京都新宿区立小学校の女性教師（25歳）が自宅アパートで自殺するという事件が起きている 。
この女性教師の場合、彼女の新任教員研修ノートに「頑張りが足りないと分限免職になる」といった強
迫感に苛まれていた文言が遺書に記されていたという。事務仕事や成績処理など超過勤務が月 100時間
を超えてもなお懸命に取り組んでいたにも関わらず、力尽きたのである。 
いずれの教師も真面目にやればやるほど心身共に消耗していったのである。彼らの眼に教育現場はど
のように映っていたのだろうか。彼らの「人間の生命」と引き換えに、何を“意義申し立て”したかっ
たのであろうか。とにかく「圧力」、「管理」、「過労」などに個人の力量だけではどうにも対応できなか
ったのである。こうした実態を異常と捉えるべきかどうか、企業や他の仕事と比べて簡単に比較はでき
ないが、決して看過できない、また軽視してはならない切実な課題である。「教師の無責任や無能や指
導力不足」ではなく、また「私の頑張りが足りなかったから」といった“個人レベル”の問題だけでは
解決できない、もっと構造的問題が伏在しているといえないだろうか。 
 
（４）“教師”という職業の魅力の低下 
 「職業としての教師」の魅力は何であろうか。例えば、「子どもが大好き」、「学問や勉強を教えるこ
と、学ぶことが楽しい」、「公務員としての生活保障」、「職場における男女平等」、「長い夏休み」など、
いろいろ挙げられよう。教師を志望した時期については、もともと小学校時代から憧れていた教師像と
か、大学時代の教育実習を契機に目指した教師像とかが多いようである。筆者の調査結果によっても、
12 
 
「教職選択の時期」は、小学校教師の場合、男女とも高校時代が最も多く、次いで教育実習を経験した
後の大学時代である。この結果は過去の他の類似調査とも全く合致している⑩。 
 
 
図 5 教師の就職動機の類型化 
 
筆者はかつて、「教師の就職動機」を次の６つに類型化（Ａ～Ｆ）し検討したことがある（図 5参照）
⑪。つまり A「憧憬型」（幼いころより教職にあこがれていたもの）、B「適職型」（自分の性格などをよ
く考慮し自己に教職という職種が適しているとみて就職したもの）、C「被勧誘型」（他人から勧められ
て、ただ何となく教職に就いたもの）、D「相続型」（親が教師をしていた関係上教職を選んだもの）、E
「漢然型」（他に適当な職がなく、ただ何となく教職に就いたもの、いわゆる“デモシカ先生”の類で
ある）、Ｆ「価値志向型」（教職という仕事自体にきわめて魅力があるとするもの）、である。この調査
分析の結果を端的にいえば、最も高い動機は教師に憧れて念願かなって実現した「（Ｆ）価値志向型」
と「（Ａ）憧憬型」であった。さらに就職動機づけが堅実とみられる「（Ｂ）適職型」と「価値志向型」
は、全体から見て東京 36，１％、長野 44，8％であり、逆に不堅実とみられる「（Ｃ）被勧誘型」と「（Ｅ）
漢然型」は東京 27，2％、長野 25，5％であった。このような動機づけの地域間比較においては、長野
の方が東京に較べてより堅実な意見が多く見られた。しかし全体的傾向としていえば、職業的理想とし
ての「価値志向型」と小学生時代から憧れていた「憧憬型」を動機に教師になったという人が多い。 
しかしながら、そうしたイメージが必ずしも現実とは合致しておらず、むしろ甘い期待感や美しき誤
解である場合も少なくない。かつて教員採用試験の倍率は、10数倍の高率であった。しかしその倍率は
漸減傾向を辿り、現在では 4倍程度にまで落ち込むという「不人気職業」なのである。しかも現職教師
は、そのイメージ・ギャップが徐々に拡大しさまざまな現実問題に直面、発展し、ストレスやコンフリ
クト状態からさらに精神疾患や病気休職、離職へと繋がっていることも少なくない。つまり教師の仕事
そのものの質的・量的問題が改めて問われている。 
「教師の離職率」は、とくに関東圏（東京、千葉、神奈川など）と関西圏（堺市、大阪市、京都市な
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ど）で高く、20％を超え、特に 20代の若い教師に多いという傾向である。逆に地方圏では離職率は非
常に少ない。こうした差異性がエリア圏（間）に出ている。首都圏では転職しやすい労働環境にあるこ
とは確かであろう（高学歴、高サラリー、社会的評価、次の仕事が見つけやすいなど）。その結果、と
くに東京では若手教師の比重が高く、実に 5人に 1人が 20代である（逆に最も少ない青森では 33人に
1人）。しかしながら教師は単に「仕事が激務だ」という理由だけで離職しているのであろうか。その背
景に「職業（天職、生涯の仕事）としての教師の魅力」が低下しつつあるといえないだろうか。 
 その「魅力喪失」のデータ的根拠として、「教員採用倍率」が挙げられよう。例えば、「小学校教員の
全国採用倍率」を比較すると⑫、関東圏（１都３県）は例年 3～4倍であるのに対して、東北や九州など
では 10倍を上回る県も多い。ここで問題にすべきは、「3～4倍の倍率」が意味するものは、優秀な学
生ばかりではなく、むしろ大学の成績が低い・悪い学生もまた多く受験し合格している可能性が高いの
ではないかということである。志望動機、基礎学力、教育力、指導力、表現力、理解力、コミュニケー
ションあるいは倫理的職業観など、質の低い教員が数多く採用されているということが問題ではなかろ
うか。教師への動機や情熱が、あるいは教師としての資質や能力がもともと漠然と曖昧であったという
ことが、簡単な離職へと繋がっていないだろうか。 
 
３ 意識調査から見る教師の多忙感 
 
「会社以上に、仕事に満足感と多忙感」⑬という「教員意識調査」の記事の見出しが出ていた⑭。公立
小中学校の教師は、「会社員よりも仕事に満足感を得ていると同時に、多忙感も感じる傾向にある」と
いう結果が、文部科学省の調査で分かった。文科省は、2006年、全国 354校の全国公立小中学校教師
8,976人（回収数 8,059人）と保護者 1万 4,160人（同 6,723人）を対象に意識調査を行い、平均点を
算出、中央教育審議会の「教職員給与の在り方に関する作業部会」に中間報告した。この報告によると、
「仕事にやりがいを感じている」と答えた教師は 5 点満点で平均 4.23点、一方、「仕事が忙しすぎて、
ほとんど仕事だけの生活になっている」が 3.75点であった。これを調査会社が所有している会社員の
データと比較すると、「教員は会社員よりも満足感と多忙感を同時に感じている」ようであった。つま
り「仕事に意義ややりがいを感じる」という回答が 9割を占める一方において、同じ 9割の教師が同時
に、「勤務時間以外でする仕事が多い」という不満の意見も多いのである。その結果、「気持ちが沈んで
憂鬱」という教師は 27.5％で、この数字は一般企業の約 3倍に上るといわれている。「勤務時間以外の
仕事」とは、例えば、事務作業の残業、自宅への持ち帰り業務、クラブ活動、家庭訪問などが含まれて
いる。こうした「勤務時間外の仕事」が、疲労感として徐々に蓄積し、学校不信や子ども不信へと繋が
り、ストレスとして「もうやめたい」という思いに駆られるのではなかろうか。このような意見は、「教
員・保護者意識調査結果のポイント」のところでも、「教員は、教師という職業にやりがいや誇りを持
っているが、残業や休日出勤も多く、休暇を取りづらい」、「授業を忙しいと感じていることは少ないが、
成績処理、授業準備、事務・報告書作成などのデスクワーク的な業務に忙しさを感じている」⑮などと
報告されている。 
同様の結果は、同省が同時期に小中学校教師に対して「忙しく感じることや負担に感じることについ
て」という教員意識調査の中でも、やはり「成績処理（31.8％）、授業準備（27.3％）、事務・報告書作
成（25.2％）など」が上位にランクされている⑯。また「教育現場の多忙感について」佐賀県教育庁企
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画・経営グループが実施した「保護者・教師の教育に関する意識調査―集計結果―」⑰でも、やはり「県
や市町からの文書処理などの港務」、「教育相談など個別的な指導」については約 90％が、「保護者や地
域からの意見・苦情対応」、「行事や会議、打ち合わせ」については約 80％が、それぞれ「忙しくなった」
または「どちらかといえば忙しくなった」と回答している。 
 「やめたいと思ったことがある」という教師の比率は約半数である。2002年、全日本教職員組合の
調査結果（1,006人対象）によると、「学校をやめたいと思うことがあるか」という問いに対し、「よく
思う」（13.6％）と「時々思う」（39.8％）の合計 53.4％の教師が、「忙しすぎる」（37.4％）、「体が持た
ない」（24.8％）、「仕事にやりがいを感じない」（16.7％）、「思うように仕事ができない」（12.7％）、「職
場の人間関係」（2.5％）といった理由で、「退職を考えたことがある」と回答している。また 13都道県
小学校教諭約 550人を対象にしたベネッセ未来教育センターの 2002年のデータでも、１回でも「やめ
たい」と思ったことがある教師は 63.7％であった。さらに大阪大学人間科学部の泰政春教授が福岡県内
の小中学校教師数百人を対象に意識調査した結果でも、2000年段階で「強く感じる」と「少し感じる」
との合計回答は 45％であった。そのストレスを感じる最大の原因は、「多忙」であった。もちろん一方
において、「仕事にやりがいを感じている」教師が多いのも事実である（泰教授の調査では 80％以上が
そう回答）⑱。しかし本論の流れからすれば、約半数の教師が「多忙だ」「忙し過ぎる」という意見を強
く持っているという事実である。この数字の重みをどう感じ取るかである。 
 さらにいえば、「精神疾患」による教師の離職率も漸増傾向を示している。文部科学省の 2005年度調
査結果によれば、精神疾患による病気休職者数は 4,178人（病気休職者数全体に占める割合は 59.5％）
となり、過去最高となった。さらに 2007年度には、病気休職者数は 8,069人、うち精神疾患者は 4,995
人で 61.9％と漸増し続けている。こうした傾向への喫緊の対策が必要不可欠である。 
精神疾患の教師のうち排出率が高いのは、学校種別では特別支援学校、年齢層別では 50代、職種別
では教諭であり、1万人当たり 20.7人である。そこには、園児のしつけ、長時間保育問題などに加え、
教師より高学歴のモンスター・ペアレントからの多種多様な厳しい要望なども、精神的ストレスの起因
として考えられよう。その他、こうした精神的ストレスからわいせつやセクハラなどの「非行事由」に
よる懲戒処分対象者数も激増している。1988年度の数を 100とした指数で見ると、2009年度には実に
10倍以上に伸びているのである。 
ところで、本当に教師は「多忙感」に苦しみながらも、ある「満足感」を感じているのであろうか。
果たして本当にそうであろうか。もし教師が一定の満足感を感じているのであれば、多忙感はそれほど
気にせず、むしろ「やりがい感」や「喜び」あるいは「心地よい疲労感」に昇華するものではなかろう
か。しかし現実はそうではない。「教師は多忙な毎日に追われ追われて疲れきっている」、「深刻な精神
的ストレスに苦悩する教師たち」が満ち溢れている。この実態は、「教員意識調査」や「教職員の健康
調査結果」などを見ればよくわかる。例えば、さらにいくつかの根拠資料（データ）を挙げることがで
きる。 
まず、「働きがいすり減る先生―ベテラン男性 低調傾向―」という新聞報道があった⑲。「教員の感じ
る働きがいはベテランになるほど落ちている」という結果が、全国の教師 1万人を対象にした調査から
明らかになった。「今の仕事が楽しいか」を尋ねたところ、教師で「そう思う」と答えたのは、30歳未
満 80％、30代 75％に対し、40代 67％、50代以上 59％と中高年で急降下し、「今の仕事を続けたいか」
も、30歳未満、30代とも 76％、40代 74％だったのが、50歳以上で 55％と急落、さらに「今の仕事
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にとても生きがいを感じるか」も、30歳未満 74％、30代 73％に対し、40代 69％、50歳以上 62％と
低下している。つまり年齢が上がるほど「生きがい・働きがい・やりがい」がすり減る傾向があり、と
りわけ中学校男性教師に強く見られた。さらに「将来に夢の持てない」人や「憂うつな気分を感じる」
人の割合が、高齢化するほど増えるという傾向であった。これはいわばベテラン教師ほどバーンアウ
ト・シンドローム化が進んでいるということであろう。同調査が行った一般企業従業員の場合の、「続
けたい」や「生きがいを感じる」などの項目で、ベテラン社員ほど働きがいが増す傾向があるのに対し
て、正反対の結果が出たのである。この数字はベテラン教師を取り巻く環境状況がいかに過酷であるか
を示唆しているように思われる。 
全日本教職員組合の調査でも、「学校をやめたいと思ったことがある」という教師が約過半数（53％）
おり、その理由は、「忙しすぎる」（37.4％）、「体が持たない」（24.8％）であった。また 13都道府県の
小学校教師を対象にしたデータでも、「１回でもやめたいと思ったことがある」教師は 63.7％で、その
ストレスを感じる原因はやはり「多忙」が最も多かった。つまりベテラン教師の多忙と燃え尽き症候群
が「教師の質の低下」となり、かつそれがそのまま「教育の質の低下」へと繋がっていくのではなかろ
うか。 
沖縄県教育委員会の「学校教育の現状」について実施した調査結果でも、教師の 53.6％が「やや不満」
で、「不満」（15.8％）を合わせると 7割近くに上った㉑。この「教師の不満」の理由は、時間を守るな
どの「基本的生活習慣」が見についていないとする意見が 35.3％と最も高く、「家庭でのしつけ」を問
題視している。さらに「学校行事などが多くゆとりがない」（16.7％）という割合も高かった。このた
め教育改革の在り方では、「教師数を増やしてゆとりを持たせる」（41.3％）ことを望む教師が圧倒的に
多かった。 
 
表 6 日常生活における教師の平均的な時間の過ごし方 
 
 
 
 
出勤時刻 退勤時刻 学校にいる
時間 
家での仕事
時間 
家で読書す
る時間 
テレビ・音楽を
楽しむ時間 
睡眠時間 
小学校教員 始業時刻の
31.4分前 
午後 6時 
53分 
11時間 
12分 
75.5分 31.5分 48.9分 5時間 
53分 
中学校教員 始業時刻の
38.4分前 
午後 7時 
25分 
11時間 
48分 
61.7分 32.3分 49.2分 5時間 
57分 
＊「学校にいる時間は、8時 15分を始業時刻と仮定して 
出勤時刻の平均から退勤時刻の平均までの時間を計算したもの 
出典：http://markezine.jp/article/detail/2627 
 
「教師の悩み」として多いのは、「教材準備の時間が十分に取れない」、「作成しなければならない事 
務書類が多い」、「休日出勤や残業が多い」など、小・中学校とも 7割を超える教師が「忙しい」ことに
悩んでいる。「教師の日常生活の平均的時間の過ごし方」は表 6の通りである。 
 教師が直接的指導に当てる時間が限られている中、自宅で効果的な学習を行えるよう、宿題を出す頻
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度や家庭学習時間の指導を行う割合はますます高まっている。小学校の宿題を出す頻度は、1998年調
査では「毎日出す」は 84.8％だったが、2007年調査では 94.0％に増加している。また中学校でも「授
業のたびに出す」が 97年の 15.5％から 07年に 25.6％に増加している㉒。  
「今後の初等中等教育改革の推進方策について」（中央教育審議会、2006年 10月実施、354校、8,059
人、回答数 6,723人、有効回答率 47.5％）の中で、「教員・保護者意識調査結果のポイント」として次
のように分析されている。 
 ●教師は、教師という職業にやりがいや誇りを持っているが、残業や休日出勤も多く、休暇を取りづ
らいと考えている。 
 ●忙しく感じることや負担に感じることは、「授業」を忙しいと感じていることは少ないが、「事務・
報告書作成」、「会議・打合せ（学内）」、「成績処理」、「授業準備」などのデスクワーク的な業務に
忙しさを感じている。 
 ●忙しさを解消するためには、教職員を増やして役割分担するとともに、事務的な業務の合理化を図
ることが必要。また勤務時間の割り振りを行うことなど、勤務時間を弾力的に運用させることが必
要と考えている。 
「千葉市学校教育に関する意識調査報告書―2009年９・10月実施―」の中でも、「教員が子どもの指 
導に専念できる環境づくり」として次のような課題が必要であると分析されている。教師の 9割以上 
が「教師の資質向上に必要なこと」として、「授業に集中できるような環境の整備」を挙げている。特
に若年層に「授業準備や教材研究等に費やす時間が取れない」と感じている割合が高いこと、経験 20
年以上の教師に「教育的支援を必要とする子どもが多くなり対応に苦慮している」と回答した割合が高
くなっている㉓。 
「2011年度佐賀県小・中学校学習状況調査 Web 報告書」（「保護者・教師の教育に関する意識調査」
2007年 10月実施）によると、「教育現場の多忙感」について、次のような調査結果が出ている㉔。つま
り「県や市町からの文書処理等の校務」、「教育相談など個別的な指導」ついては約 90％が、「保護者や
地域からの意見・苦情対応」、「行事や会議、打ち合わせ」については約 80％が、それぞれ「忙しくなっ
た」または「どちらかといえば忙しくなった」と答えているのである。 
 
 結びにかえて 
 
（１）教員自身の力量不足か 
 「指導力不足教員が生まれる理由」について、教育委員会や学校側は、「保護者や生徒の教員を見る
目が厳しくなったため」など「環境の変化」を挙げ、逆に教師側は「多忙感」や「時間不足」に原因を
求め、両者の見方が相対立している。教師側は、「教師の業務拡大、長時間勤務等により研究や自己啓
発の時間がとれないため」（58.8％）という意見が多いということである。このように教師は、「ゆとり
教育」や「子どものゆとり」云々よりも、まず何よりも「教師自身のゆとり」がないと訴える意見が多
い。特に優秀な教師ほど、自己啓発や自己研修への時間の確保が難しいという。教師は、改正教育基本
法の遵守、上からの指示命令への絶対服従、規範意識（ルールに従順）などを強要され、いわば教師の
“ロボット化”、“ティーチング・マシーン化”が進んでいるように思われる。そしてこうした過大な要
請が実現できない場合に、すべては自己責任とされ、「すべては私の無能さ・無責任・指導力不足が原
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因だ」といわれるようになる。 
（２）職務・仕事量が労働過重か 
 教師の仕事は、指導計画、公開授業指導案、キャリアプラン、いじめ、不登校、校内暴力、学級・授
業の「荒れ」、学力低下、保護者の苦情対応等々、「仕事に追われる毎日」、「勤務時間内に終わらない仕
事」に追われている。こうしたオーバーワークやワーカホリックの結果、ストレスなどの原因で抑鬱状
態や鬱病を発症、さらに投薬・通院、ついには入院、自殺にまで追い詰められていくということになる。
特に自殺の場合、社会学的視点からいえば、「組織的殺人（他殺）」であるという認識が必要であろう。
悩み疲れ「もうやめたい」という教師に、生命力溢れる子どもを教育する余力（気力、体力、活力、意
欲）はもはや残されていないのである。 
（３）職場環境の問題か 
 学校現場はさまざまな問題が絡み合っている。教員同士の職場環境としては、校長・教頭と教諭、組
合員教師と非組合員教師、男性教師と女性教師、ベテラン教師と若手教師、意欲的教師とやる気がない
教師、熱血教師と指導力不足教師などの対立、ギャップ、ズレ、ストレスなどがある。また教員評価制
度の導入（自己評価、管理職評価、生徒評価、授業評価（保護者の目）、外部評価など）、人事考課制度
の導入（成果主義・結果主義・給与査定など）、免許更新制の導入（再雇用問題）などによって、教師
集団の連携・協力体制の崩壊（連帯意識の喪失）、教員同士のライバル化（30年ベテラン教師との競争
関係、協調性・同僚性の欠如など）が進み、教師一人ひとりがますます孤立化しているのである。 
（４）結論 
結論としていえば、次のように要約できる。 
①より多くの教師は、「多忙さ」の中で「喜びや楽しさ」を味わえず、むしろ「過重」と「苦悩」を感
じている。 
②教師の「多忙さ」は、本人の資質や能力や指導力不足如何の問題ではなく、教育現場における仕事や
職務の増大する過重労働がより大きな原因である。 
③その多忙さや多忙感が「教師のゆとり」（時間、意欲、余裕、喜び、エネルギーなど）を奪い、無能 
感や精神的ストレスとなり、「疲れ果てる教師」が増加している。 
④「心のゆとり」を喪失した教師は、「ひと（人間）づくりのプロフェッショナル」としてのアイデン 
ティティを見失い、子どもの人格形成に真剣に正面から向き合い教育活動することができなくなって 
いる。 
 さらに今後、取り組むべき課題として次のようなことがいえる。 
①「子どもを大切にする」ためには、その前に「一人ひとりの教師を大切にする」こと、そのために「い 
ろいろなゆとりを与える」ことが先決である。 
②職場環境の見直しを行い、労働条件の緩和、仕事量の軽減・効率化、時間外勤務の縮減、職場集団（チ 
ーム）としての連携協力、オープン化（風通し）などに取り組む。 
③精神的ストレスへの対応策として、特に新任・20代・女性教師およびベテラン教師に対して、少しで 
も職務内容を見直し、カウンセラーの配置、教師のサポート体制の充実などに取り組む。 
④「プロフェッショナル」としての教師像をきちんと位置づけ、身分保障、自己決定権の確立、管理強 
化より自主・自律・主体性の強化などのエンパワーメントを図る。 
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注 
                                                   
① 「教師に求められる具体的な資質能力」としては、①生徒や教育の在り方に関する適切な理解（生徒 
観・教育観→国家における教育の役割についての理解）、②教職に対する愛着・誇り・一体感（教職   
に対する情熱・使命感・子どもに対する責任感や興味・関心）、③教職の意義・役割に関する正確な
知識、子どもの個性や課題解決能力を生かす能力、などが挙げられよう。 
② “閉鎖的な職業集団”という概念は、「日本の高等教育の教員は、地元高校卒業→地元の国立大学教 
育学部卒業→同時にその地域の小学校に勤務するのが一般的である」という意味で使用している（田 
中義章「教員の社会的交流関係の実証的研究―東京都・長野県・山口県内の公立小学校の場合―」『東 
邦大学教養紀要』第 24号、1992年、あるいは「現代教員の社会的交流関係の分析―東北六県の公        
立小学校を中心に―」『社会学論叢』132号、1998年などを参照されたい）。 
③  例えば、『世界』（2007年 2月号、第 761号、岩波書店）、週刊『東洋経済』（2007年 1月 27日特
大号、東洋経済新報社）など。 
④ 「地方分権改革推進計画」によれば、「公立義務教育諸学校の学級編制基準に係る都道府県から市町
村への権限移譲、都道府県教育委員会への同意を要する協議については、地域主権改革の観点や教
育条件整備全体の観点を踏まえ検討する。」と決定されている（2009年 12月 15日閣議決定）。 
⑤  小島弘道「学校評価の本質的機能と協力体制―本質的機構を確認して求められる“アカウンタビリ
ティ”の重要性―」『ＣＳ研レポート』vol.49、p.4、啓林館、2003 年。「学校経営の質」としては、
教育と教師の質向上に向けた経営の改善に加えて、それ以外に学校のビジョン、戦略形成、学校経
営計画、スタッフマネジメント、学校評価、参加型学校経営、学校組織開発など、新たな経営行動
が必要とされるようになってきた（同上、p.4.）。 
⑥  文部科学省初等中等教育局教職員課『魅力ある教員を求めて』2010年、p.3。 
⑦  地域社会・地域住民との交流が強く要請されているにも関わらず、筆者の調査結果によると、「交流
が必ずしも積極的活発に行われているとはいえない」という実態が明らかになっている。平成 8年
東北 6県公立小学校の教師を対象（2,500人）に実施した調査によると、交流に対して「消極的」「否
定的」な教師は、年齢層別ではとくに 50歳代が高く、性別では男性の約 80％（「否定型」40％、「否
定型」40％）、女性では 71％が「消極型」だと回答している。つまりベテラン教師ほど地域社会と
の交流への意欲や関心を喪失しているのである（田中義章「現代教師の社会的交流―1996年東北６
県公立小学校の場合―」第 70回日本社会学会発表資料第 3表、於千葉大学、1997年 11月 8日）。 
⑧  内閣府『学校制度に関する保護者アンケート調査（2005）』の中で、「あなたのお子様が通う学校の
教員に対して満足していますか」という設問に対する回答結果である（調査対象は、小学校、中学
校、高校に通っている子どもを持つ保護者 1,270人）。とくに「不満である」が最も高い学年別では、
「小学校高学年」で 26.1％、「非常に不満である」が「公立中学校」で 8.0％であった。 
⑨  佐々木邦道・保坂亨・明石要一「初任者教員のモチベーション研究Ⅰ―1年間の変容の軌跡―」『千
葉大学教育学部研究紀要』第 58巻、2010年、p.29。 
⑩  田中義章「現代教師の就職動機に関する実証的研究―平成 8年東北 6県の公立小学校の場合―」『社
会学論叢』第 129巻、1997年、p.16。 
⑪  田中義章「現代日本の校長像―東京都内・長野県下公立小学校長の場合―」『日本教育社会学会大会
発表要旨集録』29、p.82、1977年。本データは、「小学校校長（573名）の意識調査」の結果であ
るが、「なぜ教師を志願したか」という就職動機が大切であり、「教職に対する真剣な姿勢を常に保
持するためには、まず堅実な就職動機が必要である。この堅実さが資質を向上させ能力を開発する
原動力ともなり、また識見の拡大にもつながる」と考えている。 
⑫  2012年度公立学校教員採用選考の 1次試験の志願倍率は、小学校では関東の 1都 3県で 3倍前後、
大都市圏を中心に低い倍率が続いている。中学校の試験倍率も岐阜県と大阪市が 4倍台で低い傾向
である。高校は 6～8培前後の県市と 10倍以上の県市とに分かれ、依然高い倍率傾向が続いている
（教育新聞付録『教員採用ジャーナル』）。 
⑬ 毎日新聞、2007年 10月 11日。 
⑭ 「教員・保護者意識調査結果のポイント」平成 2006年度文部科学省委嘱調査『「教員意識調査」「保
護者意識調査」中間報告書（案）概要』、株式会社リクルートマネジメントソリューションズ。 
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⑮ 「福井県教員意識調査の結果」教育・文化ふくい創造会議（第二次会議：第 2回、資料 3） 
⑯ 「教育現場の多忙感について」『保護者・教師の教育に関する意識調査―集計結果―』佐賀県教育庁
企画・経営グループ、2007年 11月、p.117。 
⑰ 泰政春「学校評価の本質的機能と協力体制―不可欠な教師同士の協力体制―」P.13. ベネッセ教育研
究開発センター『第 4回学習指導基本調査』、小・中学校教員・校長 5000人を対象に実施、
MarkeZine,2008．02．06。 
⑱ 朝日新聞、2011年 9月 26日。この調査は、社団法人「国際経済労働研究所」（大阪市）と日本教職
員組合との共同調査で、全都道府県の小中高校、特別支援学校の日教組組合員からの回答である。 
⑲ 琉球新報、2001年 4月 2日、沖縄県教委が保護者と教師に意識調査したもの。 
㉑ ベネッセ教育研究開発センター『第 4回学習指導基本調査』、小・中学校教員・校長 5,000人を対象
に実施、MarkeZine,2008.02.06。 
㉒ 『千葉市学校教育に関する意識調査報告書―2007年９・10月実施―』千葉市教育委員会、2008年 2
月、p.156。 
㉓ 『2011年度佐賀県小・中学校学習状況調査Web報告書』（「保護者・教師の教育に関する意識調査」
佐賀県教育委員会、2007年 10月実施、p.117。 
㉔ 内閣府『「教育委員会・学校法人アンケート、および教員アンケート（2005）』より。 
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Ⅱ 日本教師の職業意識・教職意識の分析 
 
第１章 教師の職業意識 
 
― 1984 年度東京都内公立小学校を中心に ― 
 
                                                     
はじめに 
 
わが国では明治以来、不況時に教員志願者が増加するという一つのパターンがあった。
最近においても1978年暮のオイル・ショック以降の不況に伴って、多くの企業が新規採用
を手控えた結果、教員志願者が増加した事実がある。このように経済情勢の影響が教員志
願者を左右する状況のもとでは、教師の質的な向上は余り期待できない問題がある。この
ような情勢から常によき人材を確保し教育の質的な充実の一環として、1974年２月から段
階的に実施に移されたいわゆる「人材確保法」にもとづく昇給で、次第に待遇改善がなさ
れ1979年10月の給与法の改正で完了した。その結果、新採用の教師の初任給は、民間企業
の新入社員の平均額を上回り、全体として官庁一般行政職＝公務員の水準を上回ることに
なった。また校長の給与額は官庁の課長補佐程度であったが、「人材確保法」により、部
次長程度を超え部長職に近づいた。以前は教職者すなわち安月給で貧乏暮らしというイメ
ージがあったが、この「人材確保法」の実施により完全に一掃された。 
また近頃は低経済成長の時代となり、1975年より教員養成系大学・学部への入学志願者
が増加傾向になった。しかし1979年以降は、応募状況が下降している。この理由は共通一
次試験の開始に伴い応募者の質が厳選されてきた傾向とも見られる。このように最近は、
教職志願者が量的にも質的にも上昇の傾向にある。また一方では、出生率の下降傾向によ
り、将来は、児童数が今より減少し、教員の採用状況が一段と厳しくなることが予測され
る。 
このように教師の大幅な待遇改善と社会情勢の安定化の中で、教師の教職に対する意識
は、以前となんらか異なる傾向が見られるであろう。今日の安定状況下における教師の職
業意識の把握することは、将来の教師のあり方にとって参考となるであろう。 
戦後、教員養成制度の面で注目されるのは、➀教員養成を大学で行うこと＝大学養成制、
➁いかなる大学のおいても教員免許状が取得できること＝開放制の２つを基本的な原則と
して再出発した。この結果、今日の教職界では、純教員養成専門機構系の旧制の師範学
校・新制の学芸・教育大学の学部卒業者（以下「純系」と略す）と傍系教員養成に属する
旧制度の検定合格者・中学・女学校・新制度の一般大学・学部・短大卒業者（以下「傍系」
と略す）が混在している。全国的に見て純系の免除取得者数に対して教員の就職率の割合
は64.3％に対して、傍系は56.1％で実質的な数は別として、割合はかなり接近している①。
この純・傍系の教職遂行に関して、実にさまざまな評価がある。開放制度が発足して約30
年余り経過した現在、性別・年齢層別・出身校別にみて職業意識の実態は、如何なるもの
であるかを実証的資料（「調査実施要項」末尾参照）に基づいて可能な限り検討を加え、
今日の教師の当面している問題点を指摘し、さらに考察するのが、本稿の趣旨である。 
 
１ 教職選択動機 
 
周知のように戦後はじめて近代的な職業観に立脚した教員制度が確立した。教員の基準
資格もほぼ一般の専門職とほとんど同じに規定され、最高の教養と技術的研修とが要請さ
れた。その後30余年を経過した現在、果たしてこのような制度の整備のみをもって、事態
の改善を期待しえることは困難である。 
21 
 
教職界を志ざすものは、職種上、他の職種と異なり、高学歴者が比較的に多い。また教
職は即時的な効果を期待できないために、生涯に亘って地味な努力を積み重ねることにな
んらか抵抗を感じない人々の集まりであろう。物質的な喜びよりもむしろ精神的な充実の
喜びを求める傾向の強い人々が教職を志願していると見られる。なお教職はいつの時代に
も必要欠くべからざる職種であるが、社会情勢の影響に全く無関係であったとは一概に言
えないことが歴史的に証明されている。 
なぜ教職を選択したかという動機付けは、一般の就職の場合と同じように重要な問題で
ある。今までの調査結果及び教職の特質などを総合的に検討した結果、教職選択の動機付
けを次の７つに類型化し検討を試みると（表１・表２参照） 
（相続影響型と漠然型や被権誘型、適職型、価値志向型とは概念上カテゴリーが異なる
ので、類型として設定するのは本質的には矛盾する。漠然型で相続影響型、被権誘型で相
続影響型が考えられるが、この小稿ではいずれか中心の類型の一つを挙げた。） 
 
表１ 「就職動機別」・「出身校別」の関係 
 
            性別 
類型別        出身・校別 
男性 女性 
1)適職型 
 
純系 60.0%  (18) 53.8%  (14) 
傍系 40.0%  (12) 46.2%  (12) 
2)価値志向型 純系 36.6%  (15) 72.2%  (26) 
傍系 63.4%  (26) 27.8%  (10) 
3)被勧誘型 純系 57.1%  (4) 57.1%  (4) 
傍系 42.9%  (3) 42.9%  (3) 
4)漠然型 純系 77.8%  (7) 85.7%  (6) 
傍系 22.2%  (2) 14.3%  (1) 
5)相続影響型 純系 59.0%  (23) 74.4%  (32) 
傍系 41.0%  (16) 25.6%  (11) 
6)生活型 純系 25.0%  (1) 76.5%  (13) 
傍系 75.0%  (3) 23.5%  (4) 
         （ ）内の数字の実数      （NA３）      （NA3） 
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表2 「就職動機別」・「年齢層別」の関係 
 
       性別       
年齢                                           
層別   類型別 男 女 
       性別 
年齢 
層別   類型別 男 女 
20 
｜ 
24 
適 職 型 
価値志向型 
被勧誘型 
漠 然 型 
相続影響型 
生 活 型 
14.3（1） 
57.1（4） 
 
 
14.3（1） 
14.3（1） 
33.3（1） 
33.3（1） 
 
33.3（1） 
 
 
25 
｜ 
29 
適 職 型 
価値志向型 
被勧誘型 
漠 然 型 
相続影響型 
生 活 型 
31.8（7） 
36.4（8） 
 
13.6（3） 
18.2（4） 
 
23.3（7） 
26.7（8） 
10.0（3） 
 3.3（1） 
20.0（6） 
16.7（5） 
30 
｜ 
34 
適 職 型 
価値志向型 
被勧誘型 
漠 然 型 
相続影響型 
生 活 型 
14.3（3） 
57.1
（12） 
4.8（1） 
9.5（2） 
14.3（3） 
 
50.3（6） 
 
 
25.0（3） 
25.0（3） 
35 
｜ 
39 
適 職 型 
価値志向型 
被勧誘型 
漠 然 型 
相続影響型 
生 活 型 
26.7（4） 
26.7（4） 
 
 6.7（1） 
40.0（6） 
 
16.7（2） 
41.7（5） 
 
 
25.0（3） 
16.7（2） 
40 
｜ 
44 
適 職 型 
価値志向型 
被勧誘型 
漠 然 型 
相続影響型 
生 活 型 
16.7（3） 
16.7（3） 
5.6（1） 
 
50.0（9） 
11.1（2） 
28.6（4） 
21.4（3） 
 7.1（1） 
14.3（2） 
14.3（2） 
14.3（2） 
45 
｜ 
49 
適 職 型 
価値志向型 
被勧誘型 
漠 然 型 
相続影響型 
生 活 型 
33.3（2） 
 
16.7（1） 
16.7（1） 
33.3（2） 
 
12.0（3） 
20.0（5） 
 
8.0（2） 
44.0（11） 
16.0（4） 
50 
｜ 
54 
適 職 型 
価値志向型 
被勧誘型 
漠 然 型 
相続影響型 
生 活 型 
14.3（1） 
14.3（1） 
 
14.3（1） 
42.9（3） 
14.3（1） 
14.3（1） 
14.3（1） 
14.3（1） 
 
57.1（4） 
55 
｜ 
59 
適 職 型 
価値志向型 
被勧誘型 
漠 然 型 
相続影響型 
生 活 型 
26.5（9） 
23.5（8） 
11.4（4） 
 3.3（1） 
32.4（11） 
 3.3（1） 
25.0（8） 
21.9（7） 
 6.3（2） 
 3.1（1） 
43.8（14） 
         ※（純系・男性・30代後半「評価期待型」，名掲載を省略した） 
 
 
① 適職型（自分に適した職業で個性を発揮できるとする型） 
全体として男性は22.4％で女性より3.7％多い。これは男性の方が主体的に慎重な就職
動機をとった現れであろう。このようなことは他の調査結果にも示されている②。年齢層
別に見ると、最高年齢層の５０代後半は男女とも４分の１を占めている。この年齢層の人
たちが教職に就いたころは、まだ戦後の混乱の余韻が残っていたころで生活も苦しかった
にもかかわらず、かなり自己を冷静に的確に見つめていた結果の現れであろう。出身校別
では、男女ともに純系が傍系よりも多い。これは当然のことで、純系の人々とは教員養成
機関に入学する際にはじめから自分の適性を十分に見極めていたことと関連があるとみら
れる。 
② 価値志向型（教職は他の職業と異なる特別な価値と重い責任があるのに魅力を感じた
とする型） 
すべての類型の中で男女とも最も多い。男性の20・30代前半では、半数以上を占めてい
る（表２参照）。また女性の30代は他の年齢層より断然多い。このように若年齢層に就職
動機の堅実さが見られることは、将来の教職界にとってきわめて有利であろう。このよう
な好ましい人材が集まったのは、社会経済の安定化と教職自体の社会的な評価の向上の結
果であろう。出身校別では（表１参照）、男性は純系より傍系が多く、逆に女性は純系が
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多いのは注目される。これは傍系の男性の就職動機が堅実である現われで、純系と比較し
て遜色がないことを物語っている。同じ純系のなかでも女性は男性と違って、在学中に教
職の本質を十分に理解し習得していたとみられる。純傍系の中でも性別により大きな格差
があることは、実に興味深い問題である。 
③ 被勧誘型（他人から勧められて、ただ何となく教職に就いたという型） 
就職動機付けとしてきわめて不堅実なもので、男女とも全体の５％程度いる。出身校別
では、意外と男女とも純系が多い。このように出身校によって一概に評価できないことが
明らかになった。年齢層別では、20代前半と30代後半は男女とも、20代後半は男性、30代
前半は女性が皆無である。このように若年齢層は中高年齢層に比べて少ないのは、自律性
を持って教職を選択した現われで質的な向上の傾向がうかがえる。 
④ 漠然型（他の適当な職がなく、ただ何となく教職の本質を理解しないで就職という
型） 
いわゆる「デモ・シカ先生」の類である。「被勧誘型」より男性は全体としてやや多く、
きわめて不堅実なことが明らかになった。出身校別では、男女ともに純系が目立って多く、
特に男性よりも女性が注目される。これは純教員養成専門機関に入学する際に純粋に教職
を志向したのではなく、他の何らかの要因が絡んで入学したのであろう。その後も在学期
間中に教職の本質を十分に理解する努力を怠ったともみられる。または純教員養成専門機
関の機能が十分に作動しなかった結果でもあろう。いずれにしてもこの事実は今までの教
員養成のあり方についてなんらかの参考となるのではなかろうか。 
⑤ 相続影響型（身内＝祖父母・親・兄姉・叔父母に教員がいた。また教えを受けて先
生の影響による。いずれも日常の生活環境の影響の強さが見られる型） 
純系が男女とも多い。特に女性は傍系の約３倍ある理由は、我が国の女性の一般の就職
事情の厳しさを理解したものであろう。また日常生活の中で教職の恵まれた条件を絶えず
教え込まれたことは無視できない要因であろう。50代全般の高年齢層は男女とも最も多く、
教職を選択する際に環境によってかなり影響を受けたことが推測される。 
⑥ 生活型（教職が生計を維持するのに安定した職業である。また労働条件＝男女同一
労働・同一賃金など＝が他の職種と比較して恵まれているとする型） 
この類型に属する人々は、教職の本質を十分に理解しないで就職したものとみられる。
全体として男性は、わずか3.1％に過ぎないが、女性は全く意外にも12.2％もいる。その
中でも純系が傍系の３倍で全体としては9.4％である。これは女性教師が自己の適性など
を顧みないで経済的な面を優先していることの現われであろう。まさに将来を期待されて
いる女性教師として、いささか予想外の事実である。年齢層別では男性の20代後半・30代
全般・40代後半においては皆無であるのに対して、女性の30・40代は全般に亘っている。
これは家族周期的に見て家計支出負担（住宅ローン・子どもの学費など）の多い時期で、
女性がとくに痛感していることの現れであろう。同じ社会情勢のもとで教職に就任した
人々が性別によってかなり動機が違っていることは、当然、職務遂行の面においてもなん
らかの影響が生じるのではなかろうか。 
⑦ 評価期待型（将来、教職は今以上に社会的に評価の高い職業となる可能性があると
する型） 
純系の男性で、しかも職場の中堅層である30後半に僅か１名いる。数的には少ないが、
純系の男性ゆえに注目される。教職に対する熱意よりも社会的なものに関心が強く、教師
としての適性に疑問がもたれる。 
以上、教職選択動機の全般的な概況として堅実な「適性型」と「価値志向型」を合わせ
ると、男性75.4％、女性44.6％で性別によりかなりの格差があるのは注目される。また逆
に好ましくない「生活型」は既述のように女性が多い。近頃女性教師が増加しているが、
就職動機において、男性と比較して残念ながら遜色があることが明らかになった。今後は
女性教師のより一層の質的な面が重視されねばならない。出身校別では、純系の男女に
「被勧誘型」と「漠然型」が多く、特に女性には「漠然型」、「生活型」が目立っている。
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これは純系ゆえに見逃せない問題であろう。就職動機別の面では、傍系の堅実さがうかが
われる。年齢層別では、男女とも最若年齢層に「被勧誘型」が皆無である。これは最若年
齢層の人々の自主性の強さの現れであり、また教職の社会経済的な優遇により質的に優れ
た人材が教職界に集まってきた傾向とも解釈される。 
今後も教員養成制度の開放制の効果の経過観察を続ける必要があろう。 
 
２ 教職継続志向 
 
教職という仕事を将来も続けていく意志のあるものが、男性93.9％、女性92.7％でかな
り継続志向が強い。とくに女性に関しては、大学卒業者の場合64.1％③、専門職の場合
71.0％④であるのと比較すると、教職の継続志向の強さが明確である。このように全般的
に教職継続志向が強いことは、現在の教職に対してほぼ満足感をもっているためであろう。
最近の女性の社会進出の一般的傾向として、「若年短期未婚型」から「中高年既婚型」へ
と変化してきている。しかし教職界は戦前から比較的に既婚者が多い職場であった。今後
も社会の趨勢につれて、さらに継続志向率が向上するものとみられる。 
この継続志向の程度を次の３つに類型化し検討を加えてみよう（表３参照）。 
 
 
 
① 生涯継続型（一生続けたいとする型） 
継続意志がかなり強固なものが全体の半数以上占め、男性の方が女性より全体として
16.1％多い。これは男性の教職に対する情熱の現われで、一生の仕事として十分に教職が
価値あると認識していることであろう。また安定性に富み社会的に評価の高い教職が、全
体として男性67.9％女性51.8％という数字の低さにいささか意外な感がある。出身校別に
みて、純系の全体のなかでこの類型に該当するものは、男性67.4％、女性54.1％で、純系
として教職に対する態度に若干の弱さがみられる。むしろ傍系の男性（68.9％）の方が多
いのは実に興味がある。女性の純・傍系の格差は、男性よりもかなり大きく純系がほぼ４
分の３を占めている。これは純系に入学した当初よりあらゆることを総合的に検討し、自
分の生涯を托せる職業として十分に検討し選択した結果であろう。女性が教職における地
位を高めていくためには、何よりもまず教職を継続していくことが必要条件である。女性
教師が教職を生涯に亘って継続するという立場になって、初めて女性教師自身が職場にお
ける問題を自分自身のこととして、意識しそれを変えていく必要を感じるようになるであ
ろう。このようなことから純系の女性が、かなり教職に対して将来が期待されるとみられ
る。 
② 当分継続型（当分の間、続けたいとする型） 
定年まで勤務する意志が無く、いずれは機会をみて教職を離れたいとしている人々で、
教職に対する熱意の欠如の教師である。全体として女性（40.9％）が男性（26.0％）より
表３ 
25 
 
14.9％も多い。これはわが国における女性の伝統的な代表的職種であった教職が、今後、
社会的評価において現在よりも一層向上するとは一概に言えないことを示している。 
③ 非継続型（続けたくない、もし可能ならば他の職業に移りたいと考えている型）  
全体として男女とも８％未満で極めて少なく、教職界の特質である閉鎖性（非流動性）
が認められる。このように「非継続型」が少ないのは、教職に対する強い愛着の現われで
あり、全体的にみて職場の内部環境の良好さの現われとも見られる。女性の純系が意外と
多く、これを就職動機別との関連から見ると「被勧誘型」、「漠然型」、「相続影響型」であ
る。つまり教職就任の当初から問題があったことは注目すべきである。 
今後も教職を継続志向する率そのものには問題は無いが、その継続志向の程度にいささ
か疑問がある。とくに「当分継続型」の内容をさらに究明することが、教師の質的な側面
を認識するうえで必要であろう。 
 
３ 管理職への昇進志向 
 
校長、教頭を志向するものが、全体的に見て男性30.3％、女性7.2％で全く予想外に少
ない。（表４参照）これは民間の職場に見られるような「地位上昇」への期待は、教職と
いう特殊な仕事のためメリット・システムが確立していないことにもよるであろう。特に
女性教師は、最近、総数としては着実に増加の傾向をたどってきたが、未だに管理職者の
女性校長となるとき極めて少ない。東京都内の実情は、校長総数1407人のなかで女性校長
は76人（1983年５月現在）でわずか5.4％にしか過ぎない。将来も女性校長が増加する期
待は余り持てない実情がこの調査により判明した。15年前（1969年）と比較し、管理職を
志向する女性教師が10.3％減少している⑤。またこの傾向は他の調査結果では2.8％にしか
過ぎないことが明らかにされている⑥。この数字を見る限りきわめて自己の昇進について
無関心な態度を示しているものが増加しつつあることがうかがえる。男女ともに管理職志
向者は傍系よりも純系が多く、特に女性は純系のみであるのは注目される。 
さて、管理職を志向しない理由は、次の４つに類型化し検討を加えてみよう（表５参
照）。 
 
 
表4 「管理職志向別」・「出身校別」の関係 
 
       性別 
管理職志     
向意思別 出身校別 
 
男性 
 
女性 
 
有 
純系 
 
傍系 
75.0%(35) 
 
25.0%(10) 
100.0% (10) 
 
0 
 
無 
純系 
 
傍系 
62.0%(57) 
 
38.0%(35) 
69.0% (89) 
 
31.0% (40) 
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表5 「管理職不志向の類型別」・「出身校別」の関係 
  
        性別 
   
出身校別  類型別 
 
 
男性 
 
 
 
女性 
 
 
純系 
1） 教育者志向型 
2） 管理職不適性型 
3） 校務多忙型 
4） 昇進機会喪失型 
62.1% (36) 
29.3% (17) 
8.6% (5) 
55.2% (48) 
43.7% (35) 
1.1% (1) 
 
傍系 
1） 教育者志向型 
2） 管理職不適性型 
3） 校務多忙型 
4）昇進機会喪失型 
67.6% (23) 
20.6% (7) 
11.8% (4) 
55.0% (22) 
45.0% (18) 
                     NA1             NA2 
 
 
① 教育者志向型（管理職になることが立派な教育者とは限らないとする型） 
全体的に性別・出身校別を問わず最も多いのは、教職は一般企業・官庁と異なり、地位
の上昇が必ずしも教育者としてのメリットに直接関連がないことからであろう。また世俗
的な立身出世を志向するものは、はじめから教職を選択しなかったとみられる。むしろ地
味な教育の仕事に情熱を注いでいる堅実な姿がうかがえる。男性の方が女性よりも教育の
現場に生きる気概がみられる。また傍系の男性が目立つのは、教育現場に生きる自負心の
現れであろう。 
② 管理職不適性型（自分は管理職に適していないとする型） 
純・傍系ともに男性より女性がかなり多い。わが国では女性が職場において管理能力に
欠けるという社会通念がある。この度の調査結果はこれを裏付けるものとして女性教師自
身も認めている。特に教職は管理的能力を必要とされているだけに教育行政上の管理能力
への疑問は、女性教師そのものへの不信に連なるのではなかろうか。また一般に女性教師
は学校組織のなかに取り残され埋没しているのが現状ではなかろうか。またリーダー（管
理職）になるためにあらゆる努力をしたにもかかわらず、自己の（管理職）への不適性を
十分し自覚したのか、またはじめから諦めていたのかいずれかであろう。今日の小学校は
「女性教師の時代」といわれているが、管理職層においては、依然として男性教師の優位
の時代が今後も継続されるであろう。 
③ 校務多忙型（「昇進希望」の意志があるが、何分にも毎日の校務に忙しくて、その
気持ちになれないとする型） 
一応、昇進への志向性は認められるものの、日常の多量の校務とその処理に忙殺され悩
んでいる男性教師の現実の厳しい姿が垣間みられる。それに反して女性教師は純系にわず
か１名いるのみである。これは日常の厳しい勤務条件を克服してまで昇進を志す気力の乏
しさの現われではなかろうか。このように性別によりかなり格差があるのは今後の注目す
べき点である。 
④ 機会喪失型（校長その他の人々の理解がなく、昇進の機会を有効に活用できないと
する型） 
自己の昇進の機会喪失の責任を他人に転嫁するものが皆無である。この現実からみてき
わめて自律性・責任性の高い教師集団であることが如実に理解される。 
以上、管理職志向が予想外に低いのは、後述の派閥人事意識と関連があるとみられる。
また出身校別によると、管理職志向は純系が圧倒的多い。将来も学校組織上の管理職層は、
純系の男性教師で占める可能性が当分の間続くであろう。 
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４ 準拠集団 
 
教師として行動する場合の価値体系をどの集団に求めているかということを認識するの
は、日常の教師の職務遂行を理解する面においてきわめて重要な事項である。 
今日、教師の意識や行動を支えている規範を構成している集団は実に数多くある。中で
も日常の教育を遂行する上で重要と見られる１３の集団について検討を試みてみたい（表
６・表７参照）。 
① 児童：性別・出身校別・年齢層別を問わず最も多く、全体の８０％を占めている。
これは児童を中心とした堅実な教育が遂行されているとみられる。特に傍系の女性が最も
多い。これは管理職志向が少なかったことから考慮すると、管理職昇進よりも現場の教育
に一層情熱を傾けているとも解釈される。 
② 児童の親：男性は皆無であるが、女性しかも純系にただ１人いる。これは児童より
もその父母を重要視している誠にユニークな存在である。教師経験が最も豊かな年齢層で
あるゆえで見逃せない事実である。 
③ 校長・教頭 
⑤ 教育委員会：その２つに準拠しているのは、すべて男性であり、女性よりいかに権
力志向が強いかが明らかになった。年齢層別にみて、「教育委員会」を準拠としているの
は、すべて３０代である。この年齢層は管理職への昇進機会の時期が近いこととあながち
全く無関係ではないとみられる。 
⑥ 友人：男性は純系の最若年齢層に僅か１人いる。これは教職に就いて経験が浅いこ
とも考慮されるが、いずれにしても教師としての姿勢に物足りなさがみられる。また女性
教師は傍系の最高年齢層者である。年齢的見て全く意外な感で理解に苦しむ次第である。 
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表６ 「準処集団別」・「年齢層別」の関係 
  項目 
 
性別 
年齢 
層別 
①  
児童 
②  
児童
の親 
③  
校長 
教頭 
⑤ 
教育 
委員
会 
⑥ 
友人 
⑧ 
自 分
の 家
族 
 
⑨ 
日 教
組 
⑪ 
サークル
（研究会
含む） 
⑫ 
職 員
会 
⑬ 
そ の
他 
 
 
合計 
 
20-
24 
 
男 57.1% 
(4) 
   14.3% 
(1) 
 14.3% 
(1) 
  14.3% 
(1) 
100.0% 
(7) 
女 66.7% 
(2) 
       33.3% 
(1) 
 100.0% 
(3) 
 
25-
29 
男 90.5% 
(19) 
      4.8% 
(1) 
 4.8% 
(1) 
100.0% 
(21) 
女 82.8% 
(24) 
     3.4% 
(1) 
3.4% 
(1) 
3.4% 
(1) 
6.9% 
(2) 
100.0% 
(29) 
 
30-
34 
男 81.0% 
(17) 
  4.8% 
(1) 
    4.8% 
(1) 
9.5% 
(2) 
100.0% 
(21) 
女 91.7% 
(11) 
        8.3% 
(1) 
100.0% 
(12) 
 
35-
39 
男 87.5% 
(14) 
  6.3% 
(1) 
     6.3% 
(1) 
100.0% 
(16) 
女 83.3% 
(10) 
      8.3% 
(1) 
8.3% 
(1) 
 100.0% 
(12) 
 
40-
44 
男 78.9% 
(15) 
     10.5% 
(2) 
  10.5% 
(2) 
100.0% 
(19) 
女 92.3% 
(12) 
        7.7% 
(1) 
 
(13) 
 
45-
49 
男 83.3% 
(5) 
    16.7% 
(1) 
    100.0% 
(6) 
女 100.0% 
(25) 
         100.0% 
(25) 
 
50-
54 
男 85.7% 
(6) 
        14.3% 
(1) 
100.0% 
(7) 
女 66.7% 
(4) 
     16.7% 
(1) 
16.7% 
(1) 
  100.0% 
(6) 
 
55-
59 
男 91.2% 
(31) 
 2.9% 
(1) 
   2.9% 
(1) 
  2.9% 
(1) 
100.0% 
(34) 
女 91.4% 
(32) 
2.9% 
(1) 
  2.9% 
(1) 
   2.9% 
(1) 
 100.0% 
(35) 
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表7 「準処集団別」・「出身校別」の関係 
項目 
 
出身 
校別 
性別 
④  
児童 
⑤  
児 童
の親 
⑥  
校長 
教頭 
⑤ 
教育 
委員会 
⑥ 
友人 
⑧ 
自 分
の 家
族 
 
⑨ 
日 教
組 
⑪ 
サーク
ル（研
究会含
む） 
⑫ 
職 員
会 
⑬ 
そ の
他 
 
 
合計  
 
 
男性 
 
純系 
83.7% 
(72) 
 1.2% 
(1) 
1.2% 
(1) 
1.2% 
(1) 
1.2% 
(1) 
2.3% 
(2) 
 1.2% 
(1) 
8.1% 
(7) 
100.0% 
(86) 
 
傍系 
87.0% 
(40) 
  2.2% 
(1) 
  4.3% 
(2) 
2.2% 
(1) 
 4.3% 
(2) 
100.0% 
(46) 
 
 
女性 
 
純系 
87.5% 
(84) 
1.0% 
(1) 
    1.0% 
(1) 
3.1% 
(3) 
4.2% 
(4) 
3.1% 
(3) 
100.0% 
(96) 
 
傍系 
92.3% 
(36) 
   2.6% 
(1) 
 2.6% 
(1) 
  2.6% 
(1) 
100.0% 
(36) 
第6・7表掲載項目の他に、④「出身校」（同窓会含む）、⑦「ジャーナリズム」があるが 
回答者が皆無である。 
 
⑧ 自分の家庭：最近の教師はサラリーマン化しまたマイホーム主義者が多いと言われ
ているが、この度の調査結果ではわずか１名に過ぎない。意外なことに純系の男性でしか
も年齢的には、最も充実しているとみられる４０代の後半である。この人は管理職志向の
点では昇進の意思はなく、生涯継続したいという意向であることなどを総合的に見て何ら
かの研修が必要ではなかろうか。 
⑨ 日教組：職務を遂行する場合にいかなる理由があるにせよ、組合を準拠集団に挙げ
るものが、数量的なことは別としてもごくわずかでも存在すること自体、実に理解に苦し
む。男性の４０代前半に10.5％いる年齢層的には、学校運営の実質的な担い手層であるゆ
えに教育にとって、かなりの障害になるのではなかろうか。 
⑪ サークル（研究会を含む）」：女性の純系に多いのは、仲間同志の連帯感の強さとも
見られる。サークルの具体的な内容が正確に把握出来ないために明確な分析は、残念なが
ら不可能である。しかし女性に多いという事実に興味が持たれる。 
⑫ 職員会：すべて純系であることは、学校運営に関して傍系より関心の程度が高いこ
とがうかがえる。40代全般と50代前半の指導的な年齢層に１人もいないことは、学校運営
において、職員会の実質的な機能に関して今後、注目する必要があるのではなかろうか。 
⑬ その他：具体的な内容を明記していないものが多く、正確な分析はまず不可能であ
る。全体的には男性の純系が多く年齢層的には、20代後半から40代前半間に集中している。
つまりこの年齢層者は戦後派に属し、また従来の教師のあり方と違った新しい価値観に基
づいた行動があるのではなかろうか。 
以上、全体的にみると、男性は女性より準拠集団の数が多く幅広い行動を行っている。
とくに男性の純系は傍系と比較して準拠集団が多いが、教師としてすべて健全な準拠集団
を持っているとは限らないことが明らかになった。また出身校の影響よりもむしろ教職に
就任した後の影響によることが大きいのではなかろうか。 
 
５ 派閥人事意識 
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教職界は一般の職場と違って派閥が存在すること自体、教育に及ぼす影響として好まし
いことではない。しかし残念なことに現実にはまだ依然として派閥が存在している。これ
は党派集団の中でいわゆる学閥と称せられるものと関連している⑦。わが国の初等教育界
においては、旧教員養成制度時代から今日に至るまで学閥の存在は否定できない⑧。この
度の調査地である東京都内は旧豊島師範・旧青山師範・他府県旧師範・その他などのさま
ざまな学閥がいまだに何らかの形で存在している。わが国の初等教育養成制度は都道府県
単位にいくつか養成機関の学校が設置され、その卒業生が主に地元の小学校に就職する傾
向が見られる⑨。東京は以前より全国各地からの教員が集まっており、その出身校も実に
多様であった。さらに1955代後半の高度経済成長によって都市に人口が集中し、それに伴
って学校が増設され、この傾向が一層助長されてきた。このような状況の中で、教師自身
が学閥をどのように認識しているか。また現在の教員人事にそれらの学閥が何らかの形で
影響を及ぼしていると考えているかについて検討すると、派閥の存在を意識しているもの
が実に全体の71.1％もいる。この事実は教職界にとって誠に残念なことである。どの程度
に派閥を意識しているかを次の４つに類型化し検討を試みると（表８・表９参照）。 
 
 
表8 「派閥人事意識」・「出身校別」の関係 
 
    
       
性別   
類型別          
出身校別  
(A) 
純系 
 
(B) 
傍系 
 
合計 
1) 積極肯
定型 
男 
女 
53.3 % (16) 
76.5 % (26) 
46.7 % (14) 
23.5 % (8) 
100.0 % (30) 
100.0 % (34) 
2) 消極肯
定型 
男 
女 
67.6 % (48) 
69.5 % (41) 
32.4 % (23) 
30.5 % (18) 
100.0 % (71) 
100.0 % (59) 
3) 否定型 男 
女 
66.7 % (4) 
70.0 % (7) 
33.3 % (2) 
30.0 % (3) 
100.0 % (6) 
100.0 % (10) 
4) 不明型 男 
女 
74.1 % (20) 
67.6 % (23) 
25.9 % (7) 
32.4 % (11) 
100.0 % (27) 
100.0 % (34) 
                               （NA 女性2） 
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類型別 
性 
年齢層別 
別 
表９  「派閥人事意識」・「年齢層別」の関係 
 
    （A） 
積極肯定型 
（B） 
消極肯定型 
（C） 
否 定 型 
（D） 
不 明 型 
合 計 
1) 20―24 
男 
女 
57.1%（4） 
50.0%（1） 
28.6%（2） 
 
 14.3%（1） 
50.0%（1） 
100.0%（7） 
100.0%（2） 
2) 25―29 
男 
女 
13.6%（3） 
26.7%（8） 
63.6%（14） 
30.0%（9） 
4.5%（1） 
3.3%（1） 
18.2%（4） 
40.0%（12） 
100.0%（22） 
100.0%（30） 
3) 30―34 
男 
女 
23.8%（5） 
16.7%（2） 
52.4%（11） 
58.3%（7） 
 
8.3%（1） 
23.8%（5） 
16.7%（2） 
100.0%（21） 
100.0%（12） 
4) 35―39 
男 
女 
18.8%（3） 
33.3%（4） 
43.8%（7） 
41.7%（5） 
 
 
37.5%（6） 
25.0%（3） 
100.0%（16） 
100.0%（12） 
5) 40―44 
男 
女 
36.8%（7） 
35.7%（5） 
42.1%（8） 
35.7%（5） 
 
7.1%（1） 
21.1%（4） 
21.4%（3） 
100.0%（19） 
100.0%（14） 
6) 45―49 
男 
女 
 
19.2%（5） 
33.3%（2） 
42.3%（11） 
16.7%（1） 
15.4%（4） 
50.0%（3） 
23.1%（6） 
100.0%（6） 
100.0%（26） 
7) 50―54 
男 
女 
42.9%（3） 
28.6%（2） 
57.1%（4） 
57.1%（4） 
 
14.3%（1） 
 
 
100.0%（7） 
100.0%（7） 
8) 55―59 
男 
女 
14.3%（5） 
20.6%（7） 
65.7%（23） 
52.9%（18） 
11.4%（4） 
5.9%（2） 
8.6%（3） 
20.6%（7） 
100.0%（35） 
100.0%（34） 
                              （NA 女性２） 
 
① 積極肯定型（派閥は大きいに関係があるとする型） 
全体的には23.6％で男女ともに純系が多く、とくに女性は傍系の３倍も多いのは注目さ
れる。純系が65.6％いることは派閥抗争の激しさを物語るものとしては注目される。年齢
層別にみると男性の20代前半に意外と多い。これは教職界に憧れて就職したが、職場の人
間関係のなかにかなりの派閥が存在していることを意識した結果でもあろう。 
② 消極肯定型（派閥は何らかの意味で関係があるとする型） 
全体的にはほぼ半数（48.0％）に近い数を占め各類型のなかで最も多い。「積極肯定型」
と同じく純系が多くまたこの「積極肯定型」を合わせると全体の４分の３以上占める。こ
れはまさに戦前の旧師範教育の弊害の残存である⑩。また戦後の教員養成改革の改善点と
して指摘されたことが、いまだに現存していることは見逃せない事実である⑪。年齢層的
にみても50代は教職界の指導者層である。この年齢層の男性の80％、女性の70％以上が、
派閥の存在に対して容認的意識をもっている。これは現代の教育行政上の問題の一断面
（「派閥と人事問題」）を如実に物語っているのではなかろうか。新制度の卒業者たちにお
いても派閥意識をもっているものが多くいることが明らかである。これは教師集団の閉鎖
的な古い体質が依然として、温存されていることの現われでもあろう。東京は巨大都市の
性格上あらゆる出身学校の教師が集まり、また人事異動も定期的に広範囲に亘って実施さ
れているにもかかわらずこのような実情である。これは教育行政上の人事政策の貧弱さを
如実に示しているものと解釈される。 
③ 否定型（派閥は全く関係が無いとする型） 
全体的には5.9％ですべての類型の中で最も少ない。これは逆に派閥が何らかの形で存
在していることの現われである。傍系の方が純系より少ないのは、傍系ゆえに派閥に対す
る関心が弱いのではなかろうか。性別でみると女性が断然多いのは「昇進志向」の少なさ
と、関連から見ても学校行政面に対する無関心さがうかがわれる。 
④ 不明型（分からないとする型） 
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全体的には22.5％である。傍系では男性より女性多いのは、既述のように派閥に無関心
であるためであろう。年齢層的には50代前半は男女ともに皆無である。この年齢層は派閥
を認めているもの男性100％、女性85.7％で男性は他の年齢層と比較して最も多い。これ
は在職約30年余りの教職経験が豊かな指導者の地位にある人々との回答であるだけに、派
閥に存在のすさまじさが理解される。 
以上のように教師集団内部には、予想以上に派閥の存在を容認しているものが多い。こ
れは教職界にとって何らかの好ましくない影響をもたらすであろう。戦後派の教師にも派
閥を容認しているものが多くいることは、戦後の教員養成制度の特色である開放制による
効果が、いま一層期待される。 
また派閥人事意識と「管理職志向」との関連では、「積極肯定型」と「消極肯定型」を
合わせて昇進志向のないものが80％以上もいる。これは明らかに派閥のもつ影響力によっ
て、昇進志向が阻害されているのか、また何らかの形で影響を受けているものとみられ、
管理職の昇進志向を放棄しているのであろう。また派閥の否定型のなかで管理職への昇進
志向のないものが全員（100％）である。これは派閥を否定するとしながらもその弊害お
よび問題点を認識した上での否定の態度の表明ではなく、むしろ締めないし無関心であろ
う。 
この学閥の存在は、実に古くて新しい問題である。この問題をいかに解消するか、これ
こそが当面の教育人事の政策上の鍵となるのではなかろうか。また究極的にはより健全な
る教師集団の建設へと連なるであろう。 
今日の近代社会の原理に反する党派集団的な学閥が存在することは、教師集団の病理的
な現象でもあろう。教師自らの努力でこの派閥を解消することが、教職界の社会的な評価
をいま以上に向上させることになる。 
 
結びにかえて 
 
教職界にとって社会的経済的な環境が改善された現在、教師に職務遂行上の態度は、概
ね健全であることが明らかになった。 
一般的に性別によって教師のいろんな評価がなされているが、この度の調査結果では、
就職動機の堅実さの点では、明らかに男性教師が優れている。「価値志向型」では男性教
師の傍系が多く、逆に「漠然型」が少ない。これはかなり教職就任に対する真剣な考慮が
なされたことがうかがえる。この事実は、傍系も純系に比べて遜色が無いことを物語る一
片でもあろう。またこの現象は、戦後に実施された教員養成制度の開放制の効果の一つの
現われともみられる。「人権法」の効果により待遇が大幅に改善された結果、女性教師の
若年齢層には、経済面を最重要視して教職に就任する傾向のものがいる。これは「人権法」
の本来の意図に添わないのではなかろうか。特に純系に多い点は、教員養成専門機関とし
ての存在機能が十分に作動しなかったという問題もさることながら、むしろ本人自分の教
職に対する認識そのものに問題があったのであろう。 
将来もいままで通り教職を継続する志向は、男女とも実に多いことは好ましい。しかし
継続するうえでの教職に対する姿勢に関しては、今後さらに究明する必要があろう。 
管理職への昇進志向を出身校別にみた結果、純系が多いことが明らかになった。傍系の
女性の場合は、昇進志向者が皆無である。これは管理職への昇進志向性を放棄する潜在的
なものが存在しているのであろう。本人の意識の向上を高めるとともに職場の生活環境の
改善も必要であろう。また出身校別の問題も何らかの形で影響しているのではなかろうか。
女性教師は教職界における質的な評価を向上させるためには、個人のいろんな事情を克服
して管理職就任の機会を十分にとらえ実らせることが、将来のより一層の発展のために早
急に必要であろう。 
教師として行動する場合の準拠集団に関しては、教師としての自覚の欠如が若干みられ
た。教職経験が豊富な年齢層に数的には少ないが、意外とユニークな準拠集団をもってい
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ることが明らかになった。最近社会情勢が著しく変化しまた人々の価値観も多様化してい
る現在、教師集団においても一般社会の影響がもたらされているとみられる。いままでは
経験年数である程度評価されていたが、この度の調査結果で一概に経験年数のみでは評価
できないことがより一層明らかになった。現職の研修制度の確立なども必要と見られる。 
派閥の存在を多くの人々が、依然として容認していることが明らかになった。教職界に
とって極めて好ましくない派閥の存在を巧みに利用し、またこれを受け入れて、生存して
いるものがいる限り、消滅はまだ不可能であろう。大多数がこの好ましくない派閥の存在
を容認していることは、病理的な職場環境の中で職務を遂行しているに等しい。理由を問
わず早急に自らの努力でこの病理的な現象である派閥を消滅することが、当面の最大の課
題であろう。 
今後もさらに諸般の事情から教職志願者は増加する傾向がある。新しく教職界に参加す
る人のためではなく、現職の人々にとっても近代社会の原則に反する病理的な派閥現象が
存在する限り、精神衛生にとっても好ましくなく、一日も早く消滅させる努力が必要であ
る。人間集団には何らかの病理的な現象が程度の差は別として含まれている場合がある。
しかし教職界に限っては、国家の将来を担う重要な人材を育成する使命がある以上、他の
社会集団と違っていささかでも近代社会の原則に反する病理的な派閥の存在は決して許さ
れることではない。 
教師という職種は、本人の自律性を最も必要とされる関係上、教師自らの良識と努力に
よってより一層の健全な発展が将来ももたらされることを期待してやまない。 
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─教育改革の課題─』潮出版社、180～181頁、1969年。 
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（参考付記） 
「調査実施要項」 
① 調査地選定理由：わが国の首都で都道府県別において男女ともに教師数が最高である。 
② 調査実施期日：1984年6月中旬。 
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③ 母集団：1984年東京都内公立小学校常勤教員総数（管理職・養護教員除く）30,780名（男
性10,968名、女性19，812名）1984年５月１日現在）。 
④ 抽出台数：東京都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校教職員名 
簿』1984年。 
⑤ 抽出方式：各年齢層別（20・30・40・50代の各層より125名）から無作為抽出法による。 
⑥ サルプル：計画1，000（男性500、女性500）、有効回収数（男性134、女性139）、回収率 
（男性26.8％、女性27.8％）。 
⑦ 調査方法：「郵送法」 
⑧ 調査費用：1984年度、東京大学医学部社会学研究室研究費。 
 
                                                   
① 
 
 
② 
 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 
⑧ 
⑨ 
⑩ 
⑪ 
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第２章 小学校教師の配偶者選択 
－ 東京都内公立小学校を中心に － 
はじめに 
教師の社会的研究は、いままで①教師の社会的地位、②教職意識と教師役割、③教育組織と
教師集団、④教育団体の機能という４つに分類される（『教師の社会学』に関する文献、『教
育社会学研究』第 28集、1973年、『教育の社会学研究』第 43集、1988年）。教師への社会
的アプローチは、戦前は教師個人、戦後は教師集団に関したものが多い。教師個人に関するも
のは、社会的出自・供給源に関して、明治末期から今日に至るまで実証的研究が蓄積されてい
る。しかし教師の家族を形成する重要な配偶者選択に関する実証的研究資料は、実に皆無に等
しく、教師の研究分野の未開拓領域の一つである。 
まず配偶者選択にあたっては、個人的な気質、欲求、価値観の適合性が基本的用件になる。
また結婚が、社会構成の再配置を意味することから、新しい社会関係を安定させ維持するため
に、さらに社会的次元における調和性が要件として要請される。その結果、配偶者選択のシス
テムが同類婚を強制することになる。この「同類婚的傾向」は、まず近接性の問題を検討する
ことから始めるのが妥当であろう。一般に小学校教師は、職場結婚は他の職場と比較して多い
と言われている。この「同一集団内・同一階層内」での通婚率が高いのは、面識機会の頻度に
のみ関係するのではない。価値利害、生活様式などの点で、同じレベルの特性を持つ配偶者を
選択する傾向性を示すことが、すでに一般的に明らかにされている。配偶者選択が教師個人の
独立した一つの行為ではなく、究極的にはその家族と連結したものである。それゆえに、当然、
時代や社会的背景などがかなり影響するであろう。  
配偶者選択の決定原理が、「共同主義→家族主義→個人主義」という順序で移行してきたこ
とは周知の事実である。配偶者選択の研究は、常識的に「配偶選択の範囲」、「基準」、「主
体」、「過程」の４つの課題を設定し検討すべきである（この小稿では、配偶選択の「範囲」、
「基準」と「夫婦の教育程度」に限定する）。 
何よりもまず、現代の小学校教師の世界における配偶者選択は、いかなる実情であるかを実
証的資料（「調査実施要項」末尾参照）に基づいて明らかにする。さらに教師の配偶者選択に
関して当面の問題点は何かを指摘し検討を試みるのが、この小稿の趣旨である。 
 
１ 配偶選択の対照的２概念 
 周知のように戦後、民法改正により制度的に「家」は解体した。旧民法時代は、上下の身分
階層主義や権威主義で家族主義的結婚が行われ、いわゆる見合結婚の方式が一般化していた。
戦後の新民法時代になると、個人主義的結婚へと変化し親子・夫婦の平等化へと変化した。こ
の革命的な移行の一面は、結婚を取り決める古い方式＝見合結婚と並んで配偶者選択の新しい
方式＝恋愛結婚が大幅に増加したことは明らかである。年齢層別にみると、若い年齢層者ほど
恋愛による結婚が多い①。それには社会的文化的条件がさまざまに伴うことが考えられる。 
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この度の研究対象である小学校教師の場合、戦前の民法時代は、明治維新政府によってそれ
まで支配階層のものであった儒教の家道徳を法律によって、全国に公布した。小学校教師は、
修身を通してこれらを子どもに教え込んでいた。このような事情から小学校の教師は、自ずと
見合結婚に対して何からの抵抗もなかったであろう。またいつの時代も地域社会のなかで、小
学校という職業柄、他の一般的な職種に比較して、人々の関心がきわめて高く日常のすべての
行動に慎重さが加わる場合が多いであろう。 
 結婚方式をみると（表１参照）、教師の場合、圧倒的に恋愛のよる結婚が過半数を占めてい
る。しかし大都会の調査（1966・73年）と比較するとやや少ない。女性のみを検討すると、
80 年代の女性（62.7％）と比較し教師は少ない②。東京都区部（1972）の女性と比較した場合、
恋愛結婚が 18.8％多い。これは教師集団の閉鎖性とお互いの類似性が影響しているのであろ
う。年齢層別にみても全般的に恋愛結婚が多く、年齢層間の目立った格差がない。見合結婚に
おいて女性は全体の約３分の１を占めている。東京都区部の調査（1972年）よりも 12.0％少
ない。これは伝統的な配偶者選択の方式よりも新しい時代に相応しい方式を選んでいるものが
多く、なかり進歩的な傾向がみられる。これは調査時点に７年間の差があり一概に比較するこ
とは無理であるが、注目される事実である。年齢層別にみて意外と若年齢層者（20 代 31.8％、
30代 30.7％）に多くみられ中高年齢層者（40代 40.7％、50代 38.8％）たちとの間に顕著な
格差が見当たらない。これは今日の一般的傾向として、高年齢層に見合結婚が多く、若年齢層
になるに従い恋愛結婚が増加する傾向と異なる。これは教師グループの若年齢層において、か
なり配偶選択に関して保守的な傾向をもっていることが判る。これは見合結婚の仲人が、将来
の結婚相手を相互に形式的に紹介するところに魅力を強く感じているか、さもなくば配偶者選
択の機会に恵まれることが少ないのか、また選択に対する意欲の喪失・自信の欠如によるもの
ではなかろうか。 
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 そのほか（見合いから恋愛をして結婚にいたる方式）では、相手を知る契機として見合を利
用し、その後の交際によって恋愛感情が生じたので結婚に至ったという、いわば伝統的な結婚
の方式と新しい恋愛結婚と巧みに組み合わせた結婚形態である。これは現実的には、いまだに
定着しているとは言えないのが実情であろう。男性教師の場合、女性教師より約 2.6倍も多い
のは、伝統的な結婚方式に憧れをもっているものが多いことを物語っている。このような傾向
は未婚青年にもっと人気のあることが他の調査でも明らかになっている③。また見合結婚とそ
の他を合わせると、男性 43.2％、女性 41.9％でわずかながら（1.3％）男性が伝統的な結婚方
式に魅力を感じているものが多い。調査対象者の約 85％の人々が、新しい民主的な教育を受
けて育ったにもかかわらず、伝統的な見合結婚を行ったことは、本人自身の考え方もさること
ながら、社会的要因が何らか影響しているのであろう。 
 調査時点が７年間異なることを考慮しても同じ女性同士を比較すると、教師の場合は見合結
婚が 12.0％と少なく、逆に恋愛結婚が 18.8％多いことは、かなり一般の女性よりも主体的な
配偶者の選択を行っていることが判る。 
 本調査と大都市の調査を比較してみると、恋愛結婚においては、大都市の調査よりも少ない。
これは教師集団の旧態依然とした体質が何らか影響し残存しているのではなかろうか。また教
師自身の配偶者選択に対する考え方の違いによるものであろう。いずれにしても教師グループ
の配偶者選択の方式は、大都市と比較して保守的であることが推察される。   
 教師とくに小学校の場合は、「女教師の時代」と言われるように女性教師が全国的にみても
多い。これは男性教師にとっては、きわめて接触の機会に恵まれている。男性教師で恋愛結婚
をしたものが過半数以上を占め、後述のように全員が第二次生活領域（職場）から配偶者を選
択していることは注目される。一般に高学歴ほど恋愛結婚が増加している。生活程度では上層
と下層に見合結婚の割合が高く、中層に恋愛結婚が多いという傾向がみとめられることが、既
に明らかになっている④。教師という職業は、高学歴で中層に帰属することなどから、世間一
般の傾向と同じような現象がみられる。 
 NHKの 1977年の調査結果によると、現在の日本の夫婦全体のなかでの見合結婚 58％恋愛結
婚 38％で、日本的配偶選択制度である見合結婚まだまだ過半数を占めている⑤。これと比較し
て教師グループの配偶者選択は、恋愛が過半数を占め、かなり進歩的な傾向を示している。 
 
２ 配偶選択の範囲 
 主体的な配偶者選択が可能になるためには、まず未婚の男女が、自由に接触できるという条
件がなければならない。今日では戦前のように異性との交際に関して、社会的な障害があるこ
とはきわめて稀である。 
 人は誰とでも自由に結婚できると考えられている社会でも、実際には、社会的文化的に規定
され、限られた範囲内で結婚の相手を選択しなければならない。一見、全く自由でいかなる男
女もいなかる相手をも選べると思われやすい。ところが現実がどんな社会においても一定の規
則的な法則が支配しており、大多数の選択はこの枠の中でなされている。ではまず教師グルー
プのどのような範囲から結婚の相手と接しているかを検討してみよう。 
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 日本ではかつて第一次生活領域が配偶者選択の中心領域であったが、現在は重点が第二次生
活領域に移りつつある⑥。 
まずどこで配偶者と知り合う機会があったかを、生活領域別にみると（表２参照）、男女と
もに第二次生活領域（職場・学校等）が圧倒的に多く過半数以上を占めている。これは既述の
ようにわが国の配偶選択範囲と同じ傾向である。第二次生活領域は生産的場で時間的・意識的
にも最も大きなウェイトをもっていることから、最も多いのは当然の結果であろう。また年齢
層的にみても、戦後の男女共学を経験した層が 90％以上を占めていることは、異性に接する
機械に恵まれ、男女交際に対して職場でははじめから抵抗感が少なかったことも影響している
のであろう。  
 
 
 
次に第一次生活領域から選択したものが多い。いままでの調査結果でが、都市では、初等学
歴（高小・新中）と高等学歴（高専・大学）に第一次生活領域での選択が多くみられていた⑦。
同じ高学歴の教師グループの男性では最も少ない。第一次生活領域では女性教師の３分の１で
ある。これは男性教師の家族・親族が余り関心を寄せなかったのか、また本人自身も余暇集団
（第三次生活領域）に重点を置いていたためであろう。女性教師は全体の約３分の１を占め従
来の家族・親族を中心とした範囲から選択している。これは女性の方が見合結婚が多かったこ
とと関連しているとみられる。女性は男性に比較して第一次生活領域を重視している。これは
かなり伝統的な保守的傾向を保持していることの現れとみられる。 
 第三次生活領域から選択したものは、全体的にみて最も少ない。とくに男女間の格差が著し
く、この生活領域では女性教師は約４分の１にしか過ぎない。これは余暇グループに関心をも
っているものが少ないのみではなく、余暇の活動状況が乏しいことも桓間みられる。都市・農
村ともに第三次生活領域の選択は、高等学歴者に多いとされている⑧。しかしこの度の教師グ
ループの調査結果では、女性が極端に少なく、男性の約４分の１にしか過ぎない。同じ余暇の
生活領域から配偶者を選択するに際して、性別によってかなりの格差があったことが判明した。
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これは同じ教師でありながら生活実態の違いから由来しているとみられる。男性教師は比較的
に狭い範囲の第一次生活領域からよりも、幅広い選択活動が可能な第三次生活領域から多くの
配偶者を選んでいる。女性はこれとは全く逆の現状であることは、きわめて興味深いものであ
る。1972年の都市の場合と比較して、男性教師はきわめて類似的な傾向が強く、世間の一般
的傾向に添っている。男性教師は生活活動の幅の広さからみて、かなり柔軟な姿勢で配偶者を
選択したと理解される。 
 女性教師の配偶者選択の領域は、第一・二生活領域で 93.6％をも占めている。これは階層
的な観点から層内婚的な傾向がみられる。価値・利害・生活様式などの点ではほぼ同じレベル
の特性をもつ配偶者を選択している傾向性がうかがえる。これは近接性にもとづく同様婚であ
ろう。  
 このように同じ教師グループの内部において、性別により配偶選択の範囲がかなり異なるこ
とは、家族の形成においても何らかの影響が出るのではなかろうか。同一の職業で性別によっ
て、人間の一生の重要な選択である配偶者選択範囲が異なることが判明した。その要因は何か
を今後の課題とする。配偶者選択の範囲が異なれば、配偶者選択の基準項目も異なるとみられ
る。これを次に検討してみよう。 
 
３ 配偶者選択の基準 
 配偶者選択の基準は、一般的には家柄・家産・家業など「家」の社会的地位のつり合いを重
視したものから⑨、性格・愛情・健康など「個人的属性の重視」という変化が一般にみられる
ようになった⑩。 
  配偶者選択を研究する際に、まず社会的次元（職業・学歴・宗教・年齢・人種・社会的地位）
と心理的次元（ウインチの欲求相補説の追求・性格の適合・愛の問題）の基準がある。この度
の調査研究は社会的次元のみについて行った。 
 配偶者を選ぶ際、重視する条件は何か。従来よく指摘されていたのは、「人柄」、「愛情」、
「健康」の３要素である。 
 この度の調査結果の全体的な概況をみると（表３参照）、まず第１に「人柄」が男女とも圧
倒的に多く、次いで「愛情」である。現代においてはいくら親が準備した見合い結婚であって
も、「人柄」が悪いと思う人や「愛情」のない人と結婚することはまずないであろう。次に
「健康」についても２人で結婚生活を築きあげていくという趣旨からすれば、重視されるのが
当然である。しかし教師グループでは余り重要視されていない。とくに女性においては著しく
少ないのは注目される。「財産」、「相手の父親の職業」は男女とも皆無で、健全な配偶者選
択を行っていることが垣間みられる。 
 第一次生活領域では、男性は「容貌」、「宗教」を重視し、女性では「学歴」、「職業」を
選択基準している。これは昔から「女はみめかたち」、「男は甲斐性」とする性別意識の根強
さであろう。わが国では結婚生活において、男性が保護し、女性が保護されるといういままで
の在り方が、いまだに実態・意識ともに残存しているとみてもよいであろう。第一次生活領域
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の性質からみて、かなり家族・親族関係者の保守的な傾向の影響が現れている。あまり数的に
は若干であるが、配偶者選択の基準の「家」的な要素があることが明らかである。 
  
 
 
 第二次生活領域から選択したものが、他の領域で選択したものより圧倒的に多く、全体の
56.2％である。この生活領域においても「人柄」が最も多く、なかでも他の領域に比較して
「愛情」が目立って多い。この領域の特性として、きわめて接触する機会が多かったことから、
自ずと「愛情」が涌いてきたことも考えられる。また自律婚的な恋愛結婚が、第二次生活領域
でもっとも多く、これは現在、第二次生活領域で知り合い恋愛結婚に至るのが一般化している
41 
 
とみてもよいであろう。女性は「人柄」と「愛情」で 94.2％を占め、男性よりも 7.7％多く、
主体的な配偶者選択を行っていることが判る。男性は「容貌」と「生産順位」など選択基準と
しているものがごく若干であるが存在していることは、時代錯誤の現れであろう。 
 第三次生活領域では、全体的にみて「人柄」、「健康」、「愛情」の順である。余暇集団の
領域においてさえ、男性は、旧態依然とした基準（「家柄」、「宗教」、「出生順位」）を求
めている。これは現代社会で生活を行うのに適応性を揃えているのか、誠に疑いの感がないで
もない。 
 教師の配偶者選択の基準に関して、男女とも「人柄」が断然多いことは、「日本の夫婦像」
と同じ傾向である⑪。女性は「学歴」、「職業」を重視しているものが男性より多いのは、人
間の本質を求めて結婚生活するのではなく、相手の属性について強い関心を保持し選択してい
る。これはニュー・ファミリー層の結婚のとき重視した条件と一致するころから⑫、女性グル
ープのみの特別な傾向でない。しかし教師という職業柄もっと健全な選択基準で配偶者を選択
すべきではなかろうか。 
最近夫婦間の価値観の一致と趣味の一致がかなり重要視されている⑬。この度の教師の配偶
者選択の基準では、「趣味」を選択の基準にしているものが、男性のみで数的には誠に皆無に
等しいものである。このように「趣味」に関心がないのは、公務に忙しいのか、さもなくば人
生のゆとりある生活設計そのものの立て方に問題が潜んでいるのではなかろうか。 
 配偶選択の基準は、社会情勢などによって多少の変化があるとみられる。しかしいつの時代
においても新しい家族を形成する際に重要な配偶選択の本質的基準は、人間そのものであって
属性は重要すべきではない。この教師グループの配偶者選択の基準が「家」的要素から「個人」
的要素へと移行してきているのは事実であり、将来もさらにその傾向を強めるであろう。 
 
４ 夫婦の教育程度 
 夫婦の類似性は、身長・体重など身体的特性においても認められるが、人間にとってきわめ
て重要なのは、社会的特性（人種・宗教・年齢・社会的地位・民族的背景・職業・教育水準な
ど）である。この度の調査研究の対象者はすべて小学校教師で類似性を伴っている。しかし配
偶者の教育程度はどの程度であるかを調査資料に基づいて検討してみよう。 
 小学校教師という職業柄、当然、高学歴であり、配偶者選択の際に類似性を求めるものが多
いであろう。 
 まず全体的状況をみると（表４参照）、圧倒的に「夫婦が同程度」であるものが 82.8％を
もしめ、他の 1966・1972年の世間一般の調査と比較してきわめて多い。これは教師グループ
の学歴（教育程度）の面において類似性の強さを物語っている。 
 結婚方式別にみると、見合結婚の方が恋愛結婚よりも「夫婦が同程度」のものが多い。これ
は見合結婚の特性とも言うべき、当初より類似性を考慮して接触の機会をもたらした結果でも
あろう。1966・1972年の調査結果よりもかなり高率であるのは、職業柄・配偶者選択におい
て第二次生活領域から選択し、近接性の影響が多いことと関連しているのであろう。 
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次に「夫が妻より高い」という傾向は一般にみられるが、この教師グループでは逆に少ない。
教師グループ以外の調査結果を比較すると、恋愛結婚の方が、見合結婚の場合より格差が縮小
している。これは「学歴」という個人の属性を軽視した結果であろう。見合・恋愛結婚ともに
他の一般との格差が著しいのは、より一層の類似性を帯びた配偶者選択を行ったことが理解さ
れる。このように同類婚的傾向が強いことは、教員世界の閉鎖性・独自性に関連するであろう。
また他の職種と交流が乏しければ、ますます教員の世界は、同類婚が増加する反面、他の社会
から孤立化する危険性がある。 
 「妻が夫より高い」は、全般的にみて少ない。今調査の見合結婚はきわめて少ない。これは
見合結婚の性質からみても、一般的に妻の方が高学歴であるのは、いままでの社会通念に適さ
ないとみられていることが、何らか影響しているのではなかろうか。恋愛結婚の場合は、他の
1966年と比較して余り格差はみられない。これは恋愛結婚の特性である本人同士の本質的な
結合ともみられる。本人同士の意志のみによって婚姻関係が成立する近代的な結婚の現れで好
ましい現象である。日本の場合は、一般に男性が女性より年齢・教育程度・社会的地位などが
優位であることが、長期間に亘って社会に定着していた傾向がある。しかし今日では、あらゆ
る面において男女均等化の影響が浸透しているので、将来は閉鎖的な教員社会においても変化
するであろう。 
 教師グループの「夫婦の教育程度」は、社会一般よりもきわめて同類性が強いことが判明し
た。これは同一職業内・同一階層内・同一集団内であることから近接に基づいて、当然ながら
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同類婚が多くなっているとみられる。教員同士の結婚は、共通の話題などについては有利性が
あるが、無意識的に教員社会独特の文化を形成し、一般社会のさまざまな集団と交流が乏しく
なる危険性がないとは言えない。教員社会には一般社会からみて異文化が存在するように思わ
れていることがある。このような誤った理解は、自由な文化の交流の欠如によるものであろう。
教員世界が当然のことながら同質性が強いことが必ずしもすべてに有利に作用するとは限らな
いことを十分に教員は留意すべきであろう。 
 
 結びにかえて 
 わが国の教師の世界はきわめて閉鎖的であると言われていた。この度の配偶者選択に関して
からも同類婚が圧倒的に多いことは、今後も今程ではないにしてもある程度の閉鎖性は続くで
あろう。とくに教師は自分の職場以外の人々の交流がきわめて少ないことも一つの要因であろ
う。閉鎖的な職場に在職しているが、配偶者選択に関しては、男女とも戦前の「家」中心主義
的な要素はきわめて少なく、新しい戦後の「個人」主義的な傾向がみられた。これは結婚の本
質を十分に理解している現れでもある。恋愛結婚が多いが、意外に見合結婚を若年齢層におい
て支持し実行している。これは教員世界の保守性の強さの現れとも理解される。 
 配偶者選択の領域別では、第二次生活領域が多いのは、調査対象がすべて同じ教員であった
ことを考慮してもやや異様な感がする。配偶者選択は社会移動の一つの機会である。しかしこ
のような同一階層間の移動が著しい現実では、教師の世界において結婚によって社会移動の上
昇・下降移動の関連性がきわめて希薄で水平移動が多いことがあきらかになった。 
 今日、余暇時代を反映して第三次生活領域が日常生活面において重視されつつあるが、教師
の生活様式ではいまだにこの領域では活躍が少ない状態である。なぜこのように現代社会の一
般的な状況と異なる動きをしているのかを、今後さらに究明することは教師の配偶者選択の特
性を解明することに連なるであろう。 
 性別においては、男性の配偶選択の基準が、各生活領域別をみてもやや旧民法時代の「家」
中心的な傾向がみられる。女性は「職業」を各生活領域別を問わず重視していることは、結婚
の本質に対して認識不足の感がある。このように性別において異なる現象がみられることは、
家族形成およびその後の生活面においても何らかの影響をもたらすのではなかろうか。夫婦の
教育程度の類似性が一般社会よりも相当に高率であることは、価値観など違和感が少なく、結
婚生活の面において有利が伴うであろう。 
 この調査の対象者は、東京都内小学校の常勤者である関係上、地元東京都内出身は全体的に
約 18％である⑭。就職のために地方から上京したものが、多く地域社会の移動、つまり通婚圏
の近接はきわめて薄い点は注目される。東京は職場を中心に日常の生活が営まれ、その中で私
的なことも満たされる傾向がある。これはますます教員社会という特別な閉鎖的な一つの社会
を形成する契機にもなっているのであろう。同類婚の傾向は、今後もいまの教員社会の状況で
は続くであろう。しかし同類婚すべてが有利だとはいえない点もあるのではなかろうか。この
点に関して、さらに調査資料を収集し解明していきたい。 
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① 望月嵩「家族と配偶者選択」森岡清美・山根常男共編『家と現代家族』培風館、39頁、
1976年。 
② 『現代女性の意識調査－80年代の女性を見つめる－』PHP研究所、40頁、1980年。 
③ 湯沢雍彦「現代青年の結婚観・家庭観」『月刊エコノミスト』２・３、50～55 頁、1971 年。 
④ 望月嵩、前掲書、39～40頁。 
⑤ NHK『日本の夫婦像』1977年。 
⑥ 森岡清美・望月蒿『新しい家族社会学』培風館、39～40頁、1983年。 
⑦ 望月嵩、前掲書、41頁。 
⑧ 同上論文、41頁 
⑨大橋薫「結婚調査特集」『読売新聞』、1915年。 
⑩ 菰渕緑「配偶者の選択と結婚」上子武次・増田光吉編『日本人の家族関係』有斐閣、46 頁、
1981年。 
⑪ 森岡清美・望月蒿、前掲書、40頁。 
⑫ 朝日新聞『最近の夫婦意識調査』（東京都団地対象）、1976年。 
⑬ 前掲書。 
⑭ 本調査結果による。 
 
参考文献 
① 森岡清美・山根常男共編『家と現代家族』培風館、1976年。 
② 盛岡清美編『社会学講座（３）家族社会学』東大出版会、1972年。 
③ 湯沢雍彦『改定家族関係学』光生館、1976年。 
④ R・O・ブラッド、田村健二監訳『現代の結婚』培風館、1978年。 
⑤ 森岡清美編『新・家族関係学』中教出版、1974年。 
⑥ 安田三郎『社会移動の研究』東大出版会、1971年。 
⑦ 盛岡清美・望月嵩『新しい家族関係学』培風館、1983年。 
⑧ 上子武次・増田光吉編『日本人の家族関係』有斐閣、1981年。 
⑨ 大橋薫・増田光田編『改訂家族社会学』川島書店、1967年。 
 
調査実施要項  
① 調査地選定理由：わが国の首都であり、1979年・1980年においても都道府県別において、
小学校教員数が最も多い。 
② 財源：1979・1980年＝1978年度文部省科学研究費一般研究（D）。 
③ 日時：1979年１月下旬（女性教員）。 
④ 母集団：1979年＝東京都内公立小学校居印総数 35,623名（女性教員は、22,247名、「産
休教員など除く」）、1980年＝東京都内公立小学校教員総数 30,745名（男子教員数は
14,584名）。 
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⑤ 抽出台帳：1979年・1980年＝東京都教職員組合・東京都高等学校教職組合共編『東京都公
立学校教職員名簿』（1977・78年版）1978・79年７月発行。 
⑥ 抽出方式：1979年＝年齢層別（20歳－65歳まで５歳間隔）、８地区別、１山手地区、２
下町地区、３都心地区、４城北地区、５城南地区、６市部 A地区（三鷹・町田・立川・府
中・小金井・武蔵野・小平・調布・国立・狛江・田無・保谷・国分寺）、７市部 B地区（八
王子・昭島・福生・多摩・青梅・秋川・日野・東久留米・武蔵村山・東大寺・清瀬・稲城・
東村山）、８西多摩・島部（離島）地区、以上、比例配分してそのなかより無作為抽出法に
よる。 
⑦ サンブル：1979 年＝計画 2,000、回収数 565、回収率 28,3％（女性のみ）、既婚者 406 名。
1980年＝計画１,000、回収数 295、回収率 29.5％（男性のみ）、既婚者 239名。 
⑧ 調査方式：1979・1980年＝郵送法 
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第３章 教員養成制度の改革 
 
― 1969・1979年東京都内公立小学校を中心に ― 
 
はじめに 
  
日本の初等教育の教員養成制度は、戦後、①教員養成を大学で実施すること（大学養成
制）、②いかなる大学においても教員免許状が取得可能であること（開放制）、の２つを基
本的原則として発足した。 
 大学養成制は、旧師範学校の弊害を除去する意図で構想されたが、教職専門科目と対置
させるにリベラル・アーツを意識するあまり、性格不明な学芸大学・学芸学部という形で
発足した。 
 教員養成の開放制の目的は、教員養成専門系大学と一般大学とを区別せず、大学卒業者
には教員免許状を与える制度で、きわめて教員養成にとって幅広いものである。しかしこ
の開放制を原則とする教員養成制度の改変の動きが、近ごろ活発になってきている傾向が
みられる。これはまさに教員養成の開放制から目的養成・計画養成への転換をはかろうと
する文部省の意図が坦間みられる。文部省の主張によると、戦後の教員養成制度は、教員
を育成するという目的が必ずしも明確ではなく、免許法の欠陥と相まって、教員を育成す
るに必要な教育が十分になされていないということである。開放制養成は教員の「資質」
が問題になるたびに攻撃を浴びてきた。昔の師範、今日の教員養成専門学部と違って、教
える技術・高度な専門性が身につきにくい、つまり教師の「粗製乱造」という批判である。
文部行政もこれを受け、教職課程の単位数（免許基準）の引き上げなど教員養成を専門大
学に事実上絞り込もうという「節度ある開放制」への動きが昭和 40年代から強めてきてい
る。 
その端的な表れが、昭和 59年に国会に提出された「教員免許法」改正案である。これは
専門性の高い大学院修士課程卒の小学校教員を作るために、免許を３等級に分けて処遇の
格差付けをする。つまり旧師範学校を復活させ、戦後の開放的な教員養成制度を実質的に
廃止しようという意図がみられる。このような状況のなかで、果たして今日の教員養成専
門系大学・学部出身者（以下「純系」と略す）と一般大学出身者（以下「傍系」と略す）
には、教師としての何らかの意識の格差が存在するのかを、実証的資料（「調査実施要項」
末尾参照）に基づいて検討を試み、戦後の「開放制」教員養成制度に関して若干の考察を
試みる。ここでは、戦後著しく増加した女性教師のみに限定する。 
 
１ 教職志向動機 
 
 戦後の混乱期には、正規の教員免許状を所有していない人々が多く教職に就き、初等教
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育の教員の社会的評価は必ずしも高くなかった。しかし今日では、公立小学校の教員は知
識人の待遇のよい安定した職業とみられ、多くの大学卒業者の希望する職業となっている。
1970年代前半に始まった経済界の停滞と 1974年に制定された義務教育の学校に人材を確保
するための特別法（「人材確保法」、正式には「学校教育の水準の維持向上のための義務教
育諸学校の教育職員の人材確保に関する特別措置法」）が大きな契機となっている。このよ
うな状況のなかで「開放制」教員養成は、教育免許状取得希望者の増大に伴って、免許状
取得者実数と教員就職者数の不均等を著しくならしめている①。この事実はそもそも「開放
制」教員養成の原則からすれば、教員の需要数と養成数との間にアンバランスが生じるの
は当然であるが、その度合いが余りにも大きくなり、供給過剰が顕著となれば、「免許状の
濫発」という非難が生じてくるのも無理ではない。 
 はじめから教職を志向しない多数の有資格者を作り出す傾向を強くしている点に、「開放
制」教員養成の問題がある。また資格取得を希望して所要の単位を履修している学生のう
ちには、教職に就く意志が明確でない者、教師として就職できる希望のもてない者、卒業
証書の付属物として教員免許状の取得を考えているのに過ぎない者などがかなり含まれて
いる。このことが大学における教員養成の社会的評価を低めている要因であろう。 
 現行の教員養成では、大学における就職前の教員養成を基本に捉えながらも、教員養成
はそれで完成すると考えるのではなく、それは現職研修によって補完され、資格も向上さ
れるべきものとみている。即ち、「就職前教育を主」として「現職研修を従」とし一応分離
し、両者を統合・一貫した体系としてとらえる発想に至っていないことに問題がある。こ
のような状況からみて、「開放制」教員養成が実施され、もはや 30 数年を経過したなかで
今日からみて、過去 17年の間に３回の調査資料に基づいて、結論を出すのは妥当性を欠く
のであくまで中間報告として筆をすすめたい。 
 教職という職業上の性格からみて、他の職業と異なった就職動機がなければならない。
主な教職志向動機を類型化し検討を試みる（表１参照）。 
① 「価値志向型」 
 1969・1979 年ともに傍系が多い。これは教職という職業に対して純系よりもかなり慎重
に選択したものとみられ、教職志向動機は純系に比較して遜色がない。1979 年を比較検討
すると、純傍系ともに増加が著しいのは、教職の社会的環境条件（「人材確保法」など）が
改善され、その影響が何らか作用しているのではなかろうか。とくに傍系は全体の半数以
上のものが、価値志向型であることは注目される。1979 年の場合は、純系が傍系よりやや
多い。また全体的にみて純傍系ともに約４分の１であることは、教職に対する価値認識に
格差がないことの現れで「開放制」教員養成ともみられる。 
② 「適職型」 
1969 年の場合は、純傍系ともに最も多く、なかでも純系が目立つ。純系ゆえに志望校選
択時から自己をよく認識していたともみられる。1979年の場合は逆に傍系が増加している。
これは「開放制」教員養成制度が定着し、傍系において、冷静に自己をよく認識して慎重
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に教職を選択したものが増加したことを物語っている。 
 
表１ 教職志向動機 
年度別 
 類型別 
出身 
校別 
①  
価値志向型 
②  
適職型 
③  
被勧誘型 
④  
漠然型 
⑤  
相続型 
⑥  
消極型 
⑦  
生活型 
合計 
1969 
 
純系 
25.5% 
( 30) 
42.5% 
(51) 
12.5% 
(15) 
10.8% 
(13) 
9.2% 
(11) 
/ / 
100.0% 
(120) 
傍系 
30.0% 
( 30) 
34.0% 
(34) 
13.0% 
(13) 
9.0% 
( 9) 
14.0% 
(14) 
/ / 
100.0% 
(100) 
1979 
 
純系 
47.7% 
(179) 
19.2% 
(72) 
2.9% 
(11) 
9.3% 
(35) 
9.9% 
(37) 
10.9% 
(41) 
/ 
100.0% 
(375) 
傍系 
52.5% 
( 85) 
19.8% 
(32) 
7.4% 
(12) 
10.5% 
(17) 
4.3% 
( 7) 
5.6% 
( 9) 
/ 
100.0% 
(162) 
1984 
 
純系 
27.4% 
( 26) 
14.7% 
(14) 
4.2% 
( 4) 
6.3% 
( 6) 
33.7% 
(32) 
/ 
13.7% 
(13) 
100.0% 
( 95) 
傍系 
24.4% 
( 10) 
29.3% 
(12) 
7.3% 
( 3) 
2.4% 
( 1) 
26.8% 
(11) 
/ 
9.8% 
( 4) 
100.0% 
( 41) 
 
類型別）①「価値志向型」（教職は他の職業と異なる特別な価値と重い責任があるのに魅力を感じ
た）  
②「適職型」(自分に適した職業で個性を発揮できる) 
③「被勧誘型」(他人から勧められて、ただ何となく教職に就いた) 
④「漠然型」（ただ何となく、教職の本質を理解しないまま就職した） 
⑤「相続型」（身内＝祖父母・親・兄妹・叔父母に教員がいた） 
⑥「消極型」（特に積極的理由はない） 
⑧ 生活型」（教職は他の職種に比較して、生計を維持するのに安定した職業である） 
備考）1969年度出身校不明 2、NA2、「消極型」「生活型」設問せず。  
   1979年度 NA・回答不備 28、「生活型」設問せず。 
   1984年度 NA3、「消極型」設問せず。 
 
③ 「被勧誘型」 
各年度ともに傍系が多くこれは傍系の低評価に関連する。1979・1984 年の場合は、1969
年に比較して純傍系間の格差が著しい。これは傍系の数的増加が②必ずしも質的向上を伴っ
ていないことを表している。 
④ 「漠然型」  
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意外と純系が多い。全体的な経過をみると 1984 年は以前と比較し純傍系ともに減少し、
なかでも傍系が著しく目立って激減していることは、傍系の質的向上の現れであろう。純
系が多いことは、教員養成機関の内容に何らかの潜在的な問題があるのではなかろうか。 
⑤ 「相続型」 
1984 年は純傍系ともに著しく増加している。とくに純系は全体の３分の１を占め、教職
は他の職業と比較していかに有利であるかを、身内の人々から実際に見聞きした結果から
このような現象が生じたとみられる。純傍系ともに生活環境、とくに人的交流の要因が教
職選択に意外と影響をもたらしていることが明らかになった。とくに純系が傍系の２倍以
上もいる 1979年度の場合は、教員の待遇改善の効果が現れ始めたころであり、きわめて注
目される。 
⑥ 「消極型」 
教職志向動機としては、好ましくない理由であり、純系が傍系の約２倍である。純系の
大学入学ときの選択動機の薄弱さか、または教員免許状の取得過程において教職の本質を
十分に理解しなかった結果であろう。いずれにしてもこのように意外と純系が多いことは、
従来の純系の評価が果たして妥当であったか疑問がもたれる。 
⑦ 「生活型」 
 教職志向動機としてはきわめて妥当性を欠いている類型であり、「消極型」と同じように
純系が多い。純系は歴史的にみても初等教育界を数・質的に担っているということが周囲
の事実であった。しかし今度、意外な事実が明るみに出たことは、将来、「開放制」教員養
成制度に一層の期待がもたれる。 
 教職志向動機の堅実型である「価値志向型」と「適職型」は、教員優遇策の影響が見ら
れる 1979年において、純系より傍系が増加している。また教員人材確保の政策が実行され
るに付随して傍系の質的向上がみられることは、将来の初等教育界においてさまざまな点
において改善をもたらすであろう。教職志向動機の不堅実な類型である「漠然型」におい
ては、1984 年度、傍系は純系の３分の１であり、傍系がいかに質的に堅実性を保持しつつ
あるかを坦間みられる。 
 全般的にみると、従来は純系が傍系よりも優れていると一般に評価されていたが、必ず
しもこの評価は妥当であるとは断定しがたいことが明るみになった。 
 
２ 管理職への昇任志向 
 
 女性教師は戦後著しく数的に増加したにもかかわらず、管理職への昇任志向は、依然と
して停滞性を保持している。それは教職という職業上の性質から、地位上昇が必ずしも教
職遂行にとって重要ではなく、むしろ教育現場にいて児童と接することが、教師として充
実感を維持できるという教師が多いのではなかろうか。このように一般の職業と異なって、
地位上昇が必ずしも職務遂行にメリットがあると一概に言えない点を考慮しても、全体と
50 
 
して管理職への昇任志向の姿勢が余りにも少なすぎる感じがある（表２参照）。 
 社会的な趨勢として、一般に女性の昇任機会が次第に拡大され、現実には、管理職に就
任するものが増加し、管理能力・統率力の評価がなされている③。このような状況下で、初
等教育界の女性教師は、依然として「管理職への昇任志向」を有するものがきわめて少な
い。とくに純系よりも傍系が次第に減少し、1984 年に至っては皆無という現実は、傍系ゆ
えに昇任をあきらめているのか、また職業意識の低下で職場環境などの影響が絡んでいる
のではなかろうか。傍系のこのような傾向が継続する限り、理由のいかんを問わず、将来
性が期待され難い。また初等教育界の体質改善が停滞する可能性もある。伝統ある女性の
職種ゆえに早急にその原因を解明することが、初等教育にとって当面の重要な課題であろ
う。 
 
表２ 管理職への昇任志向 
年度別 
  昇任志向 
出身校別 
①有 ②無 
③持ってはいるが忙しく
てその気になれない 
合計 
1969年度 
純系 14.2% (17) 80.8% ( 97) 5.0% (6) 100.0% (120) 
傍系 10.0% (10) 87.0% ( 87) 3.0% (3) 100.0% (100) 
1979年度 
純系 7.0% (26) 93.0% (345) / 100.0% (371) 
傍系 7.0% (11) 93.0% (147) / 100.0% (158) 
1984年度 
純系 10.1% (10) 89.9% ( 89) / 100.0% ( 99) 
傍系 0 100.0% ( 40) / 100.0% ( 40) 
備考）1969年度、NA2、出身校不明 2、 1984年度、回答不備 36 
 
３ 学閥人事意識 
 
 わが国の旧教員養成制度の時代から今日に至るまで、学閥の存在は、完全に否定できな
い事実がある④。歴史的にみて明治以来、教員養成機関は各地方（府・県単位）別に設置さ
れ、その卒業生の大部分はその地方の小学校に就職する場合が多かった⑤。この度の調査地
である東京都の場合は、旧青山師範・旧豊島師範・旧大泉師範・他府県の師範・その他の
学校出身者たちの集合地で、同一府県内に複数の教員養成機関の存在するところと比較し
て、学閥の存在度は弱いとみられたが、意外と現実は厳しい。近代社会の原理に反する「学
閥」を積極的に認めているものが、依然として多く、一般社会情勢は大きく変化しつつあ
るなかで、この初等教育の教職界の体質は余り改善されていないとみられる。 
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 全体的な状況として、1969 年以来何らかの意味で学閥の存在機能の価値を認識している
教師たちが 60％以上もいることは、今日の教師集団は病理的であると言えよう。 
 教職界に相応しくない学閥を現場の女性教師が、どの程度に認識しているかを、次の４
つに類型化し検討を試みてみよう（表３参照）。 
① 「積極的肯定型」（学閥は人事にとって大変関係があるとする型） 
学閥は旧制度の教員養成校時代の名残りで、新制度に移行し次第に消滅の方向をたどる
とみられていたが、依然として根強く存在している。旧制度出身者は毎年減少の傾向をた
どっているにもかかわらず、学閥に対する関心が減少していない。これは新制度出身者に
おいても学閥に対する関心が強いのか、また学閥の影響が教職界の体質のなかに根強く潜
んでいる結果ではなかろうか。1969・1979 度においては、純系より傍系の方がかなり学閥
意識を強く受け止めているのは、傍系ゆえの心理的な影響のみではないであろう。最近の
1984 年度においては逆に傍系より純系が増加しその格差は 6.8％であるが、その有意差は
純傍系の格差として重要な意味合いがある。東京都は傍系が毎年少しずつ増加しているに
もかかわらず、この病理的現象である学閥の解消が進んでいない事実からして、教師集団
の体質の古さと閉鎖性の強さが伺える。 
② 「消極的潜在型」（学閥は何らかの意味で人事に関係があるとする型） 
1969・1979 年ともに純系が傍系に比較して多いが、純系においても次第に減少している
傾向がみられるのは、やや体質改善が行われている現われではなかろうか。 
 
表 3 学閥人事意識 
年度別 
   類型別 
出身校 
①積極的 
肯定型 
②消極的 
潜在型 
③否定型 ③ 不明型 合計 
1969年度 
純 系 22.1% (27) 71.3% ( 87) 6.6% ( 8)  100.0% (122) 
傍 系 30.0% (30) 64.0% ( 64) 6.0% ( 6)  100.0% (100) 
1979年度 
純 系 18.2% (64) 54.4% (191) 4.6% (16) 22.8% (80) 100.0% (351) 
傍 系 24.0% (44) 40.4% ( 74) 5.5% (10) 30.1% (55) 100.0% (183) 
1984年度 
純 系 26.8% (26) 42.3% ( 41) 7.2% ( 7) 23.7% (23) 100.0% ( 97) 
傍 系 20.0% ( 8) 45.0% ( 18) 7.5% ( 3) 27.5% (11) 100.0% ( 40) 
備考）1969年度出身校不明 2、「不明型」設問せず 
   1979年度 NA、回答不備 31 
   1984年度 NA2 
 
④ 「否定型」（学閥は全く人事に関係がないとする型）  
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1969・1979年度とも純傍系間の格差はほとんどなく、1979年度の場合は他の年度と比較
してやや傍系が多い（0.9％）が、全体的にみて最も少ないことは、学閥の存在を現してい
る。 
⑤ 「不明型」（学閥の存在そのものについてよく判らないとする型）  
11979・1984 年度ともに純傍系の全体の 20％以上を占めていることは、学閥に対する無
関心の強さを現している。とくに両年度とも傍系が多いのは、教職を遂行する上に何ら有
益でない学閥に対して、敢えて関心を寄せない態度をとっているのではなかろうか。学閥
の存在価値を認めるものが増加すれば、ますます教師集団は病理的職場に転化する恐れが
ある。「否定型」と「不明型」を合わせると傍系は全体の３分の１以上を占め、純系よりも
教師としての態度は堅実である。傍系は従来の教師集団のマイナスの点に対してかなり自
覚しているとみられる。 
 各年度（1979 年「消極的潜在型」を除いて）ともに、純傍系間の格差は際立ったものは
みられない。とくに昭和 59年度の場合の純傍系間は、ほとんど格差というべき数字ではな
い。このように歳月を経過するにつれて教員養成機関別によって、教師としての意識の面
で目立った格差がないことは、実に注目すべきことであろう。教師の本質の理解度とまた
教師としての使命感は、学閥意識の度合いと反比例の関係にあるのが妥当であろう。論ず
るまでもなく、健全なる教師にとって学閥の存在価値は全く無用である。しかし狭い流動
的な教職集団であるゆえに、古い体質が温存され易い点を考慮すると、今後かなりの時間
と教師の自覚が学閥排除のために必要であろう。 
 
  結びにかえて 
 
 「開放制」教員養成制度が発足して、もはや約 30年以上の歳月が経過した。その成果の
一部は、今度の調査結果によると、教師として傍系出身者は、何ら純系出身者に際立った
遜色はみられないことが明らかになった。また同時にいままで純系出身者に対する教師と
しての評価が一般化されていたが、一概にすべて評価に値するものではないことが明らか
になった。 
 戦後、教員養成制度における改善の基本の一つである教員養成を大学で実施するに関し
て、教員は本質的に実践的なものである関係上、教師教育で実践とか技術が強調されるの
は当然である。しかし大学教育のなかで「教育実践」について教育はどのような特質を持
つべきかを再検討する必要がある。教育現場でこそ習得可能であるような「技術」が、大
学教育のなかに持ち込まれる傾向がある。戦前は師範と附属小学校が一体化していたが、
戦後の新制度では研究面で大学と附属小学校は別のものになった。この点をみても、「大学
における教員養成」の基本課題を問い直す必要があろう。教員養成にとってさらに必要な
のはカリキュラムである。それは小学校教員における教養の広がりと深まりをいかに統一
しているか、また幅広い教養を培うことと、堀り下げた学問的基礎を訓練することをいか
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に統一していくかがきわめて、重要な課題である。既述のように、教育養成機関別による
教師の意識面の格差は、余り見られない点が明らかになった。これは教師養成機関別の影
響よりもむしろ教職に就任した後の本人の教職に対する自覚がより一層重要な要因であろ
う。今日では就職前の教師教育を主とし、現職研修を従とした教師教育である。この度の
調査結果から、教師養成機関在学中と教師主任後の研修を統合・一貫性をもたせることが、
教員養成にとって最も重要な課題であることが明らかになった。 
 次に「開放制」教員養成制度の目的は、今までの閉鎖的・非流動的な教職界に幅広いか
つ優秀な人材を多く採用し、近代的な職業集団を形成することである。この目的が達成さ
れつつあることが明らかになった。傍系出身者が毎年少しずつ増加傾向にあるが、教職界
のリーダーとしての管理職層への昇任志向のみで、教師としての質を一概に評価できない。
傍系が今後はさらに管理職を志向する傾向が現れるという明確な根拠は、残念ながら今度
の調査結果では見当らない。教員の質は、価値観の問題、文化の多様性、異文化との接触
の問題等を研究しなければ論ずることはできない。「開放制」教員養成制度の成果として、
傍系の数的な増加は認められるが、それに伴って質的にも向上しているか否かは、この度
の資料のみではまだ判定できず、今後しばらく経過をみてさらに検討を加えなければなら
ない。確かに傍系が増加したことによって、古い閉鎖的・非流動的な教職集団に何らかの
変化の兆しがみられるであろう。「開放制」教員養成と「目的養成」をもっと豊富な資料で
十分に検討を加え、「教育養成を大学で行うこと」の意義を問い直す必要があることが明ら
かになった。 
 
 
注 
① 岩下新太郎「教員養成制度の現状と課題」須田男序・小林哲也編『教員養成を考える』
香草書房、24頁、1982年。 
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参考付記 
[調査実施要項] 
① 調査地選定理由 
1969・1979・1984年度においても、都道府県別に、教師総数および女性教師・女性校長
が最も多い。 
② 財源 
昭和 1969年私費、昭和 1978・1979年度文部省科学研究費一般研究（D）、1981年・1984
年度文部省科学研究費一般研究（C）。 
③ 母集団 
1969 年、東京都内公立小学校教員総数 19,159 名のうち女性教師は、16,548 名である。
（文部省統計調査課、1969 年５月１日現在）、1979 年、東京都内公立小学校教員総数
36,523名のうち女性教師は、22,274名（「産休教員等」を除く）である（東京都教育庁
調査、1978 年５月１日現在）。1984 年、東京都内公立小学校教員総数 30,780 名のうち
女性教師は 1,912名である、（東京都教育庁調査、1984年５月１日現在）。 
④ 期日 
1969年 12月中旬、1979年１月下旬、1984年６月中旬。 
⑤ 抽出台帳 
1969 年、日数組東京都支部名簿（1969 年４月１日現在）、1969 年度版。1979 年、東京
都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校教職員名簿』1978年版
（1978年５月１日現在）。1984年、東京都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編
『東京都公立学校教職員名簿』1984年版（1984年５月１日現在）。 
⑥ 抽出方式 
1969・79・84年ともに無作為抽出法による。 
⑦ サンプル 
1969年計画 600、回収数 224、回収率 37.3％。1979年計画 2,000、回収数 565、回収率
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28.3％。1984 年計画、女性 500、男性 500、回収数、女性 139、男性 134、回収率女性
27.8％、男性 26.8％。 
⑧ 調査方式 
1969年 郵送法。1979年 郵送法。1984年 郵送法。 
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第４章 教師の教職意識 
 
― 1986年度長野県下公立小学校を中心に ― 
 
  はじめに 
 
 周知のように本調査地の長野県は「教職県」とも言われ、伝統的に教育に関して一般住
民の関心が高い地域である。この地域の教育活動の根底を支えているものに「信州教育の
精神」があり、その活動をより一層さらに円滑にするための組織体として「信濃教育会」
がある。このように長野県は他の都道府県においてみられない教育活動の事情があるのは、
実に注目に値すべきことである。このような社会的諸環境のなかで、初等教育界の現場の
教師の実態を把握し研究することは、わが国の将来の教師研究にとってきわめて有意義な
ことである。 
 この小稿においては、まず調査資料（「調査実施要項」末尾参照）に基づき、教師の類型
（「聖職型」、「専門職型」、「教育労働型」）を中心に、「性別」、「出身学校別」（純教員養成
専門機関出身者＝旧制師範・女子師範、新制国立教員養成系大学・学部出身者を以下「純
系」と略す。傍系教員養成機関出身者＝臨時措置法による臨時教員養成機関出身者・検定
試験合格者、新制一般大学・短大・私立教員養成所出者を以下「傍系」と略す）から教師
の実態に関して検討を試みる。 
 
  １ 全体的概況 
 
 教師の類型は、時代や社会の諸事情により一様ではなく、また国家の教育政策の違いに
よっても異なってくる。 
 今日の教師については、実にさまざまな評価が与えられている。教師には近代的教職観
（「教育労働型」）と伝統的教職観（「聖職型」）がある。前者は、「教師は労働者である」（日
教組の「教師倫理綱領」という規定、つまり教師は労働者として自己の社会的立場と機能
を自覚すべきであるというものである。後者は、師範教育が生徒に徹底的に植え付けた教
師の使命観であり倫理である。師範教育には自由な学問精神の欠如が存在していたのは①、
改めて論ずるまでもなく天皇制国家の政策上の一つの手段として教育が取り扱われていた
ためである。まさに教育本来の真の機能そのものを喪失していた。 
 戦後を契機として価値体系の基本的転換が行われた。聖職者教師に対するアンテテーゼ
として教育労働者教師をとらえ、あたかもこの対立を止揚する総合として小学校の教師は、
専門職者（「専門職型」）であるといわれている。しかしこれに関してもさまざまな問題が
含まれている②。問題は教育労働者ならびに教育労働について、実にさまざまな説があり、
末だに定説が確立されていないのが実情である③。 
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 本論では、現代教師を「聖職型」、「専門職型」、「教育労働型」の３つに類型化して検討
を試みる（表１、表２参照）。 
 総体的にみると、「専門職型」（82.6％、男性 82.3％、女性 82.3％）が他の「教育労働型」
（8.8％、男性 7.2％、女性 6.5％）に比較して格段に多いことは実に注目すべき事実である。
昭和 52年 10月に実施した管理職層（校長＝全員男性）の調査結果と比較してみよう。調査
時点、職務上の地位、年齢層などの相違で一概に比較することは妥当ではないが、管理職層
においては、「専門職型」（53.9％）、「聖職型」（40.3％）、「教育労働型」（0％）、その他型（5.3％）
である④。「専門職型」がいずれも最も多いことは、教職に対する堅実な認識と姿勢の教師
が多いことを物語っている。「聖職型」は、管理職ゆえに「聖職型」であるのか。また「聖
職型」であるゆえに管理職に就任したのか、この点は明らかでないが、いずれにしても興味
ある事実である。 
一般教員層の「教育労働型」は、既述のように全体としては少ないが（8.8％）、管理職層
に至っては皆無である。また校長の「聖職型」が東京都内より多い（22.0％）ことは⑤、長
野県下の初等教育界の指導者層が東京都内の管理職層よりも健全であることが坦間みられ
る。一般教員層においては、「聖職型」が管理職層（40.3％）に比較してかなり少ない（8.5％）
のは実に注目される。またさらに東京都内（昭和 59 年調査結果）と比較すると 6)、ほとん
ど格差がなくわずかに長野県が多い（0.4％）にすぎない。このように一般教員層においては
地域間の格差はなく、「聖職型」が少ないことが明らかになった。「教育労働型」においては、
当然のことながら管理職層においては皆無であるが、一般教員層の場合は東京都内では多く
（21.5％）、長野県下では少ない（8.8％）。これは社会的諸環境の影響もさることながらむし
ろ教師自身の教職に対する認識の違いでもあろう。 
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表１ 年齢層別 
                          （備考）NA「専門職」男性 3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年齢層別 
 
 
教師  性別 
類型別 
○1  
20-24 
○2  
25-29 
○3  
30-34 
○4  
35-39 
○5  
40－44 
○6  
45-49 
○7  
50-54 
○8  
55-59 
合計 
聖職型 
男 
女 
8.1% 
( 3) 
5.9% 
( 1) 
24.3% 
( 9) 
58.8% 
(10) 
13.5% 
( 5) 
17.6% 
( 3) 
  
8.1% 
( 3) 
 
24.3% 
( 9) 
17.6% 
( 3) 
21.6% 
( 8) 
 
100.0% 
( 37) 
100.0% 
( 17) 
専門職
型 
男 
女 
1.3% 
( 4) 
6.5% 
(14) 
14.7% 
(45) 
36.0% 
(77) 
10.7% 
(33) 
26.2% 
(56) 
10.4% 
(32) 
6.5% 
(14) 
8.8% 
(27) 
7.5% 
(16) 
15.6% 
(48) 
4.7% 
(10) 
16.9% 
(52) 
7.5% 
(16) 
21.4% 
(66) 
5.1% 
(11) 
100.0% 
(307) 
100.0% 
(214) 
教育 
労働 
型 
男 
女 
3.7% 
( 1) 
6.9% 
( 2) 
37.0% 
(10) 
24.1% 
( 7) 
14.8% 
( 4) 
31.0% 
( 9) 
11.1% 
( 3) 
17.2% 
( 5) 
18.5% 
( 5) 
 
 
13.8% 
( 4) 
7.4% 
( 2) 
6.9% 
( 2) 
7.4% 
( 2) 
 
100.0% 
( 27) 
100.0% 
( 29) 
合計 
男 
女 
2.2% 
( 8) 
6.5% 
(17) 
17.3% 
(64) 
36.2% 
(94) 
11.3% 
(42) 
26.2% 
(68) 
9.4% 
(35) 
7.3% 
(19) 
8.6% 
(32) 
6.2% 
(16) 
13.7% 
(51) 
5.4% 
(14) 
17.0% 
(63) 
8.1% 
(21) 
20.5% 
(76) 
4.2% 
(11) 
100.0% 
(371) 
100.0% 
(260) 
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表２ 出身校別 
出身校別 
 
 
教師    性
別 
類型別 
① 
 
信州大
学 
○2  
国立教
員養成
系大
学・学部 
 
○3  
一般 
大学 
 
○4  
短大 
○5  
大学
院 
○6  
旧制
長野
県内
師範 
 
⑦ 
旧 制 長
野 県 以
外師範 
 
○8  
旧制専
門・高校 
○9  
旧制中
学・高女 
○10  
その他
（検定
などを
含む） 
合計 
聖職 
型 
男 
 
女 
64.9% 
(24) 
47.1% 
( 8) 
18.9% 
( 7) 
23.5% 
( 4) 
 5.4% 
( 2) 
11.8% 
( 2) 
 
11.8% 
( 2) 
   
 
 5.9% 
( 1) 
 8.1% 
( 3) 
 
 2.7% 
( 1) 
 
100.0% 
( 37) 
100.0% 
( 17) 
専門職
型 
男 
 
女 
66.0% 
(204) 
57.9% 
(124) 
11.7% 
(36) 
27.6% 
(59) 
 7.1% 
(22) 
 2.8% 
( 6) 
 1.3% 
( 4) 
 7.0% 
(14) 
 
 3.2% 
(10) 
 
 
 1.9% 
( 6) 
28.0% 
( 6) 
 6.8% 
(21) 
 0.9% 
( 2) 
 1.9% 
( 6) 
 0.9% 
( 2) 
100.0% 
(309) 
100.0% 
(214) 
教育 
労働 
型 
男 
 
女 
48.1% 
(13) 
51.7% 
(15) 
25.9% 
( 7) 
13.8% 
( 4) 
14.8% 
( 4) 
27.6% 
( 8) 
 
 6.9% 
( 2) 
 
 
 
  
7.4% 
( 2) 
 
3.7% 
( 1) 
 
100.0% 
( 27) 
100.0% 
( 29) 
合計 
男 
 
女 
64.6% 
(241) 
56.5% 
(147) 
13.4% 
(50) 
25.8% 
(67) 
 7.5% 
(28) 
 6.2% 
(16) 
 1.1% 
( 4) 
 7.3% 
(19) 
 
 2.7% 
(10) 
 
 
 1.6% 
( 6) 
 2.7% 
( 7) 
 7.0% 
(26) 
 0.4% 
( 2) 
 2.1% 
( 8) 
 0.4% 
( 2) 
100.0% 
(373) 
100.0% 
(260) 
                          （備考）NA「専門職」男性１ 
 
 なかでも女性教師が男性教師より多い（4,0％）ことは、女性教師の評価に何らか関連す
るのではなかろうか。 
次に出身校別を検討すると、地元の純系（信州大学教育学部出身者）が男女ともに全体
の半数以上を占めている。出身地区別では、圧倒的に長野県内（男性 93.3％、女性 95.8％）
が多く、続いて新潟・山梨・群馬の各県の順である。このように「地元志向性の強さ」は、
この度の調査結果に限られたことではなく、わが国の小学校教師の職業の特性の一つでも
ある⑦。また純系が圧倒的に多く全体的には、男性 78.0％、女性 82.3％を占め、東京都内
と比較して、長野県下では戦後の開放制教員養成制度の影響が、いまだにきわめて少ない
地域である。出生地・出身校ともに長野県下である教師が多く、人事異動もほぼ県内に限
られている現状からみて、教師たちは閉鎖性の強い職業集団に属している。この閉鎖的な
性格をもつ教職界で活躍する教師の意識は、開放的な性格をもつ他の職業集団に比べてか
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なり異なったものがみられるであろう。 
 年齢層別では、「聖職型」の男女教師 35歳から 44歳までの間は皆無である。この年齢層
は教職経験年数が 10年以上になり、教職に対する理想と現実の差異を厳しく認識するころ
でもある。また女性教師は、家庭を持ち職業との両立性について悩む時期などが重なった
結果によって「聖職型」を意識しなくなったのであろう。男性教師は中高年齢層に多く
（54.0％）、逆に女性教師は 34 歳以下に多く（82.3％）いることは、実に興味がもたれる。
「専門職型」は男女ともにすべての年齢層に亘っている。女性教師は 25 歳から 34 歳まで
に全体の半数以上（62.2％）を占め、男性教師は 45歳以上の中高年齢層に半数以上（53.9％）
いる。「聖職型」と同じように女性教師は若年齢層に男性教師は中高年齢層に全体の半数以
上いる。このように同じ類型においても性別によって年齢層間にかなりの偏重がみられる
ことは注目すべきことである。「教育労働型」は男女教師ともに 34 歳以下が半数以上を占
め、とくに女性教師に至っては 62.0％に達している。このように若年齢層に集中して多い
ことは、若さゆえに進歩的な傾向であるのか、さもなくば他に何らかの要因があるのかを
今後さらに検討する必要があろう。 
 
  ２ 教職就任動機事情 
 
 現在、教師という職業は、以前に比較してよりいっそう労働条件等もかなり改善され、
また社会的評価も日増しに向上している。とくに長野県は既述のように教育に対する関心
が高い地域である。このような状況下で「教師」という職業をなぜ選択したのか。その理
由を次の６つに類型化し検討を試みてみよう（表３参照）。 
 （１）「適職型」（自分に適した職業で個性を発揮できる） 
 全体の半数以上（51.2％）を占めていることは、かなり堅実な動機で教職に就任したもの
がいかに多いかを物語っている。「専門職型」の男性教師が多く、聖職・専門職・教育労働
の各類型別をみてもすべて男性教師が多いのは、女性教師より就職事情が堅実であること
を物語っている。出身校別では全体的にみて純系出身者（49.3％）よりも傍系出身者の方が
多く（58.7％）、また教師の各類型別をみても同じような現象である。このような事実は戦
後の開放制教員養成制度の効果の現れと理解される。 
 （２）「価値志向型」（教職は他の職業と異なる特別な価値と重い責任があるのに魅力を
感じた） 
 全体的には「適職型」に次いで多い（20.4％）。教師の類型別では「専門職型」を自認し
ながら教職の本質を十分に理解しないで教師を志願し就職したものとみられる。 
 （３）「生活安定型」（生計を維持するのに安定した職業である） 
 「聖職型」では純系出身の男女教師のみいることは、入学動機・純教員養成機関に問題
があるのではなかろうか。この「生活安定型」の 79.3％が純系出身者で占められているこ
と自体に問題があろう。「専門職型」においてはこの「生活安定型」が 75.9％を占めている。
61 
 
このような事実から就職動機づけと教師の類型化との関係は、すべて健全性を伴っていな
いことが明らかになった。 
 （４）「労働条件型」（教職は労働条件が他の職種と比較して恵まれている） 
 「生活安定型」と同様に好ましくない動機の一つである。すべて女性教師であることは、
いかに他の職種が女性にとって厳しかを物語っている。また男性教師より教職に対する姿
勢が健全でないことを示している。「専門職型」でありながら就職動機そのものに不健全さ
がみられる。このような現象は現実の職務遂行の面に何らか影響を及ぼすのではなかろう
か。傍系出身者よりも純系出身者に多くいることは、純系出身者が必ずしも教職就任の動
機づけが堅実でないことを示している。 
 （５）「恩師影響型」（教えを受けた先生の影響による） 
 「専門職型」の男性教師は皆無であり「適職型」が最も多いことから、かなり冷静に自
分を判断し主体性をもって教職に就任したものとみられる。同じ「専門職型」において女
性教師がかなり多いことから、女性教師の就職動機は男性教師に比べやや弱い感がする。 
 （６）「相続型」（身内＝祖父母・親・兄妹・叔父叔母＝に教員がいた） 
 全般的に純系が多い。これは日常において教職の有利性を見聞していた結果でもあろう。
とくに純系出身の女性教師の「専門職型」「教育労働型」に多いことは、教職の本質を十分
に検討し理解したうえで就任したかどうか若干の疑問が残る。 
 教職の就職事情の堅実な類型である「適職型」と「価値志向型」を合わせると、全体の
71.6％を占めかなり堅実な動機であることが判明した。昭和 26 年に東北地方で実施された
調査結果においても今回と同じような結果がある 8)。これに対して「生活安定型」や「労
働条件型」といった理由で就職したものは 8.1％である。動機付けが明確でない憾みがない
でもないが、もちろん、就職のときにはそうであっても、職務に就いてから魅力や適職性
を発見したものもあると思われる。純系出身者が傍系出身者よりも就職動機づけが必ずし
も堅実性に富んでいるとは、一概に言えない事実が明らかになったことはきわめて注目す
べきことであろう。女性教師は今後も数的に増加傾向にあるが、現在においては、質的に
男性教師に対して優れているとは言えない状態である。 
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表３ 教職就任動機事情 
         （備考）NA 専門職型＝男性 4．女性 3．教育労働型＝男性 2．女性 1． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
動機
別 
 
類型 １)適職型 2)価値志向型 3)生活安定型 4)労働条件型 5)恩師影響型 6)相続型 合計 
教師 
類 型
別 
出身 
 校別 
性別 
純系 傍系 純系 傍系 純系 傍系 純系 傍系 純系 傍系 純系 傍系 純系 傍系 
 
聖職
型 
男 
 
女 
25.8% 
(  8) 
 8.3% 
(  1) 
33.3% 
( 2) 
20.0% 
( 4) 
 22.6% 
( 7) 
33.3% 
( 4) 
16.7% 
( 1) 
40.0% 
( 2) 
 6.5% 
( 2) 
 8.3% 
( 1) 
 
 
 8.3% 
( 1) 
 
  
 29.0% 
( 9) 
33.3% 
( 4) 
 50.0% 
( 3) 
 
 16.1% 
( 5) 
 8.3% 
( 1) 
 
40.0% 
( 2) 
100.0% 
( 31) 
100.0% 
( 12) 
100.0% 
( 6) 
100.0% 
(  5) 
 
専 門
職型 
男 
 
女 
77.7% 
(192) 
21.1% 
( 38) 
77.9% 
(53) 
35.5% 
(11) 
 18.6% 
(46) 
24.4% 
(44) 
 16.2%       
(11)  
6.5% 
( 2) 
 3.2%
( 8) 
5.0% 
( 9) 
 5.9% 
(4)  
3.2% 
(1) 
   
   
8.3% 
(15) 
  
 
 6.5% 
(2) 
 
 
26.7% 
(48) 
 
 
35.5% 
(11) 
0.4% 
( 1)  
14.4% 
(26) 
 
 
12.9% 
( 4) 
100.0% 
(247) 
100.0% 
(180) 
100.0% 
(68) 
100.0% 
(31) 
教育 
労働 
型 
男 
 
女 
31.6% 
(  6) 
27.3% 
(  5) 
50.0% 
( 7) 
40.0% 
( 4) 
21.1% 
( 4) 
22.2% 
( 4) 
33.3% 
( 2) 
 20.0% 
( 2) 
10.5% 
( 2) 
  5.6% 
( 1) 
16.7% 
(1) 
 
 
 
16.7% 
( 3) 
 
 
10.0% 
(1) 
21.1% 
( 4) 
11.1% 
( 2) 
 
 
20.0% 
( 2) 
15.8% 
( 3) 
 16.7% 
( 3) 
 
  
10.0% 
( 1) 
100.0% 
( 19) 
100.0% 
( 18) 
100.0% 
( 6) 
100.0% 
(10) 
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表４ 管理職昇任志向 
昇任志向別 有 無 合計 
教師 
類型別 
出身 
性別   校別 
純系 傍系 純系 傍系 純系 傍系 
聖職型 
男 
女 
30.0% ( 9) 
  8.3% ( 1) 
 
70.0% ( 21) 
91.7% ( 11) 
100.0% ( 6) 
100.0% ( 5) 
100.0% ( 30) 
100.0% ( 12) 
100.0% ( 6) 
100.0% (  5) 
専門 
職型 
男 
女 
43.0% (98) 
 1.1% ( 2) 
16.9% (11) 
 3.2% ( 1) 
 57.0% (130) 
 98.9% (180) 
83.1% (54) 
 96.8% (30) 
100.0% 
(228) 
100.0% 
(182) 
100.0% (65) 
100.0% (31) 
教育 
労働型 
男 
女 
26.3% ( 5) 
 5.3% ( 1) 
14.2% ( 1) 
10.0% ( 1) 
73.3% ( 14) 
94.7% ( 18) 
85.7% ( 6) 
90.0% ( 9) 
100.0% ( 19) 
100.0% ( 19) 
100.0% ( 7) 
100.0% (10) 
 
 
  ３ 管理職（校長・教頭）昇任志向 
 
 教師という職業は、一般に他の職種と比較して地位上昇が必ずしも職務内容の充実に関
係するとは限らないことから、管理職を志向するものが必ずしも多いとは限らないであろ
う。 
 教師という職業を今後も継続する意志のあるものが、全体の 59.6％を占め、当分の間継
続するものを含めると、実に 95.4％で大多数の教師が「継続希望」である。今後、就学児
童数の減少との関連において、絶対数の増加の可能性も少なく、また採用人事、人事のロ
ーテーションにも将来大きな影響を与えるかもしれない。この種の調査はすでに昭和 25,6
年に行われており、この場合も継続希望の多いことが実証されている⑨。昭和 45 年に長野
県下の女性教師の継続意志のあるものが 83.8％であったが⑩、この度は前回よりさらに増
加し 88.3％にも達している。総じて長期間その職に就きたいという希望が生まれるのは、
既述のように女性教師という職種が他に比べて女性にとって最適であり、かつまた恵まれ
ていることによるものであろう。また女性教師自身は教職生活にある程度の満足感をもっ
ているのであろう。 
 わが国のほとんどの職場は、管理職に就任する者の資格要件として、当該職場内に定年
まで継続して勤務することが前提となっている。このような状況は教職界においても同じ
傾向がある。当然のことながら管理職への昇任志向者が多いとみられたが、しかし意外な
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ことに全体の 21.2％にしかすぎない（表４参照）。性別では男性 34.9％、女性 2.3％で男女
間の格差が著しい。わが国では女性は職場において管理能力に欠けるという社会通念がか
つては存在していた。しかし今日では企業などにおいて、女性管理職者が続出しているこ
とをみると、女性教師自身の意識の問題もさることながら、他に何らかの要因が影響して
いるのであろう。長野県の場合、前回の調査（昭和 45 年）結果は 6.9％であったのに対し
て⑪、かなり減少している。とくに教職は管理能力を必要とされているだけに教育行政上
の管理能力への疑問は、女性教師そのものへの不信に連なるのではなかろうか。また出身
校別では圧倒的に純系（23.7％）が多く、傍系（11.3％）の約２倍である。今後、管理職へ
就任するものは男性教師の純系出身者が増加する可能性がうかがえる。 
 教師の昇任志向を類型別にみると、「専門職」（22.1％）が最も多く、次いで「聖職型」
（18.9％）、「教育労働型」（14.5％）の順で各類型間の格差は目立ったものはなく、全般的
に地位上昇志向は低調である。「聖職型」においては、管理職昇任志向者はすべて純系出身
者である点は興味深い。「専門職型」において純系自身の男性教師が全類型のなかで最も管
理職昇任志向のものが多いのに対して、女性教師は逆に最も少ない。専門職と考えている
にもかかわらず性別による格差が多きいのは、教育現場において男女の差別なく対等であ
るが、これが管理職昇任と結びつかないのは、フォロアーとして学校組織のなかに取り残
されているのが女性教師の現状ではなかろうか。「教育労働型」は教師という職業を自ら教
育労働者として理解している関係から管理職を志向するものが他の類型に比較して最も少
ない。 
 さらに「なぜ管理職を志向するものが少ないのか」、その理由を次の５つに類型化して検
討してみる（表５参照）。 
 （１）「教育者型」（管理職になることが立派な教育者とは限らない） 
 全体の約半数（47.4％）近くを占め、なかでも傍系出身者の男性教師が多い。これは教育
現場で児童と常に接触することに教師として「生き甲斐」を感じているのであろう。「専門
職型」の傍系出身の男性教師が最も多いのは、傍系出身ゆえに管理職昇任志向をはじめか
ら持たないのか、また教育の現場で活躍することに教師としての人生の有意義さを味わっ
ているのであろう。 
 （２）「不適職型」（自分は管理職者に適していない） 
 全体的には 38.7％で、女性教師が男性教師より多く、出身校別では純系出身が多い。「教
育労働型」の純系出身の男・女教師が多いのは理解できるが、「聖職型」「専門職型」であ
って、純系出身者とくに女性教師が多いことは、将来においても女性教師の地位の向上は
余り望めないのではなかろうか。 
（３）「多忙型」（「昇任希望」）の意志はあるが、何分にも毎日の校務が忙しくてその気持
ちになれない） 
 すべて純系出身者で占められ、しかも男性教師が多い。日常多忙な就業条件にあるにも
かかわらず、純系出身者のしかも「専門職型」が最も多いことは実に興味がある。 
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表５ 非昇任志向の理由 
  非昇任志向理由類型別 
教師別 
類型類 
出身 
校別 性別 
(1) 
教育者型 
(2) 
不適職型 
(3) 
多忙型 
(4) 
機会喪失 
型 
(5) 
自身喪失 
型 
 
合計 
聖職型 
純系 男 
女 
47.6% (10) 
20.0% ( 2) 
42.9% ( 9) 
60.0% ( 6) 
9.5% ( 2) 
 
 
 
20.0% ( 2) 
100.0% ( 21) 
100.0% ( 10) 
 
傍系 男 
女 
50.0% ( 3) 
80.0% ( 4) 
16.7% ( 1) 
 
 
33.3% (2) 
 
 
20.0% ( 1) 
100.0% (  6) 
100.0% (  5) 
専門職型 
純系 男 
女 
48.1% (64) 
45.2% (80) 
33.8% (45) 
45.2% (80) 
9.8% (13) 
1.7% ( 3) 
 1.5% (2) 
 1.1% (2) 
 6.8% ( 9) 
 6.8% (12) 
100.0% (133) 
100.0% (177) 
 
傍系 男 
女 
63.6% (28) 
46.4% (13) 
22.7% (10) 
39.3% (11) 
 
 6.8% (3) 
 3.6% (1) 
 6.8% ( 3) 
10.7% ( 3) 
100.0% ( 44) 
100.0% ( 28) 
教育労働
型 
純系 男 
女 
46.2% ( 6) 
38.9% ( 7) 
46.2% ( 6) 
50.0% ( 9) 
7.7% ( 1) 
 
 
 
 
11.1% ( 2) 
100.0% ( 13) 
100.0% ( 18) 
 
傍系 男 
女 
50.0% ( 3) 
33.3% ( 3) 
33.3% ( 2) 
33.3% ( 3) 
 
16.7% (1) 
 
 
33.3% ( 3) 
100.0% (  6) 
100.0% (  9) 
合計 男 
女 
純系 
傍系 
51.1% (114) 
44.1% (109) 
45.4% (169) 
55.1% ( 54) 
32.7% ( 73) 
44.1% (109) 
41.7% (155) 
27.6% ( 27) 
7.2% (16) 
1.2% ( 3) 
5.1% (19) 
 
 3.6% (8) 
 1.2% (3) 
 1.1% (4) 
 7.1% (7) 
 5.4% (12) 
 9.3% (23) 
 6.7% (25) 
10.2% (10) 
100.0% (223) 
100.0% (247) 
100.0% (372) 
100.0% ( 98) 
 各類型総合計 47.4% (223) 38.7% (182) 4.0% (19) 2.3% (11)  7.4% (35) 100.0% (470) 
                       （有効回答のみ（NA 除く）処理した） 
 
 （４）「機会喪失型」（校長その他の人々の理解がなく、昇任の機会を有効に活用できな
い） 
 全体的に最も少ない（2.3％）。傍系出身者の男性教師が多い。純系出身者に比べて傍系出
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身者が多いことは、職場内の人間関係の難しさと自己管理と職務遂行との関連に悩んでい
るのではなかろうか。 
 （５）「自信喪失型」（管理職に就任する自信がない） 
 全体として 7.4％いることは意外な感がする。傍系出身の女性教師が約 10％いることは、
今後も管理職層として活躍することは余り期待できない状態である。また同時に学校組織
のなかに埋没する可能性が危ぶまれる。「聖職型」と「教育労働型」においては、女性教師
のみが管理職への昇任志向を喪失していることは実に興味がある。 
 全体的にみて「非昇任志向の理由」として、半数近くが教育現場で活躍することに専念
していることが判明した。「不適職型」においては、各類型とも女性教師の純系出身者に多
い。これは女性教師の数的増加にしたがい社会的評価も高まるとみられていたが、この希
望的観測は残念ながら実現する可能性は極めて薄いことが坦間みられる。全体的にみて「教
育者型」と「不適職型」を合わせると、男女教師においてもまた純・傍系出身者ともすべ
て 80％を越えている。これは教師としての自分を十分に認識した結果からであろう。教師
としての本質的な欠陥から管理職志向を喪失していないことが推察される。性別によって
かなり管理職志向の格差がみられるが、これは女性教師自身の個人的問題もさることなが
ら、長野県下の地域的・社会的環境などが何らか影響しているのではなかろうか。 
 教師の資質と管理職志向とは何ら密接な関連性が少ないことが問題である。これをいか
に解決するかは、今度の調査地域である長野県だけの問題ではなく、わが国の初等教職界
にとっても重要な課題である。 
  
  ４ 派閥人事意識 
  
 一般の職場と違って教職界に「派閥」が存在することは、とくに好ましくない現象であ
るにもかかわらず、残念ながら教職界には依然として派閥が存在する。これは党派集団の
なかでいわゆる学閥⑫と称せられるものと関連している。わが国の初等教育界においては、
旧教員養成制度時代から今日に至るまで学閥の存在は否定できない⑬。既述のように戦前
は、地元出身者がその地域の教員養成機関を卒業してその地域の小学校に就職する傾向が
強かった。しかし戦後は、社会的情勢の変化（産業構造などの変化に伴う都市化現象）に
ともないこの傾向は変化している。 
 長野県の場合、全体的に学閥の存在を何らか認めているものが 78.2％を占め、意外と高
率である。女性教師に限ると、1970 年の調査結果は 96.2％であるのに対して、今回は 77.7％
に減少してはいるものの、いまだに依然として学閥が存在している。 
 教師の職業意識が一般に高いとみられる長野県下において、近代社会の原理に反する学
閥を積極的に認めている教師が多いことは、何らかの意味で学閥の存在機能（逆機能も含
む）を認識しているとみられる。教職界の病理現象ともいえる学閥を認めている状況は、
性別にはほとんど差がなく、出身校別では「積極的肯定型」において純系より傍系が多い
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ことは注目される。 
 ここでは、学閥の存在をより明確に把握するために、次の４つに類型化し検討を試みて
みよう（表６参照）。 
 
表 6 派閥人事意識 
教師 
類型 
性別 
出身 
校別 
派閥人事意識程度別類型 
○1  
積極的 
肯定型 
○2  
肯定型 
○3  
否定型 
○4  
不明型 
合計 
聖職型 
男 
純系 
傍系 
23.3% (  7) 
66.7% (  4) 
46.7% ( 14) 
33.3% (  2) 
9.7% ( 2) 
 
23.3% (  7) 
 
100.0% ( 30) 
100.0% (  6) 
女 
純系 
傍系 
 
20.0% (  1) 
83.3% ( 10) 
60.0% (  3) 
 
 16.7% (  2) 
 20.0% (  1) 
100.0% ( 12) 
100.0% (  5) 
専門職 
型 
男 
純系 
傍系 
20.6% ( 49) 
34.8% ( 23) 
55.0% (131) 
50.0% ( 33) 
4.6% (11) 
4.5% ( 3) 
 19.7% ( 47) 
 10.6% (  7) 
100.0% (238) 
100.0% ( 66) 
女 
純系 
傍系 
21.0% ( 38) 
41.9% ( 13) 
53.0% ( 96) 
45.2% ( 14) 
2.8% ( 5) 
 
 23.2% ( 42) 
 12.9% (  4) 
100.0% (181) 
100.0% ( 31) 
教育労働型 
男 
純系 
傍系 
45.0% (  9) 
28.6% (  2) 
45.0% (  9) 
71.4% (  5) 
 
100.0% (  2) 
 
100.0% ( 20) 
100.0% (  7) 
女 
純系 
傍系 
52.6% ( 10) 
50.0% (  4) 
31.6% (  6) 
50.0% (  4) 
 
 15.8% (  3) 
 
100.0% ( 19) 
100.0% (  8) 
合計 
純系 
傍系 
男 
女 
22.6% (113) 
38.2% ( 47) 
25.6% ( 94) 
25.8% ( 66) 
53.2% (266) 
49.6% ( 61) 
52.9% (194) 
52.0% (133) 
3.6% (16) 
2.4% ( 3) 
4.4% (16) 
2.0% ( 5) 
 20.6% (103) 
  9.8% ( 12) 
 17.2% ( 63) 
 20.3% ( 52) 
100.0% (500) 
100.0% (123) 
100.0% (367) 
100.0% (256) 
総合計 25.7% (160) 52.5% (327) 3.4% (21)  18.5% (115) 100.0% (623) 
（備考）NA「聖職型」男性 1．「専門職型」男性 6 女性 2「教育労働型」女性 2 
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 （１）「積極的肯定型」（派閥は教員人事にとって大いに関係があるとする型） 
 「聖職型」、「専門職型」の男性・女性教師ともに純系よりも傍系が多いことは興味がも
たれる。これは傍系ゆえにいっそう学閥の存在を強く受け止めているのではなかろうか。 
 （２）「肯定型」（派閥は何らかの意味で教員人事に関係があるとする型） 
 「積極的肯定型」と合わせると、出身校別・性別を問わず全体の 75％以上を占めている
ことは、いまだに旧制師範教育の弊害が残存していることを如実に物語っている。戦後、
教員養成改革の改善点として指摘された学閥の存在が、今日でもなお現存している。これ
はまさに文教政策（とくに教育行政上）の貧困さの現れではなかろうか。「聖職型」の女性
教師が目立って多いのは、女性の聖職意識ゆえに学閥の存在に対して一層敏感になってい
る結果でもあろう。「専門職」の場合、「積極的肯定型」と「肯定型」を合わせると、男女
ともに傍系が純系よりも多い。これは傍系ゆえに強く感じるのではなかろうか。「専門職」
という意識をもつ者にとって、学閥はおよそ無縁であるにもかかわらず、このように関心
が強いのは、かなり学閥の存在機能が日常の教職生活に何らか作用しているとみられる。 
 「派閥人事意識」と「管理職昇任志向」との関係は、派閥の存在を認めている（「積極肯
定型」「肯定型」）なかで「管理職昇任志向」の意志のないものが 80.0％いる。これは明ら
かに派閥のもつ影響力によって、昇任の実現可能性がないのか、また何らかの形で影響を
受けているものとみられ、昇任を諦めているのであろう。 
 （３）「否定型」（派閥は教員人事について、全く関係ないとする型） 
 「教育労働型」においては派閥を否定するが皆無である。これは教育労働者を意識して
いるがゆえに派閥の存在を強く受け止めていることがうかがえる。傍系の女性教師はすべ
ての類型にわたって、派閥の存在を否定しているものが一人もいない。これは傍系でしか
も女性教師であることから派閥人事の弊害および問題点を認識したうえでの否定的態度の
表明ではなく、諦めないし無関心を物語っているのであろう。 
 （４）「不明型」（派閥は教員人事について、関係あるかどうか判らないとする型） 
 全体的にみて傍系は純系の半分以下であり、かなり派閥について純系より関心が高いこ
とがうかがえる。「教育労働型」においては「否定型」と同じように男女とも傍系が皆無で
全員が派閥の存在を認めている事実は、かなり根深い派閥が存在しているのではなかろう
か。また総体的にみても「否定型」がわずか 3.4％、「不明型」を合わせても 21.9％にすぎ
ない。この事実からして長野県下の初等教職界には、いまだに好ましくない派閥が存在し
ていることが裏付けられる。いずれにしてもこの派閥の問題は、長野県下だけの問題では
なく他の都・県においてもみられる⑭。この教職界の病理現象とも言える学閥をいかに解
消するかが、将来の長野県の教員人事政策のうえで最も重要な鍵となるであろう。 
 
  結びにかえて 
 
 教師自らが「専門職」を意識しているものが圧倒的に多く、現代の教職に対する健全な
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姿勢が見られた。教師の年齢層別によって類型間にかなりの格差がみられた。 
 教師の出身校別（教員資格取得課程別）によって一概に教師を評価できないことが明ら
かになった。つまり戦後の開放制教員養成制度の成果がみられたことは実に注目に値する。 
 就職動機の事情分析では、概ね堅実性がみられ将来の活躍が期待される。しかしある一
部分では動機づけがきわめて不堅実な点（「生活安定型」）がみられる。しかも純系が傍系
よりも圧倒的に多いことは、教員養成専門機関の機能が十分に作動していなかったのでは
なかろうか。また他に何らかの事情があるのかをさらに今後は究明していきたい。「労働条
件型」においてはすべて女性教師で占められ、しかも純系が多い。これは女性教師の教職
に対する認識の甘さの現れともみられ、また教職遂行の面において充実した教育が実践さ
れているか否か実に疑問が残る。数的に多い純系の女性教師のなかで、わずかとはいえこ
のような動機づけで就職したものがいることは、女性教師のみではなく初等教職界の評価
に影響を及ぼすとみられる。 
 管理職昇任志向においては、純系が傍系よりも多いことから今後も純系の管理職者が増
加する可能性がうかがえる。性別では圧倒的に男性教師の管理職志向が多いことは、今日
の小学校は「女性教師の時代」といわれているにもかかわらず、管理職層への志向が弱い。
これは女性教師の社会的地位の向上にとって、かなり不利な状態であろう。管理職を志向
しない理由として「教育者型」が圧倒的に多い点は、教師という職業柄からみても理解で
きなくもないが、やや検討の余地があるのではなかろうか。 
 次に派閥人事意識であるが、何ゆえに教職界に派閥（学閥）が存在するのかを今後さら
に検討を加えていきたい。新しい開放制教員養成制度が発足して約 40年の歳月を経過した
にもかかわらず、いまだに教職界にとって非生産的な派閥が存在している事実は、教職界
に関係する人々の各自の良識にまず期待したい。 
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版会、154頁、1971年。 
② 鈴木重信・池田進共著『現代の教師』第一法規 49 頁、1968年．および竹内洋「準・専
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  掘江正規「教育労働者について」『岩波講座 現代教育学』第 18巻、岩波書店、325～348   
   頁、1961年。 
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⑦ 小野浩「教育学部－師範学校からの変容－」清水義弘編『地域社会と公立大学』東大出
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⑧ 佐々木徹郎「教師の職業選択」細谷恒夫編『教師の社会的地位』有斐閣、137～240 頁、 
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⑨ 竹内利美「教師の社会的地位」海後宗臣・牧野巽編集代表『講座 教育社会学』第Ⅴ巻、
東洋館出版社、166頁、1953年。 
⑩ 田中義章「現代の女教師像－東京都・長野県・福岡県下の公立小学校の場合―」『教育
社会学研究』第 28集、東洋館出版者、138頁、1973 年。 
⑪ 田中義章 ⑩同上書、140頁。 
⑫ 勝田守一・中内敏夫『日本の学校』岩波書店、170～172頁、1964年。 
⑬ 野坦義行「学閥の生態」新掘通也編『学閥』福村出版、133頁～183頁、1969 年。 
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[調査実施要項] 
① 調査地送定理由： 
   わが国で教育に対する関心が高い県であり別名「教育県」とも言われている。また伝
統ある「信濃教育界」が存在し、他の都道府県の教師とかなり異なるものが見出せるも
のと期待される。女性教師に関しては、1970年 11月中旬の調査結果とその後の変化をみ
るためでもある。 
② 母集団：長野県下公立小学校教師総数 6,336 名（管理職・養護教論を除く）、男性 3,842 
名、女性 2,494名（1986年 5月１日現在）。 
③ 抽出台帳：「長野県学事関係職員名簿」（1986年度版）信濃教育会発行。 
④ 調査対象者：性別・年齢層別の比例配分を行い、そのなかより無作為抽出法で実施した。
調査対象者総数：1,267名、有効回収数：653名（男性 382名 女性 270名、性別不明１
名）、回収率： 50.5％。 
⑤  調査方法：郵送法 
⑥  調査期日：1986年 11月中旬より下旬。 
⑦  財源：1986年度文部省科学研究費(C) 。 
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第５章 現代教師の就職動機 
 
― 1996年東北６県の公立小学校を中心に ― 
                             
 
はじめに 
 
 人生には２つの重要な選択がある。それは「職業選択」と「配偶者選択」である。これら
の選択には、宿命的である個人的条件と、また当事者にはどうすることも出来ない社会的条
件が実に複雑に絡み合っている。その結果として職業選択がなされている。 
 教職の場合においても、その社会的な情勢やその職業自体の社会的価値を反映して、志願
者が常に一定していない。教職志願者の歴史的状況をみると、わが国では教職志願者は経済
的要因に強く影響されていた。つまり不況期には教職志願者が殺到し、好況期になると逆に
減少していた。 
 しかし近頃は、教師の待遇の制度的改善向上（例、「教員人材確保法」1974 年公布）、開
放制教員養成制度、教師自身の教職に対する「生き甲斐」などの新しい要因がみられ、かつ
ての経済的要因以外のものがあるとみられる。 
 教職志願者は、1960 年頃から始まった高度経済成長により経済状況が好況であるにもか
かわらず、戦前の教職志願者の状況とは全く異なり増加した。とくに女子の進学率向上に伴
い、初等教育の教師を志すものが激増した。これは男女同一労働・同一賃金、産休制度の完
全実施、また女性特性の情緒豊かさなどが、初等教育にとって有利である点でもある。 
 最近の若者の教職志願者の増加事情は、待遇、労働条件の良好のみではなく、むしろ安定
志向、生活意識の変化、教職に対する「生き甲斐」などが影響しているとみられる。 
 教育の質は、教師の質如何にかかわり、教師の質は教師個人の資質によると一般に論じら
れている。では果たして数多くある職業のなかで敢えて、「なぜ教職を選択したのか」。この
動機を解明し、それがその後の教職生活（本稿では、非継続意志、管理職＝校長志向状況に
限定）にどのような影響をもたらしているのかを、実証的資料（「調査実施要項」末尾参照）
に基づいて、可能な限り検討を試みる。 
 
1 教職選択の決定時期 
 
 職業はさまざまな人間としての欲求を満足させる手段である。とくに人生のいかなる時期
にどのような職業を選択決定したかは、きわめて重要なことである。 
 まず教職選択決定の時期は、総体的にみると、①「大学入学以前」57,0％（474）、②「大
学入学後」34.5％（287）、③「大学卒業後」7.7％（64）である。半数以上が「大学入学以
前」から決定していることは、教職志願の熱意と確固たる意志に基づいて選択したものと解
釈される。さらに最も多い「大学入学以前」の時期については、①「学齢期前」0.8（4）、
②「小学校時代から」30.6％（145）、③「中学校時代から」19.6％（93）、④「高等学校時
代から」47.0％（223）、⑤「予備校時代から」1.9％（9）である。このように人生の最も重
要な時期とも言える高校時代に約半数近くのものが決定したこと自体、教職選択の一つの特
色ではなかろうか。教わった教師の人間性豊かな人柄なども、かなり影響しているとみられ
る。また多感な青春時代の純粋な気持から出たものとみられ、動機としては高く評価しても
よいであろう。 
 次に「大学に入学してから」の時期について検討を試みると、①「教育実習以前」35.2％
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（101）、②「教育実習中または実習後」44.9％（129）、③「教員採用試験の合格通知後」18.1％
（52）、④「その他」0.7％（2）N・A0.3％（1）である。とくに「実習」を通して、教職へ
教職への選択を決定したものが最も多く、教育実習の体験は教職への動機づけるうえでかな
り影響力をもっていることが明らかになった。 
 過去の類似的な調査においても①、教職志望を決めた時期は、小学校教師の場合、男女と
も高校時代が多く、次いで教育実習を経験した後の大学生時代と全く一致することは、実に
興味深いものがある。 
 
２ 教職選択の事情(動機) 
 
 社会の進歩にともない、職業も実にさまざまなものが現れるようになった。 
とくに社会の先端を担う職業に憧れるものが多いなかで、なぜ伝統的な職業である教職を
敢えて選択したのか。その理由を、1969 年以来の調査資料に基づいて、次の 10通りに類型
化して検討を試みてみよう（表 1参照）。 
① 「価値志向型｣（他の職業と比較して特別な価値と重い責任があるのに魅力を感じた） 
総体的に 15,0％(125)で類似の調査よりかなり少ない②。男性教師の方が女性教師より動
機づけの堅実さが多くみられる。地域別では、宮城県・岩手県・秋田県において男女格差が
著しく、女性教師の動機づけの解明が今後の課題である。山形県の場合、男性教師が最も少
ない。かつては長野県と同様に教育県として社会的評価が得られていたが、この度の調査結
果からして意外に少ない。これは教職に対する社会的評価そのものが地域として以前とかな
り変化していることも関係しているのではなかろうか。 
② 「適職型」（自分に適した職業で個性を発揮できる） 
総体的にみて、全類型のなかで最も多い(19.4％（162）)。この傾向は類似の調査でも明
らかになっている③。男性教師の約 4分の 1がこの型であることは、かなり健全な教職選択
の姿勢であったことを表している。全類型のなかで最も多く、昭和 26年に佐々木徹郎らが
実施した東北地方の調査結果と同じであるとは実に興味深い④。約半世紀近く経過し社会情
勢もかなり変化したにもかかわらず、教職選択の動機の堅実さがみられることは、自己認識
に基づいた健全な選択動機が継続されていることの表れであり、まさに評価に値するもので
ある。 
③ 「安定型｣（他の職業に比べて、経済的に安定・有利である） 
総体的に 5.0％で数的にはきわめて少ないが、このような不純な動機で教職に就任してい
る教師が存在すること自体問題であろう。とくに女性教師は男性教師の約 3倍いることは、
いかに女性教師の就職動機の不健全さがうかがえる。この傾向は他の類似調査でも同じ現象
であることは⑤、全く軽視できない問題である。地区別では、秋田県・青森県の女性教師に
多く、この 2つの県でこの類型の約半数近く（47.2％）を占めている。同じ東北地方のなか
でも、地域差によって就職動機もかなり異なっている事実は、教育の現場においても何らか
の影響の差が生じるのではなかろうか。 
④ 「教師影響型｣（小・中・高校で教わった教師の影響による） 
これは小中高生時代に出会った教師の人間性や教師の日常生活を通して形成された教
職のイメージが、教職志向の背景として大きく作用している。総体的には 19.1％を占め、
「適職型」とほぼ同じ程度（差 0.3％）に多い。他の類似の調査においても、「出会った教
師のプラスの影響が多かった」が教師志向として数的に多く（男性 40.2％女性 33.7％）
みられ⑥、教職選択の特殊な事情の要因として実に注目される。意外なことに女性教師よ
りも男性教師が多く（20.6％）、なかでも山形県が他県よりも目立って多いのは、良い教 
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表１ 就職動機類型別・地域別（県）の関連   （ ）内は実数 
 
 
 
 
 
就職動機類型別 
性別 
 
地域別 
①  
価 値
志 向
型 
②  
適 職
型 
③  
安 定
型 
④  
教 師
影 響
型 
⑤  
相 続
型 
⑥  
労 働
条 件
型 
⑦  
漠 然
型 
⑧  
憧 憬
型 
⑨  
教 育
不 満
型 
⑩  
そ の
他型 
 
Ｎ・Ａ 
 
 
合計 
 
全 体
の％ 
 
 
青 森
県 
男 16.3 
(8) 
30.6 
(15) 
2.1 
(1) 
18.4 
(9) 
8.2 
(4) 
2.0 
(1) 
2.0 
(1) 
2.0 
(1) 
10.2 
(5) 
8.2 
(4) 
 100.0 
(49) 
18.0 
(49) 
女 12.8 
(11) 
10.5 
(9) 
9.3 
(8) 
17.4 
(15) 
11.6 
(10) 
5.8 
(5) 
10.5 
(9) 
11.6 
(10) 
1.2 
(1) 
5.8 
(5) 
3.5 
(3) 
100.0 
(86) 
15.2 
(86) 
 
岩 手
県 
男 23.5 
(8) 
17.6 
(6) 
5.9 
(2) 
20.6 
(7) 
11.8 
(4) 
2.9 
(1) 
8.8 
(3) 
2.9 
(1) 
2.9 
(1) 
2.9 
(1) 
 100.0 
(34) 
12.5 
(34) 
女 13.3 
(13) 
17.3 
(17) 
5.1 
(5) 
19.4 
(19) 
5.1 
(5) 
14.3 
(14) 
2.0 
(2) 
11.2 
(11) 
6.1 
(6) 
6.1 
(6) 
 100.0 
(98) 
17.4 
(98) 
 
秋 田
県 
男 20.0 
(10) 
26.0 
(13) 
 22.0 
(11) 
8.0 
(4) 
 2.0 
(1) 
6.0 
(3) 
 16.0 
(8) 
 100.0 
(50) 
18.4 
(50) 
女 14.1 
(12) 
16.5 
(14) 
10.6 
(9) 
18.8 
(16) 
14.1 
(12) 
7.1 
(6) 
7.1 
(6) 
8.2 
(7) 
 2.4 
(2) 
1.2 
(1) 
100.0 
(85) 
15.1 
(85) 
 
宮 城
県 
男 23.6 
(13) 
18.2 
(10) 
 20.0 
(11) 
7.3 
(4) 
 7.3 
(4) 
3.6 
(2) 
5.5 
(3) 
14.5 
(8) 
 100.0 
(55) 
20.2 
(55) 
女 10.3 
(10) 
16.9 
(19) 
3.1 
(3) 
19.6 
(19) 
8.2 
(8) 
9.3  
(9) 
9.3 
(9) 
10.3 
(10) 
3.1 
(3) 
6.2 
(6) 
1.0 
(1) 
100.0 
(97) 
17.2 
(97) 
 
山 形
県 
男 12.8 
(5) 
15.4 
(6) 
5.1 
(2) 
25.6 
(10) 
10.3 
(4) 
 5.1 
(2) 
5.1 
(2) 
5.1 
(2) 
12.8 
(5) 
2.6 
(1) 
100.0 
(39) 
14.3 
(39) 
女 12.8 
(12) 
25.5 
(24) 
6.4 
(6) 
18.1 
(17) 
3.2 
(3) 
5.3 
(5) 
3.2 
(3) 
13.8 
(13) 
 9.6 
(9) 
2.1 
(2) 
100.0 
(94) 
16.7 
(94) 
 
福 島
県 
男 17.8 
(8) 
31.0 
(44) 
2.2 
(1) 
17.8 
(8) 
6.7 
(3) 
 8.9 
(4) 
4.4 
(2) 
4.4 
(2) 
6.7 
(3) 
 100.0 
(45) 
16.5 
(45) 
女 14.4 
(15) 
14.4 
(15) 
4.8 
(5) 
17.3 
(18) 
16.3 
(17) 
8.7 
(9) 
7.7 
(8) 
7.7 
(8) 
1.0 
(1) 
7.7 
(8) 
 100.0 
(104) 
18.4 
(104) 
 
 
合計 
男 19.1 
(52) 
23.5 
(64) 
2.2 
(6) 
20.6 
(56) 
8.5 
(23) 
0.7 
(2) 
5.5 
(15) 
4.0 
(11) 
4.8 
(13) 
10.7 
(29) 
0.4 
(1) 
100.0 
(272) 
各
100.0 
(272) 
女 
 
12.9 
(73) 
17.4 
(98) 
6.4 
(36) 
18.4 
(104) 
9.8 
(55) 
8.5 
(48) 
6.6 
(37) 
10.5 
(59) 
2.0 
(11) 
6.4 
(36) 
1.2 
(7) 
100.0 
(564) 
各
100.0 
(564) 
総合計 15.0 
(125) 
19.4 
(162) 
5.0 
(42) 
19.1 
(160) 
9.3 
(78) 
6.0 
(50) 
6.2 
(52) 
8.4 
(70) 
2.9 
(24) 
7.8 
(65) 
0.1 
(8) 
100.0 
(836) 
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師に恵まれた結果でもあろう。 
⑤「相続型」（親ないし身内に教員がいた） 
職業選択の場合、環境が重要な要因とみられるが、意外に少なく全体の約 1割弱（9.3％）
である。女性教師の場合は東京都の調査とほぼ同じ傾向であり⑦、「教師影響型」の方が格
段に多いことは、実に興味深い。総体的にみて男性教師より女性教師が多く、「教師影響型」
の場合と性別は逆の現象である。人的な環境が教職選択にかなり影響していること（総体の
28.4％）は、教職という職業選択の一つの特性でもあろう。 
⑤ 労働条件型」（労働条件＝男女同一労働・同一賃金・＝が他の職種に比較して恵まれて
いる） 
男女の職業的な差別がないことが教職の魅力であったが、最近は社会情勢の変化に伴い、
他の職種も性差別が減少傾向にある。本調査においても総体的には 6.0％（50）で少ないが、
依然として 96.0％が女性教師である。この事実は、未だに職業的な性差別が何らかの形で
存在していることを物語っているのではなかろうか。秋田県・宮城県・山形県・福島県にお
いては、男性教師は皆無であり、教職選択の堅実な姿勢がみられる。年齢層別にみても女性
教師の場合、各年齢層全般に散在していることは注目される。これは女性教師の教職に対す
る無理解による職業選択の一端の表れでもあろう。 
⑥ 「漠然型」（ただ何となく就職した。とくに積極的な理由はない。） 
全く教職の本質を理解しないで就職した教師で、いわゆる「デモ・シカ先生」の類である。
今日では、全般的に教師の資質も以前より向上している。しかし現状をみると、総体的には
6.2％であるが、女性教師がそのなかの 71.2％を占め意外と多い。女性教師のなかでもかな
り地域差（青森県 10.5％宮城県 9.3％、岩手県 2.0％山形県 3.2％）がある。就職動機に関
してのみではなく、他の面においても今後注目し検討を試みたい。東北地方の女性教師全般
としては、20数年前の東京都・長野県・福岡県の調査と比較して⑧、就職動機の堅実さが垣
間みられる。 
⑦ 「憧憬型」（幼いころからあこがれていた） 
就職動機としては、必ずしも健全とは言い難い。総体的にみると女性教師が男性教師より
もかなり多い。とくに青森県・岩手県の場合は著しい。これは女性特有の感情的なものが優
先しているのかどうか定かではないが、動機としては注目される。 
⑧ 「教育不満型」（自分が受けてきた教育や現在の教育の在り方に不満を感じた） 
総体的にみてきわめて少ない（2,9％）。性別では男性教師が多く、教育に対する情熱の結
果としての動機であり評価される類でもある。 
⑨ 「その他」（自由記述方法で求めたもの） 
全般的に男女ともに堅実性がみられるが、教職の特性を十分に理解してない傾向のものが
若干いたことは今後の課題である。 
 以上、「価値志向型」、「適職型」、「教師影響型」が全体の半数以上（53,5％）を占め、お
おむね就職動機としては堅実さがみられた。この傾向は 1975年、日教組が実施した調査結
果と一致する⑨。しかしその反面、教職という職業に対する不認識ともみられる「安定型」、
「労働条件型」、「漠然型」が 17.2％もいることは、就職動機の質の混在化がみられる。女
性教師の場合、「安定型」、「労働条件型」、「憧憬型」が男性教師に比較してかなり多いこと
は、女性教師としての就職動機付けにおいては、問題として注目しておきたい。また地域別
によって、かなりの格差（「安定型」、「労働条件型」）が存在することが判明した。これが何
１ 
 本調査において、「教師影響型」が、男女とも意外と多かった。これは教職選択という職
業のもつ特性のみならず、教師の人格も関係している。他の職業にはきわめて少ない就職動
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機の一つであろう。 
 
3 教職継続意志 
 わが国の初等教育界は、歴史的にみてもきわめて閉鎖的な職業社会である。教師に就任す
ると大多数のものが定年まで勤続している。現代社会では人材の流動化が当然であるのに対
してきわめて時代遅れの感がある。 
 今後も教職を継続する意志のあるものが、総体的にみて 80％以上もいる（表 2参照）。こ
れは大多数のものが教職に対して満足しているものと解釈される。とくに男性教師（85.7％）
が女性教師（77.5％）よりも多い事実は、「女性教師の時代」とまで言われている今日の状
況としては、いささか期待外れである。女性教師の継続率は過去の調査（東京都・長野県・
福岡県・山口県）結果（最高 97.3％最低 83.8％）と比較してもかなり少ない⑩。これは調
査時期の違いを考慮しても見逃せない問題である。また 1952年に宮城県下で実施された調
査結果（97.0％）とこの度の調査結果を比較すると格段に少ない⑪。 
 今後も教職を続けていくには、支障のあるとみられる理由を左記の 11に類型化して検討
を試みると（表 2参照）。 
まず「性別」では、男性教師の継続志向率が女性教師より 8.2％多い。数的には断然、女
性教師が多いにもかかわらず、継続志向率が低いということは、何らかの悩みが多いことを
物語っている。 
 「就職動機」の堅実型とみられる「価値志向型」や「適職型」のなかでさえ、「教職を続
けたくない」というものが約 10％いることは注目される。その非継続理由の類型別をみる
と、女性の「過重労働型」が多い。小学校での職務遂行には、かなりの事務処理能力などが
必要とされ、また教職の仕事の特性のひとつである無限定性からくることも考えられる。何
よりも女性教師の場合、「職業と家庭の両立性」が影響しているとみられる（全員既婚者）。
就職動機として好ましくない「安定型」、「労働条件型」、「漠然型」の場合、当然のことなが
ら堅実型に比較して、教職を続ける意志がかなり少ない。とくに「漠然型」は男女ともに非
継続率が最も高い。やはり就職動機の関連性がよく現れ男性教師の場合「失望型」が多く、
女性教師の場合総体的にみて数的にもっとも多く、なかでも「不適性型」が最も多いことは、
就職動機の重要さを再認識される。「教師影響型」の場合、男女ともに続けたくないものが
意外と多い。またその理由として、女性教師の場合「挫折型」が多いのは、かなり動機づけ
において慎重さが不足していたものとみられる。「相続型」の場合、女性教師は教職を辞め
たいものが男性教師よりも断然多く、「漠然型」についで多いのは実に注目される。非継続
類型の内訳は、主に「不適性型」、「過重労働型」、「家庭条件型」などで就職動機の事情とし
ては、よく教職生活を身近かに熟知したものとして何らかの甘さがあったのではなかろうか。 
 総体的にみて、「人間関係型」、「管理職不満型」、「低賃金型」は、きわめて少ない。とく
に人間関係の面では、退職に連なる影響はきわめて少ないことは閉鎖的な社会でありながら、
人間関係は良好とみてもよいのではなかろうか。「低賃金型」が男性教師にわずか 1名のみ
いることは、他の大多数の教師たちは待遇についてほぼ満足していると解釈される。「転職
型」（教職の経験を生かしてもっと高度な職種（専門職）に働きたい）も総体的には少ない。
女性教師より男性教師が多い。これは動機別では「価値志向型」、「適職型」でありながら転
職を志向している。教職に満足せず、向上志向性の強さであり、非継続の類型のなかでは異
色の一つではなかろうか。 
 次に非継続者の地域（県）別を検討すると、総体的には宮城県・岩手県の順に多い。就職
動機類型の内訳との関連では、宮城県の場合、「教師影響型」、「漠然型」、「相続型」が多く、
次に岩手県の場合、「労働条件型」、「安定型」、「教師影響型」が多い。 
76 
 
 
 
 
表２ 就職動機類型・非継続理由類型の関連    （ ）内は実数 
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以上のように就職動機づけが必ずしも堅実とは言えない状態である。このことから就職動
機づけの重要さがその後の動機に影響することが判明した。 
 
４ 管理職（校長）志向状況 
 
一般に民間の職場にみられるような「地位上昇」への期待は、教職という特殊な仕事のた
めメリット・システムが確立していないことから、必ずしも管理職志向が強くないのは当然
であろう。 
 日常の教育現場においては、男女の差別なく対等であるにもかかわらず、管理職志向に関
しては、依然として男性が圧倒的に多数を占めている（表 3参照）。 
 女性教師が数的に小学校の教育を支えているとまで言われる今日でも、女性管理職（校長）
者は、東北地方（女性校長全国＝1,0％、青森県 0.8％、岩手県 2.1％、秋田県 0.5％、宮城
県 0.9％、山形県 0.7％、福島県 0.6％）においても、残念ながら極めて少ないのが実情で
ある⑫。 
 この度の調査に限らず、女性教師の管理職志向はきわめて低い⑬。男性教師は約半数が管
理職志向であり、それに対し女性教師は 12.6％にしか過ぎない。就職動機の類型との関連
では、堅実な「価値志向型」、「適性型」において、男性教師は約半数以上が管理職を志向す
るのに対して、女性教師は約 20％足らずである。同じ堅実な動機づけでありながら、性別
によって、相当格差があることは管理職に対する評価の違いからでもあろう。男性教師の場
合、就職動機としては好ましくない「安定型」のものにおいても、管理職志向率が半数
（53.3％）以上いることは、就職動機と管理職志向との関係の解釈の難かしさとみられる。
また総体的にみても，管理職に就任することに対して躊躇しているのが、全く予想以上に多
い。ではなぜこのようなことになっているのか、その理由を、次の 6つに類型化して検討を
試みてみよう（表 3参照）。 
（A）「不適性型」（自分は管理職に適していないとするもの） 
総体的に約 4分の 1（23.7％）を占め、女性教師が男性教師の倍以上もいることは、女性
教師自ら管理職に適していないことを自ら認識していることを物語っている。動機づけの
「適性型」の女性教師の約 4分の 1（24.1％）もいることは、一般に女性教師はフォロアー
にはよいが、リーダーとしては不適格だと言われていることを、まさに裏付けするような事
実である。「安定型」、「漠然型」においては 30％以上を占めている。就職動機づけの弱さと
管理職志向の弱さとの関連性が垣間みられる。 
（B）｢自信喪失型｣（管理職に就任する自信がない） 
総体的には 10％足らずで、女性教師より男性教師が多い。この男性教師の年齢層別では
30代が多いことから、経験年数の不十分さから生じているのではなかろうか。 
（C）｢多忙型｣（毎日の校務が忙しくてその気になれない） 
総体的にみて少ない（7.5％）。1969 年の東京都の女性教師の調査結果と比較して、総体
的にみても非常に少ない⑭。この事実は、わが国では女性は管理能力に欠けるという社会通
念があったが、この度の調査で多少はよくなったが、いままでの女性教師に対する評価を大
幅に改善するまでには至っていない実情は残念である。 
 （D）「無関係型」（管理職になることが、必ずしも立派な教育者とは限らない） 
総体的に男女とも 40％以上を占め、非志向類型のなかで最も多い。性別では、女性教師よ
りも男性教師が多いことは注目される。男性教師は一般に管理職志向が多いことが既に判明
したが、現場で子どもたちと接触する方が管理職に就任するより好ましいとするものが多い
ことは、教職界ならではの現象ではなかろうか。「価値志向型」、「適性型」、「教師影響型」 
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  表 3 管理職（校長）志向状況・管理職非志向者理由別・出身校別・地域別の関連（ ）内は実数 
 項目別 
性別 
就職 
動機 
類型別 
管理職志向意志 管理職非志向者理由類型別 
 
有 
 
無 
N 
・ 
A 
（A） 
不適性
型 
（B） 
自信喪
失型 
（C） 
多忙型 
（D） 
無関係
型 
（E） 
人間関
係型 
（F） 
その他 
 
N・A 
 
合計 
 
①価
値志
向型 
 
男 
48.1 
(25) 
48.1 
(25) 
3.8 
(2) 
12.0 
(3) 
 4.0 
(1) 
52.0 
(13) 
 28.0 
(7) 
4.0 
(1) 
100.0 
(25) 
 
女 
16.4 
(12) 
83.6 
(61) 
 29.5 
(18) 
6.6 
(4) 
8.2 
(5) 
42.6 
(26) 
 13.1 
(8) 
 400.0 
(61) 
 
②適
性型 
男 60.9 
(39) 
37.5 
(24) 
1.6 
(1) 
 20.8 
(5) 
16.7 
(4) 
58.3 
(14) 
 4.2 
(1) 
 100.0 
(24) 
女 18.4 
(18) 
80.6 
(79) 
1.0 
(1) 
24.1 
(19) 
6.3 
(5) 
8.9 
(7) 
45.6 
(36) 
 15.2 
(12) 
 100.0 
(79) 
 
③安
定型 
男 83.3 
(5) 
16.7 
(1) 
   100.0 
(1) 
    100.0 
(1) 
女 16.7 
(6) 
83.3 
(30) 
 36.7 
(11) 
 13.3 
(4) 
36.7 
(11) 
 13.3 
(4) 
 100.0 
(30) 
 
④教
師影
響型 
 
男 
58.9 
(33) 
41.1 
(23) 
 21.7 
(5) 
13.0 
(3) 
8.7 
(2) 
39.1 
(9) 
 17.4 
(4) 
 100.0 
(23) 
 
女 
9.6 
(10) 
88.5 
(92) 
1.9 
(2) 
28.3 
(26) 
9.8 
(9) 
3.3 
(3) 
40.2 
(37) 
 17.4 
(16) 
1.1 
(1) 
100.0 
(92) 
 
⑤相
続型 
男 52.2 
(12) 
47.8 
(11) 
 9.1 
(1) 
 27.3 
(3) 
63.6 
(7) 
   100.0 
(11) 
女 9.1 
(5) 
90.9 
(50) 
 32.0 
(16) 
6.0 
(3) 
8.0 
(4) 
38.0 
(19) 
 16.0 
(8) 
 100.0 
(50) 
 
⑥労
働条
件型 
男 50.0 
(1) 
50.0 
(1) 
    100.0 
(1) 
   100.0 
(1) 
女 20.8 
(10) 
79.2 
(38) 
 15.8 
(6) 
13.2 
(5) 
5.3 
(2) 
55.3 
(21) 
 7.9 
(3) 
2.6 
(1) 
100.0 
(38) 
 
⑦漠
然型 
男 53.3 
(8) 
46.7 
(7) 
 14.3 
(1) 
14.3 
(1) 
14.3 
(1) 
14.3 
(1) 
 42.9 
(3) 
 100.0 
(7) 
女 5.4 
(2) 
94.6 
(35) 
 31.4 
(11) 
5.7 
(2) 
14.3 
(5) 
31.4 
(11) 
 17.1 
(6) 
 100.0 
(35) 
 
⑧憧
憬型 
男 27.3 
(3) 
72.7 
(8) 
 12.5 
（1） 
  50.0 
（4） 
 37.5 
（3） 
 100.0 
（8） 
女 10.2 
(6) 
89.8 
(53) 
 28.3 
(15) 
5.7 
(3) 
7.5 
(4) 
43.4 
(23) 
 15.1 
(8) 
 100.0 
(53) 
 
⑨教
育不
満型 
男 30.8 
(4) 
53.8 
(7) 
15.4 
(2) 
  14.3 
(1) 
42.9 
(3) 
14.3 
(1) 
28.6 
(2) 
 400.0 
(7) 
女  90.9 
(10) 
9.1 
(1) 
  10.0 
(1) 
70.0 
(7) 
 20.0 
(2) 
 100.0 
(10) 
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⑩そ
の他
型 
男 27.6 
(8) 
72.4 
(21) 
 9.5 
(2) 
9.5 
(2) 
9.5 
(2) 
28.6 
(6) 
4.8 
(1) 
38.1 
(8) 
 100.0 
(21) 
女 5.6 
(2) 
94.4 
(34) 
 23.5 
(8) 
11.8 
(4) 
5.9 
(2) 
32.4 
(11) 
 26.5 
(9) 
 100.0 
(34) 
N 
・ 
A 
男 100.0 
(1) 
          
女  71.4 
(5) 
28.6 
(2) 
60.0 
(3) 
  20.0 
(1) 
 20.0 
(1) 
 100.0 
(5) 
 
合計 
男 51.1 
(139) 
47.1 
(128) 
1.8 
（5） 
10.2 
（13） 
8.6 
（11） 
11.7 
（15） 
45.3 
（58） 
1.6 
（2） 
21.9 
（28） 
0.8 
（1） 
100.0 
(128) 
女 12.6 
(71) 
86.3 
(487) 
1.1 
(6) 
27.3 
(133) 
7.2 
(35) 
7.6 
(37) 
41.7 
(203) 
 15.8 
(77) 
 100.0 
(487) 
総合計 25.1 
(210) 
73.6 
(615) 
1.3 
(11) 
23.7 
(146) 
7.5 
(46) 
8.5 
(52) 
42.4 
(261) 
0.3 
(2) 
17.1 
(105) 
0.2 
(1) 
100.0 
(615) 
管理職非志向者出身校別 管理職非志向者地域別（県）  
 
合計 
① 
国立
大教
育系 
② 
私立大
学 
③ 
私立
短大 
④ 
国公立
短大 
⑤ 
その
他 
⑥ 
大 学
院 
 
合計 
 
青森 
 
岩手 
 
秋田 
 
宮城 
 
山形 
 
福島 
69.0 
(60) 
25.3 
(22) 
4.6 
(4) 
1.1 
(1) 
  100.0 
(87) 
16.1 
(14) 
13.8 
(12) 
13.8 
(12) 
20.7 
(18) 
13.8 
(12) 
21.8 
(19) 
100.0 
(87) 
69.9 
(72) 
24.3 
(25) 
2.9 
(3) 
 2.9 
(3) 
 400.0 
(103) 
8.7 
(9) 
18.4 
(19) 
16.5 
(17) 
16.5 
(17) 
20.4 
(21) 
19.4 
(20) 
100.0 
(103) 
74.2 
(23) 
19.4 
(6) 
3.2 
(1) 
 3.2 
(1) 
 100.0 
(31) 
22.6 
(7) 
16.1 
(5) 
22.6 
(7) 
9.7 
(3) 
12.9 
(4) 
16.1 
(5) 
100.0 
(31) 
74.1 
(86) 
15.5 
(18) 
5.2 
(6) 
0.9 
(1) 
3.4 
(4) 
0.9 
(1) 
100.0 
(116) 
14.8 
(17) 
17.4 
(20) 
14.8 
(17) 
19.1 
(22) 
17.4 
(20) 
16.5 
(19) 
100.0 
(115) 
59.0 
(36) 
23.0 
(14) 
14.8 
(9) 
 3.2 
(2) 
 100.0 
(61) 
19.7 
(12) 
11.5 
(7) 
19.7 
(12) 
13.1 
(8) 
6.6 
(4) 
29.5 
(18) 
100.0 
(61) 
74.4 
(29) 
10.3 
(4) 
7.7 
(3) 
 7.7 
(3) 
 100.0 
(39) 
5.1 
(2) 
28.2 
(11) 
15.4 
(6) 
15.4 
(6) 
12.8 
(5) 
23.1 
(9) 
100.0 
(39) 
95.2 
(40) 
2.4 
(1) 
2.4 
(1) 
   100.0 
(42) 
21.4 
(9) 
9.5 
(4) 
14.3 
(6) 
26.2 
(11) 
7.1 
(3) 
21.4 
(9) 
100.0 
(42) 
72.1 
(44) 
21.3 
(13) 
6.6 
(4) 
   100.0 
(61) 
16.4 
(10) 
18.0 
(11) 
13.1 
(8) 
18.0 
(11) 
19.7 
(12) 
14.8 
(9) 
100.0 
(61) 
70.6 
(12) 
23.5 
(4) 
5.9 
(1) 
   100.0 
(17) 
23.5 
(4) 
35.3 
(6) 
 23.5 
(4) 
5.9 
(1) 
11.8 
(2) 
100.0 
(17) 
69.1 
(38) 
20.0 
(11) 
3.6 
(2) 
1.8 
(1) 
5.5 
(3) 
 100.0 
(55) 
14.5 
(8) 
12.7 
(7) 
12.7 
(7) 
21.8 
(12) 
25.5 
(14) 
12.7 
(7) 
100.0 
(55) 
100.0 
(5) 
     100.0 
(5) 
20.0 
(1) 
 20.0 
(1) 
20.0 
(1) 
40.0 
(2) 
 100.0 
(5) 
72.1 
(445) 
19.1 
(118) 
5.5 
(34) 
0.5 
(3) 
2.6 
(16) 
0.2 
(1) 
100.0 
(617) 
15.1 
(93) 
16.6 
(102) 
15.1 
(93) 
18.3 
(113) 
15.9 
(98) 
19.0 
(117) 
100.0 
(616) 
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（備考）非志向理由類型「価値志向型」「教師影響型」N・A各々（1）有り、 
非志向者地区別不明「教師影響型」N・A（1）有り 
 
の男女教師とも多いのは、教職の理解度がはじめから高かったにもかかわらず、管理職志向
が少ないことは、職業としての教職の特性の一つでもある。 
（E）「人間関係型」（校長・同僚との人間関係がよくないため） 
総体的にみて皆無に等しい数値（0.3％）である。一般的には、どこの職場でも人間関係が 
難しく、特に昇任に関しては複雑な人間関係が展開される場合が多い。この度の調査結果の
みではなく、平成６年の山形県の女性教師の調査結果においても⑮、管理職志向に関して女
性教師の人間関係の煩わしさがみられなく、健全さが明らかになった。わが国の初等教職 
界は「学閥」が存在し、管理職昇進に際して実にさまざまなことが論じられていた⑯。この
ような好ましくない事が解消されてきたきざしが、この度の調査によって窺われる。 
（F）「その他型」（自由記述式で求めた） 
男女教師に共通してみられるのは、学校行政に関するもの、つまり校長・教頭・主任・一
般教員などの地位―役割の規定の秩序に関する意見がみられた。 
 以上、管理職志向に支障をもたらす要因は、管理職者（校長）即ちよい教師という各教師
の意識がないことが注目される。管理職志向に関しては、年齢層別によってかなり志向性の
度合いが異なることが判明している。要は教師個人の教職観・価値観などが職場環境より重
要視されるとみられる。 
 
5 管理職志向と出身校 
 
開放制教員養成制度が発足して、既に 40年余り経過した。かつては教員養成専門系出身
者（国立大学養育学部）と一般大学で教員資格を取得した教師たちの間にいろんなことが論
議されていた。本調査の結果で、管理職を志向しないものは、国立大学教育系出身者は
74.4％（445）、私立大学出身者は 70.7％（118）、国公私立短大出身者 94.4％（34）、大学院
出身者は 42.9％（3）、その他出身者は 57.1％（16）出身校不明（1）である。このように教
員養成専門系出身者は意外に管理職を志向しないものが多いことが判明した。 
 
表 4 「管理職志向別」・「出身校別」の関係 
  
   性別 
管理職志     
向意思別     出身校別 
 
 
男性 
 
 
女性 
 
有 
純系 
 
傍系 
75.0%(35) 
 
25.0%(10) 
100.0% (10) 
 
0 
 
無 
純系 
 
傍系 
62.0%(57) 
 
38.0%(35) 
69.0% (89) 
 
31.0% (40) 
 
教職選択動機別では、地元の東北６県の国立大学教育学部出身者のなかでは、総数として
「教師影響型」、「適性型」、「価値志向型」の順で多く、この 3つの類型で約 49％（218）を
占める。これに対して一般大学出身者の場合は、「相続型」、「教師影響型」の順で多く、こ
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の 2 つの類型で約 44％（15）を占めている。以上のように国立大学教育学部出身者は大多
数のものが管理職就任予定者とみられていた時期とは、今日かなり状況が変化している。こ
の 2つの異なった出身校の教師において共通しているものは、就職動機の面において何ら遜
色がない動機であるにもかかわらず、管理職志向者が少ない。また管理者非志向類型をみて
も、問題となるものは少ないことから、敢えて自らが管理職志向を望んでないと解釈される。 
 
６ 管理職非志向と地域別 
 
 管理職を志向しないものの地域（県）別をみると（表 3参照）、総体的には各地域（県）
とも格差は少なく、福島県・宮城県の順でやや多いのが目立つ程度である。この 2つの県の
就職動機づけの類型をみても、他の地域（県）と際立ったものはみられない。敢えて言えば、
福島県「相続型」、宮城県「漠然型」であるが、地域内の総数からの類型別の比率でみると、
福島県 15.4％（18）宮城県 9.7％（11）で、余り管理職の非志向に影響しているとは言い難
いものである。また管理職非志向者が最も少ない青森県・秋田県の場合をみると、2つの県
で共通しているのは、「安定型」が他県より多く、青森県では宮城県に次いで「漠然型」が
他県よりやや多い（21.4％）程度である。就職動機と管理職非志向者の理由類型別との関連
性は、期待していた程ではなく、一概に論じられない。教師就任当初よりいろんな経験を積
み重ねるにしたがって、管理職観も当然のことながら変化することもあり得る。今後さらに
多角的な面からも検討課題として留めておきたい。 
 
表 5 「管理職不志向の類型別」・「出身校別」の関係 
  
          性別 
   
出身校別      類型別 
 
男性 
 
 
女性 
 
 
純系 
1） 教育者志向型 
2） 管理職不適性型 
3） 校務多忙型 
4） 昇進機会喪失型 
62.1% (36) 
29.3% (17) 
8.6% (5) 
55.2% (48) 
43.7% (35) 
1.1% (1) 
 
傍系 
1） 教育者志向型 
2） 管理職不適性型 
3） 校務多忙型 
4）昇進機会喪失型 
67.6% (23) 
20.6% (7) 
11.8% (4) 
55.0% (22) 
45.0% (18) 
                     NA1             NA2 
 
結びにかえて 
 
 今日の教師の就職動機に関する決定時期と敢えて教職を選択した理由は、ある程度解明さ
れた。しかしその教職選択の理由が、その後の教職生活のなかで、どのように明確にいかな
る影響をもたらしているかは、まだ検討の余地がある。まず以前と比較して、全般的に継続
志向率が各地域ともにかなり低下している現状は、いままでの教職界内部と教師自身の職業
意識に変化が生じていることの現れである。継続志向率の低下は、教職界全体の質的な低下
に何らか関連してくるのではなかろうか。教職界にも他の一般社会と同じように人材流動化
の兆しが垣間みられる感があるが、現在の教育行政の体制としては、中途採用が皆無に等し
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い初等教職界として、今後どのように対処すべきかが重要な課題のひとつでもある。管理職
志向の問題は、とくに女性教師にとっては切実な課題でもある。女性教師の社会的評価を向
上させるためにも、また女性教師自身の資質向上のためにも、再度考慮すべき問題である。
とくに出身校別によって、管理職に関するさまざまなことが問われていたが、いままでの研
究成果からみても、開放制教員養成制度の成果がみられてきた現在、将来の教師の育成研修
の在り方にも何らかの変化がみられてくるであろう。とくに女性教師が管理職者として学校
経営に参加する姿勢が必要であろう。教職生活の満足感つまり自信・経験・企画・運営を主
体的に行い、仕事に対して積極的な意欲的姿勢を形成するためには、何が必要であるかを今
後究明したい。そのためにも教師の社会的な環境整備の面においても十分に配慮すべきであ
ろう。とくにこの点は、同じ東北地方の内部において、かなり地域差によって教師の意識も
異なることが判った。 
この度の調査地域は、各地域ごとに歴史的なものまた県民性なども特色があり、これらの
要因が日常の教育に深く係っている場合が多いとみられる。これらの要因を有意義に活用す
ることも現場の教育にとって重要である。そのためには「教師教育センター」というべきも
のを早急に設置し、教師が当面しているさまざまな問題を教師以外の人々を含めて、総合的
に検討すべきではなかろうか。既述のように各地域の歴史的特性などを十分にふまえる必要
から、行政の区割にとらわれず教育遂行にとってきわめて有利な方法と思われることを早急
に実行すべきである。地域社会の活性化が問われている現在、東北地方としても地域社会の
中の中心的な要として、学校集団が活動する必要がある。その重要な集団である学校を構成
している中心的メンバーである教師の資質に地域社会の将来が託されていると言っても過
言ではないと思われる。 
 いままでの教師研究は、教師個人とその集団に関するものが多かった。しかしこれからは
教育という社会のひとつの領域の研究を中心とするのでは十分な成果が得られない社会情
勢になっていることを十分にふまえて今後は研究をすすめたい。 
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職階別 
性別 
地区別（県） 
校 長 教 頭 教 諭 
男 女 男 女 男 女 
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母集団＝東北 6県公立小学校教諭（管理職・養護教諭・非常勤講師などは除く） 
青森県＝4,762名、岩手県＝4,750名、宮城県＝6,721名、秋田県＝3,601名、山形県＝3,963
名、福島県＝6,618名（1995年文部省『学校基本調査報告書』、1995年 12月発行） 
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青森県「青森県教育関係職員録」（1996年度版）青森県学校生活協同組合編。岩手県「岩
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第６章 教師の社会的交流関係 
 
― 東北６県の公立小学校を中心に ― 
 
 
はじめに 
 
今日の教育問題の根底には、何よりも学校・家庭・地域社会との連携関係の希薄さが問
題としてあるであろう。とくに最近、犯罪発生の低年齢化の現象が著しくなるにしたがい、
義務教育の重要性が一段と注目されてきた。義務教育では、環境としての地域社会との間
に協調的で適切な関係を築くことが重要である。 
地域社会との連携の要としての教師の役割が、今日、最も問われているのではなかろう
か。かつて教員は、子どもの通学区域内に居住し、同じ地域内で生活体験を子どもと共有
するものが多かった。しかし最近では、モータリゼーションなどの影響もあって、通学区
域外から通勤する教師が多くなっている。教員にとり最も重要な基本的課題は、親も地域
の人々との積極的な連携を通して、いかに子どもの学習や生活を援助するかである。その
ためには子どもの生活圏である地域社会の自然・文化・遊びなどの情報を収集したり、実
体験して学校における教育、とりわけ授業内容・方法や生活面で地域社会化を図る必要が
あろう。 
 また教員は「地域社会の一員」としての役割がある。単に教育的サービスを行う「労働
者」というのではなく、文化財や社会的遺産を地域の人々に体系的に伝達する「媒介者」
でもある。地域の文化水準を高め啓発するとともに、地域の特性と要請を受けとめる役割
を持つ「社会教育の指導者」でもある。地域社会に生きる人として、地域の事情を学び、
その現状を詳しく理解する必要がある。家庭や地域が、かつては保持していた教育機能が、
家庭の変貌と地域社会の都市化によるコミュニティの解体に伴って低下し、その分だけ学
校の教育力とくに教員の役割に期待することが多くなった。 
 米英において一般に世間の評判の良い学校は、「学校・家庭・地域が一体化」している
場合が多い①。わが国では、最近、社会変化（主に情報化・国際化・消費の高度化など）
が進むなかで、子どもを取り巻く生活環境そのものが子どもにとって必ずしも好ましい状
況であるとは言えない。また変化する社会の諸情勢に積極的に対応できる能力を子どもに
育成する鍵を握っているのは、教員自身ではなかろうか。周知のように、教員の世界は狭
く閉鎖的であり、これが教育にとって必ずしも有益ではないとみなされる。この好ましく
ない閉鎖性を克服することが、今日の教育問題を解決する基本的な方法のひとつであろう。
かつては教員の非社交性により教員社会の独自な文化を創生し、これが一般社会の人々の
批判の対象とさえなる場合が多かった。果たして、今日の急激な社会変化を伴うときに、
東京などの大都市に比較して一般に保守的であるとみなされている東北地方において、現
実には如何なるものであろうか。教員と地域社会の人々との交流の実態を通して（「調査
実施要項」参照）、いままでの定説化されている教員社会の閉鎖性は、はたして現実に存
在するのか。健全な教員社会を建設するためには、何よりも教員社会以外の人々との開放
的な交流がもっとも重要とみなされる。この度の調査結果を通して、将来において、学校・
地域・家庭の一体化をよりいっそう促進するために、教員は如何にあるべきかを、検討す
るのがここでの目的でもある。 
 
（調査実施要項） 
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1 調査対象者 
母集団＝東北６県公立小学校教論（管理職・養護教論・非常勤講師除く） 
 青森県（4,762 名）、秋田県（3,601 名）、岩手県（4,750 名）、山形県（3,963 名）、
宮城県（6,721名）、福島県（6,618名） 
 （1995年文部省『学校基本調査報告書』1995年 12月発行による） 
2 抽出台帳 
   青森県 「青森県教員関係職員録」（1996年版）青森県学校生活共同組合編 
岩手県 「岩手県学事関係職員録」（1996年版）岩手県教育会館発行 
宮城県 「宮城県教育関係職員録」（1996年版）財団法人宮城県教育会館発行 
秋田県 「秋田県教職員録」（1996年版）財団法人秋田県教育会館発行 
山形県 「山形県教育関係者名簿」（1996年版）山形県教育用品株式会社発行 
福島県 「教員関係職員録」（1996年版）財団法人福島県教育会館発行 
3 抽出方法＝無作為抽出法 
4 計画（サンプル）＝2,500 
   青森県＝415、秋田県＝390、岩手県＝415、山形県＝400、宮城県＝440、福島県＝
440 
5 調査方法＝郵送法 
6 調査票回収率 
  東北６県全体＝33.6％（839）、青森県 32.5％（135）、秋田県 34.6％（135）、岩手県
31.8％（132）、山形県 33.3％（133）、宮城県 34.5％（152）、福島県 34.1％（150）、
N・A 0.2％（2） 
7 調査時期 
1996年 9月上旬 
8 財源 
文部省科学研究費（平成 8年度）基盤研究（C）（2）（課題番号 08610226） 
 
１ 全体的概況 
 
わが国の小学校教員は、歴史的にみても旧師範学校時代から出生地→地元学校卒業→地
元の教員養成機関卒業→同時にその地域内の小学校に勤務するのが一般的であった。戦後、
「開放制教員養成制度」が実施され、すでに半世紀を経過したが、いまだに教員養成専門
系大学においては、戦前の旧師範学校時代と同じ傾向がみられる②。このように長期間に
亘って、小学校教員の職業の特性ともいわれる土着性が深くかかわっていることは注目す
べきである。今日のように交通機関等が発達しているのにもかかわらず、この度の調査対
象の全地区において、出生地と勤務地が同一の教員が全体の 94％以上いることは実に注
目すべき事実である（表１参照）。 
次に「出身学校型」「性別」「交流の程度別」の点から検討すると（表２参照）、全体的
にみて、何らかの地域に人々との程度の差は別として交流があるものが、85％以上を占め
ている。なかでも女性教員が男性教員よりも多いのは、地域社会に関心が強いことを物語
っているのであろう。このような傾向は、かつて東京都・長野県・山口県の場合にもみら
れ教員と地域社会との関係性が認められる③。 
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表１ 出生地・勤務校所在地の関連 
     出生地・勤務校 
 
地区別    性別 
出生地 
（人数） 
勤務校 
（人数） 
％ 
青森県 
男 49 49 100.0％ 
女 86 86 100.0％ 
岩手県 
男 29 34 85.3％ 
女 90 98 91.8％ 
秋田県 
男 49 50 98.0％ 
女 92 85 108.2％ 
宮城県 
男 49 55 89.9％ 
女 92 97 74.2％ 
山形県 
男 38 39 97.4％ 
女 100 94 106.4％ 
福島県 
男 43 45 95.6％ 
女 96 104 92.3％ 
その他 
男 15   
女 28   
合 計 
男 272 272 100.0％ 
女 564 564 100.0％ 
 
表２ 出身学校別・性別・交流の程度別の関連 
    交流の程度別 
 
出身校  性別 
①  
積極型 
②  
消極型 
③  
否定型 
N・A 合 計 
国立大学 
（教育系） 
男 23.5( 43) 62.8(115) 13.1( 24) 0.5(1) 100.0(183) 
女 28.4(118) 65.5(272) 5.5( 23) 0.5(2) 100.0(415) 
私立大学 
男 21.1( 15) 63.4( 45) 15.5( 11)  100.0( 71) 
女 39.6( 38) 56.3( 54) 4.2(  4)  100.0( 96) 
短 大 
男  100.0( 1)   100.0(  1) 
女 22.9(  8) 68.6( 24) 8.6(  3)  100.0( 35) 
大学院 
男 33.3(  2) 66.7(  4)   100.0(  6) 
女 100.0( 1)    100.0(  1) 
その他 
男 18.2(  2) 81.8(  9)   100.0( 11) 
女 11.8(  2) 76.5( 13) 11.8(  2)  100.0( 17) 
合 計 
男 22.8( 62) 64.0(174) 12.9( 35) 0.4(1) 100.0(272) 
女 29.6(167) 64.4(363) 5.7( 32) 0.4(2) 100.0(564) 
  
出身学校別では、国立大学（教員養成専門大学・学部）出身者よりも私立大学（一般学
部＝非教員養成専門学部）出身者の女性教員の方が「積極型」（かなり交流がある）が 10％
以上も多いことは、教育実践の面において国立大学出身者と比較して何らかの違いが生じ
るであろう。 
 次に「年齢層別」を検討すると（表３参照）、全体として若年齢層ほど「積極型」が多
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く、なかでも初任の女性教員が著しく、逆に男性教員の 40代後半は皆無である。教員の
ライフサイクルの点からみると、20 代の初任期は希望に燃え、教職に対する期待感が強
いことからあらゆる面に積極的に取り組んだ結果ともみられる。それに対して、40 代は
中堅層とも言うべき学校運営の実質的担い手であり、時間的余裕なども限られて、地域に
対する関心が薄らいでいる現れではなかろうか。最年長層とも言うべき 50代後半では、
男性教員より女性教員が「積極型」が多い、逆に「否定型」（全く交流がない）が男性教
員が断然多いのは、同一年齢層内で二極分化していることに何らかの問題が潜んでいるの
ではなかろうか。特に長期間に亘り教職経験を積みながら、全く地域の人々と交流がない
こと自体、教員自らの姿勢を反省することも必要であろう。 
 
表３ 年齢層別・性別・交流の程度別の関連 
     交流の程度別 
 
年齢層別 性別 
①  
積極型 
②  
消極型 
③  
否定型 
N・A 合 計 
25歳未満 
 
男 40.0( 2) 60.0( 3)   100.0(  5) 
女 70.0( 7) 30.0( 3)   100.0( 10) 
25～29歳 
男 55.6(20) 38.9(14) 5.6( 2)  100.0( 36) 
女 55.2(53) 42.7(41) 2.1( 2)  100.0( 96) 
30～34歳 
男 24.7(19) 66.2(51) 9.1( 7)  100.0( 77) 
女 40.6(52) 57.8(74) 1.6( 2)  100.0(128) 
35～39歳 
男 16.7(13) 71.8(56) 11.5( 9)  100.0( 78) 
女 19.5(24) 72.4(89) 7.3( 9) 0.81( 1) 100.0(123) 
40～44歳 
男 13.3( 6) 62.2(28) 22.2(10) 2.2( 1) 100.0( 45) 
女 13.7(13) 77.9(74) 8.4( 8)  100.0( 95) 
45～49歳 
男  100.0(12)   100.0( 12) 
女 10.8( 4) 78.4(29) 10.8( 4)  100.0( 37) 
50～54歳 
男 20.0( 1) 40.0( 2) 40.0( 2)  100.0(  5) 
女 17.4( 8) 71.7(33) 8.7( 4) 2.2( 1) 100.0( 46) 
55～59歳 
男 8.3( 1) 58.3( 7) 33.3( 4)  100.0( 12) 
女 22.2( 6) 70.4(19) 7.4( 2)  100.0( 27) 
60歳以上 
男   100.0(1)  100.0(1) 
女  50.0( 1) 50.0( 1)  100.0(2) 
N・A 
男  100.0(1)   100.0(1) 
女      
合 計 
男 22.8(62) 64.0(174) 12.9(35) 0.4(1) 100.0(272) 
女 29.6(167) 64.4(363) 5.7(32) 0.4(2) 100.0(564) 
 
２ 社会的交流の分野別 
  
 教員の社会的交流関係を検討する場合、大きく区別して２つある。第１は、フォーマル
な交流関係の面（職場関係・教育実践に関する研究会・サークル等）と、第２は、インフ
ォーマルな交流関係の面（地方議会議員・町内会・自治会の役員、地元の地域団体＝青年
会、婦人会などの役員層）がある。 
89 
 
この度の調査においても、東京都・長野県・山口県の場合と同じように同一職業の教員
仲間は、全員と言っても過言でないように密接な交流関係の状況である（図１参照）。と
くに同一職場内はきわめて密接な交流関係がある。このような実態は、まさに閉鎖を助長
させる結果とも関連するのではなかろうか。次に「学生時代の友人」が多いが、国立大学
教育学部出身者にとっては、同質性を持った人間との交流から脱皮出来なく、同職交流と
重複し、ますます独自の世界を形成するものとみられる。同じ教員においても中・高・大
学の教員との交流は、86％以上いるが、なかでも「積極型」は 13.4％で意外と少ない。
これに対して既述のように、同じ職場の仲間との交流は、半数を占めている。これは今後
も閉鎖性の職場が継続することを暗示しているとみられる。地域によって、その土地の特
性などがあり、一概に論じられないが、全国的（東北６県・東京都・長野県・山口県）に
みて全く同じ傾向がある。これは地域の特性もさることながら、むしろ各自の教員の意識
そのものに何らかの問題があるのではなかろうか。またこの現実は、各自の教員が職務に
忠実であることの一部とも理解できるが、過密化した交流は、逆に他の社会（集団）との
文化の伝達が欠乏し、協調性を欠き、世間一般の社会的常識から遊離する危険性を含んで
いる。 
これが発生する要因の一つとして、教員集団の特性とも言うべき男女間の職業上の差別
が長期間に亘っては存在してなく、また学歴程度もほぼ同一である。教員集団以外の組織
と比較すると、管理職（好調・教頭）と一般教員の組織上の地位の差が少ないことと、土
着性の高い職業であることなどが関連して、多様性に欠ける要因が潜在的にあるのではな
かろうか。 
  
図１ 交流分野別・交流の程度(N＝800) 
 
 
教員の社会的視野の拡大性を常に問われている現在、このような現実であることが、教
育の現状に決して有利ではない影響として生じることは避けられないものである。社会が
進歩するにしたがい、価値観が実に複雑に多様化して来ている現在、教員集団の旧態依然
とした在り方そのものが改善されない限り、教育の効果及び社会情勢に即した生きた教育
が存在しないのではなかろうか。 
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 次にインフォーマルな交流関係の面をみると、「職場外サークル」、「地域社会の人々」、
「地域社会の役員」の順である。しかし意外と「積極型」が少ない。「職場外サークル」
は、かつて調査した東京都・長野県・山口県と比較して少なく④、時間的な経過からみて
社会全般が変化し、生活様式が多様化し、価値観などの急速な変化を考慮すると、東北地
区の教員の社会的活動範囲は決して豊かとは言えない。 
 次に「政治家」（地方議会議員）との交流関係は、最も少ない（15.9％）。とくに「積極
型」は皆無に等しい。東京都・長野県・山口県と比較すると交流が少なく、格段の差があ
ることは実に注目に値する⑤。政治と教育の関係は、日本の教育制度発達の歴史からみて、
決して好ましい状況ではなかった。たとえ地方議会の議員と言えども、教育の中立性を確
保するためには、教員の職業的な自覚が必要である。このような諸事情から政治家との社
会的な距離を保つのは、やむを得なく、むしろ教育にとって好まし状況である。「積極型」
は「政治家」と同じように少ない。「積極型」は「政治家」と同じ（0.9％）であるが、「消
極型」においては若干多い（6.3％）。ともにこの「政治家」、「企業の経営者」も直接教員
の教育実践を行うために交際が少ないことは何ら支障はなく、むしろこのように交流の欠
乏が教員の職務姿勢の正しさを物語っているものと解釈される。 
 教員の社会的交流分野別をみると、依然として偏重性が温存されている。とくに教員集
団内部の交流の濃厚さは、職務遂行上の必要性を認められるが、現代の社会情勢に対応し
た生きた教育を実践するためには、教育実践者である教員自らが社会の実情を直視する必
要がある。そのためには今日の教員の勤務上の時間的制約などで十分な交流が不可能であ
ることは理解できるが、教育実践の一環として自らの社会的視野を拡大し育成するために
もっと社会的交流を広い分野に拡大する必要性に迫られているのではなかろうか。教員と
いう職業上、日常接触する人々は自ずと限られており、無意識的に自らの世界を形成し一
般社会との隔離を増幅させる結果となる。この度の調査結果においても、現実の教員社会
（集団）の変容を促す警鐘を得られた。地域社会と学校は共存共栄の関係であることは言
うまでもないが、地域社会を支えている学校関係者以外の人々と教員が交流することは、
教育の活性化とともに地域社会の繁栄にも関連する。 
 
３ 教員の学校教育観との関係 
  
「日常、教員自身が学校の教育をどのように意識しているか」を調査した結果について、
若干検討する。「人間性型」（現在、教師の人間性が問われ、自らの主体性を発揮すべきで
ある）と「地域社会の一般の人々等」との関連性を出身学校別に検討すると（表４参照）、
「人間性型」に対して賛成した教員の出身校は、純系（教員養成専門大学・学部出身者）
より傍系（非教員養成専門大学）がかなり多いことは、実に教員養成機関の在り方として
も注目される。次に「準賛成型」（どちらかといえば賛成、つまり消極的賛成者である）
は、「積極型」の全体の 32.2％を占め、「準反対型」、「反対型」が皆無である。これは地
域社会の一般の人々と広く交流している教員は、自分の職務を十分に自覚し主体性を発揮
していることと、地域社会に対して積極的に取り組んでいることと関連があるとみられる。
このように健全な教員は、地域社会を重視していることが明らかになった。 
次に交流程度の「消極型」（ある程度交流があるとするもの）は、全教員の 3分の 2以
上（72.0％）を占め、かなり数的には多い点は注目すべきである。これは純系出身者が傍
系出身者より多いことは、「積極型」と同じように純系出身の教員必ずしも質的に傍系出
身者より優位であることは一概に言えないことが明らかになった。 
「否定型」（ほとんど交流がないとするもの）が全体の約 10％弱いることは、教員とし
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ての意識は健全であるが、校外において教務の延長線上として教員の社会的行動を全く無
視しているのであろう。このような意志をもった教員は、例え人間性の重視の意識におい
ては評価できるが、学校・地域・家庭の３つの要因によって小学校の教育は運営され完成
することに対しての認識が欠落しているのであろう。 
 
表４ 人間性（主体性）型・地域社会の一般の人々などの交流関係 
      交流程度別 
 
類 
型 
別  程度別  出身校別 
積極型 消極型 否定型 Ｎ・A 合 計 
人
間
性
（
主
体
性
）
型 
賛成型 
純系 18.9( 60) 72.3(230) 7.9( 25) 0.9(3) 100.0(318) 
傍系 29.1( 39) 64.9( 87) 6.0(  8)  100.0(134) 
準賛成型 
純系 14.2( 36) 74.8(190) 9.8( 25) 1.2(3) 100.0(254) 
傍系 11.0( 11) 72.0( 72) 16.0(16) 1.0(1) 100.0(100) 
準反対型 
純系  100.0(  5)   100.0(  5) 
傍系  100.0(  1)   100.0(  1) 
反対型 
純系  100.0(  2)   100.0(  2) 
傍系   100.0(1)  100.0(  1) 
合 計 
純系 16.6( 96) 73.7(427) 8.6( 50) 1.0(6) 100.0(579) 
傍系 21.2( 50) 67.8(160) 10.6(25) 0.4(1) 100.0(236) 
総 計 17.9(146) 72.0(587) 9.2( 75) 0.9(7) 100.0(815) 
Ｎ・A 2（賛成 2） 
 
 次に「自由型」（子どもに対する学校での管理や規則を緩めて、もっと自由にすべきで
ある）（表５参照）についての意見の分析である。この認識を持つ教員は、かなり今日の
学校教育の在り方に関して批判的であるが、的確な教育事情を理解しているとみられる。
「賛成型」においては、交流程度の「積極型」の 31.7％を占め、出身校別では「傍系」
出身者がかなり多いのは、「傍系」ゆえに自由な発想が潜在的に作動しているのではなか
ろうか。交流の程度が「否定型」（ほとんど交流がない）の教員出身校別をみると、傍系
の約２倍弱が純系である。これは教育の現状をよく熟知しているが、教育的な配慮（実践
を含む）に欠けているとみられる。「準賛成型」においては、「消極型」の純系出身者の半
数以上（55.1％）いる。これはある程度の現状認識はあるが、また交流の実践の面におい
ても力不足という場面であり、純系出身者としては軽視できないものである。「準反対系」
は、全体として 20.0％であり、純系・傍系出身者別をみるとほとんど格差がみられない。
「反対型」は全体的にみて、2.3％で最も少ない。現実の教育の現状を十分に理解してい
ないのか、さもなくば規則強化によって旧態の教育方針に賛同しているのか、いずれにし
ても問題を含んでいる。 
教員の学校教育観と現実の地域社会の一般の人々との交流の関連性は、現実として余り
関連性がみられない。現実の問題として、地域社会における学校の位置づけが明確なもの
として、一般の人々に認知されているかどうか、全く検討の余地があろう。しかし学校の
教員の役割としても既述のように地域社会の中で実質的に地域社会と直接かかわる役割
があるにもかかわらず、実際問題として役割を遂行していないものが多いことが明らかに
なった。今日の教員勤務状況からみて一概にすべての教員個人を叱責できない。しかし地
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域社会との交流がないことは、地域の人々の連携に欠き、質的に向上する教員は期待でき
ないのではなかろうか。 
 
表５ 自由型・地域社会の一般の人々などの交流関係 
      交流程度別 
 
 
類 
型  程度   出身校別 
積極型 消極型 否定型 Ｎ・A 合 計 
自 
 
由 
 
型 
賛成型 
純系 20.1( 27) 70.9( 95) 9.0( 12)  100.0(134) 
傍系 30.6( 19) 62.9( 39) 4.8(  3) 1.6(1) 100.0( 62) 
準賛成型 
純系 15.5( 49) 74.4(236) 8.5( 27) 1.6(5) 100.0(317) 
傍系 16.9( 20) 71.2( 84) 11.9( 14)  100.0(118) 
準反対型 
純系 14.8( 17) 78.3( 90) 6.1(  7) 0.9(1) 100.0(115) 
傍系 18.8(  9) 68.8( 33) 12.5(  6)  100.0( 48) 
反対型 
純系 21.4(  3) 50.0(  7) 28.6(  4)  100.0( 14) 
傍系 20.0(  1) 40.0(  2) 40.0(  2)  100.0(  5) 
合 計 
純系 19.6( 96) 73.8(428) 8.6( 50) 1.0(6) 100.0(580) 
傍系 21.0( 49) 67.8(158) 10.7( 25) 0.4(1) 100.0(233) 
総 計 17.8(145) 72.1(586) 9.2( 75) 0.9(7) 100.0(813) 
Ｎ・A 2（賛成 2） 
 
４ 結びにかえて 
  
教員社会を解明するためには、いろいろなアプローチがある。この度は初等教育の段階
で最も重視される学校・家庭・地域社会であることを踏まえて、教員が地域社会とどのよ
うな交流があるかをごく限られた実証的資料で検討した結果、期待した程、教員と地域社
会との交流はなかった。地域社会と共存共栄であるべき学校の実質的担い手である教員が、
地域社会に関して関心は乏しく、また教員社会以外の人々との交流の程度は濃厚とは言え
ず、逆に同質性集団である教員仲間との交流は予想以上であった。社会情勢に即した教育
つまり活きた教育を実践するためには、教員自身の社会的視野の拡大は言うまでもなく、
社会の中に生活していく以上、現実の日常生活において役に立つ教育こそが真の教育であ
る。これを実践するためには、教員自身の意識改革もさることながら、今日の社会に必要
とする教育は何かを、実際の社会の中から体得することもある程度において必要である。
なぜ教員社会以外の人々との交流を躊躇するかを、今後の課題としたい。戦後から半世紀
を経過し、教育内容なども相当変容したにもかかわらず、教員の意識そのものは余り進歩
していないことが判明した。この現実社会と教員社会のあらゆる差は、何らかの努力によ
って埋める必要があり、もしこの差を放置しておくと、地域社会の中に存在する学校の役
割は喪失するのみではなく、学校そのものの存在価値を完全に否定される危険性を含んで
いる。 
学校＝教員の在り方が常に問題化している今日、早急になすべきことは、教員自らが地
域社会のなかに溶け込む姿勢が必要である。このためには、教育の原点とも言うべき地域
社会との連携の在り方をまず考慮すべきではなかろうか。閉鎖的な社会である教員集団の
体質を変化させるためには、何よりも各々の教員個人の意識形成に関して検討すべきであ
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ろう。社会情勢の大幅な変化があったにもかかわらず、教員社会を形成する過程は何ら変
化してなく、また教員社会に加入する時期および年齢にもかかわらず、速やかに同化させ
る潜在的作用を有しているきわめてユニークな集団である。また内部的には構成員の同質
性、他の社会（集団）との非交流性が助長され、ますます現実の社会とのあらゆる格差は
生じ、ある独特の文化を形成し、自己満足に陥る可能性を含んでいるとみられる。かつて
「教育は政治である」とまで言われた暗い時代が、わが国においては存在していた。教員
はあくまで教育の本質を十分に自覚し実践してこそ存在価値があるのである。この度の調
査の成果のごく一部として、教員社会の中に閉じこもり、教育を実践する傾向が多くみら
れた。この実態をいかに改善すべきかを今後の課題としたい⑥。 
 
 
 注 
① 藤田英典「教育改革と人間形成空間の変容」祖父江孝男・梶田正巳編著『日本の教育
力』金子書房、19頁、1995年。 
② 唐沢富太郎『教師の歴史』創文社、265－284頁、1955年。および小野浩「教育学部」
清水義弘編『地域社会と国立大学』東大出版社、292～295頁、1975年。 
③ 田中義章「教員の社会的交流関係の実証的研究―東京都・長野県・山口県内の公立小
学校の場合―」『東邦大学教養紀要』第 24号、141頁、1992年。 
④ 田中義章、前掲書、140頁。 
⑤ 田中義章、前掲書、141頁。 
⑥ この小稿は、第 70回日本社会学会の発表要旨（＝1997年 11月 8日、於千葉大学）の
ごく一部である。 
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年。 
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第７章 教師の社会的交流関係の実証的分析 
 
― 東京都・長野県・山口県内公立小学校を中心に ― 
 
 
 はじめに 
  
 教員が地域の教育力を高める活動には、①自分が公務上直接責任を持って担当する子ど
もたちをとりまく地域、つまり勤務校所在地域の教育力を高めるよう自らを関係付ける方
向がある。②教員が学区外の居住地域において、社会人として、その地域の社会教育活動・
文化活動・住民運動にかかわっていくことである。教員は子どもを教えるという職業の仕
事の性格から常に、学校所在地・学区外の居住地域のいずれにせよ、地域とのかかわりを
密接にすべきであろう。地域の活性化機能の一部を分担するのが教員の役割であるとみて
も誤りではないであろう。 
 現実の問題としては、小学校教員の社会的交流関係の解明は教育上きわめて重要であり
ながら、今日まで余り研究されていないのが実情である。いままでの研究成果として、教
員集団は外に対しては、高い壁をめぐらし、その内部では、密なる交流が展開されている
集団である。他の社会集団との境界が、かなりはっきりしている①。教員の社会的交流関
係の範囲と教員の勤務校の所在地によって、教員の地域に対する活動に若干の差異がみら
れるであろう。 
 日本の初等教育の教員は、「地元高校卒業→地元の国立大学教育学部卒業→同時にその
地域の小学校に勤務する」のが一般的である。この傾向は、歴史的にみても旧師範学校時
代から余り変化していない②。つまり地域を基盤とした土着性の高い職業である③。職場
間の移動も他の職種に比較して少なく、その範囲もきわめて限られたものである。また中
途採用も無きに等しく、きわめて現代社会においては、実に稀にみる閉鎖的な職業集団で
ある。 
 戦後、「開放制にもとづく教員教育」が実施されて約 40年以上も経過した今日、既に新
制度によって養成された教員が教育の現場で活躍している。開放制教員養成制度の成果が、
いかなるものであるかを、教員の社会的交流の実態（「調査実施要項」末尾参照）に基づ
いて、若干の分析を試みたい。 
 この小稿では、教員の資格取得のケース別、つまり出身学校別（国立大学教育学部・学
芸大学卒業者＝以下「純系」と略す。一般大学・短大卒業者・私立教員養成所・検定試験
合格者等＝以下「傍系」と略す）に区別して検討する。 
 
 １ 全体的状況 
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 教員の社会的交流関係には、大きく区別して教職に関係があるフォーマルな交流関係面
（職場関係・教育実践を研究する教員サークル）とインフォーマルな交流関係面（地方議
員・町内会、自治会の役員・地元地域の団体＝青年会、サークル・地元の地域社会の一般
の人々）がある（図１参照）。 
 ３地域（東京都・山口県・長野県）とも地域的な特性が異なり、一概に論じられない。
しかし学校所在地とその児童の通学範囲という点から日常生活領域における交流という
点はほぼ同じとみてもよいであろう。 
 全体的な概況としては、各地域とも「学校＝職場関係」、「地域団体のメンバー＝青年会・
サークルなど」、「地域社会の指導者層＝町内会・自治会役員」、「地方議員＝都・県・市・
町・村議会議員」の順位である。この傾向は出身校別（「純系・傍系」）を問わず同じ順位
であるのは、まさに「教員集団の同質性の高さ」を物語っている。 
 フォーマルな面が断然多いことは、いかに教員が職務に忠実であるかを現わしている。
しかしその反面、交流が過密化し社会一般との交流が疎遠になり、他の集団との協調性を
欠き世間一般から遊離した点が生じる危険性を含んでいる。このような現象が生じた要因
としては、教員集団内部面をみると、男女間の職業上の差別がほとんどなく、学歴程度も
ほぼ同じである。他の企業体などの組織と比較して、校長・教頭と一般教員で組織上の地
位の格差が少ない。既述のように土着性の高い職業であることなどがある。このような同
質性の高さが逆に裏目に出て、多様性に欠ける点を指摘しておきたい。このようなことが
教育行為へ何らか影響するであろう。 
 教員の関心の範囲が狭く、その分野別においてもかなりの格差が生じていることは、教
員集団にとってマイナス面にならないとは限らない。 
 なお社会的交流関係の中にもその程度の差がある。それを以下のように類型化して検討
をすすめる。「積極型」（かなり交流関係がある）、「肯定型」（交流関係がある）、「否定型」
（全く交流関係がない）である（表１参照）。 
 
 ２ 地方議会議員（都・県・市・町・村議会議員） 
  
 全般的にみて交流が少なく３地域の平均は 27,3％（「積極型」＋「肯定型」）である。教
員という職業柄政治家との交際は、当然のことながら密接ではないことは一般に認められ
ている。全体的に長野県が最も多く地域間に差があることは注目される。出身校別でみる
と「傍系」出身者が全地域とも多い。地方の長野県の「傍系」出身者が最も多く山口県の
「純系」出身者の約２倍の格差があるのは実に注目される。長野県は歴史的にみても教 
員が政治に関心を示し、いろんな事件を起こした事実がある。また教育に関して独自の方
法を提起し国家権力との不調和現象を過去に起こし、世間の関心を集めたことがある④。
このようなことが直接・間接に今日でも影響しているのであろう。とくに「傍系」出身者
が多いのは、その社会の風土的なものに強く感化された結果ではなかろうか。さもなくば 
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図１ 教員の社会的交流関係の分野別 
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表１ 社会的交流関係の分野別・程度別・出身学校別％ （ ）内は実数 
 
 
教員と教員との間に教育にとって新しいよき関係が確立される潜在的な要因を早期に認
知したことによるものであろう。 
 山口県の「純系」出身者は、他の地域の「純系」出身者のなかで最も少ない。その理由
として考えられるのは、保守的な地域であり、スト参加率が低く、懲戒処分率が高いのも
特色である⑤。これは政治に対して無関心な教員が多いことを現している。また教育者と
してあるべき姿勢を保持している。すべての地域ともに「傍系」出身者と地方議員との交
流が多いのは注目される。「積極型」は３地域ともきわめて少なく、政治を教育との関係
を十分に認識している議員が多いことを物語っている。 
 「否定型」は、３地域とも３分の２以上を占めている。むしろこの現実は教員としての
姿勢の健全さの現れでもあろう。山口県が最も多く全体的にみて４分の３以上の教員達が、
全く政治家との交流関係がないことを物語っている。既述のように山口県は土地柄として、
地域別 東京都 山口県 長野県 
出身校別 
交流程度別 
交流 
分野別 
 
純系 
 
傍系 
 
合計 
 
純系 
 
傍系 
 
合計 
 
純系 
 
傍系 
 
合計 
①
地
方
議
会
議
員 １）「積極型」 1.1(2) 0 0.7(2) 1.1(6) 2.0(4) 1.4(10) 2.1(11) 6.5(8) 2.0(19) 
２）「肯定型」 26.1(49) 30.3(27) 27.4(76) 20.8(109) 25.4(50) 22.1(150) 28.3(149) 33.9(42) 29.3(191) 
３）「否定型」 70.1(132) 65.2(58) 68.6(190) 76.7(402) 71.1(140) 75.2(542) 68.7(362) 56.5(70) 66.4(432) 
Ｎ・Ａ 2.7(5) 4.5(4) 3.2(9) 1.3(7) 1.5(3) 1.4(10) 0.9(1) 3.2(4) 1.4(9) 
②
地
域
社
会
の
リ
ー
ダ
ー
別 
１）「積極型」 3.2(6) 9.0(8) 5.1(14) 9.2(48) 7.6(15) 8.7(63) 6.8(36) 11.3(14) 7.7(30) 
２）「肯定型」 33.5(63) 30.3(27) 32.5(90) 39.7(208) 36.0(71) 38.7(279) 34.0(179) 38.7(48) 34.0(227) 
３）「否定型」 61.2(115) 56.4(32) 60.3(167) 49.8(261) 54.8(108) 51.2(369) 58.4(308) 47.6(59) 56.4(367) 
Ｎ・Ａ 2.1(4) 2.2(2) 2.2(6) 1.3(7) 1.6(3) 1.4(10) 0.8(4) 2.4(3) 1.1(7) 
③
学
校
～
職
場 
関
係
（
Ｐ
Ｔ
Ａ 
関
係
を
含
む
） 
１）「積極型」 63.8(120) 59.6(53) 62.5(173) 65.5(343) 60.9(120) 64.2(463) 65.8(347) 59.7(74) 64.7(421) 
２）「肯定型」 34.0(64) 39.3(35) 35.7(99) 32.6(171) 37.6(74) 31.0(245) 33.6(177) 38.7(48) 34.6(225) 
３）「否定型」 0.5(1) 0 0.4(1) 0.8(4) 0.6(1) 0.7(5) 0.4(2) 1.6(2) 0.6(4) 
Ｎ・Ａ 1.6(3) 1.1(1) 1.4(4) 1.1(6) 1.0(2) 1.1(8) 0.2(1) 0 0.2(1) 
④
地
域
団
体
の 
メ
ン
バ
ー
（
青
年 
会
サ
ー
ク
ル
等
） 
１）「積極型」 18.1(34) 14.6(13) 17.0(47) 13.4(70) 21.8(43) 15.7(113) 19.7(104) 31.5(39) 22.0(143) 
２）「肯定型」 6.8(88) 51.7(46) 48.4(134) 51.9(272) 40.1(79) 48.7(351) 60.3(318) 49.2(61) 58.2(379) 
３）「否定型」 34.0(61) 32.6(29) 33.6(93) 33.4(175) 37.1(73) 34.4(218) 19.7(101) 17.7(22) 19.4(126) 
Ｎ・Ａ 1.1(2) 1.1(1) 1.1(3) 1.3(7) 1.0(2) 1.2(9) 0.2(1) 1.6(2) 0.5(3) 
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政治に関心を寄せる教員が少ないことと関連しているとも考えられる。逆に長野県が最も
少なくむしろ接触が多いことの理由として、教員の歴史的な活動および地理的な問題＝山
間部が多く狭い地域の範囲で日常生活を営んでいる関係から、自然と地元の政治家と接触
する機会が多いことも関係しているのであろう。 
 全ての地域において、「純系」出身者よりも政治に無関心であることを示している。こ
れはまさに教員としては正常な生き方ともみられる。 
 
   ３ 地域社会の指導者層（町内会・自治会役員など） 
 
 今日、教員の通勤状況・勤務地近辺居住状況には、厳しい問題がある。一般的にみて居
住地と勤務地との遠隔化の度合いは、一層顕著になっている。理想的には教員は勤務校の
地域に生活の根拠を確保することであるが、諸般の事情によりもはや実現の可能性にとぼ
しい。このようなことから、当然、大都市の東京都の教員は、地域から遊離する可能性が
大きく、究極的には児童の教育・地域の活性化に何らかの影響をもたらすであろう。 
 先行の調査研究として「校区・自治会や町が主催する運動会等への参加についての教師
自身の意見」の結果は⑥、「ぜひ参加すべきだ」4.6％、「できるだけ参加すべきだ」45.9％
であり、「参加しなくてもよい」18.5％「どちらでもよい」25.3％を加えると、約半数近
くの教員がその積極的意義を認めていないことが明らかである。このような傾向は、本調
査の結果とほぼ同じで各地域においても半数以上の教員が地元の地域社会のリーダー層
との接触の機会が全くない。これは他の調査「地域交流の意義と実際」においても裏付け
られている⑦。つまり学校の所在する地域社会に教員自らが帰属意識を保持しているとは、
一概に言えないのが実情であろう。これはまさに既述の大幅な通勤を契機として、勤務地
の地域社会との生活的隔離が広がっているということが、勤務地の地域社会との生活的隔
離が広がっているということが、最大の要因ともみられる。 
 「純・傍系」出身者の格差は（第１表参照）、東京都の交流関係の密度が他の地域より
最も少ない。これは大都市の生活状況からみて通勤条件が厳しく、時間的制約などから地
元地域社会に関係する余裕がないことも一つの要因でもあろう。山口県の場合、３地域の
なかで最も交流関係が出身学校別を問わず最も多いことは注目される。なかでも「純系」
出身者が最も多く、職業的な土着性と地元の地域社会に対する愛着の強さの現われでもあ
ろう。長野県の場合は、「傍系」出身者の半数以上が、地元の地域社会のリーダー層との
交流関係がある。これは「傍系」出身者ゆえに地元の地域社会との融和を保ちより一層努
力し、学校外の教育に熱意を注いでいる現れでもあろう。 
 次に交流関係の程度をみると、「積極型」では「純系」出身者では山口県、「傍系」出身
者では長野県が最も多い。同じ地方でもこのように出身校によって格差がみられるのは、
地域社会のリーダー層の受け入れの姿勢にも若干影響されるだろうが、出身学校別の問題
よりも教員個人の教育姿勢によるものではなかろうか。 
99 
 
 「肯定型」は全地域とも 30％代で目立った格差がないのは、教員としてほどほどの交流
関係を良識的に保持しつつ教育を遂行している現れでもあろう。これは地元の地域社会に
対して、関心度が高いとは言えない。また校区内の諸事情の情報を的確に収集するには、
やや努力が欠けるのではなかろうか。 
 「否定型」では、全地域とも半数以上の教員が全く交流関係がないことは、如何に校区
内に対して関心が薄いかを、より一層裏付けている。地域別では、東京都が「純・傍系」
出身者とも多いのは、既述の通勤事情・校区外住居などの影響によるものであろう。地方
の教員のほうが地域社会のリーダー層との接触が多い点は、教育の質的な面について何ら
かの形で影響を及ぼしているとみても過言ではなかろう。 
 長野県の「傍系」出身者が、すべてのなかで最も多く半数を占めている。これはむしろ
「純系」出身者より地元の地域社会に対する志向性の強さの現われであるとともに、地域
社会と共存共栄の真の教育の実践を志しているものと解釈される。 
 全体的にみて、意外に地元の地域社会との交流間系が乏しい。各地域のさまざまな事情
があるにせよ、小学校の教育において教員は地元の地域社会にもっと関心をもつべきであ
ろう。それが達成されてこそ学校教育も生かされてくるのではなかろうか。 
 教員個人の努力がより一層期待されることが判明した。 
 
   ４ 学校＝職場関係（PTA関係を含む） 
 
 全地域とも全体的に「積極型」が圧倒的に多く 60％以上を占めている。出身校別では東
京都・長野県の「傍系」出身者が他よりもやや少ない。この事実はまさに教員集団の特質
を改めてより一層裏付けている。教員社会というきわめて同質的な狭い範囲で濃厚な交流
関係を保持することはきわめて安定的で協調性に富んでいる。しかしその反面、視野が限
定され柔軟性に問題が残る。日本の初等教育の教員界において、中途採用が皆無に等しく、
集団構成員は、ますます閉鎖性を強め、一般社会から遊離する可能性がある。教員社会は
一般的な社会常識から逸脱し孤立化しているのが現状ではなかろうか。このようななかで
教員集団の多くのメンバーは、それぞれ満足度を維持しているのであろう。 
 「純系」出身者が全地域とも多いのは、学生時代からほぼ同じ境遇であることから行動
様式・価値観なども画一化されより一層密接な交流関係が形成されているのであろう。 
 「肯定型」では、すべての地域において、出身校別を問わず 30％代である。「純・傍系」
出身者別の格差は、すべての地域とも５％代である。その有意差はほとんどなく地域間格
差の影響は乏しく教員集団の同質性・画一化の現象がさらに確認される。 
 「否定型」においては、全地域とも全体的にみて皆無に等しい。これは教員のユニーク
さを物語るとともに、余りにも同化作用が過剰になると、むしろ病理現象が生じることも
注意すべきであろう。意外なことに東京都の「傍系」出身者のすべての教員が交流関係を
保っていることは、出身学校別の影響とは関係が薄いことを物語っている。 
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 同職者同志の交流の必要性は、教員意外の場合でも認められるが、他の社会との交流関
係の状況と比較して、余りにも格差がありすぎる感がある。教員自身のみではなく教育の
現場にも直接・間接に何らかの影響を及ぼしているであろう。 
 
   ５ 地域団体のメンバー（青年会・サークルなど） 
 
 全地域とも半数以上の教員が、地元の地域団体のメンバーと交流関係がある。これは地
元に対する関心の深さでもあろう。また同時に学校教育と地元社会との連携により子ども
の社会化に役立つ教育を実施していることが明らかになった。とくに長野県では「地方議
員」の場合と同じように交流関係が最も多い。これは地元の教員の地域社会に対する関心
の強さのみではなく、教員の幅広い価値観も影響しているのであろう。当然のことながら
教育実践の面においても、他の地域と異なった成果がみられるのではなかろうか。 
 次に交流関係の程度をみると（表１参照）、「積極型」では長野県が他の地域よりも多く、
しかも「傍系」出身者が多い。地方の地域では、「純系」出身者より「傍系」出身者の方
が多いのは、「傍系」出身者ゆえにより一層の努力をし、地域社会と密接なる連携を保持
し、教育の効果の向上に向かって努力している姿勢がうかがえる。今日の学校教育中心の
教育に対して批判的な考えからこのような行動になったのではなかろうか。地域社会を活
性化する一つの方法としては、まず教員が地域の諸団体のリーダーと常に連絡を密にし子
どもを中心とした諸行事を企画・実行することが、教員の役割の一つとして自覚している
のであろう。とくに地域社会における教育問題としては、かつて地域社会そのものが共同
体をなしていた時代には、子ども達は地域の中で仲間とかかわり、地域社会の大人たちか
ら日常の生活の暮らし、地域の仕事や祭礼行事など、公徳心、大人の生き方などをさまざ
まなケースで直接・間接に学んできた。しかし今日では、地域社会の共同体が崩壊しかつ
てのような経験や機会がほとんど子ども達に与えられていない。子どもは今も以前と同じ
ように地域社会の中で生活している。しかし子ども自らが地域の中に入って行けず、また
地域の側も子どもの育成にとって好ましい環境ではない。つまり子どもにとって魅力ある
人間形成的活動の場もないのが今日の実態でもあろう。このような状況下を十分に認識し
た教員ならば、当然のことながら学校教育と地域社会と連携のために地域社会の諸団体の
リーダー層と交流関係を保つために努力するであろう。この点からして長野県の教員は他
の地域の教員よりかなり評価されるべきである。 
 「肯定型」においては、既述の「積極型」の場合と同じように長野県がもっとも多い。
とくに「純系」出身者が目立って多いことは、学校教育の成果について地域社会の教育活
動を無視しては効果がないと認識している結果であろう。同じ地方の「純系」出身者とい
えども山口県が少ないのは、各々の教員自身の問題もさることながら、その地域社会の
人々の子どもの育成に対する姿勢にも関係していることも考慮される。東京都の場合「純
系」出身者が最も少ないのは、東京都内の教員養成専門系の卒業者は、割合に少なく他の
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道府県からの流入者が多い。しかも大都会の性格上、住民の移動率が高く定着性の低さに
も問題がある。このような諸般の事情から学校と地域社会とのもろもろのことが絡んだ結
果でもあろう。 
 「否定型」では、山口県の教員がもっとも多い。同じ地方でも長野県の２倍以上である。
同じ「傍系」出身者たちでもこのように格差があるのは、教員の地域社会に対する姿勢に
よるものであろう。東京都・山口県では、地域団体メンバーとの交流関係がない教員は３
分の１以上もいる。これは果たして児童・生徒の健全な育成に教員として努力しているの
か、いささか疑問さえ生じる。 
 
   結びにかえて 
 
 教員達の社会的交流関係の実態は、自分達の同職集団との交流関係において、実に濃厚
な交流が行われている。その他の社会的分野における交流は、きわめて限られた分野でし
かも交流の程度は十分とは言えない。このような教員の生活態度では、まさに教員と地域
社会との関係の隔離がある。地域社会対学校が円滑であることが、児童・生徒の教育にと
って必要であろう。その中心的な役割を担う教員自身に問題があるのではなかろうか。教
員の社会には、その地域の生活また子ども・父母の生活を一段低く見る傾向がある。また
教員は地域社会にあって「文化普及者」としての位置にある。「普及者」は一歩先・一段
上を行ってなければその役割は遂行できない。また教員は地域社会にあって「理想の具現
者」としてその役割を期待されている。 
 しかしこの度の調査結果によると、全般的に教員関係集団意外には、交流関係が少ない。
つまり一般社会からの孤立、また地域社会からの孤立は、教員達をして「教員仲間」集団
を強く形成する作用に影響したとみられる。また社会的な関心の幅に広がりのない教員は、
果たして現代の子どもの多様さを把握し理解することが可能であろうか。目の前にいる児
童・生徒の指導に熱心であることはいうまでもないが、それのみで完全な教育が達成され
ない。「学校・地域社会・家庭」がお互いに連絡を密にしてこそ児童・生徒の教育は完成
される。その中心的な役割を担う教員自身の社会的認識の「純・傍系」出身者の著しい差
異はみられなかった。とくに交流範囲の狭さは、教職という職業柄もある程度関係してい
るが、むしろそれよりも教員個人の意識の改革が必要であろう。 
 全般的にみて多彩な社会的交流関係が少ないことのみではなく、その交流程度において
も「地域社会のリーダー層」「地域団体のメンバー」をみると、多数の「積極的」な参加
をもって成り立っているとは言えない。「付き合い程度」という傾向である。したがって
教育遂行上に強い影響を持つものは少ない。 
 教員世界には、①教員対地域社会、②教員対生徒、③教員相互といった社会関係がある。
この小稿では、教員が地域社会に対してどのような交流の実績があるかを検討したが、教
員がその地域社会との交流実績が意外に乏しく、一体化の傾向は残念ながら認められなか
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った。これは教員の個人的な要因のみではなく、教員集団にも問題があるのではなかろう
か。 
 いずれにしても地域社会対学校の諸関係においては、地域の格差はあるが全般的にみて
十分な社会関係が成立していないとみられる。地域社会の活性化のためには、地域の教育
力を高め子どもの人間形成にとって有利な影響をもたらすように教員はもっと努力すべ
きである。そのためには現在よりもより一層、積極的に幅広く地域社会のあらゆる分野と
交流を推進するように努力すべきである。教員の置かれている社会的条件（勤務先と住居
地などの問題など）の改善も同時に考慮される必要があろう。 
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 「調査実施要項」 
① 調査地選定理由：東京都＝わが国の首都であり、都道府県別において教員数が最高で
ある。長野県＝前回の調査実施時（1970年）で女性教員の比率が全国最低の県であ
る。また信濃教育会という伝統ある組織があり、きわめて教育熱心は県である。山口
県＝非常に保守的な県である。 
② 母集団：東京都＝女性教員 19,812名 長野県＝女性教員 2,494名。男性教員 1,728
名、山口県＝女性教員 2,787名、男性教員 1,728名。 
③  抽出台帳：東京都＝東京都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公
立学校職員名簿』1984年版,長野県＝『長野県学事関係職員名簿』（―1986年版、信
濃教育会発行）、山口県＝『山口県教職員録』（―1986年度版、山口県学校生活協同
組合発行）。 
④ 抽出方式：東京都＝無作為抽出法,長野県＝無作為抽出法,山口県＝３分の１抽出法。 
⑤  サンプル：東京都＝計画 1,000（男性 500、女性 500）、有効回収数・男性 135、女
性 149、回収率、男性 27.0%、女性 29.8%である。長野県＝計画 1267、有効回収数 653、
（男性 382、女性 270、性別不要１）回収率 51.5%である。山口県＝計画 1505（男性
576、女性 929）、有効回収数 727（男性 274、女性 452）、回収率 48.3%（男性 47.6%、
女性 48.8%）である。 
⑥ 財源：東京部＝1981年度文部省科研費一般研究（C）、長野県＝1986年度文部省科研
費一般研究（C）、山口県＝1986年度文部省科研費一般研究（C）。 
⑦ 調査方法：東京都＝1984年６月中旬、長野県＝1986年 11月中旬、山口県＝1986年
11月中旬。 
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Ⅲ 管理職（校長）の教職意識 
 
第８章 現代日本の校長像 
 
― 東京都内・長野県下公立小学校長を中心に ―  
 
はじめに 
 
 「校長像」は実にさまざまな角度からとらえられるが、ここでは主に「教職を志願し
た動機」を基に、「日常における校長の教育活動」についていささか検討してみよう。
教育現場の責任者である校長は、日常その他位にふさわしい職見と冷静さをもって状況
を把握し、的確なる判断を行うのが理想であろう。しかし現実においては「どのような
状況であろうか」これを知るために、この度行なった「小学校校長の意識調査」結果の
ごく一部分を示し、「校長像」を考える素材として紹介してみよう。 
ここで紹介する調査は、２地区（東京都内・長野県下）で公立小学校長のみを対象と
した（東京＝900人に調査票を郵送し、そのなかの 573人が返送、回収率 63,7％、昭和
52年 2月上旬に実施。長野県＝412人に調査票を郵送し、そのなかの 243人が返送、回
収率 59％、昭和 52年 10月上旬に実施）。 
 
１ 就職動機（事情）分析 
 
教職に限らず、仕事を通して社会に貢献しようとする態度は、きわめて重要である。
とくに教師は、他の一般サラリーマンと違った就職動機がみられなければならないと思
われる。 
 
図 1 就職動機類型別 
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就職動機を次の６つに類型化して検討を試みよう（図１参照）。 
A「憧憬型」（幼いころより教職にあこがれていたもの） 
B「適職型」（自分の性格などをよく考慮し自己に教職という職種が適しているとみ
て就職したもの） 
C「被勧誘型」（他人から勧められて、ただ何となく教職に就いたもの） 
D「相続型」（親が教師をしていた関係上教職を選んだもの） 
E「漢然型」（他に適当な職がなく、ただ何となく教職に就いたもの、いわゆる「デ
モシカ先生」の類である） 
F「価値志向型」（教職という仕事自体にきわめて魅力があるとするもの） 
 
就職動機づけが堅実とみられる「適職型」、「価値志向型」が全体から見て東京 
36.1％・長野 44.8％であり、逆に不堅実とみられる「被勧誘型」、「漢然型」が東京
27.2％・長野 25.5％である。このように動機づけにおいて長野の方が東京に較べて堅実
なものが多くみられる。 
教職に就いて約 20年以上経過し、その間にいろいろな経験を積み重ねられたにもかか
わらず、就職動機づけが日常の職務遂行にいかに関連しているかをみてみよう。 
  
２ 生き甲斐類型 
 
 
 
「今日まで教師として最も『生き甲斐』を感じられた時は、どのような時ですか」とい
う設問に対し、この回答結果を次の５つに類型化し、「就職動機づけ」との関連から検討
してみよう（表１参照）。 
① 「父母被感謝型」（自分の教育指導に関して児童の両親から高く評価されたとき） 
東京「漢然型」、長野「被勧誘型」がもっとも多く、かなり動機づけの不堅実さが
影響している。 
表１ 生き甲斐型 
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② 「教育効果型」（自分が指導したことに対して教育効果が現われたとき） 
教師として当然のことで東京・長野ともに「適職型」、「価値志向型」が多く、逆
に「漢然型」が少ない。この場合も動機づけが、かなり日常の教育姿勢にも強く影響
していることが判る。 
③ 「被評判型」（自分にふさわしい評判を耳にしたとき） 
教師として全く頼りなさがみられる。この場合も東京・長野ともに「被勧誘型」、
「漢然型」が多く、「価値志向型」が長野は皆無であり、東京はごくわずかながら存
在している。このように校長という地位にいる教師でさえ、このような状況であるこ
とは、どんなに就職動機が重要であるかをあらためて再認識される必要があろう。 
④ 「卒業生被感謝型」（自分がかつて指導した児童が成長し社会人になって、先生の教  
育指導などが良かったと評価され感謝されたとき） 
東京・長野とも「被勧誘型」が少なく、東京は「漢然型」が目立って少ない。この
ように不堅実な動機によって教職に就いた校長は、教育に対しての情熱・指導技量の
点に何らかの不足があったのではなかろうか。 
⑤ 「その他型」 
実にさまざまな「生き甲斐」があるが、全般的にみて就職動機づけの堅実なものは、
教師として「自律性」が強く、逆に不堅実なものは「他律性」の傾向が明らかである。 
⑥ 地区別にみると、東京は「父母被感謝型」、「被評判型」が長野より多く、逆に「教 
育効果型」「卒業生被感謝型」は少ない。これは都会人の特色である「他人志向型」 
の現われともみられるが、教職の指導的な他位にたずさわっている校長として、いさ
さか気にかかることである。 
⑦ 就職後かなりの期間が経過し教職経験が豊かであるにもかかわらず、はじめの就職動
機がかなり日常の職務遂行に強く影響していることは、注目すべき事実であろう。 
 
３ 職務上の被支持類型 
 
表２
皮
２ 
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「日常、校長として職務を遂行する上で自分の周囲（ＰＴＡ・職員会・教育委員会など）
から、どの程度に自分が支持されていると思いますか」という質問に対して、次の５つに
類型化して「就職動機づけ」との関連をみてみよう（表 2参照）。 
① 不明型（全く自分がどの程度に支持されているのか見当がつかないもの） 
両地区ともに「漢然型」が最も多い。これはただ何となく就職したものは、日常の自
分の教育活動に対して周囲からの評価についても関心がないのであろう。全体的な状況
として、長野は東京よりも約４倍近く多いのは注目される事実である。 
② 積極型（かなり支持されていると自信をもっているもの） 
全体的には東京が長野よりも約２倍近く多い。なかでも就職動機の堅実な「価値志向
型」、「適職型」の２つが目立って多い。これは就職動機の堅実なものは、日常の職務
遂行の面において被支持率も高いと感じていることを示している。 
③ 普通型（普通に支持されていると思っているもの） 
両地区とも最も多く、全体の類型のなかで約４の３を占めている。これは現代の校長
の大多数が、普通に支持されていると思って日常の教育活動に専念しているのであろう。 
④ 消極型（余り支持されていないと思われるもの） 
全体的に長野の方が多い。両地区とも「相続型」が多いのは、就職動機づけにやや 
瞬昧な点があったのか、また日常の職務態度に関して何らかの熱意が不足していたので
はなかろうか。 
⑤ 孤立型（全く誰からも支持されていないと自ら認めているもの） 
さすがに校長に就任する人物だけに両地区とも皆無である。すべての校長は、程度の
差こそあるが何らか周囲からの支持を得ていると自覚し、日常の職務に励んでいること
の現われであろう。 
就職動機づけの堅実・不堅実と被支持率の高・低間には、相関関係がみられる。これ
はいかに就職動機づけが重要であるか、あらためて再認識されよう。 
  
４ 教師のタイプ 
 
「日常教育経験を通じて『教師』という職業を考えるときに、あなたは『専門職』『労
働者』『その他』のいずれに該当するとお考えですか」。このような質問に対して、（表
3参照）両地区とも「専門職」がもっとも多い。東京は「専門職」「労働者」が長野より
多く、逆に「聖職」は少ない。このように長野は「聖職」が多く「労働者」が一人もいな
いことは、東京に較べて保守的な傾向の校長が多いことを物語っている。このように地区
別によって「教師のタイプ」に格差がみられる。これは教育現場においても何らかの影響
のちがいが現われるであろう。 
 
表３ 教師のタイプ 
       地区別 
項目別 
東京都 長野県 
Ａ 専門職 72.6% (416) 53.5% (130) 
Ｂ 聖職 22.5% (129) 36.2% (88) 
Ｃ 労働者 0.2% (1) 0% (0) 
Ｄ その他 4.4% (25) 10.3% (25) 
Ｎ・Ａ 0.3% (2) 0% (0) 
合計 100.0% (573) 100.0% (243) 
 
 
５ 女教師の増加観 
 
全国的にみてこの数年毎年小学校の女教師は、増加の一途をたどり、今日ではもはや全
教員の 56.3％を占めるに至っている。このような情勢に対して「校長先生はどのようにお
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考えですか」という質問に対して（表４参照）、「肯定型」（大変好ましい）は両地区と
もきわめて少なく、とくに長野は東京の 60％しか賛成するものがいない。「準否定」（余
り好ましくない）、「否定型」（好ましくない）は、両地区とも全体の半数以上（東京
72.5％長野 57.9％）を占め、女教師の増加傾向を歓迎しない校長が多いことが明らかとな
った。全く予想外に進歩的傾向の強い東京において、このような現象が長野より多くみら
れたことは、今日の女教師自からが勤務態度などについて、反省する機会でもあろう。
「不明型」（何とも言えない）は長野の方が東京より多いのは、女教師の割合がきわめて
少なく、また女性で校長に就任しているものが、いまだに１人もいないことなどから、こ
のような結果が出たのではなかろうか。 
わが国の女子の伝統的な代表的職種である「女教師」に対する現代校長の評価は、かな
り激しいものであることが明らかとなった。 
 
表４ 女教師の増加観 
     地区別 
項目別 
東京都 長野県 
Ａ 肯定型 4.0% (23) 2.4% (6) 
Ｂ 不明型 16.6% (98) 29.6% (72) 
Ｃ 準否定型 50.3% (288) 44.4% (108) 
Ｄ 否定型 22.2% (127) 13.5% (33) 
Ｅ その他 6.6% (38) 6.1% (15) 
Ｎ・Ａ 0.4% (2) 3.7% (9) 
合計 100.0% (573) 100.0% (243) 
 
 
 結びにかえて 
 
現代の大多数の校長は、長年の教職経験を積んで教育現場の管理者として「教育の本質
を十分に理解したうえで、日常の職務を行っていることが明らかとなった。しかし残念な
がらごく少数の校長は、就職動機が暖昧で約 30年以上も教育にたずさわりながらも、ま
だ周囲の評判に気をとられ、しかも人並みの程度しか支持されていないと感じている。こ
れはいかに教師の指導者層としての自信のなさを物語っているか。現代の初等教育界には、
数こそ少ないが校長としての職務を遂行するにふさわしい能力を持ち合せていないものが
いることが明らかになった。これは将来において、社会的・政治的状況の急激な変貌があ
った場合に「教育の質」に危険が迫ることもあろう。 
あらためて言うまでもなく、学校教育の中心的な担い手は「教師」であり、その管理職
者としての校長にとって最も重要なことは、「なぜ教師を志願したか」という就職動機で
あろう。教職に対する真剣な姿勢を常に保持するには、まず堅実な就職動機が必要である。
この堅実さが資質を向上させ能力を開発する原動力ともなり、また職見の拡大にもつなが
るとみられる。 
就職動機づけの堅実な校長昇任希望者のみを、いかに合理的に的確な方法で選考し昇任
させるか。これが現代の初等教育界の指導層である校長を育成するために、最も緊急に必
要とされる課題の一つであろう。 
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第９章 小学校長の意識構造 
  
― 東京都・長野県下公立小学校長を中心に ― 
 
 
はじめに 
 
 現代社会においてわが国のすべての国民が、つねに関心を寄せているのは「教育の問題」
であろう。あらためて論ずるまでもないが、教育は人間形成にとって最も重要であり、また
国家の将来を決定づけるに大きな役割を担っている。今日の教育現場の現状は、実にさまざ
まな問題が山積していることは周知の事実である。そのなかでもとくに教育の第一線の実質
的な担い手である現場の教師に関しては、さまざまな論議がたえずなされている。その大多
数の教師たちは、いかなる意識に基づいて日常の教育に取り組んでいるのか。またそれが教
師として職務を遂行する際に、いかなる影響を及ぼすのであろうか、などを検討し、「現代
日本の教師像」を形成する手がかりを追及するのが、この研究の当面のささやかな目的であ
る。 
ここでは、現代の教員層内部の管理職層・指導者層の大都市（東京都）と地方（長野県）
の校長のみを限定対象として、過去 20数年前に教師を志した「就職動機」が、今日の「教
職観」といかなる関連性があるのかを実証的資料（「調査実施要項」末尾参照）に基づいて
分析し、より一層健全なる「教師育成」へのための一里塚とするのが、本稿の趣旨である。 
 
１ 教員養成制度の歴史的変遷 
 
戦前、教員養成の師範学校教育の特殊性は、実にさまざまな問題を含んでいた。なかでも
とくに子どもの人格を信頼するというより、子どもを国家目的に迎合し育成しようとする明
治の教師特有の教職観を形成していた①。また師範学校は、小学校高等科（小学校は 1907 
(明治 40)年より尋常科６年＝義務制高等科２年）卒業生を入学させる本科一部（５年課
程）が主体であった。1931 (昭和６)年になり２部（中学卒業者）が２年制になった。とく
に一部はこのように年齢的にみても、まだ自分と社会についても全く認識が十分でない年少
時（14歳）に教員養成機関へ入ることを自から決めた者は、一般的にみてもごく少数であ
ったと推測される。大多数のものは、周囲の人々から勧められ、他律的な動機による場合が
多かったとみられる。 
戦前の初等教育界には、このような正規の教員養成機関（師範学校）以外に傍系の教員養
成機関が存在していた。それは法制上臨時措置によって旧制高女・中学卒業の臨時教員養成
所出身者や検定合格などによって小学校教員資格を取得したものが混在していた。 
戦後、教員養成制度は「閉鎖型から開放型（教員資格取得は一般大学においても可能とな
る）へ」と変化した。また教員養成機関は大学に昇格した。大学は真理探求の場であり、そ
れを教授する自由が保証されるようになった。この点が教員養成の目的をもった師範学校と
は、本質的に異なり、さまざまな師範教育の特殊性の排除を行ったことは、現代の教員養成
にとってきわめて有益なことである。また教員養成機関を志願する時期が、戦前の旧制度と
比較して年齢的に遅くなり、ある程度は自分の性格などを総合的に考慮するに可能な年齢に
達している。これは戦後の教員養成制度の特質の一部でもある。このように教員養成制度の
発展過程からみても、戦前に教職に就いた管理職・指導者層である校長は、今日の若年齢層
の教師たちと価値観などの格差がみられるのは当然であろう。 
  
２ 就職動機分析 
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この調査の研究対象者（校長）は、年齢層的にみて（参考資料＝A表参照）、終戦近くか
ら戦後にわたって教員養成機関を経た人々であり、その当時の社会情勢は実に混乱をきわめ
ていた。とくに戦後においては、明治以来のわが国の教育制度・方針が占領国によって大幅
に改革された。またさらに憲法改正などにより国民のおのおのの価値観などが、実に多様化
し、混沌としていた。この期間は国民一般の日常の実生活においても物質的な窮乏が著しく、
今日では想像することさえ困難な社会情勢であった。このような劣悪な諸条件のなかで、あ
えて営利を目的としない特殊な職業である教師に就任した動機は、他の一般的な職業の就職
動機と自ずから異ったものが見い出されなければならないであろう。また職業としての教職
の在り方に何らかの深い意義が見い出されるべきであろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           
 
 
「就職動機づけ」を次の質問項目に基づき、その結果を「類型化」してみよう。就職動機
の全体的状況としては（図 1参照）、動機の堅実型である「適職型」と「価値志向型」を合
せてと京都 36.1％、長野県 44.8％である。また逆に不堅実型とみられる「被勧誘型」と
「漠然型」は東京都 27.2％、長野県 25.5％であり、おおむね地方の長野県の方が就職動機
が東京都より堅実であり地域格差がみられる。両地区ともに就職動機に関しては、他の調査
（問）教職に就かれた理由は何ですか（最も近い理由を一つ選んでください）。 
（A）幼少時代より教師という職業にあこがれていたから—>「憧憬型」 
（B）自己にもっとも適した職業と考えたから—>「適職型」 
（C）他人にすすめられて—>「被勧誘型」 
（D）親が教員をしていたから—>「相続型」 
（E）教育関係の学校が比較的入学しやすく、また経済的な恩恵もあったから—>「漠然型」 
（F）教職という仕事自体にきわめて魅力（誇りをもつ）があったから—>「価値志向型」 
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結果と同じようにほぼ良好な傾向である②。また東京都の一般教員の方が、校長によりも就
職動機づけが堅実であることは、全く意外な現象である③。 
 
３ 教師のタイプ 
 
教師のタイプは、歴史的な変遷に伴って、実にいろいろ存在してきた。 
戦前は、教師が「特別な人」として人々から扱われた歴史は古く、またそのように扱われ
た教師の側も「それに応じた生き方」をしてきた。その当時の教師は、儒教的師道観から聖
職者として神格化されていた。 
戦後は、日教組が 1951 年に出した「教師倫理鋼領」で教師を「教育労働者」と規定した
ことは、わが国にとって実に画期的なものであった。最近、教師に関してさまざまな評価が
与えられている。その現れとして、例えば、「デモ・シカ教師」、「教育労働者」、「聖職
教師」、「サラリーマン教師」、「専門職教師」など一般に言われている。しかし最近にな
り社会の諸情勢の変化に伴って、「専門職論」がきわめて活発になってきている。はたして
初等教育に携わる教師は「専門職」として確立されるか否かをめぐって、さまざまな見解が
出されたが、現在では「準専門職」的な評価がきわめて強い傾向にある④。また現代の小学
校校長の職業の社会的評価＝職業威信スコアは 82のなかで第９位にあり、かなり高いもの
である⑤。 
教師就任以来、約 20数年以上も経過し、その間にいろいろな研修を積み重ねた結果、管
理職に就任している現代の校長は、自分を「いかなるタイプの教師」と自覚して日常の職務
に励んでいるのであろうか。 
次の質問を行い、その結果を「類型化」すると、これらのタイプの受け止め方によって職
務遂行のあらゆる点で差異が生じてくるとみられる。まず全体的な概要としては（表 1参
照）、「専門職型」と「聖職型」を合わせると 90％以上で、大多数の教師たちは実に堅実
な教師のタイプを自覚している。両地区（東京・長野）ともに教育に対する住民の関心度は
全国平均より高く、子どもの能力向上にはかなり熱心な場所柄である⑥。このような地域状
況が教師個々人に対して何らかの影響をもたらしたものともみられる。 
 
 
① 「専門職型」 
すべてのタイプのなかで両地区とも半数以上を占め最高である。これは今日の校長の自己
職業評価に対する認識の高さの現れであろう。東京が長野より約 50％近く多いのは、研修
会などの開催およびその参加の機会が多く、たえず自己向上心の機会にめぐまれた結果から
ともみられる。動機づけの不堅実型に属する「被勧誘型」が最も少ないのは、はじめの教職
に対する姿勢の弱さが長年間継続した現れである。その理由は、本人の教職に対する意欲の
欠如もさることながら、教師としての適性そのものに問題があったのではなかろうか。また
長野においても動機づけの不堅実型に属する「相続型」が最も少なく、東京の場合と同じよ
うに自己の積極的な動機づけの不足と、その後の教職に取り組む姿勢そのものに欠陥があっ
たとみられる。東京「漠然型」・長野「被勧誘型」が意外に多いのは、就任後の自己向上心
による研鑚の結果から、このような現象が生じたのであろう。このように就職動機づけとの
(問)永年の教育体験から「教師」という職業は、次のどのタイプに近いとお考えですか。 
（A）専門職者        ——>「専門職型」 
（B）聖職者         ——>「聖職型」 
（C）労働者         ——>「労働者型」 
（D）その他（自由記述式）  ——>「その他型」 
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関連性は、ある程度みられるが基本的には就任後の本人の自覚と努力によって向上する場合
が多いとみられる。 
② 「聖職型」 
これは戦前の教師タイプの代表的なものである。全体的にみて地方の長野が大都会の東京
よりも約２倍近く多いのは、教育県である長野の特色でもあろう。またこの現象は、きわめ
て保守的な思想を持ち続けている校長が多いことを物語っている。就職動機づけの関連では、
すべての類型において長野が多く、そのなかで不堅実型に属する「漠然型」「相続型」が多
く、東京都は全く対照的である。これは就職動機が堅実でなくても就任後の教師集団に加入
することによって、自ら準拠集団の動機に同化され、また本人もその集団目標に努力した結
果ともみられる⑦。長野に古いタイプの校長が多いのは、日常の教育行政面においてもあら
ゆる点で大都会の東京とは差異が生じるであろう。長野は地方であるゆえにきわめて保守的
であるとは一概に言えず、「信濃教育」の特質との関連性からも追究する必要があろう。 
 
 
 
③ 「労働者型」 
これは「教育労働者」という意味である。この教育労働者ならびに教育労働については、
実にさまざまな説があり⑧、まだ定説が確立されていない。「教育労働者」という概念は、
「教育賃労働者」という呼ばれる科学的概念であり、その形成と増大は賃労働の対立物であ
る資本の形成と蓄積である。明治以来の日本資本主義の発展と密接な関係があり、階級闘争
の問題を見落してはならないのである。 
さて労働者と意識している校長は、東京にただ１人存在する。これはきわめて注目すべき
事実であろう。就職動機づけとの関連では「憧憬型」でやや動機づけの弱さがうかがわれる。
管理職・指導者層に労働者意識をもったものが大都会の東京に存在する要因は、生活環境の
問題よりも本人の職務に対する姿勢に問題があるのではなかろうか。また「教師の使命感と
は何か」を原点にもどって再検討すべきであろう。このような事実が校長（管理職）層に存
在するのは今日の「校長昇任選考過程」に問題があることを如実に提起している。 
④ 「その他型」 
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両地区とも全体的にみて、きわめて少数である。すべての自由記述を整理要約すると、東
京は個性的な学究的傾向が強く、長野は教育実践に熱情を傾けているタイプが多いのは注目
される。 
地域別によって、校長自らの教師のタイプの意識差がみられるのは、当然のこととして初
等教育の体質に対する姿勢の差の現れともみられる。東京は初等教育段階から現代教育の病
理現象である上級学校の受験に関するものに、父母がきわめて強い関心を寄せている傾向が
ある。また概述の通り校長自らが研修会などに参加する機会が多いことなどから、状況的に
専門職として意識せざるを得ない状況になったともみられる。年齢層的には両地区の校長も
余り差はみられないが、地理的条件のたんなる格差としてではなく、わが国の初等教育の全
般的な在り方に諸問題が潜んでいるのではなかろうか。さらにこれは将来の日本の教育問題
全体ともかかわってくるであろう。 
 
４ 生き甲斐 
 
人間は職業を通して社会に貢献するとともに、そのなかに自分の人生観と深く関連する
「生き甲斐」を見い出すのが、一般的であろう。しかし現代は社会の急速な進歩にともない
個々人の価値観の多様化が進み「生き甲斐」も千差万別の状態である。近ごろの若年齢層に
みられる現象は、職業を単なる生活手段として真の「生き甲斐」を自分の小さな安楽的な社
会に求める傾向がある⑨。このような社会的状況のなかで、国家の将来を担う人材を育成す
ることに携わる教師を指導・監督する立場の管理職層（校長）は、一般教員層（非管理職）
よりもさらに健全なる「生き甲斐」がみられるのは当然のことであろう⑩。 
長期間にわたって教職を経験した校長が、どのようなときに最も「生き甲斐」を感じたか
について次の質問を行った。その結果を「類型化」してみよう（表２参照）。 
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① 「父母被感謝型」 
教師としての職務遂行に関して父母から高く評価され感謝されたときが、最も「生き甲
斐」を感じるもので、「父母志向型」とも言えるであろう。両地区とも全体的に少ないが、
地区別比較では東京が多い。これは大都会の校長の方が対外的に関心が高いことを物語って
いる。就職動機との関連は、東京では「漠然型」、長野では「被勧誘型」が最も多いのは、
教職経験を 20数年以上も積み重ねた現在においてもいまだに、児童よりもその父兄を中心
に日常の教職に専念しているのであろう。これは自分の職務に対する自信の欠如か、あるい
は教職使命の本質そのものをいまだに十分に理解し得ないでいるのではなかろうか。東京の
女性校長は男性校長よりも父母志向性が弱く日常の教職遂行の堅実が現れている（表３参
照）。 
表 3 就職動機別類型・生き甲斐別類型（東京都内校長性別） 
  生き甲斐別 
 
動機別類型 
類型 (1) 
父母 
被感謝型 
(2) 
教育効果型 
(3) 
被評判型 
(4) 
卒業生 
被感謝型 
(5) 
その他型 
N・A 
 
(A) 憧憬型 
男 
女 
23.7 % (9) 
100.0 % (1) 
19.7 % (62) 
38.1 % (8) 
3.8 % (1) 
100.0 % (1) 
25.2 % (31) 
50.0 % (4) 
21.9 % (7) 50.0 % 
(3) 
 
(B) 適職型 
男 
女 
7.9 % (3) 13.7 % (43) 
23.8 % (5) 
11.5 % (3) 14.6 % (18) 
12.5 % (1) 
12.5 % (4) 
100.0 % (1) 
 
 
(C)  非勧誘型 
男 
女 
5.3 % (2) 15.2 % (48) 
4.8 % (1) 
15.4 % (4) 8.9 % (11) 12.5 % (4)  
 
(D)  相続型 
男 
女 
10.5 % (4) 13.7 % (43) 
4.8 % (1) 
12.5 % (3) 17.9 % (22) 
12.5 % (1) 
9.4 % (3) 33.3 % 
(2) 
 
(E) 漠然型 
男 
女 
26.3 % (10) 13.3 % (42) 
14.3 % (3) 
50.0 % (13) 8.9 % (11) 21.9 % (7)  
 
(F) 価値志向型 
男 
女 
23.7 % (9) 23.8 % (75) 
14.3 % (4) 
3.8 % (1) 24.4 % (30) 
25.0 % (2) 
21.9 % (7) 
 
16.7 % 
(1) 
 
N・A 
男 
女 
2.6 % (1) 0.6 % (2) 3.8 % (1)    
 
合計 
男 
女 
100.0 % (38) 
100.0 % (1) 
100.0 % 
(315) 
100.0 % (22) 
100.0 % 
(26) 
100.0 % (1) 
100.0 % (123) 
100.0 % (8) 
100.0 % 
(32) 
100.0 % (1) 
100.0 % 
(6) 
 
② 「教育効果型」 
この型は教師として理想的なものである。両地区ともに全体の半数以上を占めすべての類
型のなかで最も多く、東京よりもさらに長野が多い。これは教職の特性である「他を生かす
とともに自己を生かし、個性を生かすとともに社会を生かす」ということを十分に自覚し、
(問)これまでに教師として「生き甲斐」を感じられたのは、どのような時でしたか。 
（A）児童の父母に感謝されたとき      ——>「父母被感謝型」 
（B）教育の効果があらわれたとき      ——>「教育効果型」 
（C）自分にふさわしい評判を耳にしたとき  ——>「被評判型」 
（D）卒業生に感謝されたとき        ——>「卒業生被感謝型」 
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教師としてきわめて積極的で健全な「生き甲斐」を営んでいる現れである。東京では「被勧
誘型」がもっとも多く就職動機そのものにおいて堅実さはないが、勤務地が都会である関係
上、長年の教職生活の間にさまざまな研修などにおいて、自己を向上させ健全なる教師に成
長したものとみられる。これは就職動機もさることながら、その後の日常の努力の尊さを明
示している。長野では「価値志向型」、「適職型」の就職動機づけの堅実さとの関連性の深
いものが多いのは、就職動機そのものがいかに重要であるかをさらに物語っている。両地区
ともに「相続型」がほぼ同じ率（東京 57,7％、長野 57.9％）で意外に少ないが、これは教
職に取り組む姿勢そのものがより重要であることを如実に現している。東京の女性校長の方
が男性校長より全体的に堅実な「生き甲斐」をもっている。 
③ 「被評判型」 
これは他律的な志向性をもつ職務遂行者で、校長としては好ましくないものである。長野
より東京が２倍以上多く、大都会の特色である「他人志向性」の強さの現れではなかろうか。
両地区とも「漠然型」、「被勧誘型」がともに多いのは、校長に就任してもいまだに教職の
体質を十分に理解してなく、はじめの就職動機の不堅実さがいまだに影響していることが勤
務態度から明らかになった。また逆に「価値志向型」が両地区とも最も少ないのは、以上の
ことをさらに裏付けているものと解釈される。 
④ 「卒業生被感謝型」 
すべての類型のなかで「教育効果型」に次いで多く、地区別では東京より長野が多い。こ
れは地方の特色として地域的に狭く、そのうえ卒業生の移動が少なく会える機会が多いこと、
また自分の職務遂行の結果に強い関心をもっているものが多いことの現れであろう。東京で
は「漠然型」と「被勧誘型」が少ないのは、職業生活に入る当初より教育に対する情熱的な
欠如があり、その後 20数年の間に教師としての資質向上に対して努力を実行しえなかった
のか。また行ったとしても実らなかったのか。いずれにしても現在、校長の地位を確保して
いるが、その内的充実さに問題がある。また今日このような校長を昇任させる選考方法と現
職の評価自体にも欠陥があるのではなかろうか。長野では就職動機の堅実なる「価値志向
型」と「適職型」が少ないのは、周囲からの評価よりも自己の信念に基づいた職務そのもの
のなかより「生き甲斐」を見い出しているとみられる。これはいわば他律的な「生き甲斐」
を排除する傾向の強さの結果であろう。東京の女性校長の方が全体的にみて男性校長よりも
関心が高いのは、卒業生に対する愛情の深さであり、また自分にとっては教育効果の再確認
の意味ともみられる。 
⑤ 「その他型」 
自由記述方法で求めたものを整理し要約すると、東京は価値観の多様化が多くみられ、就
職動機の弱さが必ずしも不堅実な「生き甲斐」に関連していないことが明らかになった。私
的な生活に「生き甲斐」を求めている者が若干いるのは、大都会のわずらわしい職場生活か
らの逃避ではなかろうか。なおこれは教職生活に対する熱意の欠如の一片ともみられる。長
野は教職を中心としたものが多く東京とは対照的であり、就職動機づけとの関連性が東京よ
りも著しいことが判明した。 
「N・A」（無回答）が両地区ともきわめて少ないのは、各人が何らかの「生き甲斐」を持
っていることの現れであろう。 
以上、両地区とも教職生活の経験からくる「生き甲斐」は、全体的に健全さがみられる。 
「教育効果型」と「卒業生被感謝型」を合わせると、長野は 90％以上東京は 80％以上を
占め、仕事(教職)中心的な「生き甲斐」の者が多い。このような傾向は教職の分野以外にお
いてもみられ、高学歴者は「仕事や勉強」に「生き甲斐」を持っている者が最も多く、学歴
別による「生き甲斐」は、高学歴者ほど仕事を通して「生き甲斐」を見い出しているのが一
般的である⑦。 
就職動機との関連性は両地区ともある程度のものはみられるが、すべてが深く関連してい
ないことが明らかとなった。教職に限らずいかなる職業に就くときも、動機そのものは、き
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わめて重要である。とくに現代社会のように変動の激しい時代は、就職後つねに研修を実施
し、たえず新しい時代に適応できる能力を養い維持し、向上に努力することが必要である。
とくに教師は世代間による価値観などの格差の解消能力をいかに備えるか、また新しい時代
に対応する校長の能力をつねに研鑚する必要に今日的状況では問われていることが、この調
査研究の結果から一層明らかになった。 
 
５ 教育の主要項目 
 
日常において教師が実際に児童を教育する場合に、「何を最重点として職務を遂行してい
るか」。これは教育現場に携わる者として、きわめて重要であろう。それぞれの校長として
の尊い経験から当然のこととして、実に多くの項目に細分化されるであろう。 
ここでは、今日の初等教育に携わる教師として、一般的に重要とみられる項目について質
問し、その結果を「類型化」していこう（表４参照）。 
両地区とも「熱意型」が断然多いのは、教職に対する積極的姿勢の現れであろう。次に東
京は「技量型」「その他型」、長野は「その他型」「児童の意志尊重型」の順である。これ
は教師の地域性の特色でもあろう。このような現象の発生要因としては、東京は一般に有名
校志向性が強い関係から知育中心の受験対策的な傾向の一片が初等教育の段階から現れてい
ると解釈される。長野の「その他型」は内容的に分析すると「児童の日常生活」中心である。
このように若干の教師の見解が異るのは、たんに都市と地方の社会的な背景の問題のみでは
なく、教師の教育に対する基本的な姿勢の問題との関連性をさらに検討する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（問）校長先生は子どもの教育（よき市民育成のため）に最も大切なものは何だと思います
か。 
（A）教師の熱意      ——>「熱意型」 
（B）教師の技量      ——>「技量型」 
（C）児童の意志の尊重   ——>「児童の意志尊重型」 
（D）教育施設の充実    ——>「施設充実型」 
（E）両親の教育に対する熱意——>「両親の熱意型」 
（F）その他（自由記述式） ——>「その他型」 
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① 「熱意型」 
いかなる仕事においても熱意は必要である。とくに教師は直接児童に接触する関係上、人
間的な暖かさのなかに積極的な態度をもって職務を遂行すべきであろう。両地区ともにすべ
ての類型のなかで最も多いのは、今日の校長の教育に対する健全な姿勢がみられる。東京は
就職動機別による差は余りみられないが、長野は「漠然型」が最も多く、不堅実な就職動機
の影響が強いことが明らかになった。健全的にみて東京の校長は、就職後あらゆる努力によ
って健全なる指導的立場の教師として長野よりも活躍していることがうかがえる。両地区と
もに就職動機の「憧憬型」と「価値志向型」のものが、その後の日常の職務においても「熱
意型」が多く、就職動機との関連性があることが明らかになった。 
② 「技量型」 
これは教育を実践するには、熱意よりもまず、指導技術を優先すべきとするもので、初等
教育の教師は準専門職であるにもかかわらず、児童が授業に興味をもち学習意欲の向上の動
機づけに重点をおくべきだと主張するものが、意外と両地区ともに少ない。東京が長野より
かなり多いのは、都会である関係上、研修会などの出席機会に恵まれ、児童の学習指導の技
術的な面にかなりの強い関心をもたらした結果ともみられる。「漠然型」が両地区とも最も
多いのは、教職生活の期間が長いにもかかわらず、教師としての本質的な使命の遂行をいま
だに自覚していないのではなかろうか。 
③ 「児童の意志尊重型」 
児童の主体的な意志をあくまで尊重しつつ教育を行うとするもので、全体的にみて「技量
型」の場合とは逆に、長野が東京より多い。これは地方の教師は「児童中心」に教育を行っ
ている現れともみられる。このように地域別により、教師の教育の主要項目に差がみられる
ことは、今後のわが国の初等教育においてさまざまな問題の誘因をもたらす可能性がある。
就職動機の「適職型」が両地区とも最も多いのは、就職の際に自分をよく慎重に見極めて教
職に就任したことと関連し、児童の意志を十分に尊重し、理解したうえで教育に携わってい
る現れであろう。いわゆる「児童中心型」教師とも言うべきものであろう。また就職動機の
曖昧な「漠然型」が両地区とも最も少ないのは、教職そのものにはじめから関心が薄く、長
年の貴重な教職体験にもかかわらず、教職の尊さをいまだに理解していない結果である。こ
のように就職動機と教育現場における教師の姿勢との関連性がみられる。 
④ 「施設充実型」 
よい教育を行なうには、何よりも第一に施設の充実が必要であるとするもので、両地区と
もにごくわずかであるが存在している。これは全く指導・管理職層の教師としては意外であ
る。東京では「漠然型」で就職動機づけの不堅実さの影響の現れともみられる。長野におい
ては「適職型」がみられるが、これは一般の人々の生活水準の向上とは逆に、いまだに地方
の老朽化した校舎で勤務している関係から⑫、このような物質先の教育主要項目の発想がな
されたのではなかろうか。いずれしても数的には少ないが、このような施設充実を教育の主
要項目に置いて、日常の教育現場に臨んでいる校長が存在していることは、注目すべき事実
である。 
⑤ 「両親の熱意型」 
教育の効果をあげるためには、教師の熱意よりもまず何よりも児童の両親の熱意が最も重
要で必要とされると考えているもので、いわゆる教師の主体的な教育態度を放棄している類
である。初等教育において学校と家庭との相互連絡は、常に密接でなければならないが、教
師としての職務遂行の段階において自分の主体性を喪失しているものが、東京に圧倒的に多
い。これはまさに教師失格ともいえるのではなかろうか。また「被勧誘型」と「漠然型」が
多いのは、就職動機づけの段階から他律的な姿勢があり、これがまた永年の教職経験を積ん
だにもかかわらず、このような事実が都会に多くみられる。それは地方との生活環境の格差
もさることながら、教師自身が教職の厳しさを十分に自覚し完全に逃避を試み、「サラリー
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マン」に転落しているのではなかろうか。これは大都市の校長像のユニークな一面ともみら
れる。 
⑥ 「その他型」 
既述の５つの類型以外のもので、自由記述を整理・要約して検討を加えると、まず全体的
に数的には、長野の方が東京よりかなり多い。その内容は、東京では就職動機別類型によっ
て余り変化はみられないが、逆に長野は変化が著しい。長野の就職動機の不堅実な「被勧誘
型」、「漠然型」は教師の使命感の不足が回答内容によって明らかになった。また逆に就職
動機の堅実な「適職性」と「価値志向型」は、両地区ともに数的には格差が少なく、管理職
者としての建設的な回答内容が多くみられる。 
 
以上、管理職者としての職務遂行状況は、おおむね両地区ともに評価に値されるものが多
い。就職動機の不堅実さと教育主要項目においても、ある程度の関連性が認められた。地区
別では、東京の教師は指導技術・両親の熱意など児童以外のものに教育の主要項目をおき、
逆に長野は児童中心に重点を置いている。これは「都市型教師」と「地方型教師」の特質の
一部とみられる。 
 
６ 職務上の被支持程度 
 
日常において「校長としての職務遂行に関し、周囲（職員会・PTA・教育委員会など）か
らどの程度に支持されているか」を検討する目的は、平常の職責に対する自信のほどがうか
がえる。当然のこと管理職者である校長は、一般教員と比較して被支持の程度は高いもので
あろう。 
次の質問を行い、その結果を「類型化」しよう（表５参照）。 
全体的な概要としては、両地区とも「被支持」の自覚をもつものが圧倒的に多い。東京の
方が明確に支持されていると自覚しているものが長野より多いのは、常に状況判断に関心が
強いことを物語っている。 
① 「不明型」 
自分がどの程度に周囲から支持されているのか、見当がつかないとするもので管理職とし
ては、余り適任者でない。両地区ともに「漠然型」が最も多い。これはただ何となく就職し
その後においても、自分の教育活動に専念した自信のなさの現れではなかろうか。また全体
的な状況として、長野は東京よりも約４倍近く多いのは、周囲の評価などを問題にせず、日
常の職務に邁進している現れともみられる。いずれにしても管理・指導者として自分の職務
遂行上に重要な状況把握がなされていない校長が若干なりとも存在することは、学校運営を
円滑に行うために何らかの支障をもたらすものと推考される。 
東京の校長の性別による格差は（表５参照）、女性の方が男性よりも被支持状況をよく理
解している。これは管理・指導者として女性校長も全体的に男性校長に劣らない適格者であ
り、評価に値することが明らかである。 
② 「積極型」 
自分はかなり皆なから支持されていると自信をもっているもので、全体的には東京が長野
よりも約２倍近く多い。これは都会の校長の方が自信をもって役割を遂行しているものとみ
られる。なかでも就職動機の堅実な「価値志向型」と「適職型」が目立って多く、逆に「漠
然型」が最も少ない。東京の女性校長は、男性校長と比較して全体的に自信をもって職務を
遂行しているものが多く、就職動機の点においても「被勧誘型」と「漠然型」が皆無であり、
男性校長より一層堅実である。このような事実から女性校長は、将来においてますます増加
する傾向がうかがえる。 
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③ 「普通型」 
校長は管理職である立場上、当然のこと周囲からかなり支持されていないと地立と職務遂
行が保てないのが一般的である。このようなことからあえて、「普通型」という名称を設定
した。両地区とも最も多く全体の類型のなかで約４分の３を占めている。これは大多数の校
長が自分の地位と日常の校務運営状況を総合的に把握している結果であろう。長野は就職動
機別に余り関係なく平均化した現象がみられ、東京は「被勧誘型」と「漠然型」がともに多
く約 80％を占め、逆に「適職型」が最も少ない。このように就職動機別類型と「普通型」
との相関関係はみられない。就職動機のいかんを問わず、校長に就任する人物だけにきわめ
て常識的な態度をもっていることが明らかになった。 
④ 「消極型」 
余り支持されているとは思わないもので、謙遜的な意味も含まれているが、全体的にごく
少数であり、地区別では長野が多い。両地区とも「相続型」が最も多いのは、就職動機づけ
のやや曖昧な点が影響しているのか、それとも日常の職務に対する厳しさの欠如の現れとも
みられる。 
⑤ 「孤立型」 
（問）校長先生の教育方針および教育活動は、先生ご自身の職場や地域社会（PTA関
係など）で全体的にみてどの程度に支持されているとお考えですか。 
（A）よくわからない          ——>「不明型」 
（B）非常に支持されていると思う    ——>「積極型」 
（C）かなり支持されていると思う    ——>「普通型」 
（D）あまり支持されているとは思わない ——>「消極型」 
（E）まったく孤立していると思う    ——>「孤立型」 
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まったく周囲の誰からも支持されていないと自ら認めているものは、さすがに校長に就任
し現在活躍している人々だけに両地区とも皆無である。 
このようにすべての校長は、程度の差こそあるが何らかの周囲から支持を得ていると自覚
して日常の職務を遂行していることが明らかになった。東京の「積極型」には就職動機づけ
の堅実型である「価値志向型」と「適職型」が多く、「不明型」には両地区とも逆に就職動
機の不堅実型の「漠然型」が多い。このように就職動機づけと「職務上の被支持程度」の間
には、相関関係が存在していることが明らかになり、就職動機の重要さが一層明確になった。 
 
 
 結びにかえて 
                              
表 6 就職動機別類型・職務上の被支持別類型（東京都内校長性別） 
 被支持別 
 
動機別類型 
類型 ①  
不明型 
②  
積極型 
③  
普通型 
④  
消極型 
⑤  
孤立型 
 
N・A 
 
(A) 憧憬型 
男 
女 
15.4 % (4) 
100.0 % (1) 
24.1 % (20) 
33.3 % (2) 
20.9 % (88) 
40.0 % (10) 
16.7 % (1) 
100.0 % (1) 
  
 
(B) 適職型 
男 
女 
19.2 % (5) 16.9 % (14) 
16.7 % (1) 
12.1 % (51) 
24.0 % (6) 
  33.3 % 
(1) 
 
(C) 被勧誘型 
男 
女 
11.5 % (3) 10.8 % (9) 
 
13.3 % (56) 
4.0 % (1) 
16.7 % (1)   
 
(D) 相続型 
男 
女 
19.2 % (5) 8.4 % (7) 
16.7 % (1) 
14.7 % (62) 
4.0 % (1) 
33.3 % (2)  33.3 % 
(1) 
 
(E) 漠然型 
男 
女 
26.9 % (7) 9.6 % (8) 15.6 % (66) 
12.0 % (3) 
16.7 % (1)  33.3 % 
(1) 
 
(F) 価値志向型 
男 
女 
7.7 % (2) 27.7 % (23) 
33.3 % (2) 
23.0 % (97) 
16.0 % (4) 
16.7 % (1)   
 
N・A 
男 
女 
 2.4 % (2) 0.5 % (2)    
 
合計 
男 
女 
100.0 % (26) 
100.0 % (1) 
100.0 % (83) 
100.0 % (6) 
100.0 % (422) 
100.0 % (25) 
100.0 % (6) 
100.0 % (1) 
 100.0 % 
(3) 
 
 
わが国の教師像は、第二次世界大戦を契機として、一変したことは既に周知の事実である。
歴史的にみると、戦前は「天職的・精神的教師観」であり、戦後はその反動ともみられる
「教育労働者的教職観」（第１は組合型・第２は復古型・第３は中間型が混在していた）で
あった⑬。何よりも戦後は教師の「人間的解放（人間性の自覚）」がなされたことは、今日
の教育にとってきわめて有益な影響をもたらしている。この数年間に教師の社会的待遇は、
以前に比較してかなり改善（「数員人材確保法」、「教員給与特別措置法」などが制定され
た）になった。また高度経済成長後は、新規採用者の日教組加入率が毎年低下の傾向を示す
など⑭、全般的に教師集団において変化がみられる。 
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このような状況のもので、学歴構成の同質性およそ同じ年齢層に属する教師集団のなかの
管理・指導層にいる校長の意識の実態を究明するために、「就職動機別類型」を中心に「教
職観」に関して既に若干検討しできた。その結果、戦前の「天職的・精神的教師観」および
戦後の「教育労働者的教職観」にも該当しない新しい教職観の芽生えが存在していることが
明らかになった。あらゆる面において評価に値する管理職・指導者としての校長に成長して
いるものは、教師という職業を十分に理解し自分の性格などをさらに慎重に検討したうえで、
教職の道を選択したものが多いことが判明した。また地域別における校長の意識の特色は、
都会（東京）は価値観の多様化、地方（長野）は保守的な傾向が強くみられた。これは社会
的な環境により発生した問題よりも、教師個人の問題として解決されるべきであろう。この
ような現象がどのようにして発生し、初等教育のいかなる点に影響をもたらすかをさらに検
討する必要がある。これが今後の初等教育にとって重大なことであろう。 
将来も時代の進歩にともない個人の価値観の多様化など、ますます激しく変化する可能性
が強い。このような状況のなかで「期待される教師（校長）像」は、その時代の社会的要請
において常に変化するものであろう。しかしいかなる時代に変化しても基本的には「教師の
使命とは何か」という本質的な問題をたえず自己に問いかけ、将来への明るい教育を常に育
てる姿勢を形成し保持するように努力しなければならないことが、管理職（校長）層におい
ても必要であろう。 
教職に就任した後の研修も当然のこと必要であるが、それ以前の新規採用の段階において
堅実なる就職動機づけの者のみを、いかにして厳正に選考し、採用するか、これがきわめて
重要でありかつ緊急な課題であることを、この小調査結果の一部から明らかになった。 
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③ 日時 
東京都==1977年２月上旬、長野県==1977年 10月下旬。 
④ 母集団 
東京都内公立小学校校長総数、1,259名（男性 1,189各、女性 70名）、長野県==長野県
下公立小学校校長総数、412名（全員男性） 
⑤ 抽出台帳 
東京都==東京都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校教職員名
簿』（1976年版）、1976年７月 12日発行、長野県==信濃教育会編集・発行『長野県学事関
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東京都・長野県とも無作為抽出法。 
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東京都==計画 900、回収数 573、回収率 63.7%、長野県==計画 412、回収数 243、回収率
59.0％。 
⑧ 調査方式 
東京都・長野県とも郵送法。 
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第 10章 管理職（校長）志向に関する男女教員格差 
 
― 東京都・長野県・福岡県・山口県公立小学校を中心に ― 
 
 
  はじめに 
 
 日本の初等教職界における女性教員の養成機関は、1974 (明治 7)年に女子師範学校が東京に創
設されて以来、すでに 1世紀以上も経過している。1975 年の小学校女性教員数は、わずか 798
名にすぎなかった。その後、次弟に増加し今日では半数以上を女性教員が占めるに至っている①。
数的には著しく増加したが、社会的な評価は残念にも高いものではなかった。それは戦前の女性
教員の立場は一貫して、本来は家庭を守るべき主婦がたまたま教員の職にあるという男性の代用
とみなされていた。このような社会的傾向が、かなり長期間に亘り強く影響していたことも一つ
の要因とみられる。このような状況のなか 1920（大正 9）年に女性校長の第 1号島源ハツが宮崎
古城尋常高等小学校長に任命されたことは注目すべき事実である。 
 また戦争に男性教員が徴兵されそれに代わる形で女性教員の比率が向上した。太平洋戦争の終
結後（1948年）には 50.６％を占めるに至った②。その後、一時減少したが、男性教員の横這に
比較して女性教員数は増加の一途をたどった。とくに 1965年代から 1975年代にかけて、著しく
増加し 1989（平成元）年には最高 59.3％までに至った③。 
 しかしヨーロッパ諸国の状況と比較すると英語 70.6％（1987年）フランス 67.2％（1988年）
西ドイツ 65.1％（1988年）でわが国はまだ低い④。初等教職界で女性教員が半数以上を占めるよ
うになったのは、1969年（この調査研究の初年度）で世間一般に婦人労働について注目され始め
た時期と同じであった。当時の女性労働は「若年短期未婚型」が大多数で、「中高年長期既婚」
は数少なく、そのなかで代表的な職種として教員がある。伝統ある職種でありながら指導者層の
管理職（校長）に就任する女性教員は以外と少なく全国的にみても僅か 2.5％（1985年）であっ
た⑤。 
 また最近の小学校教員採用者の男女比率は、受験者の女性の割合は変わらないが、採用者の女
性割合は低下傾向が続いている⑥。これらの事情からみて日本の女性の伝統ある職業としての教
員の将来に余り期待が寄せられない。最近の女性教員は就業意欲・職業継続意欲が高く、しかも
結婚後も継続率が高⑦にも係わらず管理職（校長）志向者が増加していない。これは女性教員自
身の職業意識・職場環境の要因が何らか影響しているのではなかろうか。また教員という職種の
特質から必ずしも管理職（校長）に就任することが、すべて最善とは限らないことも配慮すべき
であろう。むしろ教育の現場で児童を教育することが、教員として「生き甲斐」を感じ敢えて管
理職を志向しない場合もある。就労条件の点は周知のようにかなり以前から男女平等が制度的に
整備保障されている数少ない職業である。しかし産休や育児休業などの制度が整っているとはい
え、家庭生活との二重役割（仕事と家庭の両立）を担う女性教員は、昇進ルートに乗るには実に
さまざまな困難なことがある。また一方において、教員間の職務担当でも中心的な役割に就くケ
ースは少ない。その結果、学校運営の方針決定の地位に進出するものもごくわずかとなる。教室
では男性教員と同じように一教員として存在しても、他の多くの職場と同様に女性教員は教員組
織において周辺的な存在となっている。このような事実は、1955年代の調査結果と何ら変化がな
い⑧。その後社会情勢が急速に進歩しているにもかかわらず、初等教職界は依然として停滞して
いることは注目すべきである。 
 果たして将来もこのような状態が継続的に持続され、女性校長がいま以上に増加する可能性が
潜在的にもあるのだろうか。またその要因と障害になるものは何か。これらのことを実証的資料
（「調査実施要項」末尾参照）に基づき、出来る限り検討を試みるのが、本論の目的である出身
校別にのみ限定する。1984年東京都・1986年山口県・長野県の場合を主に検討を試みる）。 
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１ 全体的既況 
 
 すべての調査地区とも約 30 年（1950年）前と同じように職業継続率が、80％以上を占めてい
る⑨。これは教員生活に満足を覚えているものが多くいることを物語っている。しかしそれにも
かかわらず、女性の管理職（校長）の増加率は依然としてきわめて低い。女性管理職の輩出率の
低下要因として、「現職以上に責任のある役割を求めようとしない」⑩。「職場の長のとならなく
てもよいという女性教員自身甘え」⑪。「長や責任者になる恐れ」⑫があるために、女性教員自身
から管理職への昇進思向を放棄している。つまり職業意識の低さに問題がある。潜在的に管理志
向がある女性教員は「自己中心的で学校全体のことに無関心」⑬「社会的な組織を管理する能力が
低く、公私混同し集団や組織に対して無知と無視が多い」⑭また研修参加にしても「教育一般に
対する知識・技能の向上という視点をもたず、命じられたから必要にせまらせて参加するという
態度」⑭つまり職務に対する姿勢の弱さなどがみられる。以上のことは管理職（校長）志向の男
女教員格差に影響をもたらした一要因でもあろう。 
さて本調査では、地区別にみると（表１参照）、首都（東京都）と地方（長野県・福岡県・山
口県）を比較すると、職業継続率の格差が縮小している割に東京都は女性校長の割合が高い。こ
れは東京都女性教員の職業意識の高さを物語っているのであろう。同じ地方でも昭和 61年の場
合は、山口県の方が長野県よりも女性校長が約 5倍も多いことは実に興味深い。職業継続希望率
においては、両県ともに 90％以上を占め格差が縮小しているもかかわらず、女性管理職数に著し
い格差が生じている。これは内部要因つまり女性教員自身の問題のみではなく、外部要因の地域
社会の諸情勢が何らか影響しているのではなかろうか。 
性別では、各調査年度・全地区とも男性校長が圧到的な多数を占め初等教職界の指導層を独占
している。もはや今日、小学校は「教師の時代」と一般に言われているが、現実の問題として、
リーダー層はほぼ完全に男性校長によって管理運営されている。女性教員はフォロアーによいが
リーダーとして不適格とみられていた⑯ことが明らかになった。 
出身校別にみると。日本の初等教職界は、①教員養成大学（旧師範・旧女性師範・国立大学教
育学部・学芸大学・教育大学・以下「教員養成系」と略する）、②一般大学、③その他（検定合
格者・私立教員養成所）出身者より構成されている（②③を以下「一般系」と略する）。このよ
うに 3つの異なったコースにより教員資格を得た人びとが混在していることは、教職の一般的な
社会的評価に与える影響は大きい。歴史的にみると、教員資格取得コース別において女性教員は、
かなり男性教員に劣っていた事実がある⑰。これが女性教員に対する世間一般の人々で男性教員
と全く同一の資格者である。この事実からして女性教員にもっと高い社会的評価が付与されて当
然である。そのためには第一に教職界のリーダー層（校長）に多数の女性教員が参加することが
早急に必要である。 
 
２ 管理職（校長）への志向状況 
 
全体的にみて（表１参照）、管理職志向者は、男性が断然多く、地方（山口・長野県）の方が東
京都より多いことは興味深い。出身校別では当然ながら全地区とも教員養成系が多い。 
 管理職志向状況を次の 3つに類型化して検討を試みてみよう。 
①  「肯定型」（管理職＝校長へ昇進志向の意志あるもの） 
 性別では、全体的にみると東京都（1986 年）とともに男性教員が際立って多い。山口県の場合、
男性教員の半数以上（54,6％）が昇進志向をもっていることは注目すべきである。女性教員は、
1980・1986年（長野県）を除いて他は教員養成系が際立って多い。これは教職を志願し教員養成
機関も専門的なコースを選択していることから当然の結果であろう。1965年代をみると、長野県
の場合は女性校長が皆無であり、肯定型は全体の 6.9％にしか過ぎないが、教員としての質的な
側面においては何ら遜色はない⑱。また福岡県においても同じ傾向で 6.0％ときわめて少ないの 
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表１－1 管理職（校長）志向別・出身校別・地区別・年度別・性別 
 
   調査年度  
       
    調査 
      地区 
       別  
     性別 
    
出身 
管理   
校別 
職（校  
長）   
志向別          
 
1969年 
 
1970年 
 
1971年 
 
1979年 
 
1980年 
 
東京都 
 
長野県 
 
福岡県 
 
東京都 
 
長野県 
 
女性 
（％） 
 
全体 
の％ 
 
女性 
（％） 
 
全体 
の％ 
 
女性 
（％） 
 
全体 
の％ 
 
女性 
（％） 
 
全体 
の％ 
 
女性 
（％） 
 
全体 
の％ 
 
 
肯定型 
教員養
成系 
14.2 7.7 
(17) 
9.1 6.4 
(14) 
7.7 5.3 
(16) 
6.6 4.9 
(26) 
6.2 3.3 
(9) 
一般系 10.0 4.6 
(10) 
1.5 0.5 
(1) 
2.2 0.7 
(2) 
5.8 1.5 
(8) 
6.8 3.3 
(9) 
 
 
否定型 
教員養
成系 
80.8 44.1 
(97) 
86.4 60.5 
(133) 
90.4 62.6 
(189) 
93.4 69.2 
(370) 
93.8 49.1 
(136) 
一般系 87.0 39.6 
(87) 
95.5 28.6 
(63) 
89.2 27.5 
(83) 
94.2 24.5 
(131) 
93.2 44.4 
(123) 
 
潜在・ 
肯定型 
教員養
成系 
5.0 2.7 
(6) 
4.5 3.2 
(7) 
2.0 1.3 
(4) 
— — — — 
一般系 3.0 1.4 
(3) 
3.0 0.9 
(2) 
8.6 2.7 
(8) 
— — — — 
 
合計 
教員養
成系 
100.0 
(120) 
 
100.0 
(220) 
100.0 
(154) 
 
100.0 
(220) 
100.0 
(209) 
 
100.0 
(302) 
100.0 
(396) 
 
100.0 
(535) 
100.0 
(145) 
 
100.0 
(277) 一般系 100.0 
(100) 
100.0 
(66) 
100.0 
(93) 
100.0 
(139) 
100.0 
(132) 
教員継続志向率％ 97.3 83.8 86.0 92.3 85.7 
備考 出身校不明 
N.A.４ 
出身校不明 
N.A.８ 
出身校不明 
N.A.３ 
出身校不明 
N.A.３０ 
出身校不明 
N.A.１７ 
校長の
性別
（実
数）％ 
男性 96.6 
(1071) 
100.0 
(439) 
99.6 
(673) 
94.1 
(1295) 
99.5 
(412) 
女性 3.4 
(38) 
— 
(0) 
0.4 
(3) 
5.9 
(81) 
0.5 
(2) 
男性教員総数 13749 5329 4979 15170 5074 
女性教員総数 16548 1773 8206 23490 2764 
校長の男性割合％ 7.8 8.2 13.5 11.7 8.1 
校長の女性割合％ 0.2 0 0.04 0.3 0.07 
           
＊（備考）「潜在・肯定型」は昭和 44・45・46年に限って設問した。 
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表１－2 管理職（校長）志向別・出身校別・地区別・年度別・性別 
 
1984年 1986年 1986年 
東京都 山口県 長野県 
男生
（％） 
全体
の％ 
女性 
（％） 
全体
の％ 
男性 
（％） 
全体
の％ 
女性
（％） 
全体
の％ 
男性 
（％） 
全体
の％ 
女性 
（％） 
全体
の％ 
35.2 23.3 
(31) 
 
11.2 7.2 
(10) 
 
59.0 43.5 
(118) 
7.3 5.1 
(23) 
39.2 31.5 
(114) 
1.8 1.5 
(4) 
22.2 7.5 
(10) 
0 0 
(0) 
42.2 11.1 3.7 1.1 
(5) 
16.9 3.3 
(12) 
6.0 1.1 
(3) 
64.8 42.9 
(57) 
89.8 64.0 
(89) 
41.0 30.3 
(82) 
92.7 64.8 
(292) 
60.8 48.9 
(177) 
98.2 79.9 
(215) 
77.8 26.3 
(35) 
100.0 
 
28.8 
(40) 
57.7 15.1 
(41) 
96.3 29.1 
(131) 
83.1 16.3 
(59) 
94.0 17.5 
(47) 
— — — — — — — — — — — — 
— — — — — — — — — — — — 
100.0 
(88) 
 
 
100.
0 
(133) 
 
100.0 
(99) 
 
 
100.
0 
(139) 
100.0 
(200) 
 
 
100.
1 
(271) 
100.0 
(315) 
 
 
100.
0 
(451) 
100.0 
(291) 
 
 
100.
0 
(362) 
 
100.0 
(291) 
 
 
100.0(
269) 100.0 
(45) 
 
100.0 
(40) 
100.0 
(71) 
100.0 
(136) 
100.0 
(71) 
100.0 
(50) 
91.9 91.4 97.1 94.9 96.3 91.9 
出身校不明 
N.A. ２ 
出身校不明 
N.A. 10 
出身校不明 
N.A. ３ 
出身校不明 
N.A. ２ 
出身校不明 
N.A. ２０ 
出身校不明 
N.A. １ 
94.2(1360) 96.3(363) 99.3(406) 
5.8(83) 3.7(14) 0.7(3) 
14411 2769 4784 
21999 3441 3089 
9.4 13.1 8.5 
0.4 0.4 0.1 
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に対して、東京都は 12.3％と長野・福岡県に比較してかなり高率である。これは教員継続志向率
の高さと管理職志向率の間には関連性がある。女性教員の職務に対する意欲的な態度が管理職志
向の度合と相間関係にあることが判明した。女性教員の職業意識が地区によって格差が生じてい
ることは、将来もこのような現象が継続される可能性が大きい。 
② 「不定型」（管理職＝校長に昇進を希望する意志がない） 
 意外にも「教員養成系」のなかで（山口県男性教員を除く）半数以上を占めている。1965年代
は教員養成係の中でも地方（福岡・長野県）が東京都よりも多い。これは女性教員自身の個人的
な事情もさることながら、教職界の内外にも諸要因が潜んでいるのであろう。出身校別では 1965
年代の地方の女性教員は「教員養成系」と「一般系」の格差が著しい。これは教職界の派閥人事
意識と関連していることも考えられる⑲。全体的にみて、1965年以降の調査では、女性教員の
90％以上に昇進志向がない。とくに長野県（1985年）の場合は、97.4％という高率に対し男性教
員は 65.2％で格差が著しい。このような事情から今後も長野県では、とくに女性校長の増加に関
してきわめて悲観的である。 
③「潜在・肯定型」（管理職＝校長へ昇進したい気持ちはあるが、何分にも校務が忙しくて、そ
の気になれない） 
 東京都・長野県では、教員養成系が一般系より多く、福岡県の場合に全く逆の現象には注目さ
れる。福岡県の調査実施時は、全國で最も女性教師率が最高の状況であった。このような事情か
ら一般系の女性教員もかなり昇進に対して意欲的であった結果とみられる。各地区とも全体の約
4％程度であり数的にはきわめて少ない。校務の処理能力の欠如と昇進意欲の弱さの女性教員を
今後いかに昇進志向に位置づけるかが課題の 1つでもある。長野県の場合、1970年調査より 10
年間経過した 1980年調査と比較して、女性校長志向は全体的にみてむしろ低下傾向にある。長
野県では女性教員に対して相当に厳しい評価が歴史的にあることか何らか影響しているのであろ
う。この 10年間に「肯定型」においては全体的にみると、出身校別の格差が全くなくなったこ
とは、一般系の職務に対する意欲の向上の現れであろうか。教員継続志向率もわずかながら向上
している。その影響が管理職志向の向上として表面化したとみられる。 
 
3  管理職（校長）非志向要因の分析 
 
 女性教員は数的に多く、しかも教員継続意欲もかなり高率を維持していることは、教員という
職種に満足しているものが多いことを物語っている。しかし全地区とも管理職（校長）への昇進
志向がきわめて低調である。社会情勢の進歩に伴ない教職界以外の分野では、女性管理者が毎年
増加している。なぜ初等教職界において職務に対して満足感をもっている教員が、なにゆえに管
理職志向に対して意欲がないのか。またそれを妨げている主な要因とは何か、次の 5つに類型化
（東京都の場合は 3つに類型化）して検討を試みる。 
①「教育者型」（管理職＝校長に就任することが、必ずしも立派な教育者とは限らないとする 
型） 
 全地区とも性別・出身校別を問わずもっとも多い。男性教員全地区とも半数以上を占めている
ことは、管理職よりも現職に生きる教壇教員としての充実感を保持しているものが多くいること
の現れである。 
 全地区とも男性の場合、教員養成系よりも一般系が多いのは、一般系ゆえに初めから管理職志
向を放棄したのか、また学閥人事意識などが影響しているのか。いずれにしても戦後の開放制教
員養成制度の成果を検討するよい機会ではなかろうか。女性教員の場合、東京都は半数以上を占
めているのに対して、地方（長野県・山口県）は半数にも満たない状況である。これは教育を現
場で実質的に支える意欲をもった女性教員が、地方よりも東京都に多くいることが明らかになっ
た。 
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表２ 管理職（校長）非志向要因の類型化 
 
④  
機会喪失型 
⑤ 
自信喪失型 
 
合計 
 
(備考) 
 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 
1.2% 
(2) 
1.0% 
(2) 
3.0% 
(5) 
7.6% 
(16) 
100.0% 
(166) 
100.0% 
(211) 
N.A. 
11 
N.A. 
4 
10.5% 
(6) 
2.3% 
(1) 
5.3% 
(3) 
15.9% 
(7) 
100.0% 
(57) 
100.0% 
(44) 
N.A. 
2 
N.A. 
3 
__ __ 3.7% 
(3) 
5.9% 
(17) 
100.0% 
(82) 
100.0% 
(287) 
__ N.A. 
5 
4.9% 
(2) 
0.8% 
(1) 
__ 10.9% 
(14) 
100.0% 
(41) 
100.0% 
(128) 
__ N.A. 
3 
    100.0% 
(57) 
100.0% 
(89) 
__ __ 
    100.0% 
(34) 
100.0% 
(40) 
N.A. 
1 
__ 
0.7% 
(2) 
0.3% 
(2) 
2.6% 
(8) 
5.6% 
(33) 
100.0% 
(305) 
100.0% 
(597) 
  
    理由類型別 
 
     
         性別 
地区別 出身  
（調査年 校別 
度別） 
   
① 教育者型 ② 不適任型 ③ 校務多忙型 
 
 
男性 
 
 
女性 
 
 
男性 
 
 
女性 
 
 
男性 
 
 
女性 
長野県 
（1986年 
調査） 
教員 
養成係 
50.0% 
(83) 
43.1% 
(91) 
36.1% 
(60) 
46.9% 
(99) 
9.6% 
(16) 
1.4% 
(3) 
一般係 61.4% 
(35) 
47.7% 
(21) 
22.8% 
(13) 
34.9% 
(15) 
__ __ 
山口県 
（1986年 
調査） 
教員 
養成係 
69.5% 
(57) 
48.8% 
(140) 
20.7% 
(17) 
43.6% 
(125) 
6.1% 
(5) 
1.7% 
(5) 
一般係 73.2% 
(30) 
46.1% 
(59) 
14.6% 
(6) 
39.8% 
(51) 
7.3% 
(3) 
2.3% 
(3) 
東京都 
（1984年 
調査） 
教員 
養成係 
61.4% 
(35) 
52.8% 
(47) 
29.8% 
(17) 
44.9% 
(40) 
8.8% 
(5) 
2.0% 
(2) 
一般係 67.7% 
(23) 
57.5% 
(23) 
20.6% 
(7) 
42.5% 
(17) 
11.8% 
(4) 
__ 
 
合計 
教員 
養成係 
57.4% 
(175) 
47.4% 
(278) 
30.8% 
(94) 
45.0% 
(264) 
8.5% 
(26) 
1.7% 
(10) 
一般係 66.7% 
(88) 
48.6% 
(103) 
19.7% 
(26) 
39.2% 
(83) 
5.3% 
(7) 
1.4% 
(3) 
129 
 
6.1% 
(8) 
0.9% 
(2) 
2.3% 
(3) 
9.9% 
(21) 
100.0% 
(132) 
100.0% 
(212) 
  
 
 ②「不適任型」（自分は管理職＝校長には適していないとする型） 
 全体的にみて女性教員が多くしかも一般系が多い。これは内的要因（教員自身の問題としてい
るもの）で長野県の女性教員は教員養成系が最も多く、他の地区はすべて「教育者型」に次いで
多い。全地区とも女性教員が断然多いのは自らをよく認識している結果でもあろう。とくに山口
県の場合、性別格差が著しく、なかでも一般系内で女性教員が男性教員の約 2、7倍で他の地区
よりかなりの格差が存在する。これは組織のなかのフォローとして生き、教育現場の実質的な担
い手として自覚し、教員としての使命感に人生の充実さを求めているのであろう。また山口県の
保守的な傾向が女性校長を歓迎しないのを自覚しているのではなかろうか。長野県の男性教員の
教員養成系が他よりも最も多い。これは自己認識が強く教員養成の専門コースを選択したにもか
かわらず管理職への昇進志向を持っていない。これはむしろ教育の現場にいることが自分として
適任であり、また人生の最高の価値であると自覚しているとみられる。また信州教育の影響も若
干あるのではなかろうか。 
 ③「校務多忙型」（「管理職＝校長」への昇任希望の意志はあるが、何分にも毎日の校務が忙
しくてその気持ちになれない） 
 性別では全地区とも男性が多い。出身校別では全体的に教員養成系が多い。これは、昇任意欲
の低さおよび校務の処理能力に何らかの問題を含んでいるのであろう。教員養成系であるゆえに
注目される長野県の一般系の男女教員とも皆無であるのは、教職に対する姿勢の堅実さが垣間み
られる。 
① 「機会喪失型」（校長その他の人々の理解がなく、昇任の機会を有効に活用出来ない） 
 これは自分の昇任意欲の欠如を認めないで、他人に責任を転嫁し自ら主体性の弱さを現してい
る。全体的にみると、出身校別では教員養成系の男女教員ともきわめて少なく、一般系の男性教
員が多い。同じ教員養成系でも山口県は皆無であるが、長野県は若干ながら存在する。これは教
員自身の内部的要因もあろうが、外部的要因がかなり影響しているのではなかろうか。1964年の
大阪市の調査結果においてもこのような現象（12,3％）がみられる⑳。それに比較して長野県・
山口県とも非常に少なく男女教員の質的な向上が窺える。 
② 「自信喪失型」（管理職＝校長に就任する自信がない） 
 全体的には女性が多くなかでも一般系が多い。これは日常の職務遂行に対して十分な努力を行
っていないのではなかろうか。長野県の女性教員の一般系の場合は、教員養成系に比べ約 2倍も
多い。これは初めから管理職志向を放棄したのか、さもなくば経験を積むにしたがって、逆に管
理職に就任することに価値を見い出せなくなったのか、また職場の諸般の事情にもよるのではな
かろうか。いずれにしても一般系ゆえにこのような結果が生じたのかは、今後の教員養成に関し
て重要な検討事項として考えて行く必要があろう。 
 教壇教員として生涯を子どもとともに過ごしたいという志向は、教員として健全な生き方でも
あろう（「教育者型」）。また地方では、教職界に入った以上、校長として自分の教育理念を縦
横に生かして行きたいという、一つの夢を追う（「管理職志向」）のも教員としての生き方であ
ろう。いずれにしても教員としては立派な生き方である。また「管理職＝校長」に就任すること
が必ずしも教員として最善とは一概に言えないのが、この職業（教員）の難しい場面でもある。
自らを省みてあえて校長志向を放棄（「不適任型」）して教壇教員として生きるという教員が存
在するからこそ学校運営が円滑になっている。このような事情から教員の資質によって管理職に
就任が可能か否かは決定的には言えないところにこの教員研究の困難さがある。 
 
結びにかえて 
 
130 
 
 日本の働く女性に共通した点は、「職業人としての意識の低さ」に問題があることは周知の事
実である。この度の調査結果を総合的にみても職業意識の向上を期待する状態である。 
 管理職（校長）への意欲は、断然、男性教員が優勢であることが明らかになった。これは仕事
に対する態度・熱意にまで影響する場合もあろう。今日の女性教員の評価は、残念ながら未だに
高くはない。それは多くの女性教員が、現状維持という姿勢を保持している結果でもある。これ
はまさに自分の成長を留めることになり、究極的には管理職志向に関して関心が弱まる傾向にな
る。女性教員の管理職志向を妨げている要因は、外的要因として、①学校組織の中で男性教員に
大切な仕事を占められている。②地方では未だに社会的通念として、男尊女卑の社会的風習が根
強く残存している。③父母が女性教員を正しく評価しない（つまり喜ばない）。内部要因として
は、①全般的に管理職になる意欲が乏しい。②とくに既婚者の場合、家族と職業の両立から研修
の機会や時間が少ない。③統率力が乏しい。④視野が狭い。⑤包容力に乏しい。⑥協調性が少な
い、⑦女性同士でも立てない、これは学校組織の管理運営者に限った問題ではなく、もっと普遍
的な問題として解決する必要がある。管理職就任への価値観の議論は別にしても社会人としての
職業生活の基本的な問題を再検討することが必要である。教員の仕事には格差は存在しない。女
性教員も一つの仕事に取り組む以上、その職場の責任者になるための努力は当然行うべきであろ
う。一度、仕事に取り組んだ以上、女性であると言ったことが何事の言い訳にもならないことを
十分に女性教員は、いま以上に確認すべきではなかろうか。「不適任型」が女性教員に多い。こ
れは校長に相応しい資質とは何かを十分に検討した結果であったのか、疑問の余地が若干残る。 
 管理職志向要因を分析するには、当然のことながら「就職動機」、「年齢層別」、「学閥人事
意識」などを総合的に検討する必要がある。これらを既に若干検討に加えた㉑。その結果の一部
を要約すると。まず就職動機づけの堅実なものが、一概に管理職を志向するとは限らない。とく
に女性教員の場合はこの傾向が著しいことは注目すべきである。次に「年齢層別」では、30代の
後半から 40 代全般に亘って男女とも管理職志向が強くなる。とくに男性にはこの傾向が著しい。
全年齢層別をみて教員養成系のものが性別を問わず多いのは、今後も管理職層には教員養成系出
身者が占める割合が維持される可能性がある。戦後の開放制教員養成制度の成果について検討の
余地が存在することを教示しているのであろう。「派閥（学閥）人事意識」の問題は、日本の初
等教職界にとって古くて新しい問題として無視出来ない㉒。全地区・性別・調査年度を問わず、
派閥（学閥）人事意識を程度の差は別としても、一応、意識しているものが 85％以上もいる。管
理職「不定型」との関連は、地区別によって程度の違いはあるが、80％以上のものが派閥（学
問）人事意識をもっている。これは明らかに派閥（学閥）のもつ影響力によって管理職を志向し
ても現実の問題として、昇進の実現可能性がないか、また何らかの形で影響を受けると考え、昇
進をあきらめているのであろう。新しい開放制教員養成制度が創設されて、はや半世紀を軽過し
たにもかかわらず依然として学閥が存在している事実が明らかになった。この学閥をいかに解消
するかが管理職志向の向上にとって当面の重要な課題であろう。教員自身の内部的要因（管理職
志向後の例）よりも近代社会の原理に反する外部的な要因である学閥が存在している以上、管理
職志向にとって好ましいことではない。出身校別によって派閥（学閥）意識の受け留め方の程度
は、教員養成系が一般系よりも学閥意識が強いのは注目される。 
 今後、女性教員が男性教員と同じように管理職志向を向上促進するには、「現代の職業人とし
ての女性教員は如何にあるべきか」ということを、女性教員同士の連帯を基に構築していくべき
であろう。女性教員は確かに数的に膨張したのに質的側面が伴わないと、将来はいま以上に期待
できないのではなかろうか。まさに女性教員は社会的な存在価値を問われているのが現状であろ
う。教育の実質的な担い手である多くの女性教員は広い視野に基づいて、「現代社会にとって教
員の使命観」を原点にもどって総合的に真剣に検討する機会に迫られている。これらを解決する
ことが女性教員の管理職への増加に結びつく道であろう。 
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① 「調査地選定理由」 
東京都＝わが国の首都であり、都道府県別において教員数が最高である。長野県＝調査実施
時（1970年）で女性教員の比率が全国で最低の県である。福岡県＝調査実施時（1971年）で
女性教員の比率が全國で最高の県である。東京都（1979年）、長野県（1980年）＝は、10年
間の変化を考察するために行った。東京都（1984年）＝前回の調査（1979年）より 5年間の
変化を考察するために行った。山口県（1986年）＝非常に保守的な県である。長野県（1986
年）＝時系列的に変化をみるために行った。 
② 母集団 
  1969年＝東京都調査。公立小学校論（校長、教頭、養護教論・講師を除く。以下、他の全調
査も同じ）のうち女性教員 16、548名。1970年＝長野県女性教員 1、768名。1971年＝福岡県
女性教員 8、278 名。1979 年＝東京都女性教員 13,274 名。1980 年＝長野県女性教員 2,296 名、
男性教員 4,233。1984年＝東京都女性教員 19,812名。1986年＝山口県女性教員 2,787名、男
性教員 1,728名。1986年＝長野県女性教員 2,494名、男性教員 1,728名。1986年＝長野県女
性教員 2,494名、男性教員 3,842名。 
③ 抽出台帳 
 ・東京都＝東京都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校職員名簿』
1969・1979・1984年版。 
・長野県＝『長野県学事関係職員名簿』——1970・1980・1986年度版、信濃教育会発行。 
・福岡県＝『福岡県下教育関係職員録』——1970年版、教育春秋社発行。 
・山口県＝『山口県教職員録』——1986年度版——山口県学校生活協力組合発行。 
④ 抽出方式 
  東京都・長野県・福岡県＝1969・1979・1984 年とも無作為抽出法。山口県＝3 分の１抽出法。 
⑤ サンプル 
・東京都（1969年）＝計画 600、有効回収数 224、回収率 37,4％、（1979年）＝計画 2,000、
回収数 565、回収率 28.3％、（1984年）＝計画 1,000（男性 500、女性 500）、有効回収数
（男性 135、女性 149）、回収率（男性 27.0％、女性 29.8％）。 
・長野県（1970年）＝計画 400、有効回収率 22,857％、（昭和 55年）＝計画 500、有効回収数
294、回収率 58.8％、（1986年）＝計画 1,287名、有効回収数 653（男性 382名、女性 270名、
性別不明 1名）、回収率 51.5％。 
・福岡県＝計画 900、有効回収数 305、回収数 33.9％。 
・山口県＝計画 1,505（男性 576名、女性 929名）、有効回収数 727（男性 274、女性 453）、   
回収数 48,3％（男性 47.6％、女性 48.8％）。 
⑥ 財源 
  東京都（1969年）・長野県（1970年）・福岡県（1971年）＝私費。東京都（1979年）＝
1978年度文部省科研費一般研究（D）、長野県（1980年）＝東邦大学額田奨学金、東京都
（1984年）＝1981年度文部省科研費一般研究（C）、山口県・長野県（1986年）＝1986年度
文部省科研費一般研究（C）。 
⑦ 調査方法 
東京都・長野県・福岡県・山口県の全調査・全年度とも郵送法。 
⑧ 調査期日 
 東京都＝1969年 11月中旬。1980年 4月中旬。1986年 11月中旬。 
 福岡県＝19716月中旬。 
 山口県＝1986年 11月中旬。 
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Ⅳ 女性教師の教職意識 
 
第 11章 女性教師の意識の変遷 
 
－ 1969年から 1986年までの公立小学校を中心に － 
 
 
はじめに 
 
 わが国の初等教員の就職事情は、戦前において経済の景気変動の影響を受け、その志願
者数によっても明らかである①。また教員の社会的地位の評価、経済的条件など、今日と比
較し決して恵まれたものではなかった。 
 戦後は新しい開放制教員養成制度が発足し、戦前よりもいっそう近代的な教員養成が実
施されている。最近の女性は高学歴化に伴い、社会的な進出があらゆる分野で増加してい
る。とくに日本の女性の伝統的な職業の一つである初等教員の分野では、周知のようにも
はや過半数を占め、小学校では「女性教員の時代」とまで言われている。初等教員の研究
を試みるには、まず女性教員を重視することが初等教員集団の本質的な解明にとって欠か
せないものである。 
 社会情勢の変化に伴って、当然、教職志願の事情も異なると推察される。戦前の女性教
員の調査資料には、就職動機に関する研究成果が存在していないのが実情である。今日で
は外的要因（戦前は女性の社会的進出分野の制限、男性教員の徴兵による補充要員など）
よりも、むしろ内的要因（個人的なもの）が就職に強く影響を及ぼしているとみられる。 
 この調査研究を始めた 1969年ごろは、女性の社会的進出が著しく注目を浴びたころであ
る。その後も時代の経過にともなって女性教員も増加の一途をたどった。この 15年間に女
性教員の就職事情および初等教育界の病理とも言われる派閥（学閥）の存在意識の実態の
変化について時系列的な調査（「調査実施要項」末尾参照）を実施した。その実証的資料に
基づき、女性教員の意識の変遷について検討を試みる。 
 
１ 教職選択の分析 
 
 就職事情を分析するにあたって、まず職業を選ぶ目標となる価値を重視すべきであろう。
就職の場合における価値は、社会において一定の有益な役割を果たすものであると認めら
れ、それについて報酬が与えられ、個人が生活を維持する手段を与える永続的な地位であ
る。人間が目標に指向する場合、家族的、経済的、社会的その他のあらゆる条件が含まれ
る。つまり現代の女性教員は、就職する際にいかなる欲求・願望をもっていたか。教職選
択について、個人的（肉体的・精神的）欲求、または、社会的（文化的・政治的・経済的・
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その他）欲求のいずれかに動かされたかが問題となる。これらを検討するには、教員の育
った家族、社会階層、教育②、先天的な素質やその他の複雑な要因を分析して総合的に検討
すべきであるが、諸般の事情により、この度は教員としての「就職動機」に限定する。 
 わが国の小学校教員は、出身地の教員養成校を卒業し、その地域社会のなかの小学校に
就職するケースが大部分である。このように流動性に乏しくまた閉鎖的な傾向が、明治時
代から今日までも継続している③ことはきわめて注目される職業である。 
 1965 年代前半の女性教員は、今日と比較して社会的な評価は、決して高いものではなか
った。女性の職業としての小学校教員は、伝統的な職種とは言え高等教育終了者にとって
専門職でありながら「社会的な地位」は余り高くはない（とくに女性教員の場合は④）。ま
た待遇の面において、戦前と比較して改善されたとは言え、他の専門職に比較しても十分
に恵まれている状況とは今日でも言えないのである。このような激しいなかで、敢えてな
ぜ教職を選択したのか、当然、他の職業選択の理由と異なるものがみられるであろう。こ
れらを考慮して就職動機づけを次のように類型化（図 1参照）して検討を試みてみよう。 
① 適職型 
 1965 年代の 20 歳代は、全地域（東京都・長野県・福岡県）ともに 40％以上を占め、か
なりの人々が自己分析に基づいた慎重な就職事情であった。しかしその後、1975・1985 年
代になると、全地域とも大幅に減少し 20％台になる。これは社会情勢の変化に伴って、個
人の主体的な動機よりも他の要因の影響が増加した結果でもあろう。1965 年代の 40 歳代
は全地域ともに 40％以上を占め、なかでも調査時点で全国最高の女教師率である福岡県は
59％も占めている。これは教職に就任した時期が終戦後の社会全般が大変に混乱したとき
とほぼ一致する。それにもかかわらずその当時の余り恵まれていない教職を敢えて選択す
るに際し、冷静に自己を観察したものが多いのは就職動機づけの堅実さの現れでもある。 
② 価値志向型  
1969年から 1979年の 10年間に東京都の 20・30歳代が大幅に増加しているのは注目され
る。これは小学校教員に対する社会的な再評価が実施され、今まで以上に小学校教員に関
しての優遇策（「人材確保法」など）が実施された影響にもよるものであろう。昭和 40 年
代の 40歳代は、他の年齢層より最も少ない。これは教員に就任したころの職業の社会的評
価が低く、また教員というものを十分に認識する余裕もなく就職したのではなかろうか。
昭和 50年代前半と比較して昭和 60年代は、20・30歳代とも 20％台に激減している。東京
都と地方（長野県・山口県）との地域間の格差があり一極に比較できないが、1985 年代は
50 歳代を除いて全般的に減少の傾向がある。これは教職選択における価値観の多様化の現
れでもあろう。長野県と山口県とでは距離的にかなり離れているが、40 歳代を除いて他の
各年齢層では地域的な格差は余りないのは注目される。 
③ 被勧誘型 
 1965年代の 40歳代が全地域とも際立って多い。これは教員に就任したころは終戦の混乱
期であり、まず生活の安定を確保するために周囲の人々からの勧めで、他律的な動機によ
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って教員を選択したものとみられる。1975 年代になり全般的に減少傾向がみられ、次第に
教職選択の質的な向上が現れてきている。 
④ 漠然型 
 1965年代から 1970年代にかけて全般的にみて、かなりの減少がみられ、教職選択の動機
づけの堅実さの増加がみられる。1965年代の 30歳代が全地域・全年齢層のなかでも最も多
いのは注目される。これは 1955年歳代に教職に就任したもので、その当時社会一般に「デ
モ・シカ先生」という言葉が流行し、教員の就職動機に対して社会的に注目を集めた時代
でもある。しかしその後、次第に年月の経過とともに減少し、1975年の 40才代が最も多く
て 10.3％にしか過ぎなく、30 歳代は皆無で 20・50 歳代ともごく僅かである。これは「被
勧誘型」の減少傾向と同じように、就職動機の質的向上を一段と裏づけるものである。1975
年代のなかでも 20歳代は、1979年には 11.8％であったが 5年後の 1984年には 6.1％で約
半分に減少している。これはよりいっそう堅実な動機のものが新しく教員に就任している
ことの現れであろう。 
⑤ 相続型 
 1965 年代の 20 歳代が全地域とも最も多い。まだその当時（1965 年代前半）は、今日と
比較して女性の社会的に進出できる可能性がきわめて少なく限られた職場しかなかった。
そのなかで教職は他の職種と比較して恵まれたものであった。このような状況から家庭環
境の影響がかなり強く教員への志向要因として作用したとみられる。果たして女性教員自
身が広い視野から教職の良さを本当に認識して選択したのか。また主体的な選択の動機づ
けが弱く親の指示に従ったのかは明らかではない。しかしいずれにしても親と同じ職業に
就いたものが、1975年代の 20歳代は減少している。これは女性の社会的進出の分野が拡大
されたことも一つの要因ではなかろうか。また 1985 年代では 40 歳代をピークに若年齢層
になるに従って減少している。これは地方といえどもかなり主体性を伴った職業選択を行
い堅実さをいっそう強めてきたものとみられる。 
⑥ 生活安定型 
 1985年代はもう既に社会全般に豊かさがみられ、1955・1965年代と社会状況が全く異な
っているにもかかわらず、数的にはきわめて少ないが若干でも存在していることは実に注
目される。これは教員の社会的使命感に対する認識がなく、ただ生活の手段としての教職
選択の要因として不純である。 
⑦ 労働条件型 
 以外に 30・40歳代に多いのは、就職する当時において他の職種よりも女性にとっては恵
まれたものであったとみられる。学校運営の中堅層の年齢（30・40 歳代）に労働条件を最
優先に考慮して教員に就任していたこの事実は、学校教育上において何らかの障害が生じ
る可能性が潜んでいるとみてさし支えないであろう。 
⑧ 恩師影響型 
20 歳代が以外に多い。とくに長野県の場合は同じ世代（20 歳代 30 歳代）の 4 分の 1以
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上を占めている。まさに「教育は人なり」と言われているように人柄の影響力が、教員へ
の道を選ばせたのである。このような例は、他の職種では職業選択の動機に直接関係する
場合は少ないであろう。教員という職業は、知識・技術の伝達の役割のみではなく、人間
的な魅力を備えることが如何に重要であるかが明らかになった。 
 時代の変遷に伴い、教員の就職動機づけも変化していることが明らかになった。「適職型」、
「価値志向型」が全体を通していつも多く、堅実な動機づけがみられた。教員の社会的な
位置づけの変化により、就職動機も若干関係しているとみられる。何よりも個人的な健全
さを伴った主体性に基づいて、教員に就任したものが大多数である。この 10数年間にかな
りの社会情勢の変化もみられ、当然のこと価値観の多様化もよりいっそう進歩したとみら
れる。その割に教職を選択した要因は、きわだった変化は見られなかった。昭和 40年代に
は就職動機づけにおいて主体性に欠けた（「被勧誘型」、「漠然型」）ものが他の年代より多
くいたが、社会が安定成長期になると減少のきざしがみられた。戦後の開放制教員養成制
度になっても若干の社会的な影響が、教員志願の動機に関係するとみられる。全般的にみ
て日常生活の質的な向上との関連から、今後もさらに堅実な就職動機のものが増加し、将
来の初等教職界のより健全な発展が期待される。 
 予想外に 1985 年代の「恩師影響型」が、長野県の 40 歳代を除いて他の年齢層では多く
みられる。これはかなり早い時期に教職を志したものであり、その後成長に伴って他の職
業と比較したにもかかわらず、究極的に教職に就いたことは、如何に個人的に人間的な魅
力が就職動機にとって重要な要因であるかを提起している。 
1969年から 15年間の教員の就職（事情）動機は、ほぼ堅実さがみられる。いつの時代に
も社会情勢の影響を強く受け、教員としての職業的特質・性格などを考慮しないで就職し
たものが存在している。しかし数的には少ないが一応考慮すべきことがあろう。今後、教
員の就職動機として好ましくないものは、どのような諸条件に制約されていたかを今後の
課題としたい。 
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２ 派閥（学閥）意識 
 
 わが国の初等教育界の学閥の存在に関しては、かなり以前から問題とされていた。その
実態に関しては、既に調査研究の成果がある④。それらの調査実施の時期からかなりの年
月が経過し、その間に社会一般の諸情勢は変化した。とくに初等教育界においては、教員
養成制度の改革により閉鎖制から開放制に移行し、既に 40年以上も経過している。かつて
学閥の存在は否定できないものであった。果たして今日では、好ましくない学閥について
男性教員より意識が低いと言われる女性教員はどのように意識しているのであろうか。 
 まず初等教員の集団になぜ学閥が発生し存在するようになったのかを検討してみよう。 
 第１には、教師集団における資格の同質性がある。これは大多数のものは、教員養成系
（旧師範・学芸・教育大学・教育学部）出身者と一般大学・学部出身者である。その他に
検定試験合格者あるいは講習を受けて資格を取得したものがいる。管理職（校長）就任に 
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は、女性教員は男性教員と比較して不利である。また特定の学校出身者には有利であると
いうように学閥の作用が明らかである⑤。 
第２には、小学校教員の職場は実に数多く全国的であるにもかかわらず、きわめて流動
性が小さい。既述のように自分の出身地の地元の教員養成校に入学し、その地域の小学校
に就職する。いわば地域と教職の関連性がきわめて高いことは、歴史的でかつ全国的な傾
向である⑥。また転勤の場合でも自宅から通勤可能な範囲内に移動するケースがほとんどで
ある。 
第３には、職場の点であるが他の企業・官庁などに比較して構成人口がきわめて少ない。
このような状況から個人間の接触は大きく、職制に基づく接触と同時にそれ以上に全人格
的な接触が展開される可能性が十分にある。つまり情実が発生する要因の一つでもある。 
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第４には、教職における職階制の問題がある。周知のように官庁・企業体には、実に多
くの職制が細分化されている。小学校においては、管理職層として校長・教頭と平教員の 3
段階である。平教員のなかに教務主任といったものがあるが、これはあくまで役割分担に
しかすぎず、体外的な地位の表示としては余り効果がない。このように管理職のポストが
少ないことから、より一層の競争志向が発生する。ポスト獲得のために有力な派閥に加入
することが有利であることなどから派閥（学閥）の存在機能の価値がある。 
第５には、教職における人事考課の困難さがある。教員個人の能力に基づく人事考課が
客観的に乏しいことが、最大の問題である。年功序列制の効果・人事担当者との距離が問
題となり、自らの派閥から出している人事担当者の数が、圧力集団の力として直接学閥に
関連する場合がある。 
 学閥は個人の能力・実力とは全く別の次元で個人の地位を決定することが、改めて論ず
るまでもなく、近代社会の原理に全く反するゆえに厳しい非難を受けている。 
 次に歴史的な点からは、戦前において一つの教育市場の勢力を伯仲した複数の教員養成
系学校の同窓生集団が争う時に学閥は顕在化し、その抗争は激化し、またその弊害も大き
かった⑦。また一つの教育市場の主導権を一つの同窓生集団が掌握し、他にこれと対抗でき
る勢力がない場合においても、やはり学閥的な現象がみられるであろう。戦後の教員養成
制度の面で注目すべき点は、同一の都道府県内に存在していた競争相手の師範学校が一校
に統一化され、かつ新制大学に昇格したこと、また一般大学・学部においても教員資格の
取得が可能になったことなど注目される。さらに高度経済成長に伴い、人口集中地域にお
いて、教員出身校の多様化の現象がみられた。これは弱小集団の乱立という結果を招き、
場合によっては派閥抗争を激化することも考えられるが、また逆に弱体化する方向にも作
用する場合もある。いずれにしても戦前より学閥の存在条件は、次第に解消されて来てい
ると見られる。 
 さて、女性教員の派閥（学閥）人事意識の変遷をみてみよう（図４参照）。 
 全体的な概況を時系列的にみて、「学閥」の存在を意識しているものがすべての期間にわ
たって 90％以上を占めている。この事実は、以前として初等教員集団の体質の改善が何ら
進歩していないことを、如実に物語っている。 
 次に派閥（学閥）人事意識をどの程度に受け止めているかを 3 つに類型化して検討を試
みる。 
① 積極的肯定型 
 東京都の教員養成系出身者は、昭和 44年以来増加の傾向を示している。これは学閥解消
の条件が整備されてきたかにみられたが、むしろ逆に学閥の存在を意識するものが増えて
きたことは、いかに学閥が根深いかを示すものであろう。また昭和 59年には教員養成系出
身者の 3分の１以上ものが、明らかに学閥の存在を意識している。この 15年間にかなりの
世代交代が実施されたにもかかわらず、このような実態は、女性教員の意識にも何らか問
題があるのではなかろうか。地域別にみると、東京都より地方（長野県・福岡県）の方が、
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出身校別を問わず断然多い。これは地方ほど教員集団の体質改善が遅れていることの現わ
れでもあろう。一般系出身者では、東京都の場合わずかではあるが 10年間（1969年→1979
年）に減少傾向を示していることは注目される。また福岡県（1971 年調査実施時点では全
国最高の女教師率）が一般系出身者の全期間のなかで最も高率（44.7％）であることは、
派閥抗争のすさまじさを物語っているのであろう。地方ほど学閥の存在意識が高いことは、
古い教員集団の閉鎖制の解消の不完全さとまた保守性の強さの現われでもあろう。 
② 消極的肯定型 
 全体的にみて、全期間・各地区ともに最も多い類型である。東京都の場合、この 15年間
（1969年→1979年）につれて教員養成系出身者と比較して、ほとんど格差がみられないこ
とは注目される。これは一般系ゆえに余り関心がないのか、また、さもなくば教育にとっ
て、もっと他の重要なものに関心をもっているのではなかろうか。 
③ 否定型 
 全体的に見て、すべての調査年度とも 10％以下であり、いかに学閥が根深く今日でも存
在しているのかが明らかになった。出身校別を問わず、この 15年間に学閥を認めないもの
が増加している。これは時代とともに古い教員集団の体質から脱皮している証しともみら
れる。また女性教員自身の意識向上の一環とも受け止められる。地域別では、地方（長野
県・福岡県）が東京都より学閥の存在を否定するものが全体的にみて少なく学閥の健全さ
が伺える。出身校別では、地方の教員養成系が数的にはきわめて少ないが、学閥に対する
関心の強さが伺える。同じ地方でも長野県は、出身校別を問わず他より最も少ない。これ
は学閥の存在機能の強大さの現れであろう。またそれと同時に教育に対する何らかの好ま
しくない影響が生じる懸念がある。 
 社会情勢がこの 15年間にわたりかなり進歩したにもかかわらず、初等教員集団には学閥
という旧態依然とした古き体質を未だに堅持していることが判明した。これは近代化した
一般社会から教員集団がますます隔離され、時代に即した教育を担う教員が今後育成され
るのか、誠に苦慮すべき点である。なお若い世代の増加に伴い、将来は教員集団の自浄作
用の効果に大いに期待する。それには教員として「教育の原点とは何か」を常に意識して
日常の職務を遂行すべきではなかろうか。東京都のこの 15 年間の変遷をみると、「積極的
肯定型」と「否定型」が全体的にみて増加し 2 極分化の傾向がある。これは現代の教員集
団には、異質の教員が混在しているとみられる。これらの教員に対する研修の在り方など、
今後十分に検討すべきである。 
 
結びにかえて 
 
 1969 年から 1980 年までの間に社会情勢の変化に伴い、女性教員の就職動機の移行には、
多少の関係があるものの概ね堅実さを伴っている。1975 年代に入り教員の社会的評価が向
上するに従い、総体的に就職動機の健全さがみられる。社会の進歩に伴い、価値観の多様
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化および生活様式の変化があったにもかかわらず、教職に対する姿勢の堅実性さが維持さ
れている。このような情勢から将来の初等教職界の女性教員の前途には、期待できるであ
ろう。 
また東京都と地方（長野県・山口県）との比較は、首都＝東京都は地方からの流入者が
多大数でしかも社会的には自由な雰囲気であるにもかかわらず依然として、「学閥」を意識
しているものが多いのは教職界のみの特質ではなかろうか。健全な就職動機に基づいて教
職に就いたにもかかわらず、教職界の病理現象である「学閥」の存在を程度の違いはあっ
ても意識しているものが多数いる。これは社会一般が日進月歩で発展しあらゆる面におい
て、改善されているのに教職界は旧態依然とした体質を継続維持している。これで現代社
会に適応する教育を実践しているかどうか疑問にさえ思える。また出身校別を問わず「学
閥」の存在を何らか認めているものが圧倒的に多くいることは、かなり教育病理としての
根深さが伺える。堅実な就職動機によって教職界に参加活動しても、教職界の古い体質そ
のものに問題を含んでいると、正常な教育を遂行する意志と能力があっても十分に教育が
実践できないことがあろう。この問題は単なる教育の分野のみの限られた問題ではなく、
究極的には国家滅亡への道をたどることになるのではなかろうか。教員集団の自浄作用能
力は、若い世代の人々に期待するのみではなく、学校運営の中心的な役割を担っている中
堅層（30歳代後半から 40歳代）の人々の意識改革を如何に実践すべきか、その方法を今後
の課題としたい。また他律的な就職動機により教員に就任した場合も研修によって、健全
な教員へと変質する可能性は十分にある。何よりも教員自身の職業意識の向上が基礎であ
り、それを如何に実践すべきか、その具体案を今後、総合的に検討していきたい。 
 教員の就職動機の要因とその発生のメカニズムを総合的に見極め、その結果、職務遂行
上の意識との関連性について今後、分析を行いたい。そのためには教員が置かれている社
会的状況と生活環境の面についてもっと多面的に分析する必要があろう。とくにその意識
の発生過程について、よりいっそう重視していくことが今後の研究の鍵となる。 
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① 陣内靖彦『日本の教育社会』東洋館出版社、132頁、1988年。 
② 小野浩「教育学部」清水義弘編『地域社会と国立大学』東大出版会、291～311頁、1975
年。 
③ 竹内利美「教師の職業的特性と社会的地位」細谷恒夫編『教師の社会的地位』有斐閣、
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『調査実施要領』 
（1） 調査地選定理由 
東京都＝わが国の首都であり、都道府県別において教員数が最高である。長野県＝調査
実施時（1970年）において女性教員の比率が全国最低の県である。福岡県＝調査実施時
（1971年）において女性教員の比率が全国最高の県である。東京都（1979年）長野県（1979
年）＝は 10年間の変化を考察するために行った。東京都（1984年）＝前回の調査（1984
年）より 5 年間の変化を考察するために行った。山口県（1986年）＝非常に保守的な県
である。長野県（1986年）＝時系列的に変化を考察するために行った。 
（2）母集団 
1969年東京都調査。公立小学校教論（校長・教頭・養護教論・講師を除く。以下、他
の全調査も同じ）のうち女性教員 16,548名。1970年＝長野県女性教員 1,768名。1971
年＝福岡県女性教員 8,276名。1979年＝東京都女性教員 22,274名。1979年＝長野県女性
教員 2,296名。男性教員 4,233名。1984年＝東京都女性教員 19,812名。1986年＝出口県
女性教員 2,787名。男性教員 1,728名。 
（3）抽出台帳 
東京都＝東京都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校職員名簿』
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1969・1979・1984年版。長野県＝『長野県学事関係職員名簿』1970・1980・1986年版、
信濃教育会発行。福岡県＝『福岡県下教育関係職員録』1970年版、教育春秋社発行。
山口県＝『出口県教職員録』1986年度版、出口県学校生活協同組合発行。 
（4）抽出方式 
東京都＝1969・1979・1984年とも無作為抽出法。長野県＝1970・1980・1986年とも無作
為抽出法。福岡県＝無作為抽出法。山口県＝３分の１抽出法。 
（5）サンプル 
東京都（1969年）＝計画 600、有効回収数 224、回収率 37.4％。（1979年）＝計画 2,000、
有効回収数 565、回収率 28.3％。（1984年）＝計画 1,000（男性 500、女性 500）、有効
回収数（男性 135、女性 149）、回収率（男性 27.0％、女性 29.8％）。 
長野県（1970年）＝計画 400、有効回収数 228、回収率 58.8％、（1986年）＝計画 1,267
名、有効回収数 653（男性 382名、女性 270名、性別不明１名）、回収率 51.5％ 
福岡県＝計画 900、有効回収数 305、回収率 33.9％。 
山口県＝計画 1,505（男性 576名、女性 929名）有効回収数 727（男性 274、女性 453）、
回収率 48.3％（男性 47.6％、女性 48.8％） 
（6）調査期日 
東京都＝1969年 11月中旬。1979年 1月下旬。1984年 6月中旬。 
長野県＝1970年 11月中旬。1979年 4月中旬。1986年 11月中旬。 
福岡県＝1971年 6月中旬。 
山口県＝1986年 11月中旬。 
（7）財源 
東京都（1969年）・長野県（1970年）・福岡県（1971年）＝私費。東京都（1979年）＝1978
年度文部省科研費一般研究（D）。長野県（1980年）＝東那大学額田奨学金。東京都（1984
年）＝1981年度文部省科研費一般研究（C）。山口県・長野県（1986年）＝1986度文部省科
研費一般研究（C）。 
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第 12章 現代女性教師の諸問題 
 
― 東京都内公立小学校を中心に ― 
 
 
はじめに 
 
わが国における労働力不足は、ここ数年慢性化しつつあるといわれている。この
ため、これまで副次的労働力とみられていた女子労働力への依存度が急速に高まっ
ている①。女子の職場進出はこれまでたんに家計補助的役割を担うにすぎなかった
こと、また職場進出自体、かならずしも歓迎されることではないという風潮が一般
的であったことなどを考えると，隔世の感がある。しかし、労働力の需給関係は需
要者側のみの要因にあるのではなく、供給側の社会的な変化に伴って生ずる要因も
考えられる。とくに女子の場合は、少なくとも次の 3つの要因によって、職場進出
への契機が生まれたものと理解してよいであろう。 
① 消費生活水準の上昇と合理化による余暇時間の増大（＝家事・育児労働から
の解放） 
② 社会的参加への意欲の向上（＝家＜イエ＞からの解放） 
③ 女子教育水準の向上（＝高校進学率の上昇、短大・大学卒業者の数的増加） 
こうした要因によって、とくに①、②の場合は中校年齢層の就業率が高まってき
たことが実証されているが②。しかし、就業率の高まりはかならずしもその労働条
件を高めているとはいえない。男女間の賃金格差はいうに及ばず、その他、就学条
件には大きな差がみられる。憲法第 14条は、性別による法の前の平等を明記し、
「男女同権」を保証しなければならないにもかかわらず、現実にはほとんど有名無
実に等しいといってもよい③。 
 こうした男女間の決定的差別状況の中で「男女同一労働」と「男女同一賃金」が
保証されている女子の職種は、きわめて少い。特定の資格要件を就業の条件とする
だけに、限られた職種（裁判官、医師、公務員など）にすぎない。しかし、ここで
とりあげる女教師は、その数の多いこともさることながら、労働条件もまた他の女
子の職種に比べて恵まれている。たとえば、「産休補助教員設置法」④などによっ
て産休が認められている。また初任給もかならずしも十分でないにしても決して悪
くはない。⑤もちろん、教育という仕事のもつ社会的機能から、他の職種と同じく
論ずることはできない。しかし、ともあれ女教師は現在急速に増加しつつあり、
1969年には、小学校に限ってみれば、50,3％となって半数以上を占めるに至った。
女性の女教教職従事者が増加しつつあることは、実は世界的な傾向である。ちなみ
に、アメリカ合衆国は 86％、ソビエト 80％、カナダ 78％、イギリス 75％、イタリ
ア 74％、フランス 68％、スエーデン 65％⑦などとなっており、日本はこれら諸外
国に比べればまだまだ少ないほうである。 
 男子に代わって女子に初等教育の機能を負わせる必要性は、男子の労働力への期
待が多いことばかりでなく、女子の職業として適性であるという認識に立つゆえで 
 
表 1 年齢層別構成 
年齢層別 ％（実数） 
20代 31，3(70) 
30代 26，8(60) 
40代 31，3(70) 
50代 8，5(19) 
60代 2，2(5) 
合計 100，0(224) 
145 
 
あろう。したがって、日本の場合こうした女教師の増加傾向が、はたしてその適性
によるものであるかどうか、その社会的背景、また女教師が当面している問題は何
か、といった諸問題を実態に即して明らかにしようとしたのが本論の趣旨である。 
 
１ 全体の概要 
 
年齢層別構成をみると（表 1参照）、20代から 40代までで 89.4％を占め、やは
り 50・40代は少なくなっているものの、約 1割強いることがわかる。20代が 40代
と同数であるが、30代は⑧、谷間になっていて 4，5％ほど少ない。しかし、10歳
きざみの年齢層では日本の戦後と戦前の切れ目、すなわち終戦時（1945年）におい
て、かりに 23 歳で女教師に就職したとすれば、現在 48 歳になっていることになり、
40歳代はその前後に担っているので、社会的・歴史的変動との関連を考慮しなけれ
ば、この年齢層別ではかならずしも適切な解釈をなしえないであろう。 
 
表 2 出身他別構成 
出身他別構成 ％（実数） 
北海道 3.1  (7) 
東 北 9.8  (22) 
関 東 63.4 (142) 
北 陸 2.2  (5) 
中 部 3.1  (7) 
四 国 1.3  (3) 
九 州 8.5  (19) 
中 国 1.8  (4) 
近 畿 3.1  (7) 
その他（沖縄外国等） 2.7  (6) 
合計 100.0(224) 
  
表 3 出身学校別構成 
出身学校区別 ％（実数） 
A 女子師節・女高師・女専 30.4(68) 
B 高等女学校 5.8(13) 
C 臨時教員養成所・検定 6.7(15) 
D 学芸大学・教育学部 24.1(54) 
E 一般大学 28.1(63) 
F 短期大学 4.0(9) 
G N.A 0.9(2) 
合計 100.0(224) 
           (A,B,C:旧制度、 D,E,F:新制度) 
 
出身他別構成は（表 2参照）、調査他が東京であるだけに当然、関東地方がもっ
とも多く 63.4％、次いで東北他方(9.8％)、九州他方（8.5％）でその他の他方はき
わめて少ない。ただ九州他方出身者が少ないながらも 3位にあることは意外な感が
する。 
 出身学校別にみると（表 3参照）、周知のように小学校教員資格取得の養成機関
は、戦前・戦後ともにかなり制度的変化がみられたため、複雑ではあるが、純教員
養成機関と傍系教員養成機関、それに法制上臨時措置によって旧制度女卒の臨教出
身や検定合格などによる取得者は決して多くなく約五割強あわせて 54.4％、次いで
一般大学の教員免許資格取得者が 28.1％である。このことは、数員養成機関に問題
があることを示している。正規の養成機関の卒業者でも、半数弱のものが教職に就
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いていないという状況は、教職そのものに対する魅力の欠知か、退職者が意外に多
かったためかなどの原因が考えられる。ともあれ今後の教員養成それ自体の在り方、
また職業としての教職の在り方、ひいては日本の教育全体の問題とも深くかかわっ
てくるであろう。 
 
表 4 勤続年数別構成 
勤続年数別 ％（実数） 
3年未満 20.1(45) 
3－7 18.3(41) 
7－11 8.5  (19) 
11－15 6.7  (15) 
15－19 10.7 (24) 
19－23 16.5 (37) 
23－27 10.7 (24) 
27－31 2.7   (6) 
31－35 3.1   (7) 
35年以上 2.7   (6) 
合計 100.0(224) 
 
表５ 年齢層別と就職動機づけ 
年齢層別 類型別 ％（実数） 全体の％ 
 
 
20 
(N・A1) 
A 価値志向型 29.0(20) 9.0 
B 適職型 42.0(29) 13.1 
C 被勧誘型 5.7(4) 1.8 
D 漢然型 11.6(8) 3.6 
E 相続型 11.6(8) 3.6 
 
 
30 
 
A 価値志向型 35.0(21) 9.5 
B 適職型 35.0(21) 9.5 
C 被勧誘型 8.3(5) 2.3 
D 漢然型 15.0(9) 4.1 
E 相続型 6.7(4) 1.8 
 
 
40 
A 価値志向型 20.0(14) 6.3 
B 適職型 41.4(29) 13.1 
C 被勧誘型 20.0(14) 6.3 
D 漢然型 10.0(7) 3.2 
E 相続型 8.6(6) 2.7 
 
 
50 
(N・A1) 
A 価値志向型 27.5(5) 2.3 
B 適職型 27.5(5) 2.3 
C 被勧誘型 27.5(5) 2.3 
D 漢然型 11.1(2) 0.9 
E 相続型 5.6(1) 0.5 
 
 
60 
A 価値志向型 40.0(2) 0.9 
B 適職型 20.0(1) 0.5 
C 被勧誘型 0(0) 0 
D 漢然型 0(0) 0 
E 相続型 40.0(2) 0.9 
*N・A2  合計 各
100.0(222) 
100.0 
147 
 
勤続年数をみると（表４参照）、もっとも多いのは３年未満、次いで７年未満で
ある。合わせて 38.4である。かりに 23歳で教職についたとすれば、この 7年未満
の勤続年数と年齢的に 30歳以下の教師が多いことと照応してくる。かなり若手の
教師、しかも教暦七年以下の者が約四割弱ということになるが、19年から 23年の
キャリアをもつ者が次いで多いことは、注目しなければならないであろう。前例と
同じ計算であれば、年齢は 42歳から 46歳の幅のなかに入る人々である。この年齢
層の教師は経験豊かなベテラン教師であって、ほぼ戦前の教育を受けたもので、後
述のように継続意思・職業動機づけにおいても、もっとも堅実とみられる教師であ
る。 
しかし、女教師は、その職業の社会的特殊性からみて、長期勤続が可能であり、
また一面老後の生活保障⑨も不十分ながら確立されていることから、他の女子の職
業と違って、勤続年数が長くなっているのは、⑩当然といえば当然であろう。結婚
の有無からみると、既婚者は 87.9％未婚者が 27.2％である。一般の有配偶（死・
離別を含む）女子雇用者が 35.8％であるのに比べるときわめて多い⑪。これは当然、
女教師が「共働き」の多いことを示している。女子労働者一般の最大の悩みの一つ
は、「共働きは是か非か」にあるといわれている。おおむね就業の必要に迫られな
がらも離職して結婚するケースが多い中で、かなりの数の教師が「共働き」をして
いるという事実は、他に比してその可能性が多いためか、止むを得ず教職に就いて
いるかによると思われる。 
 
２ 就職の動機づけ 
 
なぜ教師についたかという就職の動機づけは、一般の就職動機づけと同じくきわ
めて重要な問題である。とくに女教師は勤続年数も長く、たんに結婚までの腰掛的
就職とは異った理由がなければならない。ここではこの理由を次の 5つの類型に分
類してみた。 
① 価値志向型    
教職という仕事自体にきわめて魅力（誇りをもつ）があるとする型で各年齢層と
も多い（表 5参照）。出身校別にみると（表 6参照）、一般大学出身者が意外と教
職への価値志向性をもっている。一般大学卒業者が女教師として就職するばあいに
専門系に比べて遜色のないのは興味深い。 
② 適職型  
自己にもっとも適した職業と考える型。40歳以下は多いが 50・60歳代と減少し
ている（表 5参照）。これは若い年代層が比較的に主体的に自己の適性を考えて教
職についた証拠である。出身校別にみると（表 6参照）、純教員養成系の A ・D両
グループが多く、合わせて 60％を占めている。このことは純教員養成機関に入学す
るとき、すでに自分の性格を自分なりに検討したことによるのであろうが、もちろ
んすべてが教職に就いたわけではない。戦前派の純教員養成系と傍系教員養成系と
の格差は 20％で前者が多く、戦後派では前者と後者は同じである。これは戦後派の
傍系教員養成系機関出身者が、むしろ自分の性格をより慎重に検討したうえで教職
についたことを物語っているのではなかろうか。 
③ 被進誘型     
他人から勧められてただ何となく就職した型。動機づけがかなり不確実な人たち
である。年齢層別で 40歳代がもっとも多い（表５参照）。これは就職の意志決定
の場合きわめて他律的であったことを示す証拠として注目しなければならない。こ
の年齢層は、戦前の教育を受けるなかで、女子は万事控え目に身を処すべきことを
教え込まれ、自己の一生を決定する職業選択の場合も、自主的判断を下し得なかつ
たことを物語っている。出身校別にみても(表６参照)、とくに旧制度による女教師
は、合わせて 71.4％と庄倒的に多い。つまり新制になってからこの型が少ないこと
は、年齢層別でも問題として指摘したように、40歳の年齢層以上が自主性なく親や
兄弟に勧められて教師になったことと符合している。 
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④ 漠然型      
他に適当な職がなかったからという、いわゆる「デモ・シカ教師」の類である。
この年齢層に比べて多い。この年齢層別にみると(表５参照)、30代が他の年齢層に
比べて多い。この年齢層は戦後の混乱期に小・中学校を終え、丁度、大学卒業のこ
ろにベビー・ブームで生まれた子どもが学齢に達して、就学した学期で、当然教師
の需要が多く、しかも一企業などでは求人も少なかったところから、何となく教師
になったという事情もあると思われる。出身校別にみると(表６参照)、旧制新制ほ
ぼ同率であるが、旧制度の純教員養成系出身者がもっとも多いことは注目される。
これは旧制度の女子教範学校入学者に対する給費奨学金のこともなんらか影響して
いるのではなかろうか。わが国の教員養成制度の在り方そのものに問題があったの
ではないだろうか。 
⑤ 相続型      
親（父・母）が教員をしているという型である。年齢層別にみると（表５参照）、
高年齢層の 60代にもっとも多い。前述のように戦前派の女性が、一般的に主体的
に職業を選択したのではないことと符合している。出身校別にみると（表 6 参照）、
新制卒業者 72％ときわめて高率である。これは新制卒の教師の親が、女子の職業と
して教職のもつプラス面を教育して娘を後継者たちしめようとした配慮、娘もそれ
に従って教職を選んだのではないかと思われる。 
教職という仕事に価値志向性と適職性をもって就職したものが 65,2％に達して
いることから考えて職業選択の動機はかなり堅実であるといえる。これに対して被
勧誘型・相続型といった理由で就職したものは 34.8％である。動機づけが明確でな
い憾みがないでもないが、もちろん、就職の時にはそうであっても職務に就いてか
ら魅力や適職性を発見したものもあると思われる。年齢層別にみると（表５参照）、
20代では価値志向型、適職型を合わせて 71％という高率、30代も 70％で高いが、
40代になると 61.4％、50代では 55％と次第に低下している。このことは 40以上
には被勧誘型が多いことを逆に意味している。 
 
３ 継続希望とその理由 
 
今後も引続いて教職に就いていきたいとするものは、97.3％であって庄倒的に多
い。この種の調査はすでに 1950・1951年に行われており、この場合にも多いこと
が実証されている⑫。総じて長期間その職に就きたいという希望が生まれるのは、
既述のように女教師という職種が他のそれに比して女子にとって最適であり、かつ
恵まれていることによると思われるが、さらにこの理由を次の５つに分類して検討
した結果を述べておきたい。 
① 生き甲斐型    
教職に生き甲斐を見出して一生その職を続けようとする型であるが、各年齢層と
もにこの型に属するものが多い。教育という仕事はきわめて他味であり、その成果
も目に見えるものではない、しかし幼年期の子どもを教育していくことに限りない
生き甲斐を見出していけるとすれば、他の職種に比べて幸福であるかも知れない。
この型を年齢層別にみると(表 7参照)、40代・50代とその数が増加している。と
くに 40代は各年齢別層のなかでもっとも生き甲斐型が多い。これは教育という仕
事の性質上、経験が豊かになるにつれて教職にますます価値を見だしてくることか
ら生じる結果であろう。しかし、就職間もない 20代においても生き甲斐型がもっ
とも多い。この年齢層は教歴の浅い人々であるが、新しい職場への期待感および高
い職業意識⑬、自ら意望した職業に対する熱意をもっているからであろう。 
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表６ 就職動機づけと出身校別グループ 
類型別(実数) 出身校別 
グループ 
％（実数）  全体
の％  
                       
 価値志向型           
(60人=27.3%) 
A 21,7(13) 5,9 
B 5,0(3) 1,4 
C 6,7(4) 1,8 
D 28,3(17) 7,7 
E 30,0(18) 8,2 
F 8,3(5) 2,3 
           
適職型       
(85人=38.6%) 
A 31,3(27) 12,3 
B 4,7(4) 1,8 
C 7,1(6) 2,7 
D 28,2(24) 10,9 
E 23,5920) 9,1 
F 4,7(4) 1,8 
 
被勧誘型         
(28人=12.7%) 
A 46,4(13) 5,9 
B 10,7(3) 1,4 
C 14,3(4) 1,8 
D 7,1(2) 0,9 
E 21,4(6) 2,7 
F 0(0) 0 
 
漠然型         
(22人=10.0%) 
A 45,5(10) 4,5 
B 4,5(1) 0,5 
C 0(0) 0 
D 13,6(3) 1,4 
E 36,4(8) 5,6 
F 0(0) 0 
 
相続型          
(25人=11.4% 
A 16,0(4) 1,8 
B 8,0(2) 0,9 
C 4,0(1) 0,5 
D 28,0(7) 3,2 
E 44,0 (11) 5,0 
F 0(0) 0 
*出身校不明 
2 *N・A2 
合計 各
100,0(220) 
100,0 
 
 
② 適職型   
教職が自分の性格に適していると考えて就職した型。戦後派の 20代 30代に多く、
戦前派は 40代にいるだけで 50代 60代とも皆無である。これは就職動機づけのと
ころで述べたように、戦後派の女教師が自分の性格をよく検討して教職を選んだ結
果と考えられるが、また逆に戦前派は自分の適性をかえりみることなく、ほかの要
因によって教職に就いていることになる。  
③ 関心型  
 教職に携さわることがおもしろいと感じている型。すべての年齢層のなかで 20
代がもっとも多いことは、就職動機づけに価値意向・適職両型の多いことと関連し
ている。 
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表７ 継続希望の年齢層別とその理由 
年齢層別 類型別 ％（実数） 全体の％ 
    
20           
A 生き甲斐型 37,1(26) 11,9 
B 適職型 20,0(14) 6,4 
C 関心型 25,7(18) 8,3 
D 奉仕型 10,0(7) 3,2 
E 生活型 7,1(5) 2,3 
     
30 
A 生き甲斐型 28,3(17) 7,8 
B 適職型 25,0(15) 6,9 
C 関心型 25,0(15) 6,9 
D 奉仕型 8,3(5) 2,3 
E 生活型 13,3(8) 3,7 
     
40   
(非継続
１) 
A 生き甲斐型 46,4(32) 14,7 
B 適職型 18,8(13) 6,0 
C 関心型 17,4(12) 5,5 
D 奉仕型 8,7(6) 2,8 
E 生活型 8,7(6) 2,8 
50 
（非継続
１） 
（Ｎ・Ａ
３） 
A 生き甲斐型 60,0(9) 4,1 
B 適職型 0(0) 0 
C 関心型 13,3(2) 0,9 
D 奉仕型 20,0(3) 1,4 
E 生活型 6,7(1) 0,5 
60 
（非継続
１） 
A 生き甲斐型 75,0(3) 1,4 
B 適職型 0(0) 0 
C 関心型 25,0(1) 0,5 
D 奉仕型 0(0) 0 
E 生活型 0(0) 0 
*N・A3 
*非継続 3 
 合計 各
100,0(218) 
100,0 
 
④ 奉仕型   
教職を通じて社会に役立ちたいとする型である。戦後派は年齢層が低いほど高率
であり、戦前派は 50代がもっとも多く、60代は皆無である。このように戦前派の
なかでもかなりの格差があるのは注目される。 
⑤ 生活型   
働かないと生活ができないという型。教職の本質を理解していないのでわないが、
まず生活のために継続しなければならいないというのは、30代で⑭他の年齢層のな
かでもっとも多い。したがって、逆に生き甲斐型が多い。この点はきわめて注目す
べきである。この年齢層の多くは、既婚者（83.3％）で家事労働の負担に加えて、
子弟の教育費や養育費を含め、一般に家計費支出の多い年齢層であると思われるだ
けに、待遇問題ともあわせて、今後の教育行政の課題として考えておかねばならな
いであろう。継続希望理由のなかで各年齢層にみられる共通点は、「生き甲斐型」
が多いことである。教師という職業に生き甲斐を発見しようとすれば、ほぼ現在は
精神的、物質的にも満足していると判断してもよいであろう。現在の教師生活に飽
き足らず、積極的に他に転職を希望するものもほとんどない。変動の激しい社会状
況のなかで、教師の世界は社会的移動がほとんどみられないことを物語っている。
これまで教職への女性進出が著しい割には、その大多数が一時的な就職観をもって
いたため、初等教育の教職人口は絶えず変動をまぬがれないといわれていたが⑮、
少なくとも継続希望者がこのように多いとなると、就学児童の減少との関連におい
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て絶対数の増加の可能性も少なく、また採用人事のローテーションにも今後大きな
影響を与えるかもしれない。 
 
表 8 女教師の数 
年度  1966  1967  1968  1969 
全国公立小学校女校長
数 
107 123 140 152 
東京都内公立小学校女
校長数 
26 31 31 36 
東京都内公立小学校女
教師数 
13,176 13,891 14,975 16,013 
東京都内公立小学校教
師総数 
26,126 26,760 28,003 29,159 
1966年度は都教育庁調べ、1967,1968,1969年度は文部省「学校基本調査報告
書」および「文部省統計要覧９」1967年より作成。 
 
 
４ 昇進（管理職）希望 
 
「終戦後女子の社会的地位は、末だ嘗てなかったほどの画期的な向上を示した。
しかし一方その根底には、依然として女教師軽視の観念が根強くはびこっているこ
とは否定出来ない」⑯。このような状況にもかかわらず、戦後の教師像の一つの特
色として掲げなければならないことは、女校長の出現ということである⑰。ここ数
年来数的には増加の一途をたどっているが（表８参照）、今後もこのような傾向が
現われる可能性があるだろうか。この婦人校長問題はすでに、第 3回全国小学校女
教師会（1922（大正 11）年 7月 1日より 3日間、東京で開催された）において、女
教師を校長や視学へ採用するように決議されたが、実際に管理職者に抜擢された女
教師は少数であったという歴史をもっている⑱。一方また現代の女教師に対しては、
親切で細かな心づかいをする、熱心に仕事をするなどの評価が与えられているが、
その反面、協調性に乏しく自己中心で、研究心・独創力に乏しいとの評価もされて
いる。またフォロアーにはよいがリーダーとして不適格とみられがちのためで、教
育行政にあたって指導的な地位を占めている女教師は依然として少ない⑲。教育現
場においては男女の差別なく対等であるが、これが昇進とむすびつかないで、フォ
ロアーとして組織のなかにとり残されているのが女教師の現状ではないだろうか。 
現在、東京都内公立小学校の校長・教頭に就任するには「校長・教頭侯候補試
験」に合格することが必要条件とされている。この試験の受験意志のないものは、
82.5％となっており、この数字をみる限り、きわめて自己の昇進について無関心な
態度を示していることになる。その理由として、は管理職になるより平教員で教え
ていた方がよい、また管理職になっても責任を果たしえないのではないかという自
信失、さらに職場の環境から受ける影響、家庭と職務との均衡などが挙げられるで
あろう。また民間の職場にみられるような「地位上昇」への期待は、教職という特
殊な仕事のためメリット・システムが確立していないことにもよるであろう。 
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表 9  出身校別グループ昇進希望意志 
出身校別グループ 昇進希望意志 ％（実数） 全体
の％ 
A 
(66人=30.0%) 
(*N・A2) 
 
有 15.2(10) 4.5 
無 83.3(55) 25.7 
もっているが忙しく 
その気になれない 
1.5(1) 0.5 
B 
(13人=5.9%) 
有 0(0) 0 
無 92.3(12) 5.4 
もっているが忙しく 
その気になれない 
7.7(1) 0.5 
C 
(15人=6.8%) 
有 13.3(2) 0.9 
無 86.7(13) 5.9 
もっているが忙しく 
その気になれない 
0(0) 0 
D 
(54人=24.5%) 
有 13.0(7) 3.2 
無 77.8(42) 18.9 
もっているが忙しく 
その気になれない 
9.3(5) 2.3 
E 
(63人=28.7%) 
有 11.1(7) 3.2 
無 85.7(54) 24.3 
もっているが忙しく 
その気になれない 
3.2(2) 0.9 
F 
(9人=4.1%) 
有 11.1(1) 0.5 
無 88.9(8) 3.6 
もっているが忙しく 
その気になれない 
0(0) 0 
*出身校不明２ 
*N・A     2 
合計 各
100.0(220) 
100.0 
 
出身校別にみると（表 9参照）、純教員養成系出身者が傍系教員養成系出身者よ
りも当然のことながら、受験意志をもつものが多い。戦前・戦後派を比較すると、
戦後派の方が 6.7％多い。戦前派のＢグループでは、「持っていない」ものが
92.3％と圧倒的に多い。傍系のＣおよびＦグループでは「もっているが忙しくその
気になれない」が皆無である。Ｂグループ出身者がＣグループ出身者と異る点は、
受験意志をもっているものが全体的にみてきわめて少数（0.9％）であるが、存在
していることであって、これは注目すべき事実である。戦後派では純教員養成系の
Ｄグループ出身者がもっとも多い。戦前派と異る点は、純教員養成系より傍系教員
養成系の方が 9.2％ほど昇進希望意志のあるものが多い。戦前派の Aグループ出身
者は戦後派のＤグループ出身者と、また戦前派のＣグループ出身者は戦後派のＦグ
ループ出身者とほぼ同じ傾向である。このように純教員養成系と傍系教員養成系と
の間には、一つのパターンの違いがある。戦後派のＤグループ出身者は、他のグル
ープ出身者のなかで「もってはいるが忙しくその気になれない」がもっとも多い。 
全体的にみて戦前派より戦後派の方が、多忙な就業条件にあるにもかかわらず 2．
2％多く、昇進意欲がうかがわれることは、今後さらに管理職が増加する可能性の
あることを示す。また出身校別による多少の違いはみられるものの、「昇進意志」
をもっているものは極めて少ないことである。とくに戦前派は現在、学校において
指導的地位にある年齢層でありながら戦後派より少ないことは、女校長・教頭とい
う管理職が、一応、いまだ女教員にとって抵抗が多いことを物語っているものであ
ろう。また男子間の差を意識して、女教員の管理職就任を好ましくないとする傾向
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が、一般的にみていまだに存在しているためではなかろうか。わが国では女性は職
場において管理能力に欠けるという社会通念がある。とくに教職は管理的能力を必
要とされているだけに教育行政上の管理能力への疑問は、女教師そのものへの不信
に連なるのではなかろうか。女教師の地位を向上させるためには、これらの隘路を
打開していかねばならないであろう。 
 
５ 派閥人事意識 
 
一般の職場とちがって教育界に派閥が存在することは、とくに好ましくない現象
であるにもかかわらず、残念ながら教育界には、依然として派閥が存在する。これ
は党派集団のなかでいわゆる学閥⑳と称せられるものと関連している。わが国の初
等教育界においては、旧教員養成制度時代から今日に至るまで学閥の存在は否定で
きない㉑。東京都内には旧豊島教範、旧青山師範、他府県旧師範、その他などのさ
まざまな学閥がいまだに何らかのかたちで存在している。東京には戦前から全国の
教員が集まっており、その出身校も多様であったが、さらに人口集中にともなう学
校の増加によって、この傾向は助長されてきた。このような状況のなかで、女教師
自身が学閥をどのように認識しているか、現在、教員人事にそれらの学閥が何らか
の形で影響を及ぼしていると考えるかについてみると、派閥の存在を意識している
ものが実に全体の 93.3％にものぼっている。 
 
表 10 派閥意識と出身校別グループ 
類 型 別 出身校別
グループ 
％（実数） 全体
の％ 
 
積極的肯定型 
(57人
=25.8%) 
A 15.8(9) 4.1 
B 5.3(3) 1.4 
C 5.3(3) 1.4 
D 31.6(18) 8.1 
E 35.1(20) 9.0 
F 7.0(4) 1.8 
 
消極的潜在型 
(151人
=68.2%) 
 
A 35.1(53) 23.9 
B 6.0(9) 4.1 
C 7.3(11) 5.0 
D 22.5(34) 15.3 
E 25.8(39) 17.6 
F 3.3(5) 2.3 
 
否定型 
(14人＝
6.4%) 
 
A 42.9(6) 2.7 
B 7.1(1) 0.5 
C 7.1(1) 0.5 
D 14.3(2) 0.9 
E 28.6(4) 1.8 
F 0(0) 0 
＊出身校不明 
２ 
合計 各 100(222) 100.0 
 
これは教員の世界にとってきわめてユニークな事実であるといってよい。どの程
度に意識しているかを次の 3つに分類した結果を述べておこう。 
① 積極的肯定型 
派閥は大いに関係があるとする型。全体的に見て 25.6％である。出身校別にみる
と（表 10参照）、旧制より新制の方が 47.3％多い。とくに新制の傍系教員養成の
Eグループ出身者がもっとも多く、逆に旧制の傍系教員養成の B・C両グループ出身
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者がもっとも少い。これは単に傍系であるという偏見からだけではなく、人事行政
（昇進）にまったく無関心なのか、さもなくば現場の教育にのみ情熱を注いでいる
からであろう。新・旧制の純教員養成系出身校が 47.4％いることは派閥抗争の激し
さを示すものとして注目される。 
② 消極的潜在型 
派閥は何らかの意味で関係があるとする型である。全体的にみて 67.7％でもっと
も多い。なかでも旧制の純教員養成系の Aグループ出身者がもっとも多く、積極的
肯定型の Aグループと合わせると 50.9％になる。このように半数以上が純教員養成
系で占められていることは、当然のことながらほぼ派閥の存在を事実上認めている
と解釈できるのではないか。また現代の数職界で指導者的層を占める戦前（旧制）
派の人々が、何らかの派閥容認的意識をもっていることは、現代の教育行政上の問
題の一断面（「派閥と人事」）を物語っていると解釈される。 
③ 否定型   
派閥はまったく関係がないとする型。派閥を否定しているものは全体の 6.3％で
きわめて少い。派閥を否定するグループは、旧制の傍系教員養成系出身者に少く、
とくに新制の Fグループ出身者に至っては、派閥に対する関心が皆無であることは
注目される事実である。旧制と新制とでは、前者の方が 14.2％多い。これは、後者
の方が年齢層も低く昇進に関心がうすいため、派閥そのものを無視しているのでは
なかろうか。 
 以上のように教職集団内部において派閥の存在を認めている人々が多いことは、
女子の普通の職場において「学閥」や「郷土閥」などがみられないのに比べて特色
がみられる。 
派閥人事意識をもっとも明確に捕捉できるのは、「昇進（管理職）試験」の受験
希望者との関連である。この関係についてみると、積極的肯定型、消極的潜在型あ
わせて昇進試験の受験希望意志をもたないグループが 88.5％もいる。また他方では、
派閥を否定するグループにおいて受験希望の意志がないものが 78.6％いる。前者は
あきらかに派閥のもつ影響力によって、昇進の実現可能性がないか、あるいは阻ま
れていると思考し、昇進希望意志をあきらめざるを得ないことを示すものであり、
後者はむしろ派閥を否定するといいながら、その弊害や問題点を認識したうえでの
否定的態度の表明ではなく、あきらめないし無関心であることを物語っているので
あろう。 
 
６ 教育労働者意識 
 
今日、教師については、様々な評価が与えられ、例えば、「デモ・シカ教師」、
「サラリーマン教師」、「教育労働者」、「聖職教師」などといわれている。一方
において日数組は、「教師倫理綱領」において「教師は労働者である」と明確に規
定している。つまり教師は労働者として自己の社会的立場と機能を自覚すべきこと
を求めている。他方、最近では専門職論（スペシャリスト）がしばしば聞かれ、教
師も一種の専門職であるという論も聞かれる。普通労働に比べ教職の質的向上がさ
れているし、専門職的教育を受け一定の資格要件を必要とする以上、少なくとも専
門職的な存在として評価されていると考えられる。問題は、教育労働者ならびに教
育労働についてさまざまな説があり㉒、まだ定説が確立されていないなかで、これ
らをどのように規定するかにつぃてである。「教育労働者」という概念は「教育賃
労働者」とよばれる科学的概念であり、その形成と増大は賃労働の対立場たる資本
の形成と蓄積である。明治以来の日本資本主義の発展と密接な関係があり、階級闘
争の問題を重視しなければならない。 
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表 11 教育労働者意識と出身者学校別グループ 
類型別 出身校別
グループ 
％（実数） 全体の％ 
 
 
肯定型 
(119人=53.8%) 
A 24.4(29) 13.1 
B 4.2(5) 2.3 
C 8.4(10) 4.5 
D 29.4(35) 15.8 
E 29.4(35) 15.8 
F 4.2(5) 2.3 
 
 
潜在型 
(80人=46.1％) 
A 40.0(32) 14.4 
B 5.0(4) 1.8 
C 5.0(4) 1.8 
D 18.8(15) 6.8 
E 27.5(22) 9.9 
F 3.8(3) 1.4 
 
 
恥辱型 
（2人＝0.9%） 
A 0(0) 0 
B 0(0) 0 
C 0(0) 0 
D 0(0) 0 
E 100.0(2) 0.9 
F 0(0) 0 
 
 
不明型 
(9人=4.1%) 
A 22.2(2) 0.9 
B 44.4(4) 1.8 
C 0(0) 0 
D 22.2(2) 0.9 
E 11.1(1) 0.5 
F 0(0) 0 
 
その他型 
(12人=5.6%) 
A 41.7(5) 2.3 
B 0(0) 0 
C 8.3(1) 0.5 
D 16.7(2) 0.9 
E 25.0(3) 1.4 
F 8.3(1) 0.5 
*出身校不明 合計 各
100.0(222) 
100.0 
  
さて教育労働者であることについて、どの程度に意識しているかを次の 3つに分
類（不明型、その他型を省略する）してみた。 
① 肯定型   
当然と思っている型で、全体では 53.1％でもっとも多い。出身校別にみると（表
11参照）、旧制よりも新制の方が 2.6％多い。旧制の純教員養成系を比べると前者
が 2.8％多く、新制の前者と逆に 4.2％少ない。このように出身校別による意識の
格差というよりも、新制対旧制の格差が著しいことと、旧制のなかで純教員養成系、
新制のなかでは傍系が多いのは注目すべきであろう。年齢層別では（表 12 参照）、
若い年齢層ほど意識が高く、高年齢にしたがって減少している。とくに戦前派の 50
代・60代は、急激に減少している。この年齢層は戦前の教育価値観を維持して、教
育労働者ではなく、いわゆる聖職教師意識をもっているためであろう。 
② 潜在型   
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とくに感じない型で全体の 36.6％で割合に多い。出身校別では（表 11参照）、
新・旧両制ともほぼ同率である。肯定型と同じように新・旧両制の純教員養成系で
半数（58.8％）以上を占めていることは注目される。 
この他、「恥辱型」もあり、教師は聖職者であるとなす型であるが全体の 0,9％
でごく少数である。このように現代においては、従来の聖職者意識の持ち主は、ほ
とんどいないと言ってもよいのではなかろうか。これはわが国の教師もちろん教師
の労働者意識については、世代はもちろん出身階層、出身学校（師範系か傍系か）、
職制的地位、地域（都市か農村か）などの指標を併考することによって捉えるべき
であるが、この点についてはすでに類型化された資料も出されている。 
 
表 12 教育労働者意識と年齢別層 
類型別 年齢層
別 
%（実数） 全体の％ 
 
 
肯定型 
(119人
=53.1% 
20 32.8(39) 17.4 
30 29.4(35) 15.6 
40 26.9(32) 14.3 
50 7.6(9) 4.0 
60 3.4(4) 1.8 
 
潜在型 
(82人
=36.5%) 
20 29.3(24) 10.7 
30 24.4(20) 8.9 
40 36.6(30) 13.4 
50 8.5(7) 3.1 
60 1.2(1) 0.4 
 
 
恥辱型 
(2人=0.9%) 
20 0(0) 0 
30 0(0) 0 
40 100.0(2) 0.9 
50 0(0) 0 
60 0(0) 0 
 
 
不明型 
(9人=4.0%) 
20 44.4(4) 1.8 
30 22.2(2) 0.9 
40 11.1(1) 0.4 
50 22.2(2) 0.9 
60 0(0) 0 
 
その他型 
(12人=5.2%) 
20 25.0(3) 1.3 
30 25.0(3) 1.3 
40 41.7(5) 2.2 
50 8.3(1) 0.4 
60 0(0) 0 
 合計 各
100.0(224) 
100.0 
 
 
７ ペスタロッチの精神 
  
教育の成果を決定する直接的な担い手は、いうまでもなく教師である。すでに明
らかになったように、現代の教師はさまざまな意識をもって教育に携っている。こ
こで近代教育学の原理を樹立したペスタロツチ（J.H Pestalozzi）の「すべてを他
人のために、自己のためには何ものもせず」という言葉の精神を、その是非は別に
して、どのように受けとめているかを設問した結果を述べておきたい。 
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表 13 ペスタロツチの言葉と出身校別グループ 
類型別 出身校別
グループ 
％(実数) 全体の％ 
 
 
同感型 
(31人=14.1%) 
A 32.3(10) 4.5 
B 3.2(1) 0.5 
C 16.1(5) 2.3 
D 19.4(6) 2.7 
E 22.6(7) 3.2 
F 6.5(2) 0.9 
 
 
否定型 
(132人=59.7%) 
A 35.1(46) 20.8 
B 6.1(8) 3.6 
C 6.1(8) 3.6 
D 21.4(28) 12.7 
E 29.8(39) 17.6 
F 2.3(3) 1.4 
 
 
不明型 
(59人=26.6%) 
A 20.3(12) 5.4 
B 6.8(4) 1.8 
C 3.4(2) 0.9 
D 33.9(20) 9.0 
E 28.8(17) 7.7 
F 6.8(4) 1.8 
*出身校不明 合計 各
100.0(222) 
100.0 
 
① 同感型   
まったく同じ考えであるという型で、全体の 13.8％である。全体的には多いとは
いえない。出身校別では（表 13参照）、旧制の純教員養成系の Aグループ出身者
がもっとも多く、新制では傍系教員養成系の Eグループが多いことは注目される。 
 
表 14 年齢層別とペスタロツチの言葉 
年齢層別 類型別 %(実数) 全体の％ 
 
20 
同感型 10.0(7) 3.1 
否定型 55.7(39) 17.5 
不明型 34.3(24) 10.8 
 
30 
同感型 11.7(7) 3.1 
否定型 53.3(32) 14.3 
不明型 35.0(21) 9.4 
 
40 
同感型 17.1(12) 5.4 
否定型 67.2(47) 21.1 
不明型 15.7(11) 4.9 
 
50 
同感型 15.8(3) 1.3 
否定型 57.9(11) 4.9 
不明型 26.3(5) 2.2 
 
60 
(N・A1) 
同感型 50.0(2) 0.9 
否定型 50.0(2) 0.9 
不明型 0(0) 0 
*N・A1 合計 各１00.0(223) 100.0 
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年齢層別にみると（表 14参照）、年齢が高くなるにつれて次第に高率になって
いる。これは長年教歴に携わるにしたがって、「ペスタロツチの精神」が、おのず
から習得されかつ実践されているのであろう。 
② 否定型   
「そんなのは現在通用しない」という型で、もっとも多く全体の 57,1％を占めて
いるが、この理念は現代の社会における教育価値観とは相い容れなくなっている。
出身校別にみて（表 13参照）、旧制の純教員養成系のグループ出身者がもっとも
多く、新制の純教員養成系の Dグループ出身者と合わせると半数以上（56,5％）に
なる。これは逆に新・旧両制の傍系教員養成系出身者の方が、この精神を受けつい
でいることを示していると断言できるかどうかは必ずしも明らかではないが、対照
的で興味深い。 
③ 不明型   
わからないという型で、全体の 27.2％である。年齢層が下るほど多い。これは、
戦後の教育理念として掲げうるには問題があるにしても、この理念そのものについ
て研究することもなく、しかも別の教育理念も発見できないという模索のなかにお
かれていることを意味していないだろうか。出身校別にみると、新・旧両制の純教
員養成系の A・D両グループをあわせると半数（54.2％）以上を占める。これはと
くに純教員養成系出身者でありながら、教育方針を「ペスタロツチの精神」に求め
られないのか、また教育に対する自分の独自の信念をもっているか、さもなくば求
めあぐんでいるかのいずれかであろう。 
その他「無回答」が全体の 1.9％いるが、一応これまでの結果から戦前派のもの
は「ペスタロツチの精神」にそった考え方をもっているが、逆に戦後派のものは、
それに依拠しない教育態度を示していることが明らかにされた。 
 
８ 男女平等の原則 
 
教職は「男女同一労働条件・同一賃金」という男女平等の原則に基づいて実施さ
れているが、この原則にもかかわらず男女の差別意識が存在するかどうか、この意
識を次の 3つに分類した結果を述べておきたい。 
① 常時意識型   
いつも感じているという型で、8.9％ともっとも少ない。これは他の職場に比べ
てきわめて少ないといえるのではなかろうか。とくに女子であるということでは差
別されていないため、前述のように教職継続の希望が多いこと、したがってほぼ教
師という職業に満足感をいだいていることと関連している。年齢層別では、20代・
40代が同数 38.9％でもっとも多いが、前者は新しい職場に入り意欲的に職務を遂
行するなかで、男女の差別を現実に敏感に受けとめているためであろうし、後者は
中堅層で学校内部において、さまざまな経験のなかから予盾を感じているからであ
ろう。 
② 随時意識型   
ときどき感じる型で、全体の 54,0％でもっとも多い。この割合を前者とあわせる
と 62.9％となる。今日の教職界において男女差別意識が存在していることは否定で
きない。年齢層別にみると、20 代 37.2％でもっとも多く、40 代 30.6％の順である。
これは前述の常時意識型とほぼ同じ傾向である。 
③ 皆無型   
まったく感じない型で、全体の 37.9％である。年齢別にみると、 永年勤続者
である 60代の全員がこの型である。また 30代 32.9％、40代 30.6％であり、いず
れも 30％以上を占めている。 
 
９ 子弟の教職志望 
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女教師の子弟が母親と同じ職業につきたいという希望を表明した場合、これをど
の程度容認するかは、教職に対する女教師自身の職業観を知る一つの方法である。
そこでこの点について設問したが、ほぼ次の 3つの型に分類できる。 
① 肯定型   
全体の割合からみると 33,5％であるから、約 3分の 1の女教師が子弟が後継者に
なることを積極的に支持していることになる。子弟の将来の進路に教師の道を歩ま
せたいとするためには、教職のもつ社会的役割、生活の安定度、適性、生き甲斐な
どついて、女教師が十分な理解をもっていなければならない。親が子を後継者にし
たいという単純な理由だけで決定できない面がある。通念からいえば、かなり多く
の女教師が子弟を後継者にしたいと考えられるが、調査では意外と少なかった。後
述のように、戦後の人格尊重の立場から、子弟の進路は自由に委せるといった風潮
によると思われる。 
 
表 15 子弟の教師志望 
息子の場合％（実数） 類型別 娘の場合％（実数） 
31.3(70) 肯定型 35.7(80) 
14.3(32) 否定型 8.9(20) 
53.1(119) 自由型 53.1(119) 
1.3(3) N・A型 2.2(5) 
100.0(224) 合計 100.0(224) 
 
② 否定型   
子弟を教師にさせたくないという型であるが、全体では 11.6％であるから約 1割
できわめて少ない。自己の経験から考えて、教職がかならずしも職業として好まし
くないと判断しているのであろうが、年齢層別にみて（表 16参照）、40代
（16.6％）がもっとも多いのは興味深い。ついで 50代（13.2％）で 60代は皆無、
しかも 30代（6.4％）、20代（10.0％）が意外と少い結果になっている。学歴別あ
るいは共働きの有無、教職に対する職業観などに左右されると思われるが、このよ
うな割合を示すことについては解釈が困難である。 
③ 自由型   
前述のようにこの型の多いことはほぼ予想されたが、結果的には 53，1％である。
しかも娘の場合、息子の場合の差は全くみられない。個人の意志尊重という民主主
義的判断からか、あるいは子弟の自由に委せることが民主主義的家族関係の在り方
とするいわば教条主義的判断によるかは、一概に決め難いが、答としては無難な点
もみられるので、こうした結果を示したのであろう。 
しかし、肯定型がやはり 3割程度みられることと、否定型がわずかながら存在す
ることとは、約半数近い女教師の職業観を知るうえで興味がある。 
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表 16 年齢層別と子弟の教職志望 
年齢層別 類型別 息子の場合
（実数） 
娘の場合（実
数） 
 
 
20 
肯定型 35.7(25) 37.1(26) 
否定型 12.9(9) 7.1(5) 
自由型 51.4(36) 55.7(39) 
N・A型 0(0) 0(0) 
 
 
30 
肯定型 23.3(14) 35.0(21) 
否定型 11.7(7) 5.0(3) 
自由型 65.0(39) 60.0(36) 
N・A型 0(0) 0(0) 
 
 
40 
肯定型 35.7(25) 35.7(25) 
否定型 17.6(12) 15.7(11) 
自由型 44.3(31) 42.9(30) 
N・A型 2.9(2) 5.7(4) 
 
 
50 
肯定型 21.1(4) 31.6(6) 
否定型 21.1(4) 5.3(1) 
自由型 57.9(11) 63.2(12) 
N・A型 0(0) 0(0) 
 
 
60 
肯定型 40.0(2) 40.0(2) 
否定型 0(0) 0(0) 
自由型 40.0(2) 40.0(2) 
N・A型 20.0(1) 20.0(1) 
 合計 各
100.0(224) 
各 100.0(224) 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
 
10 階層帰属意識と生活信条 
 
戦前、教師という職業は「聖職者」とされ、収入は度外視されるべきものとされ
ていたが㉔、、戦後は、女性にとって収入面においても比較的に恵まれた条件の職業
になった。階層帰属意識を分析すると、全体で「中」と回答したものがもっとも多
く（97,8％、このことから中間層的帰属意識をもっていることは明らかである。 
次に「生活信条」としては「社会的市民の育成に貢献」（41.5％）がもっとも重
視されている。いわゆる教師の社会的使命が「人材の育成」にあることを日常生活
の基本的信条としている点は、一応職業意識に徹底していることを示している。次
に「夫や子どもとの家庭生活をたのしむ」（21.0％）という、いわゆる「マイ・ホ
ーム主義」型も見受けられる。この意識は一般のホワイト・カラーと何ら変わりな
く、教師の「サラリーマン化」といわれる現象である。これを年齢層別にみると、
30代 40代がともに同数（35.0％）でもっとも多く、20代（25.5％）、50代
（6.4％）である。このように年齢層によって「職業使命観の満足」のほか「私生
活の満足」を優先されるものがいることは興味深いが、教師の世界においても年齢
層によって、「価値観」のちがいがみられ、聖職者といわれる意識のパターンも時
代とともに変化しつつあることが理解される。また「好きな教職についていつまで
ものんびりと暮らす」といういわば趣味型のものが 2.6％いる。このことは前述の
ように管理職侯補試験の希望者がきわめて少いことにも関連していると思われる。
なかには「財産をつくる」（0.9％）ことを生活の信条として持っているものが、
ほんの少数存在しているが、これは就職動機づけで漢然型を示した純教員養成系出
身で 30代のである。 
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以上のように、現代の初等教育界での女教師には実に、さまざまな価値観をもっ
たものがいるが、都市化が進行するにつれて、今後ますますサラリーマン化してい
くのかどうかが注目される点である。 
 
表 17 結婚の有無と家事逐行度合 
結婚の有無 家事逐行度合 ％（実数） 全体の％ 
 
既婚型 
67.9%(152) 
積極型 26.3(40) 18.8 
普通型 60.5(92) 43.2 
不実行型 11.8(18) 8.5 
N・A型 1.3(2) 0.9 
 
未婚型 
27.2%(61) 
 
積極型 11.5(7) 3.3 
普通型 50.8(31) 14.6 
不実行型 37.7(23) 10.8 
N・A型 0(0) 0 
*N・A4.9%(11) 合計 各 100.0(213) 100.0 
 
 
11 職業と家庭の両立 
 
はじめに述べたように、女子の職場出身にはめざましいのがあるが、わが国では
まだ潜在的に女子が職業に就くことに好ましくないという封建的な考え方が残存し、
また一方では既婚女子の就労のために必要な託児所などが十分整備されていない。
このような悪条件のなかで、女教師の職業生活と家庭生活とはどのようになってい
るのか。「職業（校務）と家庭（家事）」を両立できるとする型が、もっとも多く
40.2％であるが、さらにこの型を既・未婚別に分けてみると（表 17参照）、既婚
型は未婚型より 24.5％多く、前者は積極型・普通型を合わせて 86.8％である。ほ
とんどの既婚者が「家事と校務」を両立させている結果がみられた。しかも積極的
にする型は既・未婚とも祖父母や実・義父母との両居者は皆無である。つまり核家
族的構成のものかまたは独身者で積極的に家事を行っているわけである。留守中の
子弟の養育に心配がないのかどうかは判然としないが、かなりの数にのぼっている。
次に普通型は、義祖母と義父母と同居しているものが半数以上（52.3％）である。
また不実行型は、実父母との同居者がもっとも多く（67.4％）、これらはもっとも
恵まれた条件におかれている。このようにみると、既・未婚を問わず、「職業と家
庭」はほぼ両立可能にあるとみてよい。 
また家事を行う程度は、同居の家族構成や本人の意志によって左右されると考え
てよいであろうが、しかし、可能性の程度や限界も当然考えておかねばならないで
あろう。上述の可能型に対して、不可能型も 25.9％いる。この人々は校務が激しく
疲労度が高くて到底家事労働に耐えられないとすれば、女教師は労働過重というこ
とになるが、独身者の場合は直接的な家事労働の担い手でない場合も考えられるの
で若干割合は低くなるであろう。次に子弟の数をみると、3人以上が全体の 8.0％
にすぎない。また２人未満が 45.9％である。これは今日、児童がいる家族一世帯よ
り平均 1.8人となっているのとあまり㉕差はない。（兄弟・姉妹・義兄弟・義姉妹
は紙数の関係上省略する）。しかし一般的にみて教師・母・妻の役割を遂行するに
は、現代の社会施設（育児・託児施設など）をより多く設置して、安心して教務に
専念できると同時に家事労働から解放する必要があると考えられる。 
    
結びにかえて 
 
はじめに述べたように、わが国における女子労働者は、今後とも増加する傾向が
みられる。その理由としては、まず一般的に経済成長に伴う労働力の慢性的不足状
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況によるほか、女子の学歴の上昇、結婚年齢の低下、再就職可能性の増大が挙げら
れる。さらに労働節約的な家庭電化製品の普及、食生活の合理化など、家庭向けサ
ービスの普及化により、主婦の家庭外労働の余裕ができつつあること、また核家族
化の傾向が強まるとともに、子弟の数も少なく、養育時間や主婦の家事労働が軽減
されてきたこと、家族内での平等主義の考え方が一般化し、主婦も一個の独立した
人格として職業につくことに徹底を感じなくなってきていること、などの理由も考
えられる。今日、小学校教師の半数以上が女教師で占められるに至り、大きな社会
的反響をひき起しているが、このことはすでに沢柳政太郎氏によって研究の必要性
が指摘されていた㉖。 
この度の調査結果において、これらを反映して既婚者が多い（67.9％）ことは、
「職業と家庭」という二重の労働負担が両立できる状況にあること、共働きが多い
ことを示している。このように女子労働の重要問題である「職業と家庭」の両立可
能性について、半数以上が可能であることが明らかになった。この面からも今後、
女教師という職種が女性にとって適職として増加する余地をさらに多く残すことに
なるであろう。 
さて女教師という職種の特質として、（１）「男女同一労働・同一賃金」、
（２）「高学歴」、（３）「永年勤続の可能性」、（４）「社会的に安定した地
位」があげられる。まず労働条件のうち法律によって明記されているもの（産前産
後の休暇）については、ほぼ完全に保障されているなど、一般の民間企業に比べて
めぐまれている。大学卒の女性にとって教職は、能力を十分発揮できる魅力的な職
場になりつつある。ここではまず教員の資格取得のための基盤的な要件である教員
養成機関について、すでに若千の検討を加えたが、純教員養成系（A・Dグループ）
と傍系教員養成系（B・C・E・Fグループ）の出身者について、項目ごとに比較して
みて注目すべき結果がみられた。すなわち、わが国の教育制度は明治以来、文科省
によって統制・運営されてきたところから、純教員養成系の出身者は、伝統的に保
護され、はじめから卒業後教員を志望したものが多く、したがって昇進希望意志を
もつものも多いことが明らかになった。さらに「ペスタロツチの精神」については、
既述のような結果からみて、わが国の教員養成制度自体に本質的な問題が、まだ残
されていることも明らかになった。 
次に教員の派閥人事意識については、戦前・戦後を問わず、傍系教員養成機関出
身者は肯定型であり、これに反して純教員養成機関出身者は否定型が多いという事
実は、教員の人事管理面(転勤・昇進)において、いわゆる師傍系と傍系とに明らか
に差別があることを示すものであって、改善すべき点が多々残されていることは明
らかである。階層帰属意識は全般的に中間層的であり、外見的な評価と一致してい
る。しかし「教育労働者」意識については、肯定型が半数以上である。中間層帰属
意識のジレンマについてどのように、解釈すべきか本調査ではあきらかでないが、
時代の流れとともに女教師の思想も変化していることは理解できる。しかし「教育
とは何か」といった本質問題をたえず現職の教員自ら思考していかないと、それは
見失われる危険性が十分あると思われる。今日の教職界は、新・旧および純・傍系
教員養成機関出身者が混在していて、教育指導の基本的な方針もなく、また独自の
教育理念をもたないものも少ない。このような状況のもとでは、将来、教育につい
てさらにさまざまな複雑な問題がでてくるのは当然であり、これを解決していくた
めには、教育の多様な『価値理念』をいかに調整し確立していくかが、今日の重要
な鍵となるであろう。 
次に「教職の継続希望」と「子どもへの教職期待」との関係については、30代
が注目される。その理由としては、すべての年齢層のなかで「生き甲斐型」がもっ
とも少く（28.3％）、また「生活型」がもっとも多い（13.3％）点があげられる。
このように現在の自己の職業使命観の意識が低く、ただ何となく生活意外には何も
考えないで教職にたずさわっているものが中堅層にいることは、将来の教育界にと
って問題ではなかろうか。「子弟の教職志望」について「自由型」がもっとも多い
（62.8％）のも 30代である。これは「個人の意志尊重」という面も考えられない
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こともないが、他方においては、自分の職業に対する誇りと信念が十分でないため
に自由型が多いのではないかと理解される。 
以上のように、いろいろな項目についてその特徴を寸措したが、このような現象
は、時代の変化とともにさまざまなタイプを示しながら繰返し現われる可能性があ
る。しかし基本的には国家の教員養成制度および教育そのものについて問題がある
のではなかろうか。また地域差によって教員の生活パターンおよび教育指導方針な
ども若干異なってくるのではないかと考えられる。このことは、今後（他府県との
比較など）の研究をつみ重ねていくにしたがって、次弟に明らかになってくるであ
ろう。 
 
 
 注 
① 労働省婦人少年局編『婦人労働の実情』12頁、1970年。 
② 経済企画庁編『経済白書』資料編、87頁、1970年。 
③ 「採用資格の男女差別」、「停年制における男女差別（女子に若年停年制を設
ける）」、「悪条件下での配置転換」、「生理休暇の減日」、「労働基準法に
認められた男女同一労働・同一賃金の原則」無視などが考えられる。 
④ 1948年４月以後実施される。「産休法」の獲得は、日本の婦人労働界に権利意
識をもたらした役割は大きい。 
⑤ 東京都教育庁総務部企画室編集発行『東京都の教育行政の課題』、1969 年度 、
144頁。初任給の比較（1970年度）、小中学校教員、東京都＝38,680円、神奈
川県＝38,680円、大阪府＝37,680円、国＝34,410円、都民間事務（千人以上
の事業所）＝33,389円。 
⑥ 文部省『学校基本調査報告書』、1969年度の全国小学校教員総数は 36,114名
で、そのうち女子教員数、181,524名（50.3％）である。 
⑦ Kolner,Zeischrift fur Sozi-ologie und Sozialpsychologie,XXII, S.39,1970. 
⑧ 東京都教育庁総務部企画室編集発行『東京都の教育の現状と課題』1967年度、
177頁。東京都の場合、20代の 78％が女子教員である。筆者の調べによると、
東京学芸大学における、この６年間の「女子学生就職状況推移（初等教育教員
養成課程）」は表 18の通りである。 
 
表 18 女子学生就職状況推移（小学校） 
（東京学芸大学厚生係調査 1970.10.1現在） 
            卒業年 
 
課程       就職先 
 
40.3 
 
41.3 
 
42.3 
 
43.
3 
 
44.
3 
 
45.3 
養 初 
成 等 
課 教 
程 育 
  教           
  員 
都 
 
131 195 199 192 217 274 
他府県 11 8 7 12 9 20 
計 142 203 206 204 226 294 
女子卒
業生 
227 253 241 256 287 382 
 
⑨ わが国の退職年金給付の内容。「勤続年数についての要件＝20年以上」「給付
開始年齢＝55歳」「30年勤続教員の受ける年金額＝給与の 55％」（1955年 12
月１日以降「他方公務員等と共済組合法」による）「教員の掛け金＝給与の
5.4％」である（公立学校共済組合本部年金課調べ）。 
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⑩ 「女子雇用者の平均年齢に 9.5歳、平均勤続年数は 4.3年である」。（労働省
婦人少年局編、『婦人労働の実情』2頁、1970年）に比べると、小学校女子教
員の平均年齢は、「1955年 31.2歳、1955年 33.0歳、1961年 36.1歳、1964年
37.4歳、1968年 37.3歳」（文部省『学校基本 調査』1956、1959,1962、1965、
1968各年度）である。 
⑪ 労働省婦人少年局編『婦人労働の実情』8頁 1970年度（表 19参照）。 
 
表 19 配偶関係別女子雇用率の推移（非農村業） 
年 総数 未婚 有配偶 死・離別 
1955 
  1960 
  1965 
  1969 
15.9 
20.5 
24.1 
25.9 
38.6 
48.5 
49.1 
50.2 
5.8 
8.8 
14.1 
17.4 
13.3 
15.8 
18.3 
18.4 
（注）雇用率＝雇用者数／１５歳以上人口＊100 
       昭和 30－40年   総理府―国勢調査 
     昭和 44年     総理府―労働力調査 
   
⑫ 竹内利美「教師の社会的地位」海後宗臣・牧野巽編集代表『講座 教育社会
学』第Ｖ巻、東洋館出版社、166頁、1953年。 
⑬ 山地英太郎「女教師として生きる」大島三男・竹内安子・渡辺静子共編『女教
師の記録』文教書院、136頁、1966年。 
⑭ 同上書、137頁。 
⑮ 教師養成研究会『教育社会学－人間の社会的形成－』教師養成研究会叢書第７
集、学芸図書、311頁、1952年。 
⑯ 唐沢富太郎『教師の歴史』創文社、134頁、1955年。 
⑰ 金久保通雄編『女性教師は訴える』福村書店、58～73頁参照、1954年。 
⑱ 谷昌志「働く女性の増加と女教師」深谷昌志・深谷和子共著『女教師問題の研
究』黎明所房、322頁、1971年。 
⑲ 深谷昌志「女教師」日本教育社会学会編『教育社会学辞典』東洋館出版、576～
578頁、1967年参照。 
⑳ 田守・中内敏夫『日本の学校』岩波書店、170～172頁参照、1964年。 
㉑ 野垣義行「学閥の生態」新掘通也編『学閥』福村出版、133～183 頁、1969 年。 
㉒ 竹内好「教師の役割と教師の自覚」『岩波講座 教育』第 8巻、岩波書店、37
～89頁、1952年参照、掘江正規「教育労働者について」『岩波講座 現代教
育学』第 18巻、岩波書店、325～348頁、1961年。掘江正規「教育労働者につ
いて」国民教育研究所編集発行『国民教育研究』第 5号、36～43頁、1962年
参照。芝田進午「教育労働者の課題」国民教育研究所編『現代日本教師論』日
本教職員組合、42～64頁、1966年参照。 
㉓ 永井道雄編『教師―この現実』三一書房、1957年。 
㉔ 唐沢富太郎『教師の歴史』創文社、139～163頁、1955年参照。 
㉕ 厚生省児童家庭局「全国家庭児童調査」1969年 10月 1日現在。 
㉖ 沢谷柳政太郎「小学校の女教員」帝国教育会編集発行『帝国教育』第 409号 
（1916年）、1～6頁参照。「女教員問題に関する調査」帝国教育会調査委員に 
よる結果報告、同書、28頁参照。 
   
 
〔付記〕 
① 調査方法：郵送法。 
② 調査対象者選定方法：東京都内全小学校教師総数 30,297名（公立小学校教師総
数 19,159名うち女教師は 16,013名のうち女教師は 16,548名（54.8％である）
(文部省統計果、1969年５月１日現在調査)。日数組東京都支部名簿（1969年４
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月１日現在）から無作為抽出法により 150名、４地区（山手地区、下町地区、
都心地区、三多摩・町田地区）合計 600名を対象として選出した。  
③ 調査時期：1969年 11月中旬。 
④ 調査票の回収状況：表 20のように、下町地区、三多摩・町田地区が同数で山手
地区、都心地区の順となる（＊地区別不明の 61部は、比例配分方法により処理
した）。 
 
            表 20 調査票の回収状況 
地区別 実数（％） 比例配分実数
（％） 
地区別回
収率 
山手地区 26(11.6%) 65(29.0%) 43.3% 
下町地区 61(27.2%) 61(27.2%) 40.7% 
都心地区 15(6.7%) 37(16.5%) 24.7% 
三多摩・町田地区 61(27.2%) 61(27.2%) 40.7% 
 *地区別不明 61(27.2%) −−−−− −−−−− 
  合計 224(100.0%) 224(100.0%) 37.3% 
*全地区平均回収率 37.4% 
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第 13章 女性教師の属性 
 
— 1969・1979年東京都内公立小学校を中心に— 
                     
  
 はじめに 
 
現在、「女性教師の属性」が実証的資料の対象として選ばれる意味を検討してみると、さ
しあたり次のようなことがいえるであろう。 
日本の近代的教育制度が発足して以来、小学校の教師は女性にとって数少ない、伝統的な
自立的職業である。戦前より小学校には、実に多くの女性教師が活躍していた。とくに戦後
は著しく増加し、いまや全国の小学校教師総数の 56.3％を占め①、もはや今日では「女性教
師の時代」と言っても過言ではなかろう。この増加の社会的要因として、まず労働条件（男
女同一労働・同一賃金、産前産後の休暇の確立など）が他の職種に比較して優遇されている
ことなどがある。また最近では「人材確保法」の制定が増加に影響しているとみられる。近
ごろ女性の高学歴化傾向が著しく、将来においてさらに教師志願者が増加するであろう。 
初等教育の実態に関する研究は、まず何よりも教育現場を実質的に担っている教師の研究
から始めるのが妥当であろう。男性教師よりも数的に多い女性教師の実態を把握し、従来の
女性教師に対するさまざまな偏見を是正しその存在価値を探求することが、教師研究にとっ
ての一里塚であろう。 
女性教師に関する調査の歴史は、戦前、1916(大正 5)年 8月に帝国教育会が実施したもの
がある。その調査の対象者は,教範学校長・県学務課長・小学校校長（1県 3名）・教育学
者であった。調査の目的は女性教師の長所・短所を明らかにし、教員の適正比率を定めた計
画的な教員採用を試みえるための資料収集であった②。その後、戦後になって社会の諸情勢
が変化したにもかかわらず教育行政機関による教師の属性（とく出身学校別による意識調
査）の調査資料は残念ながら皆無の状態である。最近、日教組が支部単位で調査を実施した
資料（性別のみ）を部分的に若干発表しているに③。このように女性教師に関する調査資料
がきわめて乏しいことが、女性教師の研究にとって、進歩を阻止していた一つの要因とみら
れる。 
ここでは、女性教師の「出身学校別の意識」に限定して調査結果の資料を示しておきたい。
いろいろな属性のなかで、あえて「出身学校」を選択した根拠としては、まず教師の資質に
関することが今日もっとも論議されていること、それに関連し教員養成の過程において何ら
かの問題が滞在しているのではないかという疑問からである。 
女性の教員養成制度を歴史的にみると、1897(明治 30)年代になりほぼすべての府・県で
女子師範または師範学校の中に女子部が設置された。当時の社会的風潮として女性が、職業
をもって社会的に進出し活躍することに対して、必ずしも世間一般として歓迎されることで
はなかった。このような事情から女性の教師志願者は、今日と比較にならないほど少なかっ
た。 
その後、1907（明治 40）年代になり、①正規の教員養成機関である師範学校出身者の教
員は（男女共）は全国で 5—6,000人であった（以下「旧制純系」と略す）。②文部省の検定
試験に合格した正規の教員（毎年 7—8,000人）、③仮免許のような形で奉仕する代用教員が
いた。（②③を以下「旧制傍系」を略す）。以下のように正規の教員養成機関を経たものと
その他で教員の資格を取得したものが混在して初等教職界を構成していた。女性教師は資格
においてはかなり男性教師に劣り、一般に下級資格者や代用教員・助教諭を埋める傾向が著
しかった。このような閉鎖制教員養成制度が、戦後の教育制度改革まで続いた。 
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表 1 出身学校別構成 
 
グループ別 
       調査年度別 
出身学校別 
 
1969 年 ％（実数） 
 
1979 年 ％（実数） 
A 女子市販・女高師・女専 30.4 % (68) 15.9 % (90) 
B 高等女学校 5.8 % (13) 3.7 % (21) 
C 臨時教員養成所・検定 6.7 % (15) 5.0 % (28) 
 
D 
国立大学 
（教員養成系大学・学部） 
 
24.1 % (63) 
 
52.6 % (297) 
E 一般大学（非教員養成系） 28.1 % (63) 13.5 % (76) 
F 短期大学 4.0 % (9) 5.7 % (32) 
G 大学院  0.2 % (1) 
H その他（教員養成所など）  0.9 % (5) 
 N.A 0.9 % (2) 2.7 % (15) 
  合計 100.0 % (224) 100.0 % (565) 
 
戦後、教育制度改革に伴い旧制師範学校が新制大学に昇格したことは、教師の資質向上に
とって実に好ましいことであった。また開放制教員養成制度になり、①国立の教員養成系大
学・学部（2年制課程含む）出身者（以下「新制純系」と略す）、②一般大学出身者、③短
大出身者及び文部省の指定した教員養成機関の教職課程を修了した者（以下②③を「新制傍
系」と略す）にも純・傍系の区別なく、学歴に応じて同じ教員資格が取得可能になった。こ
のように教員志願者にとって門戸が広く開放されたことは注目される。純系・傍系出身者と
の間には、教職に対するどのような違いがあるのかを実証的資料（「調査実施要項」末尾参
照）として記録しておくことは、将来の教師研究にとって貴重な参考となるであろう。 
＊この調査は、1969年と 1979年の 2つの時点で実施したが、いずれの場合も被調査者は
異なっている。元来は昭和四四年の調査対象者を全員追跡調査すべきであるが、何分にも単
独研究でしかも調査対象者数が多く、また調査地域が広範囲であることなどから、不本意な
がら「横断的調査法」を用いた。 
 
1 出身学校別構成 
 
1969・1979年とも純系出身者が全体の半数以上を占めている（表 1参照）。この 10年間
に純系出身者が 14.0％増加し 68.５％を占めるに至っているが、いまだに傍系出身者が 31. 
5％を占めている事実は、社会情勢などの影響により計画的に小学校師を養成することの困
難さを示している。女性の高学歴化の傾向に伴い、教員採用試験の競争率が毎年向上してい
る。このような状況下では、すべての純系出身者が教員採用試験に全員合格するとは限らな
いことなどから、今後の教員養成自体の困難さがみられる。 
 
２ 教職志向動機別 
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高学歴者の女性があらゆる分野・職種に進出しているが、安定し専門知識・能力を発揮で
きる職種の一つが教職である。教職は他の職種と比較して永年動続（既婚後も含む）の条件
が整備されて将来的にも期待がもたれる。このような諸般の事情から、当然、他の職種と異
なった就職動機がなければならない。とくに教職志向の動機の重要さは、永年の教職経験を
積み重ね管理職（校長）に就任したものの職務遂行上の意識の面に影響していることからし
ても④、いっそう重要視する必要がある。 
まず純系・傍系出身者の間に教職志向動機についてどのような違いがあるかをみてみよう
（表 2参照）。ここでの教職志向動機づけは、実際に教職に就任した時点の動機づけではな
く、初めて教職を志向したときの動機を基準にしたものである。 
 
表２ 教職志向動機別類型・出身校別グループの関係 
 
教職志向の動機の主な理由を次の 5つに類型化した。 
① 「価値志向型」（教職という仕事自体にきわめて魅力＝誇りがあるとする型） 
 新制傍系の Eグループ（私大一般学部）出身者は、この 10年の間に倍増している。また
新制傍系の Fグループ（私立短大）出身者は、10年前と同じように最も高い率を示してい
る事実から、戦後の開放制教員養成制度に期待がもたれる。 
② 「適職型」（自己にもっとも適した職業と考えて職業に就いた型） 
 全体的にみてこの 10 年間にほぼ半数に減少している。なかでも新制純系の Dグループ
（国立教員養成系大学・学部）出身者と旧制純系の Aグループ（女子師範・女高師など）出
身者の減少が著しい。ともに純系ゆえに注目される。 
③ 「被勧誘型」（他人からすすめられて、ただ何となく教職を志向した型） 
 全体的にみて、この 10年間に約 3分の 1に減少しているのは、かなり教職志向の動機づ
けが堅実化したことを物語っている。傍系では旧制 Cグループ（臨教・検定）出身者と新制
の Eグループ（私大一般学部）出身者は、この 10年の間に半分以上も減少している。この
ように傍系出身者の就職動機の堅実さがいっそう明らかになった。 
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④ 「漠然型」（はじめから全く教職への志向がなく、他に適当な職業がなかったのでという、
いわゆる「旧デモ・シカ先生」の類である） 
 全体的にみて、この 10年間はほとんど変化らしきものがないが出身学校別をみると、新
制純系の Dグループ（国立教員養成系大学・学部）出身者が増加しているのに反して、新制
傍系の E グループ（私大一般学部）出身者が半減している事実は、きわめて興味がもたれる。
今後このような対照的な現象に関してさらに多角的に追究していきたい。 
⑤ 「相続型」（父・母が教員をしていたという型） 
 全体的にみてこの 10年の間に減少（3.2％）傾向がみられる。なかでも傍系旧制の Bグル
ープ（高女）出身者と傍系新制の Eグループ（私大一般学部）出身者の減少が著しい。また
純系新制の Dグループ（国立教員養成系大学・学部）出身者においても減少がみられるが、
B・Eグループほどではない。いずれにしても新制出身者（D・Eグループ）においてともに
減少傾向であるのは、家族環境が教職就任におよぼす影響力がうすらいできているのであろ
う。 
⑥ 「消極型」（とくに積極的な理由はないとする型） 
 1979年調査の場合にのみ設問した。全く意外にも純系新制の Dグループ（国立教員養成
系大学・学部）出身者が多い。これは純系ゆえに関心がもたれる。 
 
表３ 管理職（校長）昇進志向別・出身校別グループの関係 
 
 
10年前（1969年）の場合は、よく自己分析に基づいて教職を志向するものが多かった。
その後社会の諸般の情勢変化により、1979年の場合に至っては、教職の価値そのものを十
分に理解し納得して教職に就いているものが多いことが明らかになった。全般的にみてこの
10年間に教職志向の動機の面において質的に向上していることがうかがえる。 
 
3 管理職（校長）昇進志向 
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わが国のほとんどの職場では、管理職に就任する者の資格要件として、当該の職場内に定
年まで勤続することが前提となっている場合が多い。このような社会的状況下では、いまま
での女性の短期勤続者には昇進の可能性はほとんどなかった。一般の企業においては、いま
だにさまざまな要因により女性の昇進機会は、きわめて厳しい状況下にあるのが現実である
⑤。公立小学校の女性教師の場合は、一般の企業と異なり労働条件の面においても男女平等
の原則で永年勤続が可能である条件が整っている。10年前と同じように圧到的に継続志向
者が多い（1969年 97.3％、1979年 92,4％）にもかかわらず、管理職への昇進志向者が以前
より減少（5.3％）しているのは注目される（表 3参照）。一般企業においては、毎年管理
職に就任する女性が増加しているのと比較して逆の現象がみられる。この現状は将来の女性
教師の在り方にとって、きわめて重要なことである。女性校長の実現運動が開始された
1922(大正 11)年からもはや半世紀以上も経過した現在、女性教師の社会的環境は、かなり
改善されたにもかかわらず依然として、女性校長の増加は伸び悩みの状態である。 
この度の調査地である東京部内において、この 10年間に教師総数に占める女性教師の増
加率は一般教員 6.4％に対して校長は 0.1％にとどまっている。このように女性校長の就任
がきわめて少ない理由として考えられるのは、①教職という特殊な職種のために地位上昇の
メリット・システムが未確立である。②管理職に就任するよりも一般教員として教育の現場
で児童に接した方が、教師として「生き甲斐」を感じるものが多い。③管理職としての職務
遂行上の自信喪失、④職場の環境から受ける影響、⑤職業と家庭の両立性の問題、などがあ
る。女性の管理職者が増加することに対して、現代日本の企業においては好ましい傾向と歓
迎している割合が高く 80％を越えている。しかし実際には女性管理職者のもとで働きたい
と思う人は、30－40％に低下することが明らかにされている⑥。 
このようにタエマエとホンネの差が存在することは注目すべきことである。この度の昭和
54年の調査資料から同姓の女性教師が増加する傾向に対して、余り好ましくないとするも
のが全体の 40.6％もいる。これは企業の場合と同じように女性の職場における人間関係の
複雑さの一片が垣間みられる。現代の社会的な趨勢として一般に女性の昇進機会が次第に拡
大され、現実には管理職に就任するものが毎年増加し管理能力・統率の評価がなされている
⑦。しかし初等教職界の女性教師は「昇進志向」をもっているものが、この 10年の間に減少
している事実は女性教師の職業意識の低さの現れであろう。またこの昇進意欲の低下の要因
を解明することが重要である。 
管理職（校長）昇進志向者は、昭和 44年の場合、新制旧制ともに純系出身者が多くみら
れたが、この 10年の間に新制純系出身者は大幅に減少していることは注目される。旧制傍
系の Bグループ（高女）出身者と新制傍系の Gグループ（私立教員養成所・大学院）出身者
は、10年前と同じように依然として管理職を志向するものがいない。ともに傍系出身者で
あるゆえにいっそう注目される。旧制の傍系 Cグループ（臨教・検定）出身者と新制の傍系
Fグループ（私立短大）出身者がともに大幅に減少している。この両グループとも低学歴で
ある点が共通していることからいっそう興味がある。新制出身者のなかで純系の Dグループ
（国立教員養成系大学・学部）出身者はかなり減少しているのに対して、新制傍系の Eグル
ープ（私大一般学部）出身者は、10年前とほぼ同じ状態である。新制純系出身者の昇進意
欲の喪失さがうかがわれる。 
出身学校別と管理職昇進への志向別関係は、旧制度出身者では純系がこの 10年の間にお
いても最も昇進志向者が多い点では変化がない。しかし新制度出身者のなかでは、1969年
の場合は純系が多かったが、10年後の 1979年の場合、新制傍系の Eグループ（私大一般学
部）出身者が最も多くなっている。このような状況から今後、傍系出身者の管理職者が現れ
る可能性がみられる。この実態は、いままでの教職界の古い体質からの脱皮を示している。 
 
4 学閥人事意識 
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わが国の初等教職界は、旧制教員養成制度の時代から今日に至るまで学閥の存在について
完全に否定出来ない⑦。歴史的にみて明治以来、教員養成機関は地方（府・県単位）別に設
置され、その卒業生の大部分はその地方の小学校に就職する場合が多くみられた⑧。この度
の調査地である東京都の場合は、旧青山師範・旧豊島師範・旧大線師範・旧他府県の師範・
その他の学校出身者たちの集合地である。同一府県内に複数の教員養成機関の存在するとこ
ろに比較して全国から人口が集中する首都ゆえに学閥の存在の度合は低いとみられていたが、
現実には意外と高い。この 10年間の変化をみると、全体的に学閥の存在を何らか認めてい
るものが 1969年の場合 93.7％で 1979年に至っては 69.8％に減少しているとはいえ、かな
り高率である。これはこの 10年間に一般の社会情勢が大きく進歩したにもかかわらず依然
として初等教職界は、昔のままの体質を継承しているとみられる。近代社会の原理に反する
学閥を積極的に認めている女性教師が、この 10年間に 5,5％ほど減少したとはいえ、いま
だに全体の約 20％を占めている。これは何らかの意味で学閥の存在機能（逆機能も含む）
を認識していることを示しているとみられる。教職界の病理ともいえる学閥を一日も早く解
消することが将来の発展のために必要であろう。そのための予備的なものとして、現場の女
性教師たちの学閥の認識状況を示しておきたい。  
 
表 4 学閥人事意識程度別・出身校別グループの関係 
 
  
「学閥の存在自体をどの程度に受け止めているのか」を、次の 4つに類型化してみた（表
4参照）。 
① 「積極的肯定型」（学閥は人事にとってきわめて関係が深いとする型） 
学閥は旧制教員養成制度の時代の名残りであり、戦後の教育改善に伴って完全に消滅した
とみられていたが、意外にも根強く存在していることは注目される。新制度出身者の D・
E・Fグループは、この 10年間に学閥の存在を積極的に認めるのが大幅に減少している。こ
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れは若い世代の女性教師の健全化の傾向とみられる。また教職界の浄化の現れでもあろう。
いずれにしても教師集団にとって好ましいことである。 
② 「消極的潜在型」（学閥は何らかの意味で人事に関係があるとする型） 
「積極的肯定型」の場合と同じように、全体的には約 20％減少している。この 10年間に
著しく減少しているのは、新制傍系の Eグループ（私大一般学部）出身者旧制純系の Aグル
ープ（女子師範・女子師範）出身者である。前者は 10年前の昭和 44年の場合、新制純系の
Dグループ（国立教員養成系大学・学部）出身者とほとんど差（1,１％）がなかった。しか
し昭和 54年になると、Dグループ（国立教員養成系大学・学部）出身者においては、13，
0％減少しているのに対して Eグループ（私大一般学部）出身者は約 2倍の 26.1％も大幅に
減少している。この 10年間に学閥に対する「消極的潜在型」の格差が最も目立つのは、新
制傍系の Eグループ（私大一般学部）出身者である。この事実は今後の教師研究にとって大
いに参考となろう。 
③ 「不定型」（学閥は全く人事に関係がないとする型） 
全体的にみて、この 10年間にわずか 1.4％減少しているものの、いまだに 4.9％しか否定
しないことは、何らかの意味で学閥の存在を認めているものが多いことを物語っている。 
④ 「不明型」（学閥の存在そのものが人事に影響することについて、よく判らないとす
る型） 
 1969年の調査には設問していない。全体的に約 4分の 1を占めていることは、かなり学
閥に無関心のものが多いことを示している。平均して旧制出身者より新制出身者の方が多い。
これは若い年齢層ほど学閥に対する関心がうすいことを示している。出身者学校別では、E
グループ（私大一般学部）出身者がもっとも多いことは興味深いものである。 
以上、この 10年の間に学閥を意識する女性教師は、減少したとはいえ、いまだに約 70％
のものが何らかの程度の差はあってもその存在を認めている。これは教師集団にとって体質
改善の余地があることを示している。 
 
 結びにかえて 
 
教職志向動機別では、1969年は自己分析に基づいて教職を志向したものが多く主体性が
みられた。その後（1979年）、社会的な諸情勢の変化に伴って教職が再評価され、また優
遇策も実施された関係もあり、教職の価値に魅力を感じ就職するものが増加している。出身
学校別では純系出身者が必ずしも教職志向が堅実であるとは限らないことが明らかになった。
このことから今後はいっそう開放制教員養成制度の効果に期待する。 
管理職ゆえによき教師とは一概に言えないが、最近の社会一般の傾向として女性管理職が
増加しているのと比較して、余りにも管理職志向者が少な過ぎることが明らかになった。こ
れは女性教師個人の問題ではなく、むしろ女性教師全体の問題と考えるべきであろう。 
教職界にとって誠に好ましくない学閥が存在していることが明らかになった。とくに新制
出身の女性教師が毎年増加しているにもかかわらず、このような現象が継続していることは、
初等教職界の古い体質を示している。また学閥の存在価値が何らかの面で作動している証拠
でもあろう。学閥の存在に関する研究は、初等教職界を解明する重要な鍵とみられる。 
教員の資格取得課程別によって、一概に教師を評価することが出来ないことが明らかにな
った。これは教師研究にとって大切なことであろう。 
 
 
 注 
① 文部省調査統計課調べ。 
② 帝国教育女教師問題調査委員会「女教師問題に関する調査」『帝国教育』1916(大正 5）
年 8月、21～22頁。 
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③ 望月示明「教職員の意識」望月示明・矢創久泰『教師という職業』三一書房、27～32 頁、
1977年。 
④ 田中義章「教員の就職動機とその影響」『東邦大学教養紀要』9 号、27～32 頁、1977 年。 
⑤ 労働省『賃金構造基本統計』（1980年度）によると、部・課長は男性総数の 9.4％、女性
の 0.3％、係長は男性総数の 9.6％、女性の 0.5％である。 
⑥ 加藤央子「女性の意識の年代差」杉山明子編『日本の女性の生き方』出光書店、91頁、
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有斐閣、65～80頁、1965年、および野垣義行「学閥の生態」新堀通也編『学閥』福村出
版社、133～183頁、1967年、および田中義章「現代女教師の諸問題」『社会学評論』85
号、有斐閣、53頁、1971年。 
⑧ 小野浩「教育学部—師範学校からの変容—」清水義弘編『地域社会と国立大学』東大出版会、
291～313頁、1975年。 
 
調査実施要鋼 
① 調査地選定理由 
  わが国の首都であり、1969・1979 年度においても、都道府県別において女性教師数およ
び女性校長数も最高である。 
② 財源 
  1969 年＝私費、1979 年＝1979 年度文部省科学研究費一般研究（D）、1978 年度東邦大学
額田奨学金。 
③ 日時 
 1969年＝1969年 11月中旬、1979年＝1979年１月下旬。 
④ 母集団 
  1969 年＝東京都内公立小学校教員総数 29,159 名のうち女性教師は、16,548 名である
（文部省統計課調査・1969年 5月１日現在）。 
1979 年＝東京都内公立小学校教員総数 36,523 名のうち女性教師は、22,274 名（「産休教
員等除く」）である（東京都教育庁調査、1978年 5月１日現在）。 
⑤ 抽出台帳 
  1969 年＝日教組東京都支部名簿（1969 年 4 月１日現在）—1969 年版—、1979 年＝東京部
教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校教職員名簿』（1978 年版）、
1978年 7月 12日発行。 
⑥ 抽出方式 
  1969年＝1地区 150名。4地区（山手地区・下町地区・都心地区・三多摩・町田地区）よ
り無作為抽出法による。1979 年＝年齢層別（20 歳—65 歳まで 5 歳間隔）、8 地区別、①山
手地区、②下町地区、③都心地区、④城北地区、⑤城南地区、⑥市部 A 地区（三鷹・町
田・立川・府中・小金井・武蔵野・小平・調布・国立・狛江・田無・保谷・国分寺）、⑦
市部 B 地区（八王子・昭島・副生・多摩・青梅・秋川・日野・東久留米・武蔵村山・東大
和・清瀬・稲城・東村山）、⑧西多摩・島部（離島）地区。以上、比例配分しそのなかよ
り無作為抽出法による。 
⑦ サンプル 
 1969年＝計画 600、回収数 224、回収率 37.3％、1979年＝計画 2,000、回収数 565、回収率
28.3％。 
⑧  調査方式 
 1969年＝郵送法、1979年＝郵送法。 
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第 14章 女性教師層の供給源としての社会階層 
 
― 1979・1984年東京都内公立小学校を中心に ― 
 
 
 はじめに 
 
 初等教育の女性教師は、いかなる社会層から供給されているのか。これは女性教師の社会的
地位を左右する要因でもある。また、それと同時に職業集団としての教師集団を社会学的な対
象として分析するに際してきわめて重要なものであろう。女性教師はいかなる階層の出身者で
あるのか。いまだに実証的資料が極めて少ないのが実情である。                       
 わが国の初等教員の供給源は、戦前において主に師範学校卒業者であり、戦後は国立の教員
養成系大学・学部卒業者（以下「純系」と略する）を計画的に供給していた。しかし歴史的に
みて教員需要を十分に充足するには至っていなかった。その不足分を戦前は教員検定合格者
（無試験検定と試験検定があった）が補足していた。戦後は開放制度教員養成制度に転換し、
一般大学・短大卒業者（以下「傍系」と略する）が純系と全く同じ資格で教師採用試験に合格
して教師に就任している。 
周知のように、戦後、教員養成の改革が実施され、大学においても教員養成が開始されたこ
とは実に評価すべきである。国立の教員養成系大学・学部の入学者数は、全国的にみて昭和
40年代に入ってから女性が男性より多くなり、1974 年には女性教師が実に 65.4％も占めるに
至った。その後減少傾向がみられるが、女性の入学者の占める割合は相変らず過半数を常に占
めている。全国の小学校の女性教師の占める比率は、1969 年以後つねに過半数を占める昭和
63年は 56.9％に達している①。小学校教師の女性化傾向は、わが国のみの現象ではなく、宗
教的な制約があるアラブ諸国を除いて、世界各国に共通しており、しかも先進国ほどこのよう
な現象が進んでいる。この現象は最近においても女性の社会的進出があらゆる分野に拡大して
いるが、教職界で過半数以上を女性が占有する理由として、勤続年数が長く男女平等賃金であ
り、生涯稼得が上位に属することなどが影響しているのであろう。 
 開放制度教員養成制度の成果の状況を新規採用の教員就職者に占める傍系の割合からみると、
小学校において 1970 年は 42.3％（一般大学・学部卒 14.8％、短大卒 27.5％）であったが、
短大卒の教員就職者の減少にともない、1985 年には 19.6％（一般大学・学部卒 15.9％・短大
卒 3.7％）まで低下している②。ごく最近（1987 年）の実情は、教員就職者に占める傍系の割
合を一般大学・短大の他に大学院・専攻科・指定教員養成機関を含めて算出すると、全体では
27,8％、さらに学校種別において小学校は 14.0％を占めている。また短大卒は全体の 29.5％
で学校種別において小学校は 3.0％である③。 
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  このように傍系の教師は、かなりの人数がいたにもかかわらず、歴史的にみても戦前の閉
鎖制度教員養成時代の出身階層に関する実証的資料は皆無に等しい状況である。戦後において
開放制度教員に転換されて 40年以上も経過した今日、純系の女性教師に関する出身階層の実
証資料は若干あるが、傍系の女性教師に関するものは末だに皆無に近い状態である。いつの時
代でも教師は、常に中間層ないし中流の出身者が大部分であって、上流あるいは下層から教師
になるには少なかったと言われていた。果たしていままでの実態に対して現実は如何なるもの
であるのか。戦後、開放制への転換によってさまざまな階層から供給されているとみられる。
この実態を調査資料（「調査実施要領」末尾参照）に基づいて検討し、今日の女性教師集団に
属する人々が、いかなる出身階層であるのかを純系・傍系別に検討することは、将来の教師集
団の研究にとってきわめて重要なものであろう。したがっていかなる社会的背景や個人的属性
を有している女性が教師になっているかを解明するのが、この小稿の目的である。 
 
１ 閉鎖制度教員養成時代の供給源 
 
 わが国の公立小学校は、1972(明治 5)年の学制領布によって開設された。その当時の教師は
旧寺子屋や旧藩の学校関係者・民間の学識者・学問のある失職氏族などであった。文部省は
1974年に女性の制度教師たる有資格教員を養成するために、東京に女子師範学校を設置し、
翌年 11月に開設した。その後、次第に全国各地に女子師範が設置された。戦前、女性の社会
的進出が好ましい時代に入り、教師という職業は、知的職業の一つとして衆目されていた。国
策により学校制度が拡充整備されるにしたがって、教師の絶対数の大幅な量的な需要は、必然
的に教師の出身階層に大きな変化をもたらした。1897(明治 30)年代において教師の出身階層
は、次第に士族より平民（農民階層）へと移行した。長野県の場合は、士族であって師範学校
に入るものは、よくよくの貧乏のものに限られ、優秀な士族は自分の弟子を中学校・高等学
校・大学へと進学させて行った④。1897年代を過ぎると日本の教育界は急速に活気を呈し、中
学校も次第に地方に設立されるに至った。この中学校の普及は、師範学校に致命的な打撃を与
えた。明治前期の師範学校は地方における唯一にして最高の教育機関であり、立身出世欲に燃
えた多くの明治青年を抱擁したが、中等学校の設立はこのような師範学校の性格を一変せしめ
た。これは社会の教師に対する評価が低下したことを物語っている。 
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表 1 師範学校本科入学者父兄の職業別  （ ）は実数 
    （女性のみ第１部第 2 部含む） 
 
年代別 
 
職業別 
明治 39 年度 
（1906 年） 
大正 5 年度 
（1916 年） 
大正 15 年 
昭和元年度 
（1926 年） 
昭和 11 年度
（1936 年） 
昭和 16 年度
（1941 年） 
農 業 32.3（461） 30.3（759） 34.1（1773） 29.7（937） 27.6（1342） 
工 業 4.7（67） 4.6（115） 7.8（404） 8.6（272） 9.1（442） 
商 業 20.2（288） 16.9（422） 19.8（1029） 18.7（591） 18.6（909） 
その他庶業 42.8（611） 48.2（1207） ― ― ― 
水 産 ― ― 0.5（26） 0.6（19） 0.4（21） 
鉱 業 ― ― 0.3（13） 0.4（11） 0.2（10） 
交通業 ― ― 1.0（54） 1.2（39） 1.9（93） 
公務及び自由業 ― ― 23.2（1210） 28.8（908） 31.2（1524） 
その他有業者 ― ― 5.2（273） 3.1（99） 3.0（148） 
家事使用人 ― ― 0.2（10） 0.1（4） 0.7（36） 
無職業 ― ― 8.0（414） 8.8（277） 7.4（359） 
合計 100.0（1427） 100.0（2503） 100.0（5206） 100.0（3157） 100.0（4884） 
（資料出所 唐沢富太郎『教師の歴史』創文社 pp.104-5 、1955 年 
文部省年表による資料から作成。 
 女性教師の養成期間である師範学校本科入学者父兄の職業別を検討すると（表１参照）、 
1906年から 1941年に至るまで、全体約３分の１を農民層出身者が占めている。このような現
象は静岡県の場合にも同じ傾向がみられる⑤。これはその当時の農家はほとんど経済的余裕が
なかった。師範学校はその地方の女子教員養成機関としても上位に属し、また給費制度なども
あった関係から教師の道を選択したものとみられる。次いで 1926(大正 15)年度以後では「公
務及自由業」が増加傾向にあり、1941年度にいたっては第 1位を占めている。女性教師全体
として年ごとに肉体労働者出身階層が減少し、世代間上昇移動が行われていた。知的職業層と
みられる「公務及自由業」以外のものが約%近くいることは、かなりの人々が上昇移動を行っ
たことを物語っている。注目されるのは「無職業」層が約８％いるにもかかわらず、教師に就
任できたのは、師範学校の給費制度の機能効果の現れであろう。また師範学校という存在が階
層間上昇移動の措置として存在価値が機能していたことを示している。全体的な概況をみても、
知的・専門職層の出身者が少ない理由として、戦前の上層社会の家庭においては、女性が就職
すること自体が社会一般の情勢として好ましくないことと相俟っていたことも何らか影響して
いたのであろう。師範学校の卒業者の中でも第１部（主に高等小学校卒業者）と第２部（中学
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部 
別 
年代別 
職種別 
第 
一 
部 
校・高等女学校卒業者）では、全体的にみて出身階層にかなりの違いがあることは注目すべき
である（表２参照）。 
 
表 2  師範学校入学者父兄の職業(百分比) (女性のみ) 
 
農 水産 鉱 工 商 交通 
公務 
自由 
その他 
△ 師範学校に関する調査（1940年，文部省）その他には無職を含む。 
  資料出所：竹内利美「教師の職業的特性と社会的地位」 
  柿谷恒夫編「教師の社会的地位」p.76，有斐閣 1956年 
 
 第１部では、「農業」層の出身者があらゆる時代において最も多く、第２部においては毎年
減少の傾向をたどっている。このように全国的な産業構造の変化からみると、農業に就労する
人々が減少しつつあるのに、第１部の昭和９年以後は増加している。これは師範学校のなかで
も第１部の卒業生は肉体労働者層からの移動が多かったことを物語っている。第２部のなかで
も昭和６年から 14年に亘っては、「公務自由業」、「工業」の階層出身者が増加している。
これは日本の産業構造の変化と相俟っていることとほぼ一致していることは、実に注目すべき
現実である。「工業」、「水産」層の出身者は、あらゆる年代を通じて第２部よりも第１部が
多い。これは師範学校内部において、入学資格によって出身階層が異なることが明らかになり
注目すべき事実である。純系出身の教師のなかにも出身階層の隔たりがみられ、それが生活様
式のみならず、日常の思考面にも何らか影響していたのではなかろうか。性別の面からみると
⑥、男子の方が農業層からの上昇移動が著しい。このような現状は静岡県の場合にもみられる
⑦。このように教師の養成専門機関である師範学校において供給源の複雑さがあることが判明
 1925 
1928 
1931 
1934 
1937 
1939 
44.0 
37.1 
12.1 
14.9 
39.1 
37.3 
0.7 
0.7 
0.6 
0.5 
0.5 
0.9 
0.3 
0.4 
0.1 
0 
0.8 
0.3 
7.2 
9.0 
9.8 
10.5 
13.4 
13.6 
16.2 
18.6 
19.2 
19.0 
19.0 
19.7 
0.8 
0.7 
2.6 
1.3 
2.1 
2.2 
20.9 
22.6 
22.0 
22.6 
21.2 
21.8 
10.0 
10.8 
13.3 
11.2 
0.6 
4.2 
 
第 
二
部 
 
    1925 
    1928 
1931 
1934 
1937 
1939 
30.1 
27.4 
26.2 
24.3 
21.8 
21.4 
0.3 
0.4 
0.2 
0.3 
0.4 
0.2 
0.2 
0.2 
0 
0 
0.1 
0.3 
5.9 
6.7 
6.0 
8.1 
8.9 
11.2 
21.0 
20.0 
19.5 
17.9 
20.5 
20.3 
0.5 
0.8 
1.8 
0.7 
1.6 
1.5 
27.4 
28.2 
27.2 
31.2 
37.3 
36.3 
14.7 
16.2 
19.2 
17.8 
9.5 
8.8 
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した。これが女性教師のグループ内においてさまざまな葛藤を産む要因となったのではなかろ
うか。 
 傍系出身者の供給源に関する資料が欠如しているために不本意であるが、純系出身のみに限
定せざるを得なかった。教師の主な供給源は「農業層」と「公務自由業層」である。師範学校
の１部と２部とでは、各階層の輩出力は、違うという特徴がみられる。純系出身者は以外に肉
体労働者層が全般的に多くみられ、１部より２部のものが恵まれた階層の出身者である。これ
は教師集団において今までは、常に中間層なしい中流の出身者が大部分であって、上流あるい
は下層から教師になるものは少ないとされていたが、旧制度の純系の出身階層からみると、ブ
ル－カラ－層が最も多く、次いで中間層の順である。主たる教師の供給源とみられる師範学校
を例にとって検討した結果、大部分の女性教師は、出身階層よりめぐまれた階層に上昇移動し
ているものが多くいることが明らかである。 
 
 ２ 開放制度教員養成時代の供給源 
 
 第二次大戦後は全国的に都市化が進んだために、サラリーマン層の出身者が過半数を占める
ように変わってきた⑧とくにこの調査地である東京都の場合は、高度経済成長に伴い人口が集
中し、小学校の増設が相次いだために、主な給源である東京学芸大学出身者のみでは充足でき
ず、他の地方の純系および全国からの傍系出身者が混在している。調査地が東京都である関係
から東京都内の出身者が約 65％を占めている。東京都は第三次産業中心の大都会であり、当
然のことながら出身階層も第三次産業関係のものが多い。開放制になり教員資格の取得位階が
増大したことなどから、閉鎖の時代と違ってかなり異なった供給源とみられるであろう。 
 まず全体的な出身地階層の概況をみると（表３参照）、意外と教員層が少なく（17,3%）、
また地方（山形大学・徳島大学）と比較しても少ない（表４参照）地方の教員養成系専門大
学・学部入学者は歴史的にみても地元出身者が多く、卒業後の就職先の学校もその地元（県内）
が大部分でもある⑨。ホワイトカラー管理職の出身者が最も多く（20.8％）、同じホワイトカ
ラーでも一般職層は比較的に少ない（8.4％）。ブルーカラー層が最も少ない（5.9％）。比較
的に恵まれた階層である経営者層（6.2％）と専門的・技術的出身者層である経営者層（7.2％）
が全体の 13.4％いることは、開放制に転換した成果の一つの表れでもあろう。ブルーカラ
ー・農業漁業・自営業の各層を合わせると全体の 29.2％にもなることはかなり上昇移動が行 
179 
 
制
度
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表 3 昭和 54・59年度「出身学校別」・「出身階層別」 （ ）内は実数 
            職業別 
   
       年度別 
 純    
  傍   出身 
   系   学校別 
    別    
 
 
教員 
 
専門
的・技
術的職
種 
ホワイ
トカラ
ー（管
理職） 
ホワイト
カラー
（一般
職） 
 
 
ブルーカ
ラー 
 
 
農林 
漁業 
 
 
自営業 
 
 
経営者 
 
その他
（無職含
む） 
 
 
合計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新 
 
制 
 
度 
 
 
 
 
純系 
 
A）東京学
芸大学 
54 20.4 
(33) 
3.1 
(5) 
26.5 
(43) 
11.1 
(18) 
4.3 
(7) 
3.7 
(6) 
15.4 
(25) 
6.8 
(11) 
8.6 
(14) 
100.0 
(162) 
59 10.6 
(4) 
8.1 
(3) 
21.6 
(8) 
 13.5 
(5) 
5.4 
(2) 
32.4 
(12) 
 8.1 
(3) 
100.0 
(37) 
B）国立教
員養成系
大学・学
部 
54 21.2 
(28) 
3.0 
(4) 
18.9 
(25) 
11.4 
(15) 
7.6 
(10) 
17.4 
(23) 
9.9 
(18) 
1.5 
(2) 
9.1 
(12) 
100.0 
(132) 
59 14.9 
(7) 
25.2 
(12) 
12.8 
(6) 
2.1 
(1) 
6.5 
(4) 
14.9 
(7) 
12.8 
(6) 
 8.5 
(4) 
100.0 
(47) 
 
 
 
 
 
 
 
 
傍系 
 
C）私立一
般  大
学 
54 21.5 
(14) 
4.6 
(3) 
15.4 
(10) 
12.3 
(8) 
3.1 
(2) 
10.8 
(7) 
12.3 
(8) 
15.4 
(10) 
4.6 
(3) 
100.0 
(65) 
59 5.9 
(1) 
17.7 
(3) 
11.8 
(2) 
 5.9 
(1) 
11.8 
(2) 
41.2 
(7) 
 5.9 
(1) 
100.0 
(17) 
 
D）私立短
大 
54 15.6 
(5) 
3.1 
(1) 
18.8 
(6) 
3.1 
(1) 
6.3 
(2) 
28.1 
(9) 
9.4 
(3) 
6.3 
(2) 
9.4 
(3) 
100.0 
(32) 
59  23.1 
(3) 
23.1 
(3) 
   30.8 
(4) 
 23.1 
(3) 
100.0 
(13) 
E）その 
他（私立教
員養成
所） 
54     33.3 
(1) 
 66.6 
(2) 
  100.0 
(3) 
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F）大学 
院・国立大
学一般学部 
54 25.0 
(2) 
12.6 
(1) 
25.0 
(2) 
  25.0 
(2) 
12.5 
(1) 
  100.0 
(8) 
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旧 
 
制 
 
度 
 
純系 
 
G）女子師
範学校 
54 17.9 
(12) 
9.0 
(6) 
23.9 
(16) 
10.5 
(7) 
1.5 
(1) 
3.0 
(2) 
 17.9 
(12) 
16.4 
(11) 
100.0 
(67) 
59 14.3 
(2) 
 21.4 
(3) 
 21.4 
(3) 
7.1 
(1) 
21.4 
(3) 
 14.3 
(2) 
100.0 
(14) 
 
 
 
 
傍系 
 
H）専門 
学校 
54 7.7 
(1) 
7.7 
(1) 
23.1 
(3) 
 7.7 
(1) 
   53.9 
(7) 
100.0 
(13) 
59  14.3 
(1) 
14.3 
(1) 
14.3 
(1) 
 14.3 
(1) 
42.9 
(3) 
  100.0 
(7) 
 
）高等女学
校 
54  10.5 
(2) 
15.8 
(3) 
5.3 
(1) 
 21.5 
(4) 
 10.5 
(2) 
36.8 
(7) 
100.0 
(19) 
59  100.0 
(1) 
       100.0 
(1) 
J）その他
（検定・臨
時教員養成
所） 
54 22.2 
(6) 
3.7 
(1) 
26.9 
(7) 
14.8 
(4) 
7.4 
(2) 
7.4 
(2) 
 7.4 
(2) 
11.1 
(3) 
100.0 
(27) 
59  100.0 
(1) 
       100.0 
(1) 
 
合 計 
54 19.1 
(101) 
4.5 
(24) 
21.8 
(115) 
10.2 
(54) 
4.9 
(26) 
10.4 
(55) 
9.9 
(52) 
7.8 
(41) 
11.4 
(60) 
100.0 
(528) 
59 10.2 
(14) 
17.5 
(24) 
16.9 
(23) 
1.6 
(2) 
9.6 
(13) 
9.5 
(13) 
25.6 
(35) 
 9.5 
(13) 
100.0 
(137) 
総 合 計 17.3 
(116) 
7.2 
(48) 
20.8 
(138) 
8.4 
(56) 
5.9 
(39) 
10.2 
(68) 
13.1 
(87) 
6.2 
(41) 
11.0 
(73) 
100.0 
(666) 
 
（備考） 「専門的・技術的職種」＝医師・弁護士・公認会計士・技師・芸術家など 
「自営業」＝雇用者数 5人以下の場合 
  「経営者」＝雇用者数 30人以上の企業規模 
  「教員」＝小・中・高教員 
表３ 
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なわれたことを物語っている。最も多いのは中間層で半数以上（57.4％）を占めている。これ
はいままでの教師集団の傾向と類似している。 
 教員層の出身者は全体的にみて、1979 年よりも 1984 年の方が純・傍系ともに減少している。
1984年に東京学芸大学の同窓会名簿から無作為抽出し郵送法で行った調査資料（表５参照）
と比較すると、1984年の場合は、ほとんど同じ傾向である。このように意外と教員層からの
輩出力が低い理由としては、社会情勢の変化に伴い女性にとって就職機会が拡大された結果と
も何らか影響しているのであろう。地方（表４参照）は東京に比べて２倍以上と多く、全体の
約４分の１を占めている理由は、東京に比べていまだに女性の就職機会も少なく、教師の社会
的地位も比較的に高いことなども影響しているのではなかろうか。純系の東京学芸大出身者の
場合、1979年から 1984年にかけて半減していることは実に注目すべきである。これは教員の
家庭に育ちながら、教員に就職するものが減少しているのは、教員としての職業的魅力の欠乏
の現れではなかろうか。 
 専門的・技術的層の出身者は、全体的にみて 1979年から 1984年にかけて約４倍も増加して
いる。新制度の純系・傍系の私立一般大学・短大出身者の増加が著しく、かなりの高い階層出
身者が増えていることは、将来の教師集団の変容が期待できる。 
 ホワイトカラー管理職層は、全体としては減少傾向にあり、とくに新・旧制の純系にみられ
る。出身校別でみると、東京学芸大出身者が 1979年の場合もっとも多いことは、戦前の師範
学校に入学してまた家庭環境とかなり変化し、恵まれた階層の出身者が多くなっていることは
好ましい傾向でもある。 
 
表 4 山形・徳島大学教育学部女子学生父兄の職業別 
  職業
別 
大学別 
 
教員 
 
農林魚業 
公務員 
（教員を除く） 
 
経営者 
 
その他 
 
合計 
山形大学 
 
28.2％ 23.3％ 18.2％ 8.0％ 22.3％ 100.0％ 
徳島大学 
 
23.5％ 20.0％ 15.6％ 17.6％ 23.3％ 100.0％ 
（備考）経営者（自営および会社役員） 1973 年調査実施 
（資料出所）小野浩「教育機会としての教育学部の特質」清水
義弘編『地域社会と国立大学』p.302 ,東大出版会、1975 年。 
表３ 
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表５ 父親の職業 
                                   
 
 
 
 
（資料出所：深谷和子「女性教師」深谷昌志編集『岐路に立つ教師』p.161、至文堂、
1986年。） 
 
 ホワイトカラーの一般職層は、1979年から 1984年に至って全体的みても約 10分の１に激
減していることは実に注目される。純系のみを対象とした他の調査結果（表５参照）では、ホ
ワイトカラー層が 44.6％を占めている。これは教師層の出身階層は今日においても中間層が
主流であったことを示し、旧制度の閉鎖制度教員養成時代と同じ傾向であることを裏付けてい
る。このことは学校がすぐれて中流階層のための制度であり、学校文化が中流階層的文化とし
て特色づけられることの原因でもあり、また結果と関連するであろう。 
 ブルーカラー層は全体的にみて、1979年と比較して 1984年は全体の約 10％を占めるに至っ
ている。これは階層間において上昇移動した教師が多いことを物語っている。純系の出身者が
傍系出身者よりも多いことは、傍系出身者の教師の方が出身階層が高いことが判る。新制の純
系である東京学芸大出身者が約３倍も増えていることは、ブルーカラー層から教師層へ上昇移
動することは稀であるとされていたことに対して認識を改める必要があろう。 
 農林漁業層は社会の一般的情勢として高度経済成長以来さらに漸減しているにもかかわらず、
この調査結果では、ほとんど減少（0.9％）らしいものは見られない。新制度出身者は全体の
11,2％を占め、旧制度出身者より 4.5％も多い。これは戦前の閉鎖制度教員養成時代の出身基
盤が、主に第一次産業層であったときと同じ傾向を示していることは教師層の出身階層の特徴
であろう。新制＝純系のなかで東京学芸大出身意外の地方の純系が多いのは、教育機会として
の教育学部の特質の機能でもあろう。新制＝傍系の私立短大出身者が最も多い理由として、家
庭の経済的条件がなかり影響しているのではなかろうか。これは教師層の構成員の出身階層的
拡がりであろう。また教師層は開放制の高い階層社会でもある。他の調査結果（表５参照）に
教師    11,3％    商業      13,2％
専務業   44,6％    農業      3,7％ 
医師    0,9％    工場労働者ほか  7,2％ 
専門管理  6,9％    その他      12,2％ 
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おいて、なかり少ない要因として考えられることは、出身校の件である。東京学芸大の所在地
が東京である関係上、きわめて農林漁業層が少ないこと、また純系出身者は一般的に地域社会
の土着的専門職志向を持つことを考慮すると、当然のことながらこの階層の少ない理由が明ら
かになる。なお地方においては、この階層の出身者が 20,0％もいることは⑩、いかに教師層が
地域内に密着した人々によって構成されていることが一層明らかになった。 
 自営業層は全体的にみて 13．,1％と多くはないが第３位である。しかし昭和 54年から昭和
五十九にかけて約 2,5倍も増加していることは実に注目される。このように教師層に上層移動
したなかで新制＝傍系の私立一般大学・私立短大出身者が新制＝純系に比べて著しく増加して
いる。これは開放制教員養成制度が幅広い出身階層から人材を集める機能を果すとともに、社
会の上昇移動に影響をもたらしている。 
 経営者層は 1979年の場合はわずか 7.8％であったが、19849年に至っては皆無である。いま
までも教師層は社会の上層からの出身者はきわめて少ないとされていたが、この度の調査結果
においてさらに明らかとなった。最も多いのは新制では傍系の私立一般大学出身で、旧制では
純系出身者である。開放制教員養成制度に転換して純系より傍系出身者の方が高い階層から教
員層へ多く流入していることは、開放制教員養成制度になり、以前よりも経済的に豊かな階層
出身の人々によって教員層が構成されていることは注目すべきことである。 
 その他（無職を含む）の層は、全体として 11,0％で余り多くはない。この調査地の東京都
の場合、新制＝純系出身者のなかでは 8.7％で、地方の場合は 23.3％を占め、かなりの地域格
差がある⑪。これは地方ほど教員層へ流入した人々の階層の多様性を物語っている。旧制度出
身者（20.1％）よりも新制度出身者（8,3％）の方が半分以下に減少しているのは、新制度に
移行してかなりの教師層の出身階層が限られてきたことを物語っている。 
 出身校別にみると、純系出身者の場合は新・旧制ともに、ホワイトカラー管理者層が多く
（新制 21,7%、旧制 23,5％）、次いで教員層（新制 19.0％、17.3％）である。傍系の場合は、
純系に比べて新・旧制ともに異なる。新制では自営業（18.1％）ホワイトカラー管理職
（16.7％）の順であり、旧制ではホイトカラー管理職（20.6％）、次いで教員層（10.2％）と
専門的・技術的職層（10,2％）が同じ順位である。調査地が東京都という大都市の性格からホ
ワイカラー層が多いことは当然であるが、なかでもその管理職層が新・旧制を問わず多く、ま
た純・傍系出身者も多いことは、かなり上層の階層出身者たちによって女性教師集団が構成さ
れている。重要なことは教員層からの輩出力が少ないことである。全体的にみて純系（18.7％）
が傍系（14.1％）よりわずかに多い（4.6％）にすぎない。これは教員という職業上のいろん
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なことを日常たえず見聞して、現代社会のほかの職業と比較して余り魅力を感じるものが少な
くなっているためではなかろうか。 
 ブルーカラー層・農林漁業層・自営業の３つの階層の合計は、新制＝純系 31.8％、傍系
36.9％、旧制＝純系 25.9％、傍系 19.0％で、新制出身者の方が旧制出身者より上昇移動が多
い。これは開放制教員養成制度の成果の一部ともみられる。新制＝傍系のその他（私立教員養
成所）出身者には、ブルーカラー層と自営業層の２つの階層出身のみである。比較的入学が可
能な学校出身者ほど上昇移動の幅が大きいことは注目すべきである。  
 専門的・技術的職層は新旧制度ともに傍系出身者が多い。これは純系出身者よりも知的家庭
環境で育ったものが多く、将来の女性教師集団の構成成員として期待される。 
 ブルーカラー層は全体的にみて 5,9％で最も少ないが、新制度の純系が他の傍系およびすべ
ての旧制度出身者よりも最も多い（6,9％）。これは最近の教師層の階層の開放制の拡大を現
している。とくに出身校が純系であることは、教員養成機関である学校がいかに社会移動に影
響をもたらしているかが明らかになった。 
 
 結びにかえて 
 
 戦前の閉鎖制教育養成制度の時代は、自足的・閉鎖的な教師の供給源が存在していたという
細谷恒夫らの理論・仮説は、この度の調査結果において一概に認めることは困難である。 
 女性教師集団の出身階層別の構成と社会移動の実態は、女性教師の職能にとって重要な意味
をもつものとみられるので調査を実施した。 
 性別を問わず教師の職能の中心は、言うまでもなく子どもに対する文化価値の媒介と伝達に
あり、教師の価値観や行動様式が社会的出身階層によって拘束される。教師の階層的背景は子
どもと教師の相互作用の過程に何らかの影響を及ぼすであろう。また教師の社会移動の結果は、
異なる階層的文化価値の媒介と統合の機能を果たすことが期待される。 
 まず戦前の社会と今日を比較して、教師の世界も著しく進歩していることは周知の事実であ
る。とくに戦前は、教師の供給源は主に師範学校というきわめてユニークな学校の出身者たち
であった。このことから教師に対する社会的評価もおのずと制限されていた。戦前の閉鎖制教
育養成時代は、女性教師は比較的に中間層ないし下層の階層出身者が多かった。また女性全体
の社会的地位も今日とは比較にならないほど低く、様々な不利な条件を克服して教職を継続し
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ていた。このようなことを総合的見地からみると、細谷恒夫らが行った昭和 20年代までの教
師の出身階層の構成については理解できるが、その後社会全般の情勢も変化し、開放制教員養
成制度が発足して約 40年近く経過した今日、当然のことながら戦前と戦後と比較して大きく
変化してきたことがこの度の調査で明らかになった。 
 閉鎖制教員養成時代は、教師に対する国民全般認識も今日とは異なる。また教師志願の動機
などもちがっていた関係から女性教師の出身階層も限定されていた。旧制の傍系出身者には意
外と高い階層出身者がみられた。また開放制教員養成時代になると、旧制時代より比較的高い
階層出身者が多く、全般的にみて階層移動が多い。教師の出身階層－教師の文化価値観－子ど
もへの影響というような直接的関係は存在しないけれども、教育の責務を果たすうえで重要な
意味をもっている。このことから女性教師の出身階層の上昇移動傾向は、将来の女性教師にと
ってかなり期待されるものだけではなく、現在の女性教師の地位向上も再認識される。また女
性教師の比率がほぼ過半数以上を占め、小学校教師の中に大きい地位を占めるに至っていたが、
その多くは下級資格者・代用者であったことは閉鎖制度教員養成時代の特性であった。この点
も女性教師の一般的評価にマイナスとして作用していた。これは女性教師の各自の問題ではな
く、教師数の絶対的増加に正規の教員養成制度が追いつけなかった結果ともみられる。つまり
旧制の傍系出身者で充当されていたという質の問題こそ重視すべきである。純系出身者とは別
に、傍系出身者が数多く充当されて、しかもそれが当然であるかのように看過されていた点、
またその出身階層などの正確な資料などが旧制時代はほとんど存在しないこと自体、教職に対
する実際の評価を低くさせた大きな理由の一つである。これは教育全般に関する一般の態度に
も通ずるものであろう。 
 敗戦後、教育制度の改変にともない、近代的な職業観に立つ開放制教員養成制度がようやく
確立した。この新しい教員養成制度が発足した当初は、今日とは比較にならないほど女性勤労
者の労働条件などがきわめて悪かった。そのような社会的環境の中で教師という知能的専門職
業は、「男女同一労働・同一賃金」、「産前産後の休暇」の確立などがかなり影響して教職の
道を選択したものが多かったことは⑫、女性教師の歴史にとって軽視してはならない点である。 
 現在の東京都における女性教師集団は、社会階層的開放制が高く、各各の教師の出身階層に
よる拘束から自由を確保することは、将来においてすべての階層出身の子どもに対して教育の
機会均等を実質的に保障することになるであろう。新中間層を主体とした階層出身者によって
構成されていることは、東京都という都会の特性が影響しているとみられる。旧制の閉鎖制教
員養成時代と同じように、現在も肉体労働者層から依然として上昇移動がみられることは、教
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師の出身階層的な特徴でもあろう。開放制教員養成制度により幅広いあらゆる階層から教員層
に移動がみられたが、とくに新制＝傍系出身の階層の上昇移動が全般的にみられる。将来、傍
系出身が増加するにつれて、今までの女性教師層の社会的評価も何らか変化してくるのではな
かろうか。 
 すでに概観したように女性教師の増大の問題も地域によってかなり分布に違いがみられ、そ
れに伴っていろんな点がまったく異なる問題として直面するであろう。とくに教師という職業
は社会情勢によって、志願の増減がみられたという歴史的事実がある。これは単に数的な問題
ではなく、教師の内部事情もかなり異なっていたとみられる。 
 社会階層的帰属は、複数の指標によって決定されるのが普通であり、簡単に実態を把握する
ことが困難であることは言うまでもない。しかしそれらの指標の中で、特に職業的地位は、重
要な判断とされている。したがって教師の出身階層を示す指標として父親の職業を用いた。ま
た教師という職業を歴史的に検討した結果、あえて正規の職業分類表によらず研究の合理的な
運営を中心として独自に区別した。  
 最後に、社会階層的視点からみると、女性教師集団の構成員は長い年月の間に集団成員の階
層的な拡がりがあり、出身基盤の開放制がみられる。とくに開放制教員養成制度が定着を重ね
るに従って、今までの自足的・閉鎖的な教師の供給源そのものはいま以上にあらゆる意味で変
化するであろう。  
 東京都のわずか２回の調査のみで、今日の女性教師層の出身階層を検討し結論づけることは
きわめて不十分であり、今後もさらにあらゆる視点から出身階層の実態にアプローチを試みた
い。そのための一里塚としてこの小稿を記したことを付け加えておきたい。 
 
 
注 
                                                          
①  文部省大臣官房調査統計課『学校教員統計調査報告書』1988 年。 
②  文部省教育助成局教職課『学校類型の教員就職状況』1988 年を参照。 
③  同上。 
④  唐沢富太郎『教師の歴史』創文社、86 頁、1955 年。 
⑤  望月厚志「近代日本における『教師層』の供給源－静岡県師範学校の事例をもとに－」
『教育社会学研究』第 42 集、東洋館、222 頁、1987 年。 
⑥  竹内利美「教師の職業的特性と社会的地位」細谷恒夫編『教師の社会的地位』有斐閣、76
頁、1956 年。 
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⑦ 望月厚志、同掲論文、222 頁。 
⑧  市川昭午「教師」山根恒常男他編『テキストブック社会学３ 教育』有斐閣、1978 年。 
⑨  小野造「教育学部」清水義弘編『地域社会と国立大学』 
⑩ 小野造、前掲論文、302 頁。 
⑪ 小野造、前掲論文、302 頁。 
⑫  田中義章「現代女教師の諸問題」『社会学評論』85 号、48 頁、1975 年、および「現代女
性教師像」『教育社会研究』第 28 集、114 頁、1978 年。 
 
参考文献 
① 細谷恒夫編『教師の社会的地位』有斐閣、1956年。 
② 唐沢富太郎『教師の歴史』創文社、1955年。 
③ 清水義弘編『地域社会と国立大学』東大出版社会、1975年。 
④ 影山 昇『日本の教育の歩み－現代に生きる教師像を求め－』有斐閣、1988年。  
⑤ 富永健一編『日本の階層構造』東大出版社会、1979年。 
⑥ 真野宮雄・市川昭午編集『教育学』黎明書房、1971年。  
⑦ 深谷昌次・和子『女教師問題の研究』黎明書房、1971年。  
 
調査実施要網 
①  調査地選定理由：わが国の首都であり、都府県別において女性教師数・女性校長数が最   
高である。 
②  財源：1979年＝1978年度文部省科研費一般研究（D）、1978年度東邦大学学長奨学金、
および 1984年＝東邦大学医学部社会学研究室研究費、1981年度文部省科研費一般研究。 
③  調査時期：1979年＝1979年１月下旬、1984年＝1984年 6月中旬。 
④  母集団：1979年＝東京都内公立小学校教員総数 36,523名のうち女性教師は 22,274名
（「産休教員等除く」）、および（東京都教育庁調査 1978年 5月１日現在）である。 
1984年＝東京都内公立小学校教員総数 30,780名のうち女性教師は 19,812名である（東京
教育庁調査 1984年 5月１日現在）。 
⑤  抽出台帳：1979年＝東京都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都教職名
簿』1978年版、および『1984年＝東京都公立学校教職員名簿』1984年版。 
⑥  抽出方式：1979年・1984年ともに無作為抽出法による。 
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⑦  サンプル：1979年計画 2,000、有効回収数 565、回収率 28.3％、および 1984年計画 500、
有効回収数 139、回収率 27.8％. 
⑧  調査方式:1979年・1984年＝郵送法。 
188 
 
第 15章 現代の女性教師像 
 
― 東京都・長野県・福岡県公立小学校を中心に ― 
                                                                        
 
はじめに 
 
 「日本経済の高度成長」のなかで、女子雇用者教の増加は著しく、今日すでにわが国
の産業労働人口の約 38.7％を占めるに至った①。とくに技術革新・経済成長政策の推進
によって電気機器産業・サービス部門に多数の若年女子労働者が就業した②。しかしま
た一方においては、特定の資格要件を就業条件とする限られた専門的技術的職種（女
医・判事・技師・女教員など）への進出もみられる③。前者は数的には女子労働の大部
分を占めるが、その雇傭はつねに景気変動の影響下におかれ、たんに補助労働力・短期
間の労働力提供的労働価値④として認められるにすぎない。後者はこれに反して、女子
としては、比較的社会的地位も高いため安定した代表的職業とされている。 
さて日本の女子雇用者は、未婚の若年層によって占められていたが、ここ数年来、労
働力不足による女子労働力へ需要増大が、その過程で未婚者・若年層の割合は、相対的
に縮小し、既婚者・中高年者層の進出すら見られ増大してきた⑤。このように女子雇用
者層の質的（年齢層）変化に伴い、将来、わが国の婦人労働の当面する問題も多様化し
てくるといわれている⑥。このような女子の職場進出の社会的要因として、次の３点が
あげられる。 
① 消費生活水準の上昇と合理化による余暇時間の増大（電化製品普及による家事労働
負担の軽減、出生児数の減少による育児期間の短縮） 
② 女子教育水準の向上（高校進学率の上昇、短大、大学卒業者の数的増加⑦） 
③ 社会的参加意識の向上（平均寿命の伸長に伴い、女子の生涯に占める職業生活期間
の長期化⑧）、社会福祉充実化策による保育所の増設＝共働きの可能性増大。女子の
就業を蔑視する風潮がなくなり、男女同権意識の覚醒、昂揚、家の緊縛からの解
放）。 
 さらに経済成長に伴う産業界の労働力の絶対的不足が、さらに拍車をかけている。  
既婚者・中高年齢層の増加要因は、①、③の理由が考えられるが、いまだにわが国
の労働市場では憲法第 14条の規定は、現実化していない⑨。にもかかわらず、本稿で
検討する女教員は比較的に女子職種よりもめぐれている⑩。 
代表的女子職業として古い伝統をもつ小学校教員は、1875（明治８）年にわずか
1.8％⑪を占めるにすぎなかったが、すでに今日では、52.4％⑫と半数以上を占めるに
至った。この傾向は、わが国にみられる現象のみならず、世界的傾向である⑬。では
わが国の場合に、こうした女教師の増加傾向が、果たしてその適性によるものである
のかどうか、その社会的背景は何か、また女教師が当面している問題は何かなどにつ
いて、調査資料にもとづいて、出来る限り分析しようとしたのが、本稿の趣旨である
（東京都・福岡県・長野県は以下、東京・福岡・長野、純教員養成機関＝女子師範・
女高師・女専・学芸大学・教育学部出身者を、以下「純系」。傍系教員養成機関＝臨
時措置法による臨教出身者および検定合格者を、以下「傍系」と略する。なお調査実
施要領は未尾「参考附記」を参照のこと。）。 
 
 １ 就職事情（動機）分析 
 
今日、女子高等教育修了者の職業分野は、さまざまあるがとくに教育領域に進出す
る傾向がきわめて強くなった⑭。教師という職業は、専門職でありながら「社会的地
位」は、かならずしも高くなく⑮（とくに女教師⑯）、かつまた経済的にあまりめぐま
れない⑰。ではなぜ「教師」という職業を選定したのか、その理由を次の５つに類型
化してみた（相続型と漢然型や被勧誘型、適職型、価値志向型とは概念上カテゴリー 
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表１ 就職動機づけと出身学校別 
     地区別 
類 純 
 型 ・傍 
  別   系別 
東京％
（実数） 
全体
の％ 
長野％ 
（実数） 
全体
の％ 
福岡％ 
（実数） 
全体の％ 
価値志向型 純 
傍 
50.0(30) 
50.0(30) 
13.6 
13.6 
80.4(45) 
19.6(11) 
20.4 
5.0 
70.0(49) 
30.0(21) 
16.2 
6.9 
適職型 純 
傍 
60.0(51) 
40.0(34) 
23.2 
15.5 
61.9(52) 
38.1(32) 
23.5 
14.5 
69.1(103) 
30.9(46) 
34.0 
15.2 
被勧誘型 純 
傍 
53.6(15) 
46.4(13) 
6.8 
5.9 
63.0(17) 
37.0(10) 
7.7 
4.5 
62.7(32) 
37.3(19) 
10.6 
6.3 
漢然型 純 
傍 
59.1(13) 
40.9(9) 
5.9 
4.1 
81.8(18) 
18.2(4) 
8.1 
1.8 
87.5(14) 
12.5(2) 
4.7 
0.7 
相続型 純 
傍 
44.0(11) 
56.0(14) 
5.0 
6.4 
68.8(22) 
31.2(10) 
10.0 
4.5 
64.7(11) 
35.3(6) 
3.6 
2.0 
備考 出身校不明 2 
Ｎ・Ａ 2 
100.0 出身校不明 4 
Ｎ・Ａ 3 
100.0 N・A2 100.0 
 
表２ 就職動機づけと年齢層別 
年齢 
層別 
類型別 東京％（実
数） 
全体
の％ 
長野％（実
数） 
全体
の％ 
福岡％（実
数） 
全体の％ 
 
  20 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
価値志向型 
適職型 
被勧誘型 
漢然型 
相続型 
29.0(20) 
42.0(29) 
5.7(4) 
11.6(8) 
11.6(8) 
9.0 
13.1 
1.8 
3.6 
3.6 
28.9(28) 
41.2(40) 
6.2(6) 
8.2(8) 
15.5(15) 
13.5 
19.3 
2.9 
3.9 
7.2 
35.6(16) 
40.0(18) 
4.492) 
6.7(3) 
13.3(6) 
5.5 
6.2 
0.7 
1.0 
2.1 
 
 
30 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
価値志向型 
適職型 
被勧誘型 
漢然型 
相続型 
35.0(21) 
35.0(21) 
8.3(5) 
15.0(9) 
6.7(4) 
9.5 
9.5 
2.3 
4.1 
1.8 
30.4(17) 
35.7(20) 
16.1(9) 
17.9(10) 
0(0) 
8.2 
9.7 
4.3 
4.8 
0 
18.8(16) 
35.3(30) 
16.5(14) 
20.0917) 
9.4(8) 
5.5 
10.3 
4.8 
5.8 
2.7 
 
 
40 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
価値志向型 
適職型 
被勧誘型 
漢然型 
相続型 
20.0(14) 
41.4(29) 
20.0(14) 
10.0(7) 
8.6(6) 
6.3 
13.1 
6.3 
3.2 
2.7 
21.3(10) 
42.6(20) 
19.1(9) 
6.4(3) 
10.6(5) 
4.8 
9.7 
4.3 
1.4 
2.4 
13.00(13) 
59.00(59) 
15.00915) 
5.00(5) 
8.00(8) 
4.5 
20.2 
5.1 
0.7 
2.7 
 
 
50 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
価値志向型 
適職型 
被勧誘型 
漢然型 
相続型 
27.5(5) 
27.5(5) 
27.5(5) 
11.1(2) 
5.6(1) 
2.3 
2.3 
2.3 
0.9 
0.5 
100.0(7) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
3.4 
0 
0 
0 
0 
54.8(34) 
25.8916) 
4.8(3) 
4.8(3) 
9.7(6) 
11.6 
5.5 
1.0 
1.0 
2.1 
 
 
60 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
価値志向型 
適職型 
被勧誘型 
漢然型 
相続型 
40.0(2) 
20.0(1) 
0(0) 
0(0) 
40.0(2) 
0.9 
0.5 
0 
0 
0.9 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0 
0 
0 
0 
0 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0 
0 
0 
0 
0 
  合計 各
100.0(222) 
100.
0 
各
100.0(207) 
100.0 各
100.0(292) 
100.0 
  備考 N・A20代 1、 
50代 1 
N・A20代 6、40代
1、30代 12 50 代 1 
N・A20代 1 、40代 3 
30代 2 、 50代 3 
  年齢不明 ナシ 1 4 
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が異なるので、類型として設定するのは、本質的には予盾する。漢然型で相続型、被勧
誘型で相続型が考えられるが、本稿では、いずれか中心の類型一つを挙げた。表１・表
２参照）。 
 
① 価値志向型：  
教職という仕事自体にきわめて魅力（誇りをもつ）があり、教職を通して社会的
に貢献し社会を改善したいという普遍的価値に志向する型。地方（長野・福岡）・
各年齢層（東京・福岡）にわたり、また出身学校別では、純系が各地区（東京を除
く）とも多い。 
② 適職型：  
自己の性格にもっとも適した職業と考える型。各地区・各年齢層（50代福岡除
く）とも多く、すべて自己の適性などを十分に考え主体的・積極的に教職を選択し
た結果である。純系が各地区とも傍系に比べてきわめて多い。総体的に各地区とも
価値志向・適職両型を合せると 63,4％以上を占めており、教職につく動機は堅実で
あるといえる。 
③ 被勧誘型：  
他人（親・兄弟・恩師など）からすすめられた結果、ある程度教職の意味を納得
して就職した型。年齢層別では、相対的にみて 40代が多い。この年齢層は戦前の教
育を受け、自主的判断能力が乏しく、また一方では、就職当時は終戦後日が浅く、
社会状況が不安定で生活のために教職に就いたのではなかろうかと考えられる。こ
れを出身校別によってみると、各地区とも純系が多いことは興味深い。20代が少な
いのは、戦後の教育による自主的判断能力の向上と教職への価値観の変化が考えら
れる。 
④ 漢然型： 
 他に適当な職がなく、ただ何となく（教職の本質を理解しない）就職したという、
いわゆる「デモ・シカ教師」の類である。年齢層では 30代が総体的にみて多い。こ
の年齢層は大学卒業のころ一般企業など求人数も少なく、また地方ではベビー・ブ
ームの子どもたちが学齢に達し就学した時期で、教師の需要が多かったことから、
ただ何となく就職したことも考えられる。地方（長野・福岡）が多いのは、女子に
とって一般に就職の機会が少ないという事情にもよるであろう。 
⑤ 相続型： 
 親（父・母）が教員をしていたという型。職業選択の場合、もっとも重要な影響
を与えるものと考えられる。年齢層別では 20代が各地区ともに多いのは、教職とい
うものがいかに女子の職業として有利であるかを娘に教示し、また本人も現代社会
における他の女子のさまざまな職種と比較検討の結果、めぐまれたものであること
を自己認識のうえ選択したとみられる。出身校別では純系が地方（長野・福岡）に
多いのは、教職より有利な職種が他に少ないことからこのような結果になったので
あろう。 
 さて出身校別では、各地区（東京・相続型はの除く）とも純系が多いのは、比較的に
教員養成機関の大学は、他の国立大学に比べて入学が比較的容易であること⑱と、奨学
金制度（教育奨学生）が他の一般大学に比べて受給者が多いことも若干影響していると
考えられる。また純系は、当然ながら動機づけは堅実（価値志向・適職両型が多い）で
教職に対し積極的な態度がみられる。東京の純、傍系との格差が地方（福岡・長野）に
くらべて少ないのは、巨大都市の性格を反映してさまざまな価値観をもつものおよび出
身地が全国にわたっている⑲ためとみられる。したがって「都市型教師」は純・傍両系
の格差のない平均的教師が多く存在するといってよいのであろう。これに反して長野・
福岡のばあい、純系の価値志向・適職両型において傍系との格差が著しく、総体的にみ
て、純系の教職に対する積極的な態度がみられる。地方（長野・福岡）では純・傍系の
格差現像が東京にくらべて著しい。これは後述の派閥人事意識と関連してくる。本研究
との類似研究としては、1951年に佐々木徹郎らによって行われた東北地方の調査がある
191 
 
が、その結果でも本稿の適職型該当者が、もっとも多いことがすでに明らかにされてい
る⑳。 
  
２ 継続希望とその理由 
  
 今後も引き続いて教職に就いていきたいとするものは、各地区とも 80％以上を占め圧
倒的に多い。この項目調査はすでに 1950・1951年に実施され、本調査と同じような結果 
 
表３ 継続希望の年齢層別とその理由 
年齢
層別 
類型別 東京％（実
数） 
全体
の％ 
長野％ 
（実数） 
全体
の％ 
福岡％ 
（実数） 
全体
の％ 
 
 
20 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
生き甲斐型 
適性型 
関心型 
奉仕型 
生活型 
37.1(26) 
20.0(14) 
25.7(18) 
10.0(7) 
7.1(5) 
11.9 
6.4 
8.3 
3.2 
2.3 
65.3(49) 
16.0(12) 
0(0) 
5.3(4) 
13.3(10) 
25.7 
6.3 
0 
2.1 
5.2 
58.3921) 
11.1(4) 
2.8(1) 
5.6(2) 
22.2(8) 
8.0 
1.5 
0.4 
0.8 
3.1 
 
 
30 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
生き甲斐型 
適性型 
関心型 
奉仕型 
生活型 
28.3(17) 
25.0(15) 
20.0(15) 
8.3(5) 
13.3(8) 
7.8 
6.9 
6.9 
2.3 
3.7 
71.9(46) 
12.5(8) 
0(0) 
0(0) 
15.6(10) 
24.1 
4.2 
0 
0 
5.2 
62.0(49) 
17.7(14) 
5.1(4) 
0(0) 
15.2(12) 
18.7 
5.3 
1.5 
0 
4.6 
 
 
40 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
生き甲斐型 
適性型 
関心型 
奉仕型 
生活型 
46.4(32) 
18.8(13) 
17.4(12) 
8.7(6) 
8.7(6) 
14.7 
6.0 
5.5 
2.8 
2.8 
75.6(34) 
11.1(5) 
0(0) 
4.4(2) 
8.9(4) 
17.8 
2.6 
0 
1.0 
2.0 
56.7(51) 
23.3(21) 
7.8(7) 
3.3(3) 
8.9(8) 
19.5 
8.0 
2.7 
1.1 
3.1 
 
 
50 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
生き甲斐型 
適性型 
関心型 
奉仕型 
生活型 
60.0(9) 
0(0) 
13.3(2) 
20.0(3) 
6.7(1) 
4.1 
0 
0.9 
1.4 
0.5 
14.3(1) 
42.9(3) 
0(0) 
28.6(2) 
14.3(1) 
0.5 
1.6 
0 
1.0 
0.5 
54.4(31) 
29.8(17) 
1.8(1) 
10.5(6) 
3.5(2) 
11.8 
6.5 
0.4 
2.3 
0.8 
 
 
60i 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
生き甲斐型 
適性型 
関心型 
奉仕型 
生活型 
75.0(3) 
0(0) 
25.0(1) 
0(0) 
0(0) 
1.4 
0 
0.5 
0 
0 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0 
0 
0 
0 
0 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0 
0 
0 
0 
0 
合計 各
100.0(218) 
100.0 各
100.0(191) 
100.
0 
各
100.0(262) 
100.0 
備考 N・A 3 
非継続 3 
年齢不明 1N・A 3 
非継続 33 
年齢不明 4 N・A2 
非継続 37 
継続希望者率 97.32% 83.77% 85.90% 
 
 
が明らかにされた(21)。このように長期間その職に就きたいという希望が生まれるのは、
既述のように女教師という職種が他に比して最適であり、かつめぐまれていることによ
ると考えられる。さらにこの理由を次の５つに類型化した（表３参照）。 
 
① 生き甲斐型： 
 教職に生き甲斐を見出し一生その職を継続する型。地方（長野・福岡）の 20代世
代は就職間もないにもかかわらず多い。教職経験は浅いが新職場への期待感および
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高い職業意識が存在し(22)、なお就職動機との関連では、価値志向・適職両型が 80％
以上いる。それは自ら志望した職業に対する熱意をもっている証拠であろう。年齢
層別では 40代未満は各地区とも多く、なかでも長野がもっとも多い。長野は女教師
の数が全国最低であるが、継続希望意志は他の地区より一層堅実なものが多いと考
えられる。 
② 適性型： 
 教職が自分の性格に適していると考え就職した型。戦前派は地方（福岡 40代）が
多く、逆に戦後派は東京がもっとも多い。年齢層別で地域格差があるのは、興味深
い。また前者の出身校別との関連をみると、純系が 70,1％以上を占めていることは、
教員養成機関入学以前から自己の性格を考えていたと考えられる。 
③ 関心型：  
教職にたずさわることが人生の価値観と一致すると考える型。戦前・戦後派を通
じ東京が多く、逆に長野は皆無である。東京は総体的に若年層ほど多く、これはよ
り一層慎重に就職動機について考えた結果であろう。 
④ 奉仕型： 
 教職を通じて社会に設立ちたいとする型。戦前派は 50代が各地区とも多い。戦後
派は東京が断然多く、30代の地方（長野・福岡）は皆無である。このように戦前・
戦後派のなかでも地区格差が存在するのは、その地区の教育に対する熱意の格差も
解釈される。 
⑤ 生活型： 
 働かないと生活ができないという型。教職の本質を理解していないのではないが、
まず生活のために継続しなければならないというのは、各地区ともに 30代(23)が多い。
この年齢層の多くは、既婚者（東京 83.3％、長野 71.1％、福 
88.4％）で家事労働の負担に加えて,子弟の教育費を含め、一般に家計費支出の多い
年齢層であると考えられる。また非継続率がもっとも高率の年齢層である。待遇問
題とも合わせて今後の教育行政の課題として検討すべき問題である。戦前派より戦
後派の方が多いのは、教職に対する価値観の変化（聖職意識がうすれる）の現れで
あろう。地区別にみると地方（長野・福岡）が多いのは、都会より地方が教職とい
う職種は女性にとってめぐまれているのではなかろうか。現在の教師生活に飽き足
らず、積極的に他へ転職を希望するものは各地区とも少なく、まさに教職界は社会
的移動がない集団である。これが後述の派閥人事に何らかの形で影響するのではな
かろうか。継続希望理由のなかで各年齢層ともに「生き甲斐型」、「適性型」が多
く、堅実な教食生活を送っている。各地区教師ともという職業にほぼ現在は精神
的・物質的にも満足していると考えられる。継続希望者の増加にしたがってさまざ
まな問題(24)が生起してくる。 
 
 
  ３ 昇進（管理職）希望 
 
 戦前の初等教育界では、今日よりきわめて不利な勤務条件(25)のなかでさえも女教師は
高い占有率を保持していたが(26)、管理職（校長）に任用されるものはきわめてまれであ
った(27)。しかし戦後は、女校長が毎年増加の一途をたどっていることは注目される(28)。
今後も果たして、このような傾向が現われる可能性があるだろうか。この問題について
さまざまなことが論じられている(29)（表４参照）。 
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表４ 昇進希望 
     地区別 
  純  
    ・傍系 
項目別     
別 
 
東京％ 
（実数） 
 
 
全体
の％ 
 
長野％ 
（実数） 
 
全体
の％ 
 
福岡％ 
（実数） 
 
全体
の％ 
 
有 
純 
系 
63.0(17) 
27.0(10) 
7.7 
4.5 
93.3(14) 
6.7(1) 
6.4 
0.5 
88.9(16) 
11.1(2) 
5.3 
0.7 
 
無 純 
系 
52.7(97) 
47.3(87) 
44.1 
39.5 
67.9(133) 
32.1(63) 
60.5 
28.6 
69.5(189) 
30.4(83) 
62.6 
27.5 
持ってはいる
が、忙しくて 
その気になれ
ない 
純 
系 
66.7(6) 
33.3(3) 
2.7 
1.4 
77.897) 
22.2(2) 
3.2 
0.9 
33.3(4) 
66.7(8) 
1.3 
2.6 
合計  各
100.0(220) 
100.0 各 
100.0(220) 
100.0 各 
100.0(302) 
100.0 
 
備考 
 出身校不明２ 
Ｎ・Ａ  ２ 
出身校不明 ４ 
Ｎ・Ａ   ４ 
 
Ｎ・Ａ ３ 
 
 
各地区とも自己の昇進に関心のないものが 80％以上いる。管理職としての責任遂行上
の自信喪失、昇進がかならずしも教職の本質とかかわらないなどの点からであろう。昇
進意志のあるものは、傍系より傍系が多いのは当然であるが、東京の場合、純・傍系の
格差が他の地区に比べてきわめて少ないのは、後述の派閥人事意識が少ないのと同じ傾
向であり、派閥によって昇進意志を阻止されていないことも影響しているのであろう。
就職動機づけとの関連では「適職型」が多い。昇進意志のないものは、有る場合と同じ
傾向で純系が多い。このように純系のなかでも地位上昇を希望するもの・しないものが
混在しているのは、いかなる要因によるものか、今後の重要な課題として考えられる。
地方（長野・福岡）は純・傍系の格差が大きく、これは個人意志の問題もさることなが
ら、社会的に女校長就任が歓迎されないこと、職場環境（「男女不平等」など）の影響
（後述の派閥人事意識「否定型」少ない）と関連していることも考えられる。「持って
はいるが忙しくその気になれない」、各地区とも総体的にみて少なく、ほぼ同じ程度で
あるが、長野は純・傍系の格差が大きく、東京と福岡は純・傍系の格差が逆である。こ
のように各地区とも地域的格差が目立つ。潜在的には昇進希望意志がありながら教務に
まぎれて昇進希望が実現出来ない問題は、女教師個人の問題もされることながら、今日、
女教師が置かれている社会的環境とその勤務条件にも地域的なさまざまな問題が影響し
ているのではなかろうか。  
既述のように女教師の管理職昇進希望者は、女教師の数的増加と比較して、まだきわ
めて少ない理由として、女教師自身の教職界への指導的立場に就任する熱意の欠如およ
び女校長任用の実績が歴史的に浅く、まだ社会的に高い評価が一般に確立されていない
(30)ことなどを考えると、今日の社会的環境のなかで管理職就任への道は、さまざまな困
難に逢着している。 
  
 ４ 派閥人事意識 
 
今日、初等教育界において党派集団的学閥が存在している事実(31)は否定できない。わ
が国の初等教員養成制度は、都道府県単位にいくつか養成機関学校が設置され、その卒
業生がおもに地元の小学校に就職する傾向が強かったが、戦後、社会的情勢の変化（産
業構造等の変化に伴う都市化現象）に伴い、この傾向は変化している。女教師自身が学
閥を意識しているのが、各地区とも全体的に約 90％以上いる。このことは教育界にとっ
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て誠に好ましくないことであり、きわめてユニークな事実である。本稿ではより明確に
把握するために意識程度を次の３つに類型化した（表５参照）。 
 
表５ 派閥人事意識 
     地区別 
   純・ 
類型別   傍系別 
東京％ 
（実数） 
全体
の％ 
長野％ 
（実数） 
全体
の％ 
福岡％ 
（実数） 
全体
の％ 
積極的 純 
傍 
47.4(27) 
52.6(30) 
12.2 
13.5 
72.5(74) 
27.5(28) 
34.4 
13.0 
67.4(87) 
36.6(42) 
28.6 
13.8 
肯定型 純 
傍 
57.6(87) 
42.4(64) 
39.2 
28.8 
68.6(72) 
31.4(33) 
33.5 
15.3 
73.6(117) 
26.4942) 
38.5 
13.8 
消極的 
肯定型 
純 
傍 
57.1(8) 
42.9(6) 
3.6 
2.7 
62.5(5) 
37.5(3) 
2.3 
1.4 
37.5(6) 
62.5(10) 
2.0 
3.3 
合計 各
100.0(222) 
100.0 各
100.0(215) 
100.0 各
100.0(304) 
100.0 
備考 出身校不明 2 
 
出身校不明 4 
Ｎ・Ａ 9 
N・A1 
 
① 積極的肯定型： 
 派閥は大いに関係あるとする型。地方（長野・福岡）ほど多いのは興味がある。 
② 消極的肯定型： 
 派閥は何らかの意味で関係があるとする型。積極的肯定型と同じ傾向で地方が多
く、消極的肯定型と合わせる各地区とも半数以上を占めるのは、師範教育の弊害の
残存(32)であり、戦後、教員養成改革の改善点として指摘されたことが(33)、今日、な
おも現在している。これは、まさに文教政策（とくに教育行政上）の貧因さを如実
に示すものであろう。 
③ 否定型： 
 派閥はまったく関係がないとする型。総体的に東京がもっとも多く、積極的肯定
型・消極的肯定型との関連では逆に少ないのは、巨大都市の性格上あらゆる純系出
身者の集合職場であり、人事異動が広範囲にわたると、派閥意識に対する無関心の
要因などが、何らか影響しているのであろう。 
 以上、教職集団内部に派閥の存在を容認している率が意外に高いことは、教育界にと
って好ましからぬ影響をもたらすであろう。地区格差の存在は地方の派閥意識が強いこ
とで、地方の教育界は、東京に比較してさまざまな問題を含んでいると考えられる。派
閥人事意識と「昇進（管理職）」との関連では、各地区とも積極的肯定型と消極的肯定
型を合わせて昇進希望のないものが 80％以上いる。また地方では、派閥否定型のなかで
昇進希望意志のないものが 90％以上いる。前者はあきらかに派閥のもつ影響力によって
昇進の実現可能性がないか、また何らかのかたちで影響を受けていると考え、昇進をあ
きらめているのであろう。また後者は派閥を否定するといいながら、その弊害および問
題点を認識したうえでの否定的態度の表明ではなく、あきらめないし無関心を物語って
いるのであろう。学閥はあらためて論ずるまでもないが、今日の近代社会の原理に反す
るがゆえに非難されているが、本調査によって教職界に学閥が、明らかに存在している
事実がわかった。この学閥をいかに解消するかが、将来の教育人事政策上の鍵となると
考えられる。 
 
５ 教育労働者意識 
 
 今日、教師については、実にさまざまな評価が与えられ、例えば、「デモ・シカ教
師」、「サラリーマン教師」、「教育労働者教師」、「聖職者教師」などと言われてい
る。教師には近代的教職間と伝統的教職観がある。前者は、「教師は労働者である」
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（日教組の「教師倫理綱領」）という規定、つまり教師は労働者として自己の社会的立
場と機能を自覚すべきであるというもの、後者は、師範教育が生徒に徹底的に植え付け
た教師の使命観であり倫理である。師範教育には自由な学問精神の次如が存在していた
(34)のは、論ずるまでもなく天皇制国家の政策上の一手段として教育が取り扱われていた
ことである。まさに教育本来の真の機能そのものを喪失していた。しかし戦後を契機と
して価値体系の基本的転換が行われた。聖職者教師に対するアンチテーゼとして教育労
働者教師をとらえ、あたかも対立を止揚する総合として、小学校教員は専門職であると
いわれているが、これに関してさまざまな問題を含んでいる(35)。問題は教育労働者なら
びに教育労働について、さまざまな説があり(36)まだ定説が確立されていないのが現状で
あろう。「教育労働者」であることについて、どの程度に意識しているかを、次の３つ
に類型化（不明・その他両型は省略）した（表６・表７参照）。 
① 肯定型： 
 各地区とも 50％以上を占める地方が多い。出身校別では純系が各地区とも多くとくに
地方が多い。戦前派の純系出身者の就職動機づけとの関連では、価値志向・適職両型が
50％以上を占め、教職に対する積極さがある。年齢層別では若年齢層ほど高率である。
これは、戦後の民主的教育効果の現れであろう。 
② 潜在型： 
 とくに感じない型で各地区とも 25％以上を占め、肯定型と同じく純系が多い。肯定型
とあわせると総体的に 80％以上が、教育労働者意識をもって日常の教育にたずさわって
いるのは注目される。出身校別では福岡の純系がもっとも多く、また純・傍系較差が目
立つ。年齢層別では総体的に若年齢層の 20代がもっとも少なく逆に 40代がもっとも多
い。 
④ 恥辱型： 
 教師は聖職者であるという伝統的教職観をもった型は、各地区ともに少ない。このよ
うに現代においては、従来の聖職者意識の持ち主は、ほとんどいないと言ってもよいの
ではなかろうか。出身校別では純系は、東京のおいて皆無であり逆に福岡が多い。年齢
層別では福岡が各年齢層にわたって多く、とくに戦前派は目立って多い。 
 
表６  教育労働者意識（出身校別） 
     地区別 
類 純 
 型 ・傍 
  別   系別 
 
東京％ 
（実数） 
 
全体
の％ 
 
長野％ 
（実数） 
 
全体
の％ 
 
福岡％ 
（実数） 
 
全体
の％ 
肯定型 純 
傍 
53.8964) 
46.2(55) 
28.8 
24.8 
76.1(105) 
23.9(33) 
46.9 
14.7 
72.5(132) 
27.5(50) 
43.7 
16.6 
潜在型 純 
傍 
58.8(47) 
41.3(33) 
21.2 
14.9 
59.5(44) 
40.5(30) 
19.6 
13.4 
69.9(58) 
30.1(25) 
19.2 
8.3 
恥辱型 純 
傍 
0(0) 
100.0(2) 
0 
0.9 
50.0(1) 
50.0(1) 
0.4 
0.4 
50.0(7) 
50.0(7) 
2.3 
2.3 
不明型 純 
傍 
44.4(4) 
55.6(5) 
1.8 
2.3 
50.0(2) 
50.0(2) 
0.9 
0.9 
25.0(1) 
75.0(3) 
0.3 
1.0 
その他型 純 
傍 
58.3(7) 
41.7(5) 
3.2 
2.3 
66.7(4) 
33.3(2) 
1.8 
0.9 
57.9(11) 
42.1(8) 
3.6 
2.6 
合計 各
100.0(222) 
100.0 各
100.0(224) 
100.0 各
100.0(302) 
100.0 
備考 出身校不明 2 
 
出身校不明 4 N・A3 
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表７ 教育労働者意識（年齢層別） 
   地 
年 類  区 
 齢 型    別 
 層  別 
 
東京％ 
（実数） 
 
 
全体
の％ 
 
長野県％
（実数） 
 
全体
の％ 
 
福岡県％
（実数） 
 
全体
の％ 
 
 
20 
肯定型 
潜在型 
恥辱型 
不明型 
その他
型 
55.7(39) 
34.3(24) 
0(0) 
5.7(4) 
4.3(3) 
17.4 
10.7 
0 
1.8 
1.3 
66.3(65) 
30.6(30) 
0(0) 
1.0(1) 
2.092) 
29.3 
13.5 
0 
0.5 
0.9 
76.1(35) 
13.0(6) 
2.2(1) 
0(0) 
8.7(4) 
11.7 
2.0 
0.3 
0 
1.3 
 
 
30 
肯定型 
潜在型 
恥辱型 
不明型 
その他
型 
58.3(350 
33.3(20) 
0(0) 
3.3(2) 
5.0(3) 
15.6 
8.9 
0 
0.9 
1.3 
66.2(45) 
26.5(18) 
1.5(1) 
2.9(2) 
2.9(2) 
20.3 
8.1 
0.5 
0.9 
0.9 
67.8(59) 
27.6(24) 
1.1(1) 
1.1(1) 
2.3(2) 
19.8 
8.1 
0.3 
0.3 
0.6 
 
 
40 
肯定型 
潜在型 
恥辱型 
不明型 
その他
型 
45.7(32) 
42.9(30) 
2.9(2) 
1.4(1) 
7.1(5) 
14.3 
13.4 
0.9 
0.4 
2.2 
43.8(21) 
50.0(240 
2.1(1) 
2.1(1) 
2.1(1) 
9.5 
10.8 
0.5 
0.5 
0.5 
55.0(55) 
31.0(31) 
4.0(4) 
2.0(2) 
8.0(8) 
18.5 
10.4 
1.3 
0.6 
2.7 
 
 
50 
肯定型 
潜在型 
恥辱型 
不明型 
その他
型 
47.4(9) 
36.8(7) 
0(0) 
10.5(2) 
5.3(1) 
4.0 
3.1 
0 
0.9 
0.4 
37.5(3) 
50.0(4) 
0(0) 
0(0) 
12.5(1) 
1.4 
1.8 
0 
0 
0.5 
52.3(34) 
26.2(17) 
12.3(8) 
1.5(1) 
7.7(5) 
11.4 
5.7 
2.7 
0.3 
1.7 
 
 
60 
肯定型 
潜在型 
恥辱型 
不明型 
その他
型 
80.0(4) 
20.0(1) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
1.8 
0.4 
0 
0 
0 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0 
0 
0 
0 
0 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
0 
0 
0 
0 
0 
合計 各
100.0(224) 
100.0 各
100.0(222) 
100.0 各
100.0(298) 
100.0 
備考  年齢不明 1 N・A5 年齢不明 4 N・A3 
 
 
 以上、教育労働者意識は純系に圧倒的に多く、高年齢層につれて意識の弱化がみ
られるが、これは年齢層別による価値観の相違によるものと考えられる。教育労働
者意識は若い世代、純系の地方に多いことが明らかになった。なぜこのような現象
が起こったかを究明することが、今後の教育政策運営上の重要な点である。世代は
もちろん出身階層、出身校（純系か傍系）、職制的地位、地域別（都市か農村か）
などの指標を併考することによって捉えるべきであるが、この点についてはすでに
類型化された資料も出されている(37)。 
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 ６ 男女平等の原則 
 
女教師という職種の特質(38)の一つとして「男女同一労働・同一賃金」がある。現実に
は男女平等の原則にもかかわらず、男女の差別意識が存在するかどうか、この意識を次
の３つに類型化した。  
① 常時意識型： 
 総体的に各地区ともに少ない。これは他の職場に比べてきわめて少ないのではな
かろうか。前述のように教職継続の希望が多いのは、つまり教師という職業に満足
感をいだいていることと関連している。しかし各地区とも 20 代が多い。これは戦後
の教育によって男女平等の原則を身につけたものが多いにもかかわらず、新職場に
入り意欲的に職務を遂行するなかで、現実に男女差別を敏感に受け止めているため
であろう。なかでも長野は全年齢層にわたって他地区より多く、しかも年齢層が高
まるにつれて高率になっている。したがって長期勤続者（19年以上）(39)が、他地区
にくらべ少ないことも男女差別による問題と解することもできる。 
② 随時意識型： 
 各地区とも 54.6％以上を占めている。常時意識型と合わせると 62.5％以上で、ま
さに今日の教職界において差別意識が存在していることは否定できない。地区別で
は長野 66.1％、福岡 64.0％、東京 54.6％の順で、長野は相対的に常時意識型と合わ
せると 80.7％でもっとも多い。歴史的にみると、戦前の教育体制においてさまざま
な事件(40)を起した教育界の体質と県民性(41)とが関連しているのではなかろうか。年
齢層別では各地区とも 40代に 10代が多く常時意識型と同じような傾向を示してい
る。 
③ 皆無型： 
 まったく感じない型で、長野 19.4％、福岡 26.3％、東京 37.9％の順で、常時・随
時意識両型と逆の順である。各地区とも年齢層が高まるにつれて高率になっている
のは、長期勤続者は男女差別意識を全く感じなかったのか、また感じてもあきらめ
ないし無視がこのような結果をもたらしたとも考えられる。 
 以上、各地区・全年齢層において差別意識をもっているものが多数存在していること
は、既述のように女教師の特質の一つである「男女平等の原則」が現実には、残念なが
ら実現されていないことであり、これは女教師の将来にとってきわめて重要な改善すべ
き問題であるのではなかろうか。 
 階層帰属意識（各地区とも総体的に「中」と回答したものが圧倒的に多い（86,4％以
上）。 
  
結びにかえて  
  
 はじめに既述したように、女子雇用者層の変化とその理由についてあきらかにしたが、
しかし、まだに既婚の中高年者層にとって良好な就業条件・職場環境は数少ない。今後
も女子の就労条件の鍵となる「職業と家庭」の両立可能性について、調査結果では既婚
者（死離別含む）が各地区とも半数以上（東京 67.9％、長野 58.3％、福岡 78.1％）を
占めていることは、「職業と家庭」という二重労働負担が両立可能であると解釈される。
大学卒の女性をとくに男女同等の待遇条件で雇用する職場は、いまだに現実には限られ
ているなかで、女性にとって勤労条件なども他の一般職種と比較して整っている教職は
(42)、能力を十分発揮できる魅力的な職場になりつつある。したがって将来も女教師とい
う職種が女性にとって適職としてさらに増加するであろう。  
 教員資格取得のための基盤的な要件である教員養成機関の相違によって、純系・傍系
の差違をみたが、戦前戦後派を通して純系かならずしも教師として適格者とは限らず、
場合によっては傍系の方が教育に対する姿勢の堅実さもみられる。このようなちがいは、
究極的には女教師個人に帰すべき問題であるが、従来の教員養成機関制度の在り方(43)に
も問題があるのではなかろうか。戦後、教員養成制度が改革され、戦前の学校体系にお
ける閉鎖的な師範学校制度を廃止し、一般大学にも資格習得できるようなり、きわめて
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開放性をともなってきた。このように教職への道自体が変化してきたことは、いままで
の純・傍系が混在していた時よりも教育行政の効果がより向上すると考えられる。年齢
層別にみても戦後派は戦前派にくらべて純・傍系の格差は少なくなっている。 
 本調査資料に基づいて、総体的に教師として適格者と考えられるモデル・パターンは、
就職動機づけ（価値志向・適職両型）  継続希望意志（有）  継続希望理由（生き
甲斐・適性両型）  昇進希望意志（有）、という各項目の連続性の一連パターンであ
ろう。その比率は長野 14,9％、福岡 10,1％、東京 8,3％の順で地域格差が存在する。長
野は女教師の数は全国最低であるが、むしろ質的に他地区よりも優れているものが割合
に多いと解釈される。このような地域格差は生活環境・地域的な社会価値観の格差が何
らか影響しているのではなかろうか。これを解決していくためには、基本的な問題とし
て「教育指導理念の確立」、「教育の本質とは何か」をたえず探究しつづけることが、
当面の課題であろう。現在の教員人事行政は、戦前と同じようにおもに都道府県単位の
内部だけで、人事異動が実施されているが、地域格差・学閥解消のために人事行政の方
法を再検討する必要があろう。「教育労働者」意識と中間層的帰属意識をもっているも
のが、総体的に各地区とも半数以上を占めている。この意識のジレンマは都会ほど強い。
東京・福岡・長野の格差について、どのように解釈すべきか、本調査では、あきらかに
され得なかったが、このような現象の生起要因は、女教師をとりまくさまざまな歴史的
社会的環境(44)の複雑さからでもあろう。女教師の階層帰属意識をさらに詳細な調査資料
にもとづいて分析することが、今後の女教師研究の最良の道標と考えられる。出身校別、
年齢層別、地区別格差の解消も重要であるが、根本的に教師はつねに教育基本法の精神
に基づいて、日常の教育と取り組むべきであろう。 
               
 
参考附記 
① 調査方法：東京・長野・福岡とも郵送法。 
② 調査時期：東京＝1969年 11月中旬、長野＝1970年 11月中旬、福岡＝1971年 6
月中旬。 
③ 調査地選定理由：（1969年 5月現在）、東京＝わが国の首都であり女教師数およ
び女校長が全国でもっとも多い代表的な都市である（女教師 54.6％）。長野＝全
国で女教師率が最少の県である 24.7％）。福岡＝全国で女教師数が最高の県であ
る（62.2％）。 
④ 調査対象者選定方法：東京＝全小学校教師総数 30,397名（公立小学校教師総数
2,959名うち女教師は 16,012名）のうち女教師は 16,548名（54.6％）である
（文部省総計課 1969年 5月 1日現在調査）。日数組東京支部名名簿（1969年４
月１日現在調査）、長野県－学事関係職員名簿（1970年５月１日現在、信濃教育
会発行）から無作為描出法により一地区 100名４地区（北信、東信、南信、中信
各地区）合計 400名を対象として選定した。「福岡」全小学校教師総数 13,309名
のうち女教師 8,276名（62.2％）である（文部省総計課 1969年 5月 1日現在調
査）、『福岡県下教育関係職員録』（1970年５月１日現在、教育春秋社発行）か
ら無作為描出法により１地区 181名、５地区（北九州市、福岡市、筑後、大牟田
各地区）合計 900名を対象として選定した。 
⑤ 調査票回収状況：東京＝山手地区 29.0％、下町地区 27.2％、都心地区 16.5％、
三多摩町田地区 27.2％、全地区平均 37.4％、長野＝北信地区 23.2％、東信地区
26.3％、南信地区 27.6％、中信地区 22.8％、全地区平均 57.0％、福岡＝福岡市
内とその近郊 31.8％、北九州地区 15.1％、行稿市とその郊外 6.6％、筑豊地区
16.4％、筑後地区 30.2％、全地区平均 33.9％、東京、長野、福岡、平均回収率
42.8％である。 
⑥  調査結果概況（表１－表４） 
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表１ 年齢層別構成 
     他区別 
年齢層 
 
 
東京都（実数） 
 
長野県（実数） 
 
福岡県（実数） 
20 
30 
40 
50 
60 
Ｎ・Ａ 
31.3(70) 
26.8(60) 
31.3(70) 
8.5(19) 
2.2(5) 
0(0) 
45.2(103) 
29.8(68) 
21.1(48) 
3.5(8) 
0(0) 
0.4(1) 
15.1(46) 
28.5(87) 
33.8(103) 
21.3(65) 
0(0) 
1.3(4) 
合計 100.0(224) 100.0(228) 100.0(305) 
 
表２ 出世地別構成 
     地区別 
出身地区別 
 
 
東京都（実数） 
 
長野（実数） 
 
福岡県（実数） 
北海道 
東 北 
関 東 
北 陸 
中 部 
四 国 
九 州 
中 国 
近 畿 
その他 
Ｎ・Ａ 
3.1(7) 
9.8(22) 
63.4(142) 
2.2(5) 
3.1(7) 
1.393) 
8.5(19) 
1.8(4) 
3.1(7) 
2.7(6) 
0.9(2) 
0(0) 
3.5(8) 
3.5(8) 
0.4(1) 
84.6(193) 
0(0) 
0(0) 
0(0) 
1.3(3) 
3.5(8) 
3.1(7) 
0(0) 
0.7(2) 
2.3(7) 
0(0) 
0(0) 
0.3(1) 
82.6(252) 
0.7(2) 
2.0(6) 
8.2(25) 
3.3(10) 
合計 100.0(224) 100.0(228) 100.0(305) 
 
表３ 出身学校別構成 
        地区別 
出身学校別 
 
 
東京都（実数） 
 
長野県（実数） 
 
福岡県（実数） 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 
Ｆ 
Ｇ 
女子師範・女高師・女専 
高等女学校（専攻科含む） 
臨時教員養成所・検定 
学芸大学・教育学部 
一般大学 
短大 
Ｎ・Ａ 
30.4(68) 
5.8(13) 
6.7(15) 
24.1(54) 
28.1(63) 
4.9(9) 
0.9(2) 
10.1(23) 
14.5(33) 
2.2(5) 
58.8(134) 
2.2(5) 
10.5(24) 
1.8(4) 
26.9(82) 
14.4(44) 
13.4(41) 
42.3(129) 
1.0(3) 
2.0(6) 
0(0) 
合計 100.0(224) 100.0(228) 100.0(305) 
注：Ａ，Ｂ，Ｃ：旧制度  Ｄ，Ｅ，Ｆ：新制度 
 
表４ 勤続年数別構成 
他区別 
勤続年数 
 
東京都（実数） 
 
 
長野県（実数） 
 
福岡県（実数） 
3年未満 
3-----7 
7-----11 
20.1(45) 
18.3(41) 
8.5(19) 
27.2(62) 
18.9(43) 
12.3(28) 
6.9(21) 
9.2(28) 
9.2(28) 
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11-----15 
15-----19 
19-----23 
23-----17 
27------31 
31-----35 
35年以上 
Ｎ・Ａ 
6.7(15) 
10.7(24) 
16.5(37) 
10.7(24) 
2.7(6) 
3.1(7) 
2.7(6) 
0(0) 
11.8(27) 
7.9(18) 
8.8(20) 
7.5(17) 
3.5(8) 
0.4(1) 
0(0) 
1.8(2) 
14.4(44) 
9.2(28) 
16.4(50) 
12.1(37) 
12.1(37) 
8.2(25) 
1.3(4) 
1.0(3) 
合計 100.0(224) 100.0(228) 100.0(305) 
 
 
注 
                                                 
① 労働省婦人少年局『婦人労働の実情』13頁、1971年。 
② 労働省婦人少年局『婦人労働の実情』14頁、1971年。 
③ 労働省婦人少年局『婦人労働の実情』15頁、1971年。 
④ 牛窪浩『女子労働力』日本経済新聞社、24～25頁、1971年６月。 
⑤ 『総理府国政調査』1960年・1965年・1970年、『労働力調査』1971年。 
⑥ 有地享『婦人の地位と現代社会』法律文化社、33～26頁、1971年。 
⑦ 労働省婦人少年局『婦人労働の実情』23頁、1971年。 
⑧ 牛窪浩、前掲書、37～40頁。 
⑨ 田中義章『社会学評論』85号、有斐閣、36～53頁、1971年。 
⑩ 自治省財政局指導課『都道府県財政指数表』130～134頁、1971年。および田中義章、前
掲論文。 
⑪ 文部省『わが国の教育のあゆみと今後の課題－中央教育審議会中間報告』344頁、1969
年。明治８年全国小学校教員総数 4,45万人のうち女性教員 793人（1,8%）である。 
⑫ 文部省統計調査課『学校基本報告書－昭和 47年度－』全国小学校教員総数、381,574名
のうち、女教員は 199,863名 52,4%である。 
⑬ Kolner, Zeitschrift fur Soziologiue and Sozialpsychologie, XXⅡ, S.39.1970. アメリカ合衆国
86％、ソ連 80％、カナダ 78％、イギリス 75％、イタリア 74％、フランス 68％、スエー
デン 65％などとなっている。 
⑭ 文部省『学校基本調査報告書－学校調査、卒業後の状況調査－』302～303頁、1969年・
1970年。 
⑮ 1952年日本社会学会で実施した「社会階層および移動調査」では、30の職業のなかで小
学校教師は 11番目であった。また佐々木徹郎らが行った 1953年調査では福島県伊達道
＝８番目、同じく宮城県亘理町＝10番目であった。ほぼ「中の上」の地位である。 
⑯ 細谷恒夫編『教師の社会的地位』有斐閣、53、90、96頁、1956年。 
⑰ 潮木守一「戦後教育制度における教師の位置」大河内一男・男清水義弘編『講座 日本
の将来６ 教育改革の課題』、潮出版社、95～200頁、1969年。鈴木重信・池田進「教
育養成の諸問題」『現代の教師』第一法規、281～372頁、1968年。 
⑱ 潮木守一「入試制度のなかの教員養成大学の位置」大河内－男・清水義弘編『講座 日
本の将来６ 教育改革の課題』、潮出版社、92～165頁、1965年。 
⑲ 参考附記、調査結果２「出生地別構成」参照。 
⑳ 佐々木徹郎「教師の職業選択」細谷恒夫編『教師の社会的地位』有斐閣、137、240頁、
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第16章 女性教師の政治意識 
 
― 東京都内公立小学校を中心に ― 
                
            
はじめに 
 
終戦後、わが国を占領した連合軍の最高司令部は、教育民主化の管理政策の一環として、
長い間に亘って教員に加えられてきた政治的拘束の除去を行った。1947年には、公然と結
成を認められた教員組合が、当局と労働協約の締結調印を取り交わすほどであった。しか
し1950年の地方公務員法によって教員も労働公務員法などの適用から除外され（第58条）、
争議行為等を禁止され（第37条)、団体交渉権を否定され（第55条)、政治的行為を制限さ
れた（第36条)。さらに1954年の｢義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関す
る臨時措置法｣｢教育公務員特例法の一部を改正する法律｣によって、政治的制限が強めら
れた。このような社会情勢が今日も継続されている。わが国の教員団体の中で圧倒的な勢
力を有している日本教職員組合は、近ごろ組織率が毎年低下している。この日教組は、労
働組織としては左翼の日本労働組合総評議会に加盟し、その中でも左派に位置している。
政治的には主流が日本社会党、反主流が日本共産党支持であり、政府与党の文教政策には
全面的に対決する姿勢を今日ももっている。 
他方、職能団体としては、戦前の帝国教育会に匹敵するほど強力な全国組織は現在存在
していない。全国的な組織としてあるのは、校長会・教頭会といった職種別の団体か、教
科・領域別の教育研究団体が中心であり、教育研究団体の一部は教組の周辺に系列化され
ているのが現状である。 
このように教師を取り囲む教員団体の状況の中で、女性教師自身はいかにかかわって来
たかの資料の存在は誠に乏しいのが実情である。最近、女性の社会的進出が増加し、｢若
年短期未婚型｣から｢中高年既婚型｣へと変化している。女性教師はわが国の女性の伝統
的・代表的な職種であり、勤務条件なども他の職種に比較して恵まれており、以前より
「中高年既婚型｣が多くなった。高学歴型の女性教師は、一般に比較して政治意識は、果
たして如何なるものであるか。実証的資料（調査実施要項「末尾参照」）に基づいて検討
を試みるのがこの本稿の目的である。 
政治意識を分析するには、①政治関与の次元＝政治的関心・政治的有効性感覚・投票義
務感等、②政治システムの次元＝国家意識、議会政治への信頼感など、③特定の政治問題
の次元＝憲法意識・防衛意識など、④政党次元＝政党支持態度、⑤生活次元＝生活満足
度・自前意識など、⑥社会構造の次元＝階級・階層帰属意識・労働帰属意識などを本来は
総合的に検討すべきであるが、ここでは、特に④に関してのみ検討する。 
 
１  政党支持別・年齢層別分析 
 
はじめに高学歴型の女性教師が、いかなる政党を支持しているか、これを解明すること
が女性教師集団の政治意識を知る上での第一歩であろう。 
全体的概況として（表１・図１参照）、明らかに支持政党を示したものは44,6％で半数
にも満たない。その内訳は、革新系＝34,4％（社会党20,2％、共産党14,2％）、保守系10. 
3％（自民党6.0％、公明党1.7％・民社党1.0％、社会市民連合1.0％・新自由クラブ0.6％）
である（無回答など8％）。「特に支持政党なし」が55.4％と半数以上もいることは、女性
教師集団の中に脱政党化現象が存在していることを物語っている。1980年の日教組の調査
結果によると、支持政党を明らかにしたのは37.0％であり①、僅か7.7％ほど増加してい
る。これは社会情勢の変化も関連しているが、何よりも女性教師の政治的関心の向上を 
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表1 政党支持別・年齢層別の関係 
 
 
 
図1 政党支持（性・年齢層別） 
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表２ 「政党支持別」・「出身校別」の関係 
※旧制度 
 
A) 
自民党 
B) 
社会党 
C) 
公明党 
D) 
共産党 
E) 
民社党 
F) 
特に支
持政党
なし 
G) 
新自由
クラブ 
H) 
社会
市民
連合 
合計 
1) 都内の女子師範学校 
11.8% 
( 4) 
8.8% 
( 3) 
0 
5.9% 
( 2) 
0 
73.5% 
(25) 
0 0 
100.0% 
(183) 
2) 地方の女子師範学校 
9.1% 
( 3) 
18.2% 
( 6) 
0 
12.1% 
( 4) 
3.0% 
( 1) 
57.9% 
(19) 
0 0 
100.0% 
(33) 
3) 女子高等師範学校 0 0 0 0 0 
100.0% 
( 1) 
0 0 
100.0% 
( 1) 
4) 高等女学校（専攻科含む） 
10.0% 
( 2) 
25.0% 
( 5) 
5.0% 
( 1) 
5.0% 
( 1) 
0 
55.0% 
(11) 
0 0 
100.0% 
(20) 
5) 女専・大学予科 
13.3% 
( 2) 
26.7% 
( 4) 
0 0 0 
60.0% 
( 9) 
0 0 
100.0% 
(15) 
6) 臨時教員養成所 
7.4% 
( 2) 
18.5% 
( 5) 
0 
3.7% 
( 1) 
3.7% 
( 1) 
63.0% 
(17) 
0 
3.7% 
( 1) 
100.0% 
(27) 
7) 検              定 0 0 0 0 0 
100.0% 
( 1) 
0 0 
100.0% 
( 1) 
8) そ      の      他 0 
50.0% 
( 1) 
0 0 0 
50.0% 
( 1) 
0 0 
100.0% 
( 2) 
9) 1.2の同等者で都内の大学専門部
２部を卒業したもの 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 
合 計 
9.8% 
(13) 
18.0% 
(24) 
0.8% 
( 1) 
6.0% 
( 8) 
1.5% 
( 2) 
63.2% 
(84) 
0 
0.8% 
( 1) 
100.0% 
(133) 
 
 
表３ 「政党支持別」・「出身校別」の関係 
※新制度 
 
A) 
自民党 
B) 
社会党 
C) 
公明党 
D) 
共産党 
E) 
民社党 
F) 
特に支
持政党
なし 
G) 
新自由
クラブ 
H) 
社会
市民
連合 
合計 
1)  東京学芸大学 
4.6% 
( 7) 
19.7% 
(30) 
2.0% 
( 3) 
12.8% 
(20) 
0.6% 
( 1) 
58.6% 
(89) 
0.6% 
( 1) 
0.6% 
( 1) 
100.0% 
(152) 
2)  地方の国立大学教育学部・教育
大学 
3.9% 
( 5) 
26.6% 
(34) 
0.8% 
( 1) 
20.3% 
(26) 
1.6% 
( 2) 
46.1% 
(59) 
0 
0.8% 
( 1) 
100.0% 
(128) 
3)  都内の私立大学 
7.0% 
( 4) 
17.5% 
(10) 
1.8% 
( 1) 
8.8% 
( 5) 
0 
57.9% 
(33) 
3.5% 
( 2) 
3.5% 
( 2) 
100.0% 
(57) 
4)  地方の私立大学 0 0 0 
50.0% 
( 4) 
0 
50.0% 
( 4) 
0 0 
100.0% 
( 8) 
5)  都内の私立短期大学 
16.7% 
( 2) 
25.0% 
( 3) 
0 
33.3% 
( 4) 
0 
25.0% 
( 3) 
0 0 
100.0% 
(12) 
6)  地方の私立短期大学 0 
11.1% 
( 2) 
11.1% 
( 2) 
22.2% 
( 4) 
0 
55.6% 
(10) 
0 0 
100.0% 
(18) 
7)  私立の教員養成所など 0 0 0 
33.3% 
( 1) 
0 
66.7% 
( 2) 
0 0 
100.0% 
( 3) 
8)  大学院修了（国・公私立含む） 0 0 0 
100.0% 
( 1) 
0 0 0 0 
100.0% 
( 1) 
9)  都内の国立大学（除く東京学芸
大学） 
0 0 
25.0% 
( 1) 
0 0 
75.0% 
( 3) 
0 0 
100.0% 
( 4) 
10) 地方の国立大学（教育大学系
を除く） 
0 
50.0% 
( 2) 
0 
25.0% 
( 1) 
0 
25.0% 
( 1) 
0 0 
100.0% 
( 4) 
合 計 
4.9% 
(18) 
21.0% 
(81) 
2.0% 
( 8) 
16.9% 
(66) 
0.8% 
( 3) 
52.7% 
(204) 
0.8% 
( 3) 
1.0% 
( 4) 
100.0% 
(387) 
※ NA 回答不備 （25） 
支持政党別 
出身校別 
 
 
 
支持政党別 
出身校別 
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裏付けている。また社会一般の人々の調査結果と比較すると②、「政党支持なし・無回答」
が1973・1974年で15％・13％で、女性教師集団のほぼ4分の1である。いかに女性教師が政
治に関して関心が低いかを如実に物語っている。また現代は「政治的無関心の時代」 
であるといわれ、それが大衆社会における民主主義の空洞化を招くとして警鐘が鳴らされ
て久しいが、今日でも女性教師集団には、このことが適用される現象が現存していること
は注目すべきである。わが国の初等教育の教師集団は、過去において政府に対して対抗す
ることは、一時期にごく一部の教師を除いてほとんどなかった。このように政治に関して
歴史的に見ても無関心であったのは、教員養成、職場の管理体制などが相互に関連してい
た結果でもあろう。 
また「階層帰属意識」との関連では、「中程度」（中の上・中の中・中の下）と意識して
いるものが全体の87％であり、「特に支持政党なし」の93％が「中程度」と意識している。
これは現在の生活に満足している結果、政治に対してあまり関心がもたれないのであろう。 
政党支持の変化は、年齢層と関係がある。わが国では加齢にしたがって保守化すること
が20年の経過データで明らかに示されている③。しかも自民党支持は生まれた年で決まる
のではなく、現在の年齢に左右されることが強く、何歳になればどの位の比率で自民党支
持になるかが大体のところ解るという興味深い傾向が一般化されている。しかしその調査
では、20代前半が意外に多く、その後は中年齢層（40代）まで低落が続いている。この最
若年齢層に自民党が多いのは物心ついた時期が高度経済成長期と一致している関係から物
質的な繁栄を十分に享受したことが影響しているのであろう。最高年齢層（60代）は支持
率が高くとも絶対数がそう多くないため支持する人数は多くならないことを留意すべきで
あろう。社会党支持の年齢層別では一般に凸型で、この調査の女性教師も同じ傾向である。
とくに中堅層である30代後半から40代前半かけて著しい傾向は、男性教師と一致する④。
これは教職経験10数年になり、学校運営の実質的担い手として、職場の矛盾点また家族周
期論的にみても公私ともども精神的・物質的に負担の重い時期であることが関連している。
これは政府の諸政策を直視し考慮した結果、いっそう革新政党の社会党支持に向かったも
のとみられる。公明党は比較的に歴史の新しい政党である関係上、高年齢層には皆無であ
る。共産党支持の年齢層別は30代が最も多い。これは20代の独身生活を楽しんだ時期から
結婚して現実の生活の厳しさに目覚める年齢で、自分の現在の生活に対して不満が比較的
に強く。これが現在の政府の諸政策に対しての批判として共産党を選択したのであろう。
またこの年齢層の人々は、1965年代前半の大学紛争が盛んな時期に学生生活を過ごした関
係も影響しているのであろう。この30代の人々との革新系政党支持の傾向は、女性教師の
場合に限られたのではなく一般的な傾向でもある。 
「特に支持政党なし」が全体の半数以上（55.4％）を占め、とくに若年齢層の政党・政
治離れの傾向が強い。これは選挙における浮動層を形成しているのが一般的な傾向である。
この調査地が東京都という首都の性質上の関係もあるが、女性教師の政治的無関心層のあ
まりの多さには問題がある。この政治に対しての無関心層の増加の要因としては、日本の
社会が高度経済成長により豊かになる途上で成人したり、また義務教育を終えた世代から
政治離れ・物離れが進行していったことと関連があろう。この点に関しては、女性教師集
団も一般の社会と同じ傾向である。高学歴型の集団とされている女性教師の場合、政治的
無関心層がすべての年齢層に亘って多いのは、教育者という職務柄政治に余り影響を受け
ないので、自ずと政治に対して無関心になったのであろう。 
またこの無関心層は政治的参加の放棄ともみられる。教師集団の戦前からの伝統的無関
心の特性（体制同調行動など）が、現代型無関心にそのまま継続して受け入れているので
はなかろうか。この多くの政治的無関心層の女性教師を体制同調行動へと何らかの契機に
より転換させられる危機性が皆無とは言えないのが、今日の情勢である。真の民主的教育
を育成・向上・継続するには、政治意識の必要性を相互に認識することが女性教師全体の
質的向上に関連するであろう。 
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比較的に革新の傾向が強いのは中堅層で、この調査では30代が約50％も占めている。
1975年に日教組が実施した調査との比較では約10％減少している。これは女性教師にとっ
て社会的条件が改善（「教員人材確保法」など）されたこと、また社会一般の情勢の変化
によるものと見られる。保守的傾向が強いのは、40代後半以上でこれは日教組の調査と同
じ傾向である⑥。加齢が保守化をもたらす現象は、職業別に見てホワイトカラーと同じ傾
向である⑦ことは極めて興味深いものである。既婚者の場合、夫と自分の父親の職業との
関連性を見ても約85％がホワイトカラーである。社会階層は政党支持に間接的な要因とし
て影響を持つことが、既に他の調査においても明らかにされている⑧ことから生活環境の
重要性がいっそう確認される。女性教師の社会的自立性が今後もいま以上に期待される。 
 
２  政党支持別・出身校別分析 
 
わが国の初等教育の教員養成制度は、戦前＝閉鎖的で主に師範学校で行われた。また教
育を国家目的の手段として統制し、教育現場の担い手である教師を思想的に制限し国家・
軍国主義へ利用した。また他方、世間一般には教師像の固定化現象も存在していた。戦後
＝開放的な教員養成がおこなわれるようになり、教員養成大学のみではなく、一般大学に
おいても教員資格の取得が可能になり、教師像もかなり変化した。 
純教員養成校（旧制女子師範・女高師・新制学芸大学・国立大学教育学部、以下「純系」
と略す）と、傍系教員養成校（旧制高女・臨時教員養成所・検定・新制一般大学・短大・
私立教員養成所・国立大学の教員養成学部を除く学部出身者・以下「傍系」と略す）出身
者とは、政党支持の面において、いかなる違いがあるかを検討する（図2・表3参照）。 
旧制の純系出身者は、年齢的に見て高年齢層に属し、戦前の師範教育を受けた者として
当然、保守系支持者が多いものと見られていたが、意外に革新系（社会・共産党）支持者
が多く、逆に傍系出身者に保守系支持者が多い。また新制の純系出身者も、旧制と同じ傾
向で革新系支持者が多く、傍系出身者には保守系支持者が多い。このように教員資格の取
得課程の相違が、直接政党支持の要因に影響しているとは見られないことが明らかになっ
た。 
「特に支持政党なし」は、新制出身者より旧制出身者に多いのは、高年齢層者が多く政
治的関心度が加齢によって低下しているためであろう。むしろ永年の豊かな教職経験を元
に教師として教育の本質を生かせる政治により一層の強い関心を保持することが、高年齢
者としての義務ではなかろうか。新制の傍系＝都内私立短大出身者は、政治的関心が極め
て高く、自民党支持者の中で高率を示しているのは注目される。新制＝純系の東京学芸大
出身者は、特定の政治支持の態度を示さなかった者が比較的に多く、またすべての政党に
亘って支持者が存在している。これは戦前の純系の学校における教育内容の相違点からで
はなかろうか。またかなり現在の純系は自由な雰囲気の中で教員養成がなされていること
もうかがわれる。 
政党支持別と学歴別の関係を検討すると、他の調査において大学卒の中で共産党支持者
が、わずか6％である⑨。これに対して女教師の場合、新制＝純系出身者は約2倍の増加で
あり、かなり一般と比較して進歩的な考えを有する者が多い。これは将来において教師集
団の体質的変化の前兆とも理解される。公明党において大学卒が一般的に少ない事実があ
り⑩女性教師の場合も同じく支持者が少ない傾向がある。これは公明党の体質的なことも
若干影響しているのではなかろうか。 
教員養成のある一定期間に受けたさまざまな影響と、現在の政党支持とは直接に関連性
が存在しないと推察される。 
 
３  政党支持別・教職員組合観別分析 
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日教組が結成されたのは、戦後の混乱が続く1947年6月8日であった。その当時の社会情
勢と今日とを比較してかなりの違いがある。勤評闘争はなやかな1958年当時の日教組の組
織率は86.3％の高率であった。その後、社会情勢の変化に伴って毎年減少の傾向が続き、
今日では約半数近くまで低落している。とくに新採用の教師の日教組の加入率が、目立っ
て減少しているのは、日教組を必要としない社会情勢もあろう。また日教組の活動方針が
若年齢層の価値観の多様化などにより、有効性が薄らいできたことも組織率の減少要因の
一部ともみられる。 
教職員組合の存在性を認めている者は、全体の82.5％で圧倒的に多い（表4参照）。その
必要性の程度は、「積極肯定型」が約3分の1を占め政治支持別の内訳との関連を見ると、
革新系（社会党38.8％・共産党35.5％）で74.3％も占めている。教職員組合の必要性を支
持する者と革新政党を支持する者と密接な関連があることを物語っている。次に組合の存
在の必要性を普通に認めるいわゆる「肯定型」において、革新系支持者（社会党7,4＆、
共産党2.8％）は、10.2％に激減し、逆に特に「政党支持なし」は「積極肯定型」に比較
し50,4％も激増している。これは教職員組合の必要性そのものを評価していることの現わ
れであろう。 
 
表４ 教職員組合観別・政党支持別の関係 
 
 
 
自民 社会 公明 共産 民社 
特に政
党支持
なし 
その他 N・A 計 
①「積極肯定型」 
（大変必要である） 
32.4% 
(183) 
0.5% 
( 1) 
38.8% 
(71) 
1.1% 
( 2) 
35.5% 
(65) 
0.5% 
( 1) 
22.4% 
(41) 
 
1.1% 
( 2) 
100.0% 
(183) 
②「肯定型」 
（ある方がいい） 
50.1% 
(283) 
4.9% 
(14) 
7.4% 
(21) 
1.4% 
( 4) 
2.8% 
( 8) 
1.4% 
( 4) 
72.8% 
(206) 
 
9.2% 
(26) 
100.0% 
(283) 
③「否定型」 
（なくてもよい） 
6.4% 
(36) 
11.1% 
( 4) 
19.4% 
( 7) 
2.8% 
( 1)     
36.1% 
(13) 
2.8% 
( 1) 
27.8% 
(10) 
100.0% 
(36) 
④「積極否定型」 
（大変不必要である） 
1.6% 
( 9) 
77.8% 
( 7) 
22.2% 
( 2)             
100.0% 
( 9) 
⑤「不明型」 
 （なんとも言えない） 
8.1% 
(46) 
8.7% 
( 4) 
8.7% 
( 4) 
4.3% 
( 2) 
2.2% 
( 1)   
45.7% 
(21) 
15.2% 
( 7) 
15.2% 
( 7) 
100.0% 
(46) 
N・A 
1.4% 
( 8) 
12.5% 
( 1)   
    
87.5% 
( 7) 
   
100.0% 
( 8) 
計 100.0% 
(565) 
5.5% 
(31) 
18.6% 
(105) 
1.6% 
( 9) 
13.1% 
(74) 
0.9% 
( 5) 
51.0% 
(288) 
1.4% 
( 8) 
8.0% 
(45) 
100.0% 
(565) 
 
しかし組合の本質的な存在機能が、今日の女性教師にとって、いかなる政党と密接な関
係があるかの認識の弱さの現れでもあろう。つまり組合帰属意識の弱体化と政党支持の無
関心とが関連する点は、将来に亘ってさまざまな問題を提起するものとなるであろう。
「否定形」の内訳で、革新系の社会党が19,4％で最も多く占めている。社会党を支持し、
一方では組合の存在性を否定する矛盾した現象は、組合の存在機能と自分の支持する政党
の本質をよく理解していない結果の現れでもあろう。 
また今日の組合存在の問題と政党支持とは完全に分離しているのか、この点が女性教師
の政党意識の理解の隘路ともなるであろう。「積極否定型」に至っては、革新系の社会党
支持者が22.2％を占めていることは、「否定型」の場合と同じように理解に苦しむ面でも
ある。「不明型」は、全く組合の存在に対して無関心なのか、また組合の政策に同調し得
ない事情によるものであろう。いづれにしても「特に政党支持なし」との関連性から見て
％(実数) 
政党支持別 
教職員組合観別 
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も、現在の自分の生活環境に対する認識の欠如でもあろう。これは女性教師集団が社会の
時勢の流れに遅れるのみではなく、孤立化する危険性の兆候ともみられる。 
以上のように「教職員組合観」の「積極的肯定型」と革新政党との間において明確な関
連性が存在している。その他は関連性が存在しないよりも全く相反する現象が見られた。
これは政治意識の身の問題ではなく、生活意識の低さも若干関連していると見られる。女
性教師の大多数の人々は、まず教師としての帰属意識を高めることが早急に必要とされる
のではなかろうか。 
 
４  政党支持別・現代日本の教育政策観別分析 
 
わが国の教育政策を検討するに際して、教育権は国にあるのか、また国民にあるのか。
このことが戦後の教育界の最大の争点である。日教組の調査結果によると、教師の87,8％
が「国民に教育権がある」と認識している⑪。また現代の「文部省の教育政策に対して、
いかに考えているか」について、日教組の教師たちが、明確に否定するものは40,4％で半
数以上である⑫。このように戦後の教育政策に対して現場の教師たちは、実にさまざまな
見解を持って職務を遂行している。戦後の日本が、二大政治勢力の拮抗関係の下にあって、
政府・与党は教育の目標・内容さらには政策決定機構等について、日教組・野党側の合意
を得ることができないできた。その結果、強い反対が予想されるような政策を実施するこ
とには慎重にならざるを得なかった。また、あえて実施に踏み切ったとしても、その政策
に進展しない場合が多かった。こうした情勢のため教育の質的改革は一向にはかどらなか
った。これに反し、教育量の増大と教育機会の拡張ということについては、双方の見解が
一致していた。つまり主権者国民の支持を求めて、両者ともに教育の拡大を行うのである。
その結果、はっきりした政策原理を欠いたまま量的拡張をたどることになった。このよう
な歴史的な経過の中で、毎年増加の傾向をたどった女性教師は、今日の国の教育政策に対
して、どのように考えているのか。その実態を把握し検討することは、将来にとって現場
の女性教師のレベルのみではなく、日本の教育界の全体にとっても重要な問題であろう。 
まず「賛成」の立場のものが全体の46.9％で、日教組の調査よりも12.7％少ない（表5
参照）。また「全般的反対型」は少なく僅か8,3％で日教組調査結果との格差が32,1％と大
きい。これは女性教師の多くが、現代の教育政策に対して抵抗が少ないことを如実に物語
っている。この型と政党支持との関連性の内訳は、革新系（共産党51.1％・社会党25.5％）
が76.6％を占めかなり政党の政策と関連性が強い。逆に「全般的賛成型」は保守系自民党
が28.6％で意外と少なく、半数以上（57.1％）が特定の政党を支持していない。これは教
育政策に対して真剣に考慮した結果であるのか疑問がもたれる。賛成の程度の差は別とし
て、一応に賛成の立場を示した女性教師の半数以上が政党支持なしである。この事実から
して、政治的関心の度合いの問題もさることながら、教師としての社会的認識の欠如とい
う基本的なものが問われるであろう。今日の女性教師は教育現場において職務を忠実に遂
行しているが、教師全般によく言われる社会的視野の狭さという問題もある。これは外面
的には単純な問題のようであるが、実は将来の日本の教育成果に関連する重要な事柄であ
る。このことが十分に理解される場合に女性教師の評価がなされるであろう。 
賛成・反対の立場のものが、ほぼ同じでその差僅か0,6％ほど反対が多い。このように
両者の立場の勢力程度が、ほぼ同数であることは、女性教師集団の運営に関してかなり困
難が伴うものと見られる。また「不明型」、「無回答」の合計が全体の5.5％いる。これは
数的にはわずかで問題としては少ない。しかし自分の職業に最も密接な関係のある国家の
教育政策に対して無関心であるこの事実は、政治意識のみならず、教師としての職業意識
の低さを物語っている。現代の小学校は「女性教師の時代」とも言われている実情からし
て、余りにも現代の国家の教育政策に対して無関心層が5.5％もいることは女性教師の将
来にとってあまり好ましく無い傾向である。革新系の政党支持者の方が、保守系の政党支
持者より政治・職業意識ともに高い。今より以上に女性教師が発展するためには、常に自
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分の生活環境の認識と教師集団以外との係わりを十分に認識し社会の潮流に対して、常に
配慮し自己の立場を検討すべきであろう。 
 
表５ 現代日本の教育政策観別・政党支持別の関係 
 
 
自民 社会 公明 共産 民社 
特に
政党
支持
なし 
その他 N・A 合計 
①全般的賛成型 
1.2% 
( 7) 
28.6% 
( 2) 
    
57.1% 
( 4) 
14.3% 
( 1) 
 
100.0% 
( 7) 
②基本的賛成・
部分的否定型 
45.7% 
(258) 
7.8% 
(20) 
11.6% 
(30) 
0.4% 
( 1) 
  
67.1% 
(173) 
1.2% 
( 3) 
12.0% 
(31) 
100.0% 
(258) 
③全般的反対型 
8.3% 
(47) 
 
25.5% 
(12) 
2.1% 
( 1) 
51.1% 
(24) 
4.3% 
( 2) 
4.3% 
( 2) 
 
12.8% 
( 6) 
100.0% 
(47) 
④基本的反対・
部分的賛成型 
39.3% 
(222) 
1.0% 
( 2) 
27.5% 
(61) 
2.3% 
( 5) 
21.6% 
(48) 
0.5% 
( 1) 
43.7% 
(97) 
0.5% 
( 1) 
3.2% 
( 7) 
100.0% 
(222) 
⑤不明型 
3.7% 
(21) 
28.6% 
( 6) 
 
9.5% 
( 2) 
4.8% 
( 1) 
9.5% 
( 2) 
33.3% 
( 7) 
14.3% 
( 3) 
 
100.0% 
(21) 
N・A 
1.8% 
(10) 
10.0% 
( 1) 
20.0% 
( 2) 
 
10.0% 
( 1) 
 
50.0% 
( 5) 
 
10.0% 
( 1) 
100.0% 
(10) 
合 計 100.0% 
(565) 
5.5% 
(31) 
18.6% 
(105) 
1.6% 
( 9) 
13.1% 
(74) 
0.9% 
( 5) 
51.0% 
(288) 
1.4% 
( 8) 
8.0% 
(45) 
100.0% 
(565) 
 
 
結びにかえて 
 
女性教師の政治意識は、高学歴型の専門的職業人として意外に低いことが明らかになっ
た。最近の女性教師の数的増大に伴って、質の問題が生じる可能性が見られる。教師とい
う職種上、政治的な活動制限が設けられていることもこの意識の低さと何らかの関連はあ
ると見られる。しかし自分の職業に関する国家の政策に関しての関心の低さは、自分の職
務に対しての熱意の欠如とも見られる。政治に対しての関心の低さは、自己の存在を否定
する結果にもなるであろう。また一般社会の大学卒者の政党支持の傾向と異なっている部
分が多いのは⑬女性教師集団の特質でもある。この相違点の由来を解明することが、今後
の課題として残される。類似点は30代に大きく社会党支持に傾斜している現象で、教師と
いう職業意識よりも生活意識の方が、政党支持に大きく影響していると見られる。保守系
への支持は加齢の影響によるものか、また世代的な特徴であるのかを判定するのは、現在
の段階ではきわめて困難である。一般に男性は社会的地位の上昇と保守化の関係がすでに
示唆されているが⑭。この調査の場合の対象者は、女性でありまた管理職（校長・教頭）
ではないことも考慮すべきであろう。また教師という職種は、地位の上昇が必ずしも自分
の仕事にとって、有利に影響するとは限らない点がある。このように一概に他の職種とは
比較検討ができない点がある。女性教師の場合、加齢による保守化の傾向があまり現れな
かった理由として、永年の閉鎖的な教職界の体験にかかわらず、潜在的に政治に対する批
判の眼を保ち続けている結果でもあろう。 
「世代別（年齢層別）」では、ライフ・サイクルとの関連性が中年層において注目され
た。現実の日常生活の厳しさが一層痛感される30代後半から40代全般は、住宅ローン・教
育費の支出増大などが、今日の政治に関して強い関心をもたらし、さらに政党支持の選択
に影響していると見られる。 
時勢の面では、新しい男女平等の教育を受けた人が、女性教師集団の場合も既に過半数
を占め、現実の教職界を動かす原動力をもっている。このことから今後は政治的意識が今
％(実数) 
政党支持別 
教育政策観別 
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以上に高まるであろう。女性教師の場合も一般社会と同じように女性の高学歴化の現象に
伴って新採用者のほとんどが大学卒業者の傾向にある。この点からも将来の政治に対して
関心が増加するであろう。また女性の眼が家庭から社会へと広がり、社会的活動が期待さ
れている。このように社会情勢下において、女性の伝統的で代表的な職業である女性教師
の多くは、将来において政治意識の向上がもたらされるであろう。これは今後の女性教師
の増加問題のみでなく、日本の初等教育界の質的転換への隘路でもあろう。女性教師たち
の87.0％のものが階層帰属意識の面で「中程度」であり、また専門的な職業に就業する者
として、政治意識の向上がより一層期待される。政治的無関心層の増大は、即ち教育の危
機をも意味すると見られる。女性教師たちの政治的関心度の増加が、社会的評価を今以上
に向上させることになるであろう。 
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〔調査実施要項〕 
(1) 調査地選定理由 
  わが国の首都で都道府県別において男女ともに教師の数が最高である。 
(2)財源 
  1978年文部省科学研究費、一般研究（D)。 
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(3)日時 
  1979年1月下旬。 
(4)母集団 
  1979年東京都内公立小学校教員総数36,523名の内女性教師22,274名(産休教員等除く)。 
  1979年1月10日現在 
(5)抽出台帳 
  東京都職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校教職員名簿』 
1978年版。 
(6)抽出方式 
  年齢層別・地区別比例配分を行い、その中より無作為抽出法による。 
(7)サンプル 
  計画＝2,000(管理職は除く)、 回収数＝565、回収率＝28.3％。 
(8)調査方法 
  郵送法 
 
 
附記 
この政治意識の研究は、元来パネル調査で実施すべきであるが、調査実施者の諸般の事
情と被調査者の強力態勢の事情などにより「クロスセクション」調査で行った。今後はこ
の『クロスセクション・データ』を時系列的に整理し、その間の変化を推進する手掛かり
の第一歩としてこの小稿を役立たせたい。 
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おわりに 
 
 以上、筆者が終始一貫し追究してきたテーマは、「現代日本教師はいかなる意識に基づい
て、日常の教育活動に取り組んでいるのであろうか」、「教師の教育に関する価値理念（職
業的使命観）とは何か」、さらに言えば、教師にとって最も重要なことは、「なぜ教師を志
望したのかという就職動機の明確化」であるということであった。この教師の教職に対す
る真剣な姿勢を常に保持するためには、まず何よりも堅実な就職動機が必要不可欠であり、
この堅実さが教師の資質を向上させ、さらに新しい能力開発の原動力となると考えるから
である。 
本論文では、前述してきたように東京都、長野県、山口県、山形県など限られた地域で
の公立小学校の事例分析と、1969年、1979年、1986年、1996年など限られた時系列によ
るアンケート意識調査結果を総合的に分析してきたが、これを今日の教師像の一般化モデ
ルとして結論づけることは、もちろん極めて不十分・不完全であり、一定の時間・空間内
での比較考察にすぎないということは改めて論を待たない。まずこのことを確認し前提に
した上で、全体として次のようなことがいえるであろう。 
「Ⅰ現代日本教師をめぐる問題状況」においては、現代日本教師を取り巻く環境状況を
現実分析し、もろもろのアンケート調査のデータ分析結果から、とくに「教師の多忙感」
について考察した。ここで、「現代教師をめぐる問題状況」として、まず何よりも「教育現
場での労働荷重と多忙さ」があり、教師が「心のゆとり」を喪失し、結果として「追いつ
められている」という実態を明らかにした。そして、今日の教育現場で何が起きているの
か、教師の加重労働、健康傷害、自殺問題など、どれほど深刻かつ過酷な緊張状況にある
のか、その①現状と課題、②原因と背景、③具体的改善対策などに、いかに取り組むべき
かについて検討し問題提起した。 
とりわけ教師の継続志向率が、各地域ともかなり低下しているという現状は、今までの
教職界内部と教師自身の職業意識に大きな変化とギャップが生じているためではなかろう
か。継続志向率の低下傾向は、すなわち教職界全体の質的低下に関連してくるであろう。
従ってとりわけ離職率が高い「新任・20代・女性教師」および「ベテラン教師」に対して、
職務内容の見直し、カウンセラーの配置、教師サポート体制の充実など、早急な何らかの
取り組みの必要性を強調している。 
「Ⅱ日本教師の職業意識・教職意識の分析」では、教師の職業意識、配偶者選択意識、
教員養成制度の改革、教職意識、就職動機、社会的交流関係などについて実態分析してき
た。教師人生において、なかんずく「学校選択」と「職業選択」と「配偶者選択」は大き
な選択・岐路であろう。 
 日本の初等教育の教師は、「地元高校卒業→地元国立大学教育学部卒業→卒後地元小学校
就職」というのが一般的コースである。つまり教師は地域社会を基盤とした土着性の高い
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職業である。また職場間の移動も他の職種に比較して少なく、その範囲も限られ、現代社
会においては稀に見る閉鎖的職業集団である。 
 就職動機の「堅実さ」という点では、本論の調査結果によれば、明らかに男性教師の方
が優れており、「価値志向型」では男性教師の「傍系」（傍系教員養成に属する旧制度の検
定合格者・中学・女学校・新制度の一般大学・学部・短大卒業者）により多く、逆に「漠
然型」は少なかった。以前は動機づけが極めて不堅実なタイプ（「生活安定型」）が、「傍系」
よりも「純系」（純教員養成専門機関系の旧制の師範学校・新制の学芸・教育大学の学部卒
業者）に圧倒的に多かったのである。しかしこのような現象は、最近徐々に格差が見られ
なくなってきた。これは戦後実施された教員養成制度の開放制効果のひとつの現れとも見
られるであろう。教育養成機関別に教師の意識面の格差があまり見られない点が明らかに
なったのである。従ってむしろ大切なことは、教職に就任した後の本人の教職に対する自
覚の方がより一層重要な要因であると考えられる。 
 また派閥（学閥）の存在を大多数の教師が、依然として容認しているということが明ら
かになった。教職界にとって極めて好ましくない派閥の存在を巧みに利用しまたこれを受
入れて生存している者がいるということである。これは近代市民社会の原則に反する派閥
現象が今なお存在するということである。教師はこうした精神衛生上あまり好ましくない
病理的職場集団の中で職務を遂行してということである。 
配偶者選択の決定原理は、「共同体主義→家族主義→個人主義」という順序で移行してき
たことは周知の事実である。教師は一般的に「職場結婚」が他の職業と比較して多いと言
われている。つまり「同一集団内・同一階層内」での通婚率が高いということである。本
調査結果でも、配偶者選択のメルクマールとして、常識的に「範囲」、「基準」、「主体」、「過
程」などの選択幅が極めて狭く、限られ、同質的な判断基準で行われている場合が多いと
いうことが明らかになった。 
さらに教師と地域社会との関係では、自分たちの職場集団との交流関係においてまだ乖
離があるといえる。教師は地域社会にあって、一歩先・一歩上を行く「文化普及者」（理想
の具現者）として位置づけられ、その役割が期待されているといえる。筆者は、教師は単
に教育サービスを行う労働者というのではなく、「文化財や社会的遺産を地域の人々に体系
的に伝達する媒介者」でもあると考えている。地域の文化水準を高め啓発するとともに、
地域の特性と要請を受け止める役割をもつ社会教育の指導者でもある。従って、社会的関
心の幅に広がりのない教師に現代の子どもの多様性を把握し理解することはできない。し
かし調査結果からは、全般的に教員関係集団以外に交流関係は少なく、あまり積極的に参
加しておらず、むしろ一般社会から孤立している教師が少なくないということが明らかに
なった。「学校―地域社会―家庭」がお互いに連携協力を密にしてこそ、児童・生徒の教育
環境は完成されるのである。地域社会の活性化が叫ばれている現在、地域社会の中の中心
的要として学校集団が位置づけられ、かつその中心的メンバーである教師の資質に地域社
会の将来が託されているといっても過言ではないのである。 
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「Ⅲ管理職（校長）の教職意識の分析」では、現代日本の女性校長数は、とくに広島県
（35，3％）や大分県（34，1％）などに多く、また鹿児島県（8，8％）や北海道（9，7％）
などに少ないという状況である（2010（平成 21）年 4月現在）。 
管理職・指導者としての校長に昇進している教師は、長年の教職経験を積んで、教師と
いう職業を十分に理解し自分の性格などをさらに慎重に検討した上で、教職の道を選択し
た者が多いことが判明した。また地域別における校長の意識の特色は、都会（東京）は価
値観の多様化、地方（長野県）は保守的な傾向が強く見られた。 
 管理職への昇進志向は、出身校別にみると、「純系」が「傍系」よりも多いことが明らか
になった。「傍系」の女性の場合は昇進志向は皆無である。さらに性別では、圧倒的に男性
教師の管理職志向が多いことも明らかになった。今日、「女性教師の時代」といわれている
にもかかわらず、管理職層への志向が弱いのである。この「管理職を志向しない理由」と
しては、「教育者型」が圧倒的に多いためであると考えられる。このように女性管理職の輩
出率が低下している要因としては、「現在以上に責任のある役割を求めようとしない」、「職
場の長とならなくてもよいという女性教師自身の甘え」、あるいは「校長や責任者になる恐
れ」などがあるために、管理職への昇進志向が放棄されているのである。その結果、女性
教師は教員組織において周辺的な存在となっており、この事実は、1955 年代の調査結果と
何ら変化がない。その後、社会情勢が急速に進歩しているにもかかわらず、初等教職界は
依然として停滞しているのである。教職界における女性教師の質的向上のためには、本人
の意識の向上を高めるとともに、職場全体における教育生活環境の改善が必要であろう。
そして管理職就任の機会と動機づけをできるだけ多くつくることである。 
「Ⅳ女性教師の教職意識の分析」では、女性教師の意識の変遷、教職選択、派閥（学閥）
意識、就職動機、継続希望とその理由、昇進（管理職）希望、階層帰属意識と生活信条、
供給源としての社会階層、教育労働者意識、政治意識などについて考察してきた。 
 女性教師という職種の特質としては、①男女同一労働・同一賃金、②高学歴、③永年勤
続の可能性、④社会的に安定した地位、といったことが挙げられる。 
代表的な女性職業として古い伝統をもつ小学校女性教師は、1875（明治 8）年には僅か
1,8％を占めるに過ぎなかったが、今日（2006年）では 64，9％と半数以上を占めるに至っ
ている。いつの時代でも教師は、常に中間層ないし中流の階層出身者が大部分であって、
上流あるいは下層から教師になる者は少なかった。しかし開放制教員養成時代になると、
旧制時代より比較的高い階層出身者が多くなり、階層移動（上昇移動）が盛んになった。
この女性の職場進出の社会的要因としては、①消費生活水準の上昇と合理化による余暇時
間の増大、②女性教育水準の向上、③社会的参加意識の向上、といった理由が考えられる。 
戦後、教員養成制度が改革され、戦前の学校体系における閉鎖的な師範学校制度を廃止
し、一般大学でも資格取得できるようになった。総体的に教師として適格者と考えられる
モデル・パターンは、「就職動機づけ（価値志向・適職両型）→継続志望意志（有）→継続
志望理由（生き甲斐・適職両型）→昇進希望意志（有）」といった各項目の連続性の一連パ
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ターンであるといえよう。このパターンには地域格差があり、例えば、長野県は女性教師
数が全国最低であった。しかしながら、問題はこのような女性教師に関する調査資料その
ものが殆ど皆無に近い状態であったことである。それがまた女性進出の様々な進学阻止の
要因ともなっていたのである。こうしたことから、筆者は「女性教師の実証的研究」を長
年継続し、かつこれらの考察結果が少しでも発掘と公開に寄与できれば幸いである。 
最後に言いたいことは、これからの教師像は、「プロフェッショナル教師」（高度専門職
業人）としてきちんと位置づけられ、そのさらなるエンパワーメント（自強）の理論化と
モデル化とシステム化を図っていくことが極めて重要であると考えている。 
